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1 . はじめに 

1.1  調査目的と調査内容 

1.1.1 調査目的 

 我が国において、これまでの原子力発電の利用に伴って放射性廃棄物が発生しており、

その処理処分対策を着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物の地層処分や長半減

期低発熱放射性廃棄物（TRU 廃棄物）をはじめとする低レベル放射性廃棄物の処理処分等

に係る政策立案や研究開発については、国や関係機関、処分実施主体（原子力発電環境整

備機構：NUMO）等の適切な役割分担のもとで進めていくことが重要である。 

 これらの背景を踏まえて、本事業では、平成 26 年度より 4 ヵ年の事業期間で高レベル放

射性廃棄物の地層処分を中心とした先進的な研究開発を実施するとともに、今後の我が国

の基盤研究開発の課題を検討することで、処分実施主体が将来処分事業を進めるにあたっ

て必要となる技術基盤の整備を図ることを目的として実施する。 

 

1.1.2 調査内容 

 上記の調査の目的を踏まえ本事業では、処分技術に関連する先進的な研究開発テーマ及

び研究実施者を公募したうえで選定し、当該テーマに関する研究開発を実施するとともに、

研究の実施に係る進捗管理や成果のとりまとめを行う。さらに、選定した研究開発テーマ

に関連して、「地層処分基盤研究開発に関する全体計画（平成 25 年度～平成 29 年度）」（以

下、全体計画という）に示される研究開発状況の中間評価、及びその後の研究開発状況の

チェックアンドレビューも合わせて行う。 

 

1.2  調査の計画立案と実施方針 

 前述した調査内容に基づき、平成 26 年度～平成 29 年度の具体的な作業内容について表

1.2-1 に示す。 

表 1.2-1 本事業における平成 26 年度～29 年度の作業内容 

（１）処分技術に関連する先進的な研究開発テーマの選定 

① 研究開発テーマの選定 

概ね平成 26 年 9 月までに、平成 25 年度放射性廃棄物共通技術調査等事業（放射性廃棄物

重要基礎技術高度化調査）における海外における地層処分や代替処分技術等の最新の研究

開発動向調査結果（平成 25 年度放射性廃棄物共通技術調査等事業放射性廃棄物重要基礎技
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術高度化調査報告書 

http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/rw/library/library05.

html にて公開）を踏まえてテーマを公募し、処分に見識がある有識者（5 名程度を想定）

による選考を経て、同年 10 月までに 5 テーマ程度を選定する。有識者の選定や選考委員会

の実施に当たっては、資源エネルギー庁と調整、相談の上、実施する。 

② 選定基準 

研究開発テーマの選考・選定にあたっては、前述した平成 25 年度の調査結果等を踏まえる

とともに、各分野別（地質環境調査技術、処分場の建設・操業・閉鎖にかかわる工学技術、

安全評価技術、使用済燃料直接処分技術）の検討委員会での議論や、総合資源エネルギー

調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会放射性廃棄物ワーキンググループでの議論（地

層処分の社会的受容性の拡大に資する技術（回収可能性、代替オプション検討等））を踏ま

えた選定とする。 

③ 研究実施者の公募 

選定した研究テーマについて公募を行い、研究実施者の決定及び実施に必要な事務手続き

などを行う。公募の手順等については、過去の実績を踏まえ以下の通りとする。 

・ 公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター（以下、原環センターという）の

ホームページ上にて公募要領を掲載する。その後 1 ヶ月程度公募を実施し応募者を募

る。その際、研究開発テーマに関連した学会のメーリングリストなども活用し広く情報

を伝えることに留意する。 

・ 公募期間後に応募者から提出された提案書等について、選考委員会に諮り書類審査を行

う（１週間程度）。 

・ 書類審査を通過した応募者を対象に、速やかに選考委員会を開催し二次審査を行う。二

次審査では、研究内容に関する応募者からのプレゼンを行い、最終的な研究実施者を決

定する。 

・ 研究実施者決定後、速やかに研究が開始できるよう、原環センターは研究実施者と再委

託契約を行う。なお、再委託契約に伴う全ての権利（知的財産権など）は、原環センタ

ーに原則帰属させるよう留意する。また再委託先は原環センターと同様に、秘密の保持

に留意し、漏えい防止の責任を負う。 

 

 なお、公募に係る手続きなどは資源エネルギー庁の委託事業事務処理マニュアルに準拠
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する。また、応募者がなかった研究テーマについては、選考委員会の有識者からの推薦に

より研究実施者を選定することも可とする。 

 

（２）（１）の研究開発に関する進捗管理・取りまとめ 

（１）の研究開発に対して、進捗管理や成果の取りまとめを実施する。具体的には、大学

等の外部有識者からなる検討委員会（親委員会及び分野別委員会（地質環境、工学技術、

性能評価、直接処分の 4 分野））を設置し、各委員会において、対応する（１）で選定した

研究開発内容・進捗状況に関する中間及び最終報告を研究実施者に行わせ、チェックアン

ドレビューを行う。検討委員会の委員の選定（各委員会で 6～8 名を委員として選定するこ

とを想定）や実施に当たっては、資源エネルギー庁と調整、相談の上、実施する。 

 また、検討委員会では、上記に関連する「地層処分基盤研究開発に関する全体計画（平

成 25 年度～平成 29 年度）」に示される平成 26 年度までの研究開発状況の中間評価も合わ

せて行うこととし、そのために必要な事務局（日程調整、会議場所の確保、資料の準備、

議事録の作成など）も務める。研究開発状況の中間評価に関する検討委員会は、上記 4 分

野の委員会を 3 回程度、親委員会を 2 回程度開催する。 

 

 表 1.2-1 に示した作業内容についてまとめると、以下のように整理される。 

（1）処分技術に関連する研究開発テーマの選定（平成 26 年度のみ実施） 

 研究開発テーマの選定（研究テーマについて選定委員会に諮り決定） 

 研究実施者の公募（実施者については選定委員会で審査・決定） 

 

（2）選定した研究開発に関する進捗管理・とりまとめ（平成 26 年度～29 年度の各年度実

施） 

 選定した研究開発テーマ実施に関する進捗管理・取りまとめを行い、その一環と

して検討委員会を設置し、研究者によるプレゼン報告（中間報告、最終報告）に

対してチェックアンドレビューを実施 

 研究管理の進捗・取りまとめに関連して、全体計画に係る研究開発状況に関して、

平成 26 年度に中間評価、及び平成 27～29 年度はチェックアンドレビューを検討

委員会にて行う。 

次節で、平成 29 年度に実施する作業計画を整理する。 
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1.2.1 選定した研究開発に関する進捗管理・取りまとめに関する作業計画 

前述の計画立案と実施方針を踏まえて、平成 29 年度における研究開発テーマに関する進

捗管理・取りまとめについては、以下を実施することを計画した。 

 

・平成 26 年度に選定された研究開発に関する平成 29 年度における進捗管理・取りまとめ 

① 検討委員会において中間報告・最終報告を行うことにより進捗管理を行う 

② 電子メールや研究者の所属する大学等への訪問し意見交換を実施することにより進

捗管理を行う 

③ 各研究者から提出された平成 29 年度の研究報告書の概要、及び 4 年間の研究成果

として研究の総括資料を取りまとめる 

 

・全体計画の中間評価 

④ 地層処分基盤研究開発調整会議（以下、基盤調整会議という）における全体計画の

中間評価対応や全体計画改訂のための作業について、事務局として支援 

⑤ 中間評価を行う検討委員会の運営 

 

 ①については、大学等の外部有識者からなる検討委員会を設置し、委員会において、研

究開発内容・進捗状況に関する中間及び最終報告（それぞれ 9 月頃と年度末頃に開催）を

研究実施者に行わせ、チェックアンドレビューを行う。 

 ②については、上記のように、電子メールや各大学等への訪問により意見交換を実施し、

研究の進捗について管理する。なお、大学等への訪問は、今年度の実験・研究実施方針や

計画等についての意見交換を行うため、今年度の早い時期に実施することとした。 

 ③については、各研究者から 1 月中旬頃に研究報告書のドラフト版を、3 月中旬に研究報

告書の最終版を原環センターに提出することにより、研究の進捗管理を行う。また、研究

報告書の概要をとりまとめる。さらに、平成 29 年度は本事業の最終年度となることから、

各研究テーマについて 4 年間の研究成果の概要を総括資料として取りまとめる。 

 ④⑤については、後述するように、新しい枠組みで設置された地層処分研究開発調整会

議における次期全体計画策定のための支援対応を行うこととする。 
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2 . 研究開発に関する進捗管理・取りまとめ 

 本事業で平成 26 年度に選定された処分技術に関連する 6 件の研究テーマについては、平

成 29 年度までの毎年度、検討委員会を設置して研究開発内容・進捗状況に関する中間及び

最終報告を研究実施者に行わせ、チェックアンドレビューを行うこととしている。平成 29

年度については、9 月頃に中間報告を、年度末頃に最終報告を行うこととした。 

 中間報告、及び最終報告における 6 件の研究テーマの進捗状況のチェックアンドレビュ

ーを実施するための検討委員会を設置した。 

 また、上記検討委員会によるチェックアンドレビューの他に、研究実施者との間で電子

メールや各研究者が所属する大学等を訪問して意見交換を行うことにより、進捗管理を実

施した。特に今年度は実施研究の最終年度であるため、各研究者には積極的な外部発表を

行うように要請を行った。 

以下の 2.1 節において、6 件の選定された研究テーマの平成 29 年度の成果概要について

整理する。また、2.2 節において、設置した検討委員会による、各研究者から平成 29 年度

の研究成果などの報告に対する評価について取りまとめる。また、4 年間の研究成果の概要

を研究者と事務局で調整しながら総括資料として取りまとめた。総括資料は本報告書の別

添資料集 II を参照されたい。 

選定された 6 件の研究テーマの 4 ヵ年における論文、学会発表等の外部発表数は、平成

30 年 3 月時点で予定を含めて 62 にも上った。 
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2.1 進捗管理の実施 

研究実施者との間で電子メールや各研究者が所属する大学等を訪問して意見交換による

進捗管理については、電子メールによる各研究者からの種々の問い合わせへの対応を行う

とともに、研究者が共同研究者等と会議を行う機会などを利用して、大学を訪問し意見交

換を実施した。 

電子メールによる対応については、研究者による海外出張の計画・実施の管理、経理処

理方法に関する質疑応答、研究者の履行体制変更に伴う手続き、学会・シンポジウムや論

文での研究成果の発表の管理などを実施した。 

さらに、以下の大学の訪問による意見交換を実施した。 

 

日時 訪問場所 研究者名 

平成 29 年 5 月 16 日 

平成 30 年 2 月 5 日 

福島高専 福島高専 金澤伸一 

平成 29 年 5 月 18 日

～5 月 19 日 

京都大学 京都大学 奈良禎太、小林大志、柏谷公希 

 

2.2 選定された研究テーマの平成 29 年度の成果概要 

2.2.1 実施研究 1 研究者：京都大学 柏谷公希 

研究テーマ：断層周辺の地下水流動特性および物質移行特性に関する包括的研究 

 

（背景・目的） 

 断層はその両側で変位の認められる割れ目もしくは割れ目ゾーンであり、一般に破砕帯

を伴うことが多く、破砕帯を構成する破砕物質はその粒径に応じて細粒なものは断層ガウ

ジ、粗粒なものは断層角礫と呼ばれている。一般に破砕帯は割れ目が発達していることで、

母岩と比較して高い透水性を示すことが多いが、主に断層ガウジからなる細粒粘土化帯は、

透水性が低く遮水構造として機能し、周辺の地下水流動を制限することが知られている。

このように、断層はその内部構造に応じて地下水流動や物質移行における主要な経路（パ

ス）と障壁（バリア）の両方の機能を有すると考えられている。断層の内部構造や不均質

性を踏まえ、断層破砕帯が周辺の地下水流動や物質移行に及ぼす影響を明らかにすること

により、より実現象に即した核種移行解析が可能となり、地層処分の安全評価における地
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下水シナリオの評価を高度化する上で貢献すると考えられる。 

 上記を背景として本研究では、断層周辺の地下水流動および物質移行における断層のパ

スあるいはバリアとしての機能を明らかにすることを目的とする。さらに、断層の地下水

流動および物質移行におけるパス、バリアとしての機能を評価するための手法を構築する

ことを目的とする。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の実施計画） 

 過去にプローブパーミアメータを用いて測定した浸透率と比較する目的で、浸透率を測

定した深度 300m 坑道と深度 500m 坑道の坑道壁面を対象として、シュミットロックハン

マーによる反発度測定を実施する。また、昨年度に引き続き、（国研）日本原子力研究開発

機構の瑞浪超深地層研究所の研究坑道内のボーリング孔から地下水試料を採取し、地下水

の流動状態を推定するのに役立つ複数の地化学トレーサーの分析を行う。さらに、これま

でに得られているデータを用いて断層周辺の水理、地化学モデルを構築し、主立坑断層周

辺の地下水流動及び物質移行状態を推定するため、地下水流動解析と反応輸送解析を実施

する。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の成果概要） 

 シュミットロックハンマーによる反発度測定の結果、測定値には大きなばらつきがみら

れたが、反発度の平均値とこれまでに測定された浸透率データには負の相関が認められた。

これらの結果から、浸透率が高い区間では、断層の影響でマイクロクラックが増加し、そ

のため強度（反発度が小さい）も低下していることが考えられる。 

 地下水試料の分析については、分析の結果概ね昨年度を再現する結果が得られ、分析結

果の妥当性を確認できた。また、本年度分析を実施した溶存ガスも主立坑断層の北側と南

側では濃度が異なることが明らかとなり、断層が地下水流動や物質移行の境界として機能

していることが再確認された。 

 地下水流動解析と反応輸送解析については、最初に広域モデルを用いた解析を行い、算

出された水頭と実測値データを比較することによりモデルのキャリブレーションを行った。

広域モデルによる解析結果は、断層周辺を細かいグリッドで表現した断層モデルを用いた
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解析を行う際に境界条件として使用した。断層周辺モデルを用いた地下水流動解析では、

坑道内の地下水湧出点に向けた地下水流動が示された。次に、上述の浸透率を岩石の空隙

率に変換した上で、断層からの距離に応じて設定したモデルを用いて、塩化物イオンの物

質移行解析を行った。さらに、スメクタイトによるイオン交換を考慮した反応輸送解析を

実施した。地下水流動解析の結果、断層の南側で浅層地下水の流下と深層地下水の上昇が

顕著であり、既存研究で考えられている立坑からの排水影響と整合的であった。塩化物イ

オンの物質移行解析の結果、解析で求めた塩化物イオン濃度の計算値と、既存研究の塩化

物イオンのデータを比較したところ、解析値は実測値よりも濃度が高いものの、濃度の上

昇と低下の時期が整合することが明らかとなった。反応輸送解析の結果は、イオン交換を

考慮しない場合に比べて、イオン交換を考慮した場合に地下水の Na 濃度や Ca 濃度がどち

らも断層周辺で上昇する傾向となった。 

 今後は本研究で提案された手法が、広く活用可能かどうかを確かめるために、他のサイ

トでも適用可能であることを確認することが課題である。 
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2.2.2 実施研究 2 研究者：京都大学 奈良禎太 

研究テーマ：岩石き裂の治癒作用を利用した不連続面のバリア性能向上に関する研究 

 

（背景・目的） 

 放射性廃棄物の地層処分においては、岩盤を天然バリアとして使用する。このことから、

岩盤には高い長期強度と遮蔽性が要求される。岩盤内では、き裂や空隙のネットワークが

流体の流路となるため、遮蔽性向上には、き裂の進展を防ぐとともに、き裂や空隙を閉塞

させることが効果的であると考えられる。日本では地殻運動が活発であり、地下には断層

や節理などの不連続面が数多く分布するが、巨視き裂を含む火成岩では、巨視き裂に断層

粘土を含めることにより、透水係数が低下することが期待される。また、岩石とコンクリ

ートを水中に一緒に保存すると、岩石表面にカルシウム化合物が析出することが示されて

おり、これらの効果を利用すれば、治癒した節理や断層を利用する形で岩石の遮蔽性を高

められる可能性があり、放射性廃棄物処分で大いに役立つ技術の可能性が期待される。た

だし現状では、節理や断層がどの程度バリア性能を有するかについては十分には検討され

ていない。 

 本研究では、岩石内の節理や断層の遮蔽性（バリア性能）を、破壊力学試験と透水試験

を用いて調べる。特に、岩石のき裂進展とその閉塞を同時に起こす試験を行い、さらに、

閉塞に寄与した析出物の同定を行うことにより、析出物の力学的耐久性を理解する。また、

節理や断層等の不連続面を有する試験片を用いて透水試験を行うことにより、断層や節理

のバリア性能を向上させ、その基礎情報を得ることを目標とする。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の実施計画） 

粘土がき裂を充填する過程での岩石の透水係数測定を室内試験にて実施する。また、同

様にき裂が充填されていく過程での透水係数の変化を評価することを目的として、（国研）

日本原子力研究開発機構の瑞浪超深地層研究所の深度 300m 研究アクセス坑道において原

位置透水試験を行う。 

 

＊＊＊＊＊ 
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（平成 29 年度の成果概要） 

 瑞浪超深地層研究所の深度 200m の研究坑道でボーリングにより得られた、巨視き裂を

含む黒雲母花崗岩、及び同じく深度 200m の研究坑道で採取された粘土を用いて、1L あた

り 15.9g の粘土を懸濁させた水を岩石供試体に流すことにより透水試験を行った。その結果、

巨視き裂を含む花崗岩に粘土懸濁水を流す過程での差圧が時間の経過とともに上昇した。

試験終了後に供試体をデジタルマイクロスコープで観察したところ、き裂内部に粘土が充

填されていることが確認できた。また、この試験により評価した透水係数も時間の経過と

ともに低下した。これらの結果は、時間経過とともにき裂開口幅が低下、すなわちき裂の

閉塞が起こり、岩石の透水性が低下することにつながったと考えられる。 

 原位置試験による粘土がき裂を充填する過程での岩盤の透水試験については、瑞浪超深

地層研究所の深度 300m の研究坑道内の主立坑断層から 60m 離れた場所にて試験を行った。

坑道側壁に横向きのボーリング掘削をし、軸方向にき裂が認められた孔を試験孔として用

い、水注入用装置を設置した。原位置岩盤パルス試験法により、定流量ポンプで粘土懸濁

水を試験孔へ注入し、その際の注入圧力の経時変化を測定する透水試験を 5 回実施した。

その結果、1 回目から 5 回目までの透水試験により、注入圧が低下する傾向となった。また

得られた注入圧データから透水係数を評価したところ、試験回数が増加するにつれ、透水

係数が低下する結果となった。透水試験後に試験装置を外して試験孔をデジタルカメラで

観察したところ、ボーリングコアで認められた巨視き裂の箇所に粘土が充填した状態であ

ることが確認された。これらの結果から、粘土がき裂を充填することにより、岩盤の透水

係数の低下が起こったことが示唆された。今後は粘土の量、流速、き裂開口幅の条件につ

いての検討が必要であると考えられる。 

 

 



 

11 

 

 

2.2.3 実施研究 3 研究者：福島工業高等専門学校 金澤伸一 

研究テーマ：天然バリアと人工バリアの力学特性を考慮した放射性廃棄物処分施設の長

期的な力学挙動予測システムの開発 

 

（背景・目的） 

 地層処分施設の長期予測解析において、人工バリア（以下、ベントナイト緩衝材）の再

冠水時の不飽和状態での膨潤挙動と、その後の飽和時の圧密などの挙動は別々に検討され

ており、連続的に解かれた例がない。また、天然バリア（以下、岩盤）とベントナイト緩

衝材の相互関係の力学挙動を解析した例も無い。しかしながら、近年では個々の事象の予

測技術が開発・高度化され、岩盤を含めた処分施設の建設から超長期にわたる挙動を連続

的に解析できるところまできている。 

 本研究では、処分施設の建設から閉鎖までの期間に着目し、岩盤とベントナイト緩衝材

の力学特性を考慮できるモデルを組み込んだ、熱／土／水／空気連成有限要素解析を実施

し、建設から供用までの力学挙動を連続して解くことで、岩盤とベントナイト緩衝材の長

期的（数十万年オーダー）な力学的相互作用を把握することを目的とする。さらに、解析

条件の選定や解析結果の評価方法までの一連の流れを整備し、処分施設の長期的力学挙動

の予測システムを開発することを目標とする。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の実施計画） 

 廃棄体から発せられる温度や再冠水に伴う飽和度変化を考慮した、ベントナイトの一軸

圧縮試験、及び温度変化を考慮した膨潤量試験を行う。また、熱移動に関するエネルギー

方程式を連成させることで、熱の影響を評価できるように解析コードを拡張し、温度変化

がベントナイト緩衝材に与える影響を検討する。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の成果概要） 

 ベントナイト円柱供試体（乾燥密度ρd=1.6Mg/ m3 一定）に温度・飽和度の各パラメー

タの組み合わせに変化を与えて、一軸圧縮試験を行った。温度は 30℃~90℃(10℃ 刻み)、
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飽和度は 30%~90%(10%刻み)で変化を与えた。実験の結果、飽和度を変化させた場合はベ

ントナイトの初期飽和度が上昇するにつれ、最大圧縮強度が上昇し、飽和度 40%~50%でピ

ーク強度を迎え、その後、飽和度の上昇に伴い徐々に強度が減少していく傾向となった。

これは、供試体中の飽和度変化に伴うサクション応力の変化によるものであり、飽和度

40%~50%においてピーク強度が発現した原因としては、飽和度 40%~50%におけるサクシ

ョン応力が最も大きかったためであると考えられた。温度を変化させた場合は、飽和度 60%

までは、温度上昇に伴い、圧縮強度がほぼ一様な勾配で減少する傾向となった。しかしな

がら、飽和度 70%以上においては，温度の上昇に伴う強度の減少がみられなかった。これ

らのことから、飽和度 70%以上の高飽和度条件においては，そもそもベントナイト自身の

粘性が高く、高温状態においても間隙水の粘性が低下し、変形を追随することでクラック

の発生が抑制されたため、圧縮強度の減少が生じなかったと考えられた。 

 また、ベントナイト（クニゲル V1）と東北珪砂 5 号を 7：3 で混合したものを用いて、 

30、40、70℃の条件で膨潤量試験をおこなった。その結果、温度ごとの膨潤過程は大き

く異なり、温度が高い方が初期の膨潤量の変化の傾きが大きくなる傾向となった。これは、

温度が高い環境下の方が、モンモリロナイトと水との反応が良くなることで膨潤性能が向

上したこと、温度が上がるにつれ供試体内部の透水係数が大きくなったことなどが考えら

れた。 

熱を考慮した膨潤量試験に対して、作成した解析コードにて再現解析を実施した。その

結果、温度が上昇するに従い、膨潤量が大きくなることが確認でき、特に高温（70℃）に

関して、膨潤傾向や最終的な膨潤量が実験結果を再現できた。 

さらに、処分施設を対象とした再冠水解析を行い、再冠水中のベントナイト系材料の力

学挙動を検討した。解析では、坑道周囲全面から地下水を侵入させ、水頭は 300m まで上

昇させた。緩衝材、埋め戻し材は一様な材料で構成し、初期飽和度は 50％とし、再冠水期

間は 100 年とした。解析の結果、再冠水期間が 100 年の場合、約 50 年で廃棄体周囲の緩

衝材が飽和し、約 60 年で全体が飽和することが確認できた。冠水完了前に飽和する理由と

しては、冠水が緩やかに進行すると、外部の緩衝材の飽和が進まないため、内部への浸透

が進むためであると考えられた。また、廃棄体周辺は飽和の進行が遅い結果となり、この

原因として、廃棄体の熱の影響であると考えられた。 
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2.2.4 実施研究 4 研究者：京都大学 小林大志 

研究テーマ：硝酸塩影響評価のための高イオン強度下におけるアクチノイドの溶液化学

的研究 

 

（背景・目的） 

 TRU 廃棄物の中で、濃縮廃液固化体等の主にグループ 3 の廃棄物は多量の硝酸塩を含み、

核種の収着性や核種の溶解度に影響を及ぼす可能性が指摘されている。TRU 廃棄物に含ま

れる硝酸塩が処分施設内や近傍においてアクチノイドの移行挙動に与える影響を定量的に

評価するため、高濃度硝酸ナトリウム溶液中でのアクチノイドの錯生成、酸化還元、コロ

イド挙動について検討するとともに、反応に関わる熱力学データを取得する。高イオン強

度下でのアクチノイドの熱力学モデルを提案し、硝酸塩影響下でのアクチノイドの化学的

挙動の理解及びその定量的評価につなげる。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の実施計画） 

 高濃度硝酸イオン環境での炭酸イオン共存下におけるプルトニウム溶解度実験を行い、

昨年度までに得られた実験データの確認とイオン強度補正モデルの再検討を行う。4 価金属

水酸化物コロイド挙動に関す得る検討では、硝酸ナトリウム水溶液におけるジルコニウム

水酸化物のゼータ電位の pH 及びイオン強度依存性を調べ、熱力学的検討を行う。硝酸イオ

ンの核種酸化還元反応に及ぼす影響については、硝酸イオンまたは亜硝酸イオンが 4 価ウ

ランの酸化反応に及ぼす影響について検討をする。また、これまで 4 年間実施してきた結

果を基に、想定した硝酸塩環境下における 4 価アクチノイドの溶解度の予測、凝集分散傾

向の考察を行い、4 価アクチノイドの見かけの溶解度に及ぼす硝酸塩の影響について総合的

に評価をする。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の成果概要） 

 異なる硝酸イオン濃度、pH 条件で、炭酸イオンと 4 価プルトニウム水酸化物懸濁液を加

え、所定期間の後、上澄み液中のプルトニウム濃度を測定した。得られた溶解度の pH 及び
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イオン強度依存性の結果を基に熱力学的な解析を行ったところ、炭酸錯体として Pu(CO3)56-

と Pu(OH)2(CO3)22-のみの存在を仮定した場合に、求められたイオン相互作用係数の値がこ

れまで報告されてきた他の 4 価アクチノイドの値と近い値を示した。 

 4 価金属水酸化物コロイド挙動に関しては、硝酸ナトリウムでイオン強度を調整した試料

溶液にジルコニウム酸化物懸濁液を加えて、pH2～12 の範囲でゼータ電位を測定した。測

定したゼータ電位のイオン強度依存性と pH 依存性を再現するために、酸化物表面のプロト

ン解離定数、表面の平均電荷、溶媒イオン効果、粒子大きさのパラメータを用いて解析を

行った結果、ゼータ電位の実験値の pH 依存性とイオン強度依存性を良好に再現できた。次

に、得られた酸化物コロイド表面のプロトン解離反応の平衡定数を用いることにより、平

成 28 年度までに得られたジルコニウム水酸化物コロイドのゼータ電位の解析を行い、その

結果、計算値のゼータ電位が実験値を概ね再現できるようになった。 

 硝酸イオンによる 4 価ウラン酸化反応に関しては、硝酸イオンまたは亜硝酸イオン水溶

液にウラン水酸化物懸濁液を加え、所定期間後に上澄み液中の亜硝酸イオンとウラン濃度

を分析した。その結果、硝酸イオンを添加した場合と比較して、亜硝酸イオンを添加した

場合にわずかにウランを酸化させる可能性が示唆された。 

 アクチノイドの溶解度に対する硝酸塩影響の総括として、処分場でのいくつかの硝酸塩

環境下を想定して評価したところ、硝酸イオン濃度が比較的高い処分後の初期では、4 価ア

クチノイドの加水分解種が移行挙動を支配し、水酸化物コロイドは生成したとしても凝集

する可能性が高いこと、一方で、時間の経過とともに硝酸塩濃度（イオン強度）が低下す

ると、水酸化物コロイドは分散し、移行挙動にコロイド影響が表れる可能性が考えられた。 
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2.2.5 実施研究 5 研究者：東北大学 千田太詩 

研究テーマ：地層処分の性能評価の精緻化を目指した薄片状雲母を用いた核種の収着メ

カニズムに関する基礎的研究 

 

（背景・目的） 

 地層処分システムの天然バリアレファレンスとして使用されている花崗岩については、

構成鉱物の一つである黒雲母が高い核種収着性を示すことが知られており、このことによ

り花崗岩の有する核種移行遅延効果への寄与が大きいと考えられている。一方で、既往の

核種収着データのほとんどは一定粒径に粉砕された粉末試料を用いた収着試験によって取

得されているため、実際の地下環境における鉱物の物理的および化学的特性を十分に反映

できていないと考えられている。実際の地下環境においては、黒雲母は粉砕状態ではなく、

花崗岩内に薄片の形状で含有すると想定され、核種収着はその劈開面および断口部で異な

ると考えられている。 

 本研究では、雲母の異方性が核種収着挙動に与える影響について基礎的知見を取得し、

核種移行評価への反映方法を併せて提示することにより、天然バリア中の核種移行評価(地

層処分システムの性能評価)に資することを目的とする。具体的には、薄片状雲母を用いた

核種取り込みを実験的手法により調べ、雲母が有する異方性が核種収着挙動に与える影響

について基礎的知見を取得する。さらに、取得データをもとにした拡散・収着を考慮した

二次元数値解析を実施するとともに、雲母薄片への核種収着に重要となる因子を整理し，

核種移行評価への反映手法を提示する。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の実施計画） 

 実環境において収着挙動に影響を及ぼすと考えられる共存イオン(塩濃度)の効果を検討

するために、様々な塩化ナトリウム濃度条件下において、平成 28 年度に課題として残され

たトレーサー濃度設定の見直しを行った上で、黒雲母薄片への Cs、Sr、Eu の収着試験を

行う。黒雲母薄片に加えて、緑泥石及び絹雲母についても同様に収着試験を行う。また、

金雲母及び白雲母については、限定的なイオン強度、pH 条件のみで Eu の収着試験を行う。

さらに、黒雲母薄片を用いた試験結果をもとに、数学モデルによって薄片内の見かけの拡
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散係数を評価する。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の成果概要） 

 黒雲母薄片に対する Cs、Sr、Eu の収着実験を NaCl 濃度 0～0.6 M、及び pH3~8 の条

件で、バッチ式にて行った。また、収着実験後の黒雲母薄片に収着している収着元素の分

布を飛行時間型二次イオン質量分析（SIMS）にて、また収着した Eu の化学状態を蛍光分

光にて分析した。 

Cs や Sr では NaCl 濃度の上昇に伴い収着量が減少した一方で、Eu は NaCl 共存条件に

おいて収着量が増加した。また、SIMS 分析から、Eu が加水分解する pH 8 においても、

Eu の薄片内部への浸入が顕著であること、蛍光分析からは Eu3+として黒雲母と相互作用し

ている可能性が示された。 

得られた収着実験のデータを用いてモデル解析した結果、黒雲母薄片内への Eu の見かけ

の拡散係数は，NaCl 共存の条件において 10－13～10－12 m2/s と見積もられた。これは母岩

の実効拡散係数とほぼ同様であり、局所平衡が仮定されているマトリクス内の核種収着に

対して、本研究において明らかにした黒雲母薄片内への拡散過程を考慮する場合にも、従

来評価と同様の核種収着が期待できる可能性を示唆する。緑泥石及び絹雲母への収着実験

結果からは、いずれも変質前の花崗岩に含有する鉱物と比較しても同等、あるいはそれ以

上の収着能を示すとともに、pH 及び塩濃度の影響は小さいことが確認された。黒雲母、金

雲母、白雲母への Eu 収着挙動比較からは、四面体層の同型置換による層間の負電荷のみな

らず、八面体層の構造の違いも収着に影響を及ぼす可能性が示された。 
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2.2.6 実施研究 6 研究者：東京大学 小松崎俊作 

研究テーマ：高レベル放射性廃棄物処分に関わるアジェンダ・セッティング（政策課題

設定）の基礎的研究 

 

（背景・目的） 

 東日本大震災および福島第一原子力発電所事故は、それまで気候変動対策やエネルギー

安全保障などの観点から世界各国で推進の気運が高まっていた原子力発電政策を大きく転

換するきっかけとなり、各国で改めて脱原発を含めたエネルギー政策論争が巻き起こって

いる。一方で、事故によって放射性廃棄物処分に対する社会的認知が高まったにも関わら

ず、最も重要な高レベル放射性廃棄物の最終処分施設立地についての政策的議論は、これ

までのところ実質的にはほぼ進展がなかった。高レベル放射性廃棄物処分を実現するため

には、社会全体が処分を「今意思決定・実施すべき政策である」という意識を共有するこ

と、すなわちアジェンダ・セッティング（政策課題設定）が不可欠である。 

 本研究では、処分事業に対する国民･社会の理解促進と信頼性向上をはかる上での前提条

件となるアジェンダ・セッティングについての研究を通じて、社会的意思決定に関わる研

究の効率的な進展に貢献し、処分事業の社会的側面に関する理解を深めることを最終目標

とする。そのために、本研究は（1）高レベル放射性廃棄物処分のためのアジェンダが設定

されるための要因を抽出し、（2）我が国における高レベル放射性廃棄物処分のために有効

なアジェンダ・セッティングのあり方を提示することを目的とする。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の実施計画） 

 「科学的特性マップ」の公表という施策がアジェンダ・セッティングならびに個人の態

度形成にどのような影響を及ぼしたかについて、社会調査を行って前年度の公表前調査結

果との比較分析を行う。また、東日本大震災や政権交代、科学的特性マップ公表などが、

高レベル放射性廃棄物（HLW）処分に関わる人々の態度に対してそれぞれどのような影響

を及ぼしたかを比較検討することを目的として、これまで継続して実施してきた社会心理

学的調査を継続して実施・分析する。さらに、パネル調査の結果について、既往研究で得

られている知見との整合性の確認、サンプルを複数の基準でクラスタリングすることによ
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る分析を行う。また、4 年間で実施してきた研究成果をとりまとめて、アジェンダ・セッテ

ィングと個人の態度形成との関係を包括的に整理し、政策提言につなげるための検討を行

う。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 29 年度の成果概要） 

 科学的特性マップ公表後の 2017 年 8 月に、日本全国を対象にオンラインによる質問紙調

査を行った。回答者のグループは自宅と居住自治体の分類で 5 つに区分し、以前実施した

マップ公表前の結果と公表後のアンケート調査結果を比較したところ、いずれのカテゴリ

ーでも文献調査・処分施設立地の受容性が低下する結果となった。また、特性マップ公表

による受容性への影響は距離に関連するわけではなく、「自宅が「輸送面でも好ましい地域」

に入っているか否か」に大きく依存していることがわかった。これらの結果から、マップ

公表が、「輸送面でも好ましい地域」のローカルなレベルでは精緻化見込みモデル1における

「中心ルート」による態度形成を高めることに貢献したことを示唆する一方で、自宅が処

分地に含まれる者以外は、多くが「周辺ルート」的情報処理にとどまってしまう可能性も

示唆された。 

 これまで継続して実施してきた社会心理学的調査について、引き続き平成 29 年 12 月に

インターネットを用いたアンケート調査を行った。科学的特性マップ公表を受けて、具体

的に文献調査を進める上での決定方法選好にどのような影響が出ているかについても追加

で調査した結果、住民投票によって自治体が自主的に文献調査に応募する方式、市区村長

の意思決定で応募する方式が支持され、総理大臣・経産省・環境省・国民投票といった外

部からの意思決定では 1 自治体を決め打ちするより、10 の候補自治体を選ぶ方が支持され

ることがわかった。これらの知見から、ローカルの民意をくみ取るプロセスや、事業に直

接関与しない国民にとっての決定責任（薄いほど望ましい）に対する配慮が重要という示

唆が得られた。一方で、「受け入れを承諾する他国で地層処分する」という選択肢がある中

では、適切と考える人が最も多かったのは他国処分であった。この結果から、調査地選定

が具体化すればするほど、意思決定を回避しようとする傾向が強まる可能性があることが

示唆された。加えて、原子力関連施設が立地しているかどうか、リスク認知に影響を及ぼ

                                                  
1 精緻化見込みモデル：人間の態度形成に、対象となるイシューの内容を詳細に検討して態度を形成する

中心ルートと、詳細に立ち入らず周辺的情報によって判断するルート（周辺ルート）があると考えるモデ

ル 
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す他の要因があるかどうか、といった指標で回答者を類型化して、態度形成の違いを検証

した。具体的には、原子力関連施設の有無と東日本大震災本震の震度を基準にとって分析

を行い、原子力関連施設のある自治体の回答者で東日本大震災で地震を経験しなかった場

合、受け入れ態度が顕著に否定的に変化したことがわかった。 

 4 年間で実施してきた研究から、アジェンダ・セッティングと個人の態度形成との関係を

包括的に整理した結果、国家レベルのアジェンダ・セッティングと個人の態度形成過程の

関係を類型化することができた。各類型に含まれる事例などを検討して、（A）国民が受け

入れを検討する自治体レベルに具体的な検討を安心して委ねられるアジェンダ、（B）受け

入れを検討する自治体レベルで、合理的判断に基づく政治的意思決定が実現するようなア

ジェンダの両方につながるような、アジェンダ・セッティングを設計することの有用性が

示唆された。このようなアジェンダ・セッティングにつながるフレーミングとして、「地方

創生」が考えられた。また、沈黙のらせん理論に基づく検討から、そもそも処分制度の公

正性を高めることが重要であることが示された。経済的便益を活用したまちづくりを行う

上でも、公正性を担保するための施策を検討することが必要と考えられた。 
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2.3 検討委員会による平成 29 年度の研究成果に対する評価 

 本年度選定した 6 件の研究テーマについて、設置した検討委員会（委員長：杤山修（原

子力安全研究協会））において平成 29 年度実施内容等のチェックアンドレビューを以下の

中間報告と最終報告の日程で行った。 

 

 中間報告 

放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 平成 29 年度 第 1 回検討委員会（公募研究評価） 

日時：平成 29 年 9 月 1 日（金） 10：00～15：00 

場所：原環センター第 1,2 会議室 

 中間報告では、各研究者から平成 29 年度の研究進捗状況について 20 分の発表を行い、

その後委員からの質疑応答・評価記入を 15 分行った。 

 評価では、平成 29 年度の研究の進捗状況に対する意見、当該年度残りの期間における研

究の進め方等に対する助言等を自由意見として記入する形式で行った。委員による意見に

ついては今後の研究に役立てられるように事務局でとりまとめて各研究者に通知した。 

 

 最終報告 

放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 平成 29 年度 第 2 回検討委員会（公募研究評価） 

日時：平成 30 年 2 月 14 日（水） 10：00～15：30 

場所：原環センター第 1,2 会議室 

最終報告では、各研究者から平成 29 年度の研究成果、及び 4ヵ年で実施してきた研究概

要の総括の内容について 25 分の発表を行い、その後委員からの質疑応答・評価記入を 15

分行った。評価では、以下の項目について評価点数を付け、また平成 29 年度の研究成果及

び総括に対する意見、及び各研究者の今後の研究の方向性等に対するアドバイス等を自由

意見として記入する形式で行った。 

・実施研究は当初目的を達成したか。 

・実施研究は新規性・独創性があるか 

・地層処分事業へ寄与できる成果が上がっているか 

 

以下に、各研究テーマに対する評価結果を整理する。 
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平成 29 年度第 2 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 1） 

研究テーマ 断層周辺の地下水流動特性および物質移行特性に関する包括的研究 

柏谷 公希（京都大学） 

評価項目 評価（平均） 

・実施研究は当初目的を達成したか。 3.3 

・実施研究は新規性・独創性があるか 4.0 

・地層処分事業へ寄与できる成果が上がっているか 3.8 

自 由 意

見 

・ シュミットロックハンマーによる反発度と透水率との負の相関があまり明確

ではない。 

・ 計算結果の検証が必要。 

・ シミュレーション結果の検証を進める必要があります。 

・ 火山岩の空隙率と浸透率との関係式（Lamur et al., 2017）の適用範囲を示

す必要があると思います。 

・ 物質移行モデルの構築は評価できる。しかし検証がまだ行われておらず、今

後の課題であり、できる限り早く結果を出して欲しい。（モデルの有効性はコ

ードも） 

・ 全体の達成目標に対してはまだ道半ばかと思いますが、少し進めていくべき

研究の方向が見えてきたかと思います。 

・ 広域および局所的な水理モデル構築はできているが、今後の検証と応用法に

ついて更なる検討が必要。 

・ 浸透率の精度はオーダーであると考えられ、浸透率と断層からの距離との関

係は、浸透率は対数軸でプロットしております。反発度との関係も浸透率と

対数により表示する必要はありませんでしょうか？ 負の相関があると言え

るのか、示唆されているのか、言葉の使い分けが必要かもしれません。 

・ 広域地下水流動とニアフィールドでの地下水の流れの違いを明確に示して欲

しい。 

 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 
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平成 29 年度第 2 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 2） 

研究テーマ 岩石き裂の治癒作用を利用した不連続面のバリア性能向上に関する研究 

奈良 禎太（京都大学） 

評価項目 評価（平均） 

・実施研究は当初目的を達成したか。 3.5 

・実施研究は新規性・独創性があるか 3.5 

・地層処分事業へ寄与できる成果が上がっているか 3.0 

自 由 意

見 

・ 亀裂が閉塞されるであろうという着眼点は理解できるが、そのことを示すた

めの実験としては少し短絡的と思われる。 

・ 現場の粘土スラリーで亀裂が閉じる様子を確認できている。 

・ テクニカルなことですが、き裂の透水係数とするのであれば、き裂の断面積

で整理した方が、実フィールドでのデータのとの比較にはいいのではないで

しょうか。 

・ 粘土で EDZ が埋まるというのは当たり前のような印象と受けるので、この研

究の独創性や新規性がよくわからない。 

・ 粘土の充填過程についてより詳しい検討（とくに条件の多様性を考慮した）

が必要と思われる。たまたまひとつの事例を説明したという感じがする。 

・ 当初の目的を追求するという観点から研究を進めるとすれば、どういう条件

で何が亀裂を充填することになるかを考えていただきたい。 

・ 亀裂の閉じるシナリオ、条件について、区分してメカニズムを明らかにする

と共に、処分の安全評価に適用するための方策を考える必要がある。 

・ 鉱物の析出についてカルサイトとすると炭酸が必要になります。還元、高ｐH

環境（セメント影響域）では CSH なども考えられます。粘土粒子の目づまり

も検討されており、き裂内で何が生じるかを整理してまとめる必要があると

感じます。 

・ EDZ に特化することなくき裂のへい塞について考えていく方が研究の成果が

広がると思います。 

・ どのような物質がキレツを充填するのか、実際のフィールドにそくした研究

をおこなっていただければと思います。 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 
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平成 29 年度第 2 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 3） 

研究テーマ 天然バリアと人工バリアの力学特性を考慮した放射性廃棄物処分施設の 

長期的な力学挙動予測システムの開発 

金澤 伸一（福島高専） 

評価項目 評価（平均） 

・実施研究は当初目的を達成したか。 3.8 

・実施研究は新規性・独創性があるか 3.3 

・地層処分事業へ寄与できる成果が上がっているか 3.5 

自 由 意

見 

・ 緩衝材の含水、強度、温度のシミュレーションを実施するための基礎データ

を集め、モデルを構築している。 

・ 有効飽和度を用いるとサクション応力が最大となることを示しておられます

が、この有効性の説明を報告書に詳しく記載してほしいと思います。 

・ シミュレーションはモデルがシンプルすぎるので、実際の目的に適用できる

のか疑問。 

・ 緩衝材の冠水挙動に関しては、埋め戻しの際、水の供給方法が大切だという

ことを示す結果は得られた。 

・ ある程度力学挙動を予測できるモデルのひな型ができたと考えられるので、

もう少し現実にあわせた議論ができるようになれば良いと思います。 

・ 気相を含む計算コードの開発において、研究目的にある「施設内部による気

相の封入」についても埋め戻しの方法と関連付けて、考察を深めてほしいと

思います。 

・ 今後評価に必要なパラメータを定めて、シミュレーションを実施することが

求められる。 

・ 熱、力、水の強相関シミュレーションも考慮してほしい。 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 
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平成 29 年度第 2 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 4） 

研究テーマ 硝酸塩影響評価のための高イオン強度下における 

アクチノイドの溶液化学的研究 

小林 大志（京都大学） 

評価項目 評価（平均） 

・実施研究は当初目的を達成したか。 4.3 

・実施研究は新規性・独創性があるか 4.3 

・地層処分事業へ寄与できる成果が上がっているか 4.3 

自 由 意

見 

・ 非常に難しい問題を緻密に研究されよくまとめられています。 

・ アクチノイド、特に Puに対し、重要なデータが得られている。解釈について

は、まだ不明な部分もあるが、一応の説明をつけることに成功している。 

・ 水酸化物コロイドのゼータ電位をより再現できる熱力学モデルを提案してお

り、大きな進展がみられる。 

・ モデル化を進めていることは評価できる（実験 → モデル化）。 

・ モデルの合理性を検証する方向も進めていただきたい。 

・ 定量化を目ざしていることは高く評価。 

・ モデル（コード）の内容についても説明が欲しかった。（地下水流動/移行） 

・ 溶液化学のつきあたっている問題について今後の飛躍を期待します。 

・ 今後の研究の中に、分子動力学等の計算科学的アプローチを加えると良い。 

・ 硝酸塩環境での 4 価アクチノイドの化学的挙動、特に溶解度の評価に大きく

寄与すると思われるが、総括において定量化への貢献を強調してほしい。 

・ 地層処分との関係をより具体的に示していただけると、有効性がもっとはっ

きりするのではないかと思いました。 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 
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平成 29 年度第 2 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 5） 

研究テーマ 地層処分の性能評価の精緻化を目指した薄片状雲母を用いた 

核種の収着メカニズムに関する基礎的研究 

千田 太詩（東北大学） 

評価項目 評価（平均） 

・実施研究は当初目的を達成したか。 3.3 

・実施研究は新規性・独創性があるか 3.7 

・地層処分事業へ寄与できる成果が上がっているか 3.7 

自 由 意

見 

・ 黒雲母の層間への Cs、Sr、Euの拡散侵入について有用なデータを得ている。 

・ 粉末状雲母から雲母鉱物（薄片）への実験対象の違いは新規性が認められる。 

・ しかし実際の岩石の中で、鉱物に対してどのように収着しているのか、良く

分からなかった（質問への回答で、微細な割れ目に沿って水が浸透すること

が分かった） 

・ 収着機構が、化学反応のみではなく力学的機構にも依存することがわかりま

したので、これをどう理解して、どう進めていけばよいのか考察してくださ

い。 

・ エッジからの侵入の深さに関するデータが得られれば、もっとモデル化に寄

与できると考える。 具体的には SIMS分析のデータ点を増やして全体的な分

布が得られると良い。 

・ 基礎的な研究であるから仕方ないが、実際の処分にどう反映すべきかを意識

していただければ、非常によかったと思います。 

 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 
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平成 29 年度第 2 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 6） 

研究テーマ 高レベル放射性廃棄物処分に関わる 

アジェンダ・セッティング（政策課題設定）の基礎的研究 

小松崎 俊作（東京大学） 

評価項目 評価（平均） 

・実施研究は当初目的を達成したか。 4.3 

・実施研究は新規性・独創性があるか 4.3 

・地層処分事業へ寄与できる成果が上がっているか 4.5 

自 由 意

見 

・ ローカルのステイクホルダーを議論メンバーに入れないと進まない事、それ

らをうまく取り込むためのアジェンダセッティングが必要であることが示さ

れている。 

・ 科学的特性マップがアジェンダセッティングになっているという仮説につい

ては否定されたが、本来的にローカル問題がよりローカルな問題であること

が示されて新しい視点と思われる。 

・ 科学的特性マップに対する反発が多かった。つまり情動的な要素が多かった

ことにおどろきましたが、今後の処分事業を進めていく上で注意すべきこと

は何かがわかり、非常に重要な研究を行っていただいたことが良く分かりま

した。今後、意思決定に向けて何をすべきか方向性が分かった気がします。

地方創成は重要だと思います。 

・ 大変示唆に富む話でした。これからもよろしく。 

・ 事業を進めるためのサクセスストーリーを複数考慮し、アジェンダ設定を行

う事が望ましい。 

・ 「国家的アジェンダセッティングの限界、形式的にはアジェンダセッティン

グは情動的反応を刺激するのみ」という理解より、ローカルに話を進めてい

くことが重要で、それも支持派を減らさないことが重要と理解しました。結

果的に海外処分を支持する方も支持派に替わる可能性があると存じます。結

果からの短絡的な結論はできませんが、次につながる総括をお願いできれば

と思います。 

・ 利益を示すことの重要性が良く分かりました。この点をもっと突き詰めてい

くべきだと思います。研究を更に発展させてほしいと思います。 

 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 
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2.4 地層処分基盤研究開発に関する進捗状況の中間評価とチェックアンドレビュー 

 平成 17 年 7 月に設置された基盤調整会議の活動をとおして、我が国における地層処分に

関する国の基盤研究開発に関する全体計画の初版が平成 18 年 12 月に公表された[1][2]（平

成 21 年 7 月に改訂版公開）。また、平成 22 年には地層処分と TRU 廃棄物の地層処分に

関する全体計画が統合された改訂版の全体計画が公表された[3]。その後、平成 24 年度に、

平成 25～29 年度における地層処分に関する国の基盤研究開発の方針に関する全体計画[4]

が策定され、さらに平成 25 年度において、その全体計画に沿って展開される詳細な研究開

発計画（研究開発マップ）[5]が策定された。 

本事業においては、全体計画（平成 25 年度～平成 29 年度）について、平成 27 年度に地

質環境、工学技術、性能評価分野については中間評価を実施した[6]。一方で、平成 28 年度

に原子力委員会放射性廃棄物専門部会により、最終処分関係行政機関等の活動状況に関す

る評価が行われた。その評価報告書「最終処分関係行政機関等の活動状況に関する評価書」

[7]において、基盤調整会議と全体計画に関して以下の評価結果が示されている。 

 

・ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（JAEA）及びその他関連研究開発機関は、

調整会議において、原子力発電環境整備機構（NUMO）が適切に示したニーズを把握

しこれを反映した全体計画を策定している。また、これに基づき成果を出し合って

PDCA サイクルを回し、次期全体計画の改訂に反映するという作業を共に行っている。

これにより、研究開発主体間での連携が適切に図られているものと考えられる。 

・ ただし、調整会議の最近の開催状況や全体計画の改訂内容をインターネットを通じて

把握することは困難であることから、その運営の透明性の確保が望まれる。 

・ 地層処分基盤研究開発に関する全体計画は、NUMO の実施する技術開発計画と一体化

し、いわゆる「真の全体計画」となることが望まれる。 

・ NUMO は、包括的技術報告書を有効に活用し、いわゆる「真の全体計画」の策定に向

け、一層のリーダーシップを発揮することが望まれる。 

 

上記の評価を受けて、基盤調整会議のスコープの拡充等の見直しが行われ、平成 29 年 5

月に「地層処分研究開発調整会議」（以下、調整会議という。）に改編された。この新たに

設置された調整会議では、次期計画として、平成 29 年度に NUMO の実施内容を含む平成
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30 年度〜平成 34 年度の研究開発計画を策定する予定となっている。本調査の実施計画にお

いては、従来の基盤調整会議における次期全体計画の策定の支援を行うこととしていたが、

上記の背景を踏まえ、当該調査業務については、新たに改組された調整会議の運営支援を

行うこととした。具体的な運営支援としては、[8]に従って、会議開催場所の整備・準備、

資料の準備、議事要旨の作成等の支援活動を行った。また、関係機関や外部有識者の日程

調整を資源エネルギー庁と調整の上、実施した。さらに、今後の研究開発計画の策定や見

直しに資するための、関連する諸外国の研究開発計画等の海外文献について翻訳を行った。 

 

 



 

29 

 

参考資料 

[1] 資源エネルギー庁,（独）日本原子力研究開発機構, 高レベル放射性廃棄物及びＴＲＵ廃

棄物の地層処分基盤研究開発に関する全体計画, 2006（2009 改訂版） 

[2] 資源エネルギー庁,（独）日本原子力研究開発機構, TRU 廃棄物の地層処分基盤研究開

発に関する全体基本計画, 2006（2009 改訂版） 

[3] 資源エネルギー庁,（独）日本原子力研究開発機構, 高レベル放射性廃棄物及び TRU 廃

棄物の地層処分基盤研究開発に関する全体計画, 2010 

[4] 地層処分基盤研究開発調整会議, 地層処分基盤研究開発に関する全体計画（平成 25 年

度～29 年度）, 2013 

[5] 地層処分基盤研究開発調整会議, 地層処分基盤研究開発に関する全体計画【研究開発マ

ップ】（平成 25 年度～29 年度）, 2014 

[6] 原子力環境整備促進・資金管理センター, 平成２6 年度放射性廃棄物共通技術調査等事

業 放射性廃棄物重要基礎技術研究調査（国庫債務負担行為に係るもの）報告書（平成

27 年度分）, 2016 

[7] 原子力委員会放射性廃棄物専門部会, 最終処分関係行政機関等の活動状況に関する評

価報告書, 2016 

[8] 「地層処分研究開発調整会議」について, 地層処分研究開発調整会議（第１回会合）参

考資料１,2017 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料 I  

（各実施研究の平成 29年度報告） 

 

 

 





 

 

 

 

 

研究報告１ 

 

断層周辺の地下水流動特性および 

物質移行特性に関する包括的研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都大学 大学院工学研究科 

柏谷 公希 





 

研究報告 1 - 1 

 

1. 研究の背景と目的 

 

 現在，日本では原子力発電所で発電に使用した原子燃料（使用済燃料）を再処理すること

で，使用済燃料に含まれるウランやプルトニウムを抽出し，再度ウラン燃料や MOX 燃料として

発電に使用する原子燃料サイクル（図 1）の実現に向けた調査研究が進められている。ウラン

燃料を発電に用いた場合，消費されるのは 3〜5%程度で，再度発電に利用可能なウラン，プ

ルトニウムが 95〜97%程度含まれる（電気事業連合会，2017，図 2）。核燃料サイクルが実現す

れば，使用済燃料に含まれるウラン，プルトニウムを再度発電に用いることが可能となり，限り

ある資源である原子燃料の利用効率が向上するとともに，使用済燃料の再処理で抽出された

ウランやプルトニウムは準国産エネルギーであることから，ウラン資源の海外依存度が低下し，

エネルギーの安定供給や安全保障にも寄与する（資源エネルギー庁，2013）。また，使用済

燃料には，原子燃料として使用できない核分裂生成物が 3〜5%程度含まれる（電気事業連合

会，2017，図 2）。使用済燃料の再処理過程で，ウラン，プルトニウムを抽出した後に残る廃液

はガラスとともに溶融することでガラス固化体とし，高レベル放射性廃棄物として処分される

（中山，2011）。原子燃料サイクルで使用済燃料の再処理を行うことで，使用済燃料を直接処

分した場合に比べて，高レベル放射性廃棄物の体積を 1/4〜1/7 まで減らすことが可能とな

る（資源エネルギー庁，2013）ことも，核燃料サイクルの利点である。 

 高レベル放射性廃棄物は，30〜50 年間一時貯蔵することで冷却された後，地下 300m 以深

に処分（地層処分）されることとなっている（中山，2011）。また，MOX 燃料の加工や使用済燃

料の再処理の過程で発生する TRU 廃棄物のうち，長寿命核種を含むものも地層処分される

こととなっている（中山，2011）。 

 放射性核種の崩壊により，埋設された高レベル放射性廃棄物の放射能は時間と共に減少

するが，その放射能がウラン鉱石と同程度まで低下するには 1〜10 万年程度の長い時間を要

する（核燃料サイクル開発機構，1999a，図 3 および図 4）。このような長期間にわたり，放射性

核種を地下に封じ込めるため，地層処分ではガラス固化体，オーバーパック，緩衝材などの

人工バリアと，周囲の岩盤である天然バリアからなる多重バリアシステムが用いられる（電気事

業連合会，2016，図 5）。地層処分の安全性を示すためには，このようなシステムの長期間に

わたる封じ込め性能を評価する必要があり，将来起こる可能性があるシナリオを考慮し，安全

評価が行われる（深堀，2011）。日本における地層処分の技術的信頼性と，処分サイトを選定

し，安全基準を策定する上での技術的根拠を示すために取りまとめられた「地層処分研究開

発の第二次とりまとめ」（核燃料サイクル開発機構，1999b）では，地下水シナリオと接近シナリ

オが検討された（図 6）。このうち，人間の廃棄サイトへの立ち入りや，火山活動や隕石の落下

により廃棄体が露出することで廃棄体と人間の物理的な距離が接近する状況を考慮する接近
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シナリオは，考慮する事象が発生する可能性が非常に低かったり，適切なサイト選択とサイト

特性に応じた工学的対策の達成により発生可能性を低減することができるとされている（核燃

料サイクル開発機構，1999b）。一方で，埋設された廃棄体から地下水の作用により核種が生

物圏に移行するとする地下水シナリオは確実に起こると考えられており，安全評価において最

も重要なシナリオであるとされている（新堀，2011；中山，2011）。 

 

 

図 1 原子燃料サイクルの概要（電気事業連合会，2016） 
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図 2 発電およびリサイクルによるウラン燃料の組成変化（電気事業連合会，2017） 

 

 

 

 

図 3 高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の放射能の減衰 

（濃縮度 4.5%の核燃料 1MTU 相当，核燃料サイクル開発機構，1999a） 
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図 4 ガラス固化体の放射能および各放射性核種の放射能の経時変化 

（核燃料サイクル開発機構，1999a） 

 

 

図 5 高レベル放射性廃棄物の地層処分で用いられる多重バリアシステム 

（電気事業連合会，2016；出典：原子力発電環境整備機構資料） 
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図 6 第二次とりまとめで検討された安全評価シナリオ 

（核燃料サイクル開発機構，1999b） 

 

 

 地下水シナリオで考慮するのは，地下水流動に伴う放射性核種の物質移行現象であること

から，地下水シナリオに基づく地層処分の安全評価を行う上で処分サイト周辺の水理特性を

把握することが求められる。地殻の水理特性は不均質であり，中でも断層はその内部構造や

断層と地下水流動方向の位置関係に応じて，高透水性の構造としても低透水性の構造として

も機能する複雑な水理特性を有し，特異的な構造であるといえる。断層が周辺の地下水流動

や物質移行においてどのような役割を果たしているのか，その詳細は十分に理解されていると

は言い難い。高レベル放射性廃棄物の地層処分の安全評価で必要となる，長期間の地下水

流動状態とそれに伴う物質移行を評価する上で，周辺の地下水流動や物質移行における断

層の機能を明らかにすることが重要である。また，放射性廃棄物処分の安全評価では，処分

システムの挙動を数値モデルで表現し，コンピュータモデルによる解析を行う手法が用いられ

る（Ahn，2011）。安全評価で用いるモデルにおける，断層の適切なモデル化手法を確立する

ことが必要である。そこで本研究では，地殻中の地下水流動とそれに伴う物質移行において，

断層の機能を明らかにするとともに，断層の水理特性を適切にモデル化する手法を構築する

ことを目的とする。これらが実現すれば，地下水シナリオの安全評価の高精度化と信頼性の向

上に貢献するものと期待される。 
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2. 全体研究計画（4ヵ年における全体計画） 

 

 本研究では，地下水流動や物質移行における断層の機能を明らかにするとともに，高レベ

ル放射性廃棄物の地層処分の安全評価で必要となる，地下水流動解析や物質移行解析に

使用するモデルで断層を適切に表現する手法を確立することを最終的な目的とする。そのた

めに，まずは断層に関する様々なデータ取得が可能な研究サイトを選定し，その周辺で岩石

の透水性，岩石の鉱物組成および化学組成，地下水の化学的特性や物理化学特性などの

データを取得し，それらの空間分布を把握する。得られた結果に基づいて断層周辺における

地下水流動状態や物質移行状態を解釈する。また，断層周辺地域を含む水理地質モデルを

作成し，地下水流動解析と物質移行解析を行うことにより，周辺の地下水流動と物質移行に

おける断層の機能を明らかにするとともに，適切な断層のモデル化法について検討する。地

下水流動や物質移行に関する解析結果は，地下水試料の実測値との比較によりその妥当性

を検証し，モデルのキャリブレーションを行うことで，解析に用いるモデルの高精度化を進め

る。本研究の研究期間は平成 26 年度から平成 29 年度の 4 年間であり，各年度の実施内容

は以下の通りである。 

 平成 26 年度は，日本国内に存在する断層を中心に文献調査を行い，本研究で研究サイト

とする断層を選定した。これまで集中的な調査・研究が行われ，多数の論文や報告書，データ

が公開されている主立坑断層，月吉断層，跡津川断層系，野島断層などについて検討し，本

研究で断層周辺の地下水流動状態や物質移行状態を検討する上で不可欠となる断層周辺

の地質，水文，水理，地球化学などの各種特性に関するデータが集積，公開されており，利

用可能であること，本研究の期間中も調査やモニタリングが継続されており，自らデータ取得

も可能なこと，各種モデル構築や地下水流動解析が実施され，本研究の解析結果との比較，

検証も可能であること，さらには断層直近に日本原子力研究開発機構（以後 JAEA とする）超

深地層研究所の研究坑道が分布しており，深度や断層からの距離を変化させて原位置でデ

ータ取得が可能なため，地下水流動や物質移行に関わる特性の空間分布を把握しやすいこ

とを重視し，岐阜県東濃地域に分布する主立坑断層の周辺地域を研究サイトとすることとし

た。この他，環境トレーサーの一種であり，比較的若い地下水の滞留時間推定や検出に広く

用いられている六フッ化硫黄（SF6）の分析システムを構築し，分析手順を確立した。 

 平成 27 年度は，JAEA 瑞浪超深地層研究所の研究坑道において，断層周辺の岩盤を対象

に原位置でプローブパーミアメータを用いた浸透率測定を行い，断層からの距離に応じた岩

盤の浸透率変化を明らかにした。また，浸透率と断層周辺岩盤の巨視的な割れ目密度との関

係に関する検討や，地下水の水頭，岩石の化学組成や鉱物組成の空間分布に関する検討を

行った。 
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 平成 28 年度は，瑞浪超深地層研究所の研究坑道内のボーリング孔から地下水試料を採取

し，物理化学特性の測定と，地下水流動状態を解釈する上で有用な環境トレーサーの濃度，

同位体比を含む地球化学特性の分析を実施した。分析結果は JAEA により公開されている地

下水の物理化学特性および地球化学特性のモニタリングデータと合わせて，これら特性の空

間的，時間的な変化を検討し，断層周辺における地下水流動状態や物質移行状態を解釈す

るのに用いた。また，広域的な水理地質モデルと断層周辺の水理地質モデルを作成し，地下

水流動解析と，塩化物イオン濃度，トリチウム濃度を対象とした予察的な物質移行解析を行っ

た。平成 28 年度の成果の概要は 3 章で紹介する。 

 平成 29 年度は，前年度までに得られたデータに基づいて，断層周辺の水理地質モデルの

高度化を進め，これを用いて地下水流動解析，物質移行解析，水—岩石反応も考慮した反応

輸送解析を実施する。これにより断層周辺の地下水流動状態と物質移行状態を明らかにし，

水理地質学的，地球化学的な場の高精度な把握を目指す。環境トレーサーの実測値と，解

析結果の空間分布および時間変化を比較することで，その妥当性を評価，検証し，モデルの

キャリブレーションを行う。加えて，平成 27 年度に測定した浸透率の空間変化と比較する目的

で，浸透率測定箇所でシュミットロックハンマーを用いた反発度測定を行う。また平成 28 年度

から継続して坑道内のボーリング孔から地下水試料を採取し，物理化学パラメータと地化学特

性の分析を行う。 

 

 

 

3. 平成 28年度の成果概要 

 

 平成 28 年度は，主立坑断層近傍に分布する研究坑道内のボーリング孔から地下水試料を

採取し，物理化学パラメータの測定と，水の同位体や溶存成分濃度の分析を行った。また，研

究地域の水理地質モデルを作成し，地下水流動解析を行うとともに，水—岩石反応を考慮す

る必要がない保存性トレーサーである塩化物イオンとトリチウムの物質移行解析を行った。得

られた成果の概要を，昨年度報告書（原子力環境整備促進・資金管理センター，2017）に基

づいて以下にまとめる。 
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3.1. 地下水の物理化学パラメータ，地球化学特性，同位体特性の空間分布と

時間変化の把握 

 

 瑞浪超深地層研究所の研究坑道において，深度 200m，300m，400m，500m の水平坑道か

ら掘削された 5 本のボーリング孔で，12 の採水区間から地下水試料を採取した。研究坑道と

ボーリング孔の位置図を図 7 に，各ボーリング孔の概要を表 1 にまとめる。 

 採取した地下水試料の分析で得られた主要溶存イオン濃度を stiff ダイアグラムとして示した

ものを図 8 に示す。主要溶存イオンは，（1）浅部で相対的に濃度が低く，深部で濃度が高い

もの（Na+，K+，Ca2+，Cl-，Br-，Mg2+），（2）浅部で相対的に濃度が高く，深部で濃度が低いもの

（SO4
2-，F-，HCO3

-），（3）ほぼ全ての採水区間で検出限界以下のもの（NH4
+，NO3

-，NO2
-，

PO4
3-），の 3 グループに分類可能であった。また，微量元素濃度についても，（1）浅部で相対

的に濃度が低く，深部で濃度が高いもの（Li, B, Na, Mg, K, Ca, Cr, Mn, Fe, Rb, Sr, Mo, Cs, 

Ba, La, Ce, Nd, Tm），（2）浅部で相対的に濃度が高く，深部で濃度が低いもの（Ga, Ge, 

Sn），（3）深度依存性が明確でないもの（Al, Si, Ti, V, As, Y, Zr, Sb, Gd, Tb, Ho, Yb, Lu, W, 

Pb, U, Zn），（4）ほぼ全ての採水区間で検出限界以下のもの（P, Sc, Co, Ni, Cu, Se, Ag, Cd, 

Pr, Sm, Eu, Dy, Er），の 4 グループに分類可能であった。また，時間経過に伴う水質の変化

を総合的に検討するため，採取した地下水試料の分析結果と JAEA によるモニタリングデータ

（齋ほか，2010；齋ほか，2011；新宮ほか，2011；新宮ほか，2012；大森ほか，2014）を用いた主

成分分析を行い，主成分得点の時間変化について検討した。各主成分の固有値と寄与率を

表 2 に，各主成分の係数を表 3 に，第 1 主成分と第 2 主成分の相関を図 9 に，主成分の時

間変化を図 10 に示す。これらの結果から，第 1 主成分は浅部と深部の水質の違いを反映し

ており，Iwatsuki et al.（2005）などで指摘されているように，浅部と深部の地下水混合による水

質形成を示唆しているものと考えられた。また，断層北側のボーリング孔（09MI21 号孔および

12MI33 号孔）は南側のボーリング孔と比較した場合に第 2 主成分のスコアが小さいことから，

断層を境界として水質が異なることが示された。断層の北側のボーリング孔では時間経過に

伴う第 1 主成分スコアの変化が明確でないか，一貫した変化傾向を示さないのに対し，断層

南側では第 1 主成分スコアの減少が認められ，主成分スコア，すなわち水質の時間変化の挙

動も断層の北と南で異なることが明らかとなった。 

 水素酸素同位体比のδダイアグラムを図 11 に示す。断層の北側に位置するボーリング孔か

ら採取された深度 500m の試料は，断層の南側に位置するボーリング孔から採取された他の

深度の試料と比較して軽い水素酸素同位体比を示す。δダイアグラムにおいて，地下水試料

の分析結果は世界天水線（Craig, 1961）と日本の天水線（Matsubaya et al., 1973）の間に分

布することから，天水起源の地下水と考えられた。トリチウム濃度は，深度 200m〜400m のボ
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ーリング孔から採取した試料に比べ，深度 500m のボーリング孔から採取された試料で低い。

また，SF6 濃度は深度 300m から採取した試料で高く，200m〜400m と 500m ではほぼ同程度

であった。 

 本研究で得られた分析結果と，JAEA によるモニタリングデータから作成した各ボーリング孔

の水素酸素同位体比と，トリチウム濃度のボックスプロットを図 12 に示す。水素酸素同位体比

は地表から掘削されたボーリング孔（MSB-2 および MSB-4）で幅広い値を示し，坑道内のボ

ーリング孔では断層の北側で南側よりも軽い同位体比を示すことが明らかとなった。また，トリ

チウム濃度も断層の北側と南側では異なり，断層の北側で低い濃度を示すことが認められた。 

 以上から，断層の北側と南側では，水質や水素酸素同位体比，トリチウム濃度が異なり，こ

れらの時間経過に伴う挙動も異なることが明らかとなった。深度 300m で実施された水理試験

から，主立坑断層は直交方向の透水係数が低く，水理境界として機能していることや，変質状

態に応じて主立坑断層周辺の透水係数が変化することなどが指摘されている（大丸ほか，

2012）。本研究でも断層を境界とした水質や同位体特性の差異が認められ，主立坑断層は少

なくともその直交方向に遮水性の構造として機能していることを確認できた。 
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図 7 JAEA 瑞浪超深地層研究所の研究坑道とボーリング孔の配置（濱ほか，2016） 
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表 1 地下水試料を採取したボーリング孔の概要と採水区間 

 

 

 

図 8 地下水の主要溶存イオンの Stiff ダイアグラム（孔名の後の数字は採水区間を示す） 

 

 

 

 

 

 

深度 ボーリング孔 概要 採水区間 出典

200m 07MI07
方位：N62.23°W
傾斜：-4.61°
掘削長：55.30 mabh

区間1：48.11〜55.30 mabh
区間3：31.27〜37.79 mabh
区間5：16.93〜25.95 mabh

上野ほか，2012
大森ほか，2014

300m 09MI20

方位：N56.71°W

傾斜：-2.98°
掘削長：102.00 mabh

区間1：96.08〜101.90 mabh

区間3：58.74〜83.76 mabh
区間5：19.40〜33.92 mabh

上野ほか，2012

大森ほか，2014

400m 10MI26

方位：N50°W

傾斜：+2°
掘削長：70.60 mabh

区間1：52.79〜70.60 mabh

区間3：37.89〜49.64 mabh
区間5：9.99〜29.24 mabh

上野ほか，2012

大森ほか，2014

12MI33
方位：N10.23°W
傾斜：-3.0°

掘削長：107.00 mabh

区間1：105.43〜107.00 mabh
黒岩ほか，2015
大森ほか，2014

13MI38
方位：N10.23°W
傾斜：-3.0°
掘削長：102.10 mabh

区間1：90.41〜102.10 mabh
区間5：37.61〜49.36 mabh

黒岩ほか，2015
長谷川ほか，2015

500m

200 m

Cations Anionsmeq/kg

0 5 10510

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

Cations Anionsmeq/kg

0 5 10510

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

Cations Anionsmeq/kg

0 5 10510

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

300 m

Cations Anionsmeq/kg

0 5 10510

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

Cations Anionsmeq/kg

0 5 10510

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

Cations Anionsmeq/kg

0 5 10510

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

400 m

Cations Anionsmeq/kg

0 5 10510

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

Cations Anionsmeq/kg

0 5 10510

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

Cations Anionsmeq/kg

0 5 10510

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

500 m

Cations Anionsmeq/kg

0 10 20 30102030

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

Cations Anionsmeq/kg

0 10 20 30102030

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

Cations Anionsmeq/kg

0 10 20 30102030

Na
+
 + K

+ Cl
-

Ca
++ HCO

3
-
 + CO

3
--

Mg
++ SO

4
--

07MI07-1 07MI07-3 07MI07-5

09MI20-1 09MI20-3 09MI20-5

12MI33-1 13MI38-1 13MI38-5

10MI26-1 10MI26-3 10MI26-5



 

研究報告 1 - 12 

 

表 2 主要溶存イオン濃度の主成分分析結果 

 

 

表 3 主要溶存イオン濃度の主成分分析で得られた，第 1 主成分〜第 3 主成分の係数 

 

 

 

図 9 第 1 主成分スコアと第 2 主成分スコアの相関 

 

固有値 寄与率 累積寄与率

第1主成分 3.8914 64.86% 64.86%

第2主成分 0.97343 16.22% 81.08%

第3主成分 0.7644 12.74% 93.82%

第4主成分 0.27111 4.52% 98.34%

第5主成分 0.09353 1.56% 99.90%

第6主成分 0.00613 0.10% 100.00%

第1主成分係数 第2主成分係数 第3主成分係数

Na+ 0.485 -0.178 -0.099

K+ 0.231 0.683 0.661

Ca2+ 0.459 0.055 -0.092

SO4
2- -0.376 0.450 -0.491

F- -0.344 -0.504 0.536

Cl- 0.491 -0.205 -0.128
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図 10 主成分スコアの時間変化 

 

図 11 地下水試料の水素酸素同位体比のδダイアグラム 
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図 12 水素酸素同位体比およびトリチウム濃度のボックスプロット 

本研究で得られた分析値と，齋ほか（2010），齋ほか（2011），新宮ほか（2011），新宮ほか

（2012），大森ほか（2013a），大森ほか（2013b），大森ほか（2014），林田ほか（2016）による分

析値を用いて描画 

 

 

 

 

3.2. 水理地質モデルの構築および地下水流動解析化の把握 

 

 広域的な水理地質モデルと，断層周辺のモデルを作成し，地下水流動解析と物質移行解

析を実施した。広域モデルを用いた解析は，断層周辺モデルのモデル化領域や境界条件を

決定することを目的に実施している。また，断層周辺モデルは断層周辺の地下水流動状態と

物質移行状態の詳細を把握する目的で実施している。 
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 日吉川，服洞川，狭間川の集水域をモデル化領域とした広域モデルでは，水平方向は分水

界内部に相当する南北 8.7km×東西 6.6km の領域を，深度方向は標高-1000m までを南北

方向 46 グリッド×東西方向 44 グリッド×深度方向 3 グリッド（瀬戸層群，瑞浪層群，土岐花

崗岩）に分割した。透水係数は，小坂ほか（2012）を参考に，瀬戸層群は 10-5m/s，瑞浪層群

は透水異方性を考慮し水平方向 10-7m/s，鉛直方向 10-9m/s，土岐花崗岩は 10-7m/s とした。

広域モデルの地下水流動解析で算出された水頭と地下水流動方向を図 13 に示す。水頭は

標高に依存し，北部で高く南部で低い傾向が認められる。また，地下水流動方向は北部から

南部へ，尾根から谷へ向かう流れを示す。解析で得られた水頭値は，土岐花崗岩（第 3 層）の

低標高域で過小評価され，バラツキが大きいものの，ボーリング孔において実測された地下水

位と標高の関係（JNC，2005）と一致する（図 14）。 

 断層モデルのモデル化領域は，広域モデルの解析結果における水頭の等値線などに基づ

いて設定し，東西 2.0km×南北 2.3km の領域を，断層の走向方向に 100 グリッド，断層の走

向に直交する方向に 70 グリッドに分割し，断層近傍では断層に直交する方向のグリッド間隔

を小さく設定した。また，深度方向には 31 グリッドに分割し，1 層目を瀬戸層群，2〜11 層目を

瑞浪層群，12〜21 層目を上部割れ目帯，22〜31 層目を下部の割れ目が少ない領域とした。

透水係数は瀬戸層群，瑞浪層群については広域モデルと同様，土岐花崗岩は上部割れ目

帯を 10-7m/s，下部を 10-8m/s とした。さらに，断層周辺は厚さ 10m の断層コアの両側に，厚さ

22〜23m のダメージゾーンが分布するように設定した。透水係数は断層コアで 10-11m/s，ダメ

ージゾーンで 10-5m/s と設定した。断層モデルを用いた地下水流動結果を図 16〜20 に示

す。表層を除き，主立坑断層の北と南で水頭差が認められ，主立坑断層の北側で高く，南側

で低い。また，排水箇所に向かう流れが認められる。 

 さらに，保存性のトレーサーである塩化物イオンとトリチウムの物質移行解析を実施した。塩

化物イオン濃度の初期濃度分布として，Iwatsuki et al.(2005)で推定されているように，浅層で

濃度が低く，深部で濃度が上昇する成層分布を仮定し，モデル上面から浸透する降水の塩化

物イオン濃度は 0 とした。トリチウムは 1950 年以前の降水のトリチウム濃度を 3TU と仮定し，

1000 年間降水が浸透した場合を考慮することでトリチウムの初期濃度分布を求めた。1950 年

以降の大気中核実験による降水のトリチウム濃度の上昇を考慮し，地下水のトリチウム濃度の

空間分布を算出した。この他，研究坑道からの排水の影響を考慮するため，主立坑の深度

300m 地点と換気立坑の深度 180m 地点で全ての湧水が生じると仮定して計算を行った。物

質移行解析で得られた塩化物イオン濃度の空間分布を図 21 に，トリチウム濃度の空間分布

を図 22 に示す。塩化物イオン濃度の空間分布では，断層の南側で浅部から深部に向けて濃

度が低い領域が，深部から浅部に向けて濃度が高い領域が伸びていることがわかる。断層の

南側ではわずかに濃度が低い領域が深部に向けて広がっているのがわかるが，断層の南側
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ほど顕著ではない。トリチウム濃度についても，断層の南側では深部までトリチウム濃度の高

い領域が伸びているのに対して，北側では南側ほど深部までトリチウム濃度の高い領域が広

がっていないことがわかる。これらの結果は，地下水試料の分析で認められた傾向と整合的で

あった。 

 

 

図 13 瀬戸層群（左）および土岐花崗岩（右）における水頭と地下水流動方向 

 

図 14 グリッド上部の標高と水頭の比較 
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図 15 三次元水理地質モデルにおける図 17 の断面位置 

 

図 16 図 15 で示した断面における水頭分布と地下水流動方向 

断面位置
60層目
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図 17 三次元水理地質モデルにおける図 19 の断面位置 

 

 

 

 

図 18 図 17 で示した断面における水頭分布と地下水流動方向（上：5 層目，下：12 層目） 

断面位置
5層目

12層目
16層目
20層目
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図 18（続き） 図 17 で示した水頭分布と地下水流動方向（上：16 層目，下：20 層目） 
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図 19 図 20 の断面位置 

 

図 20 図 19 に示した断面における水頭分布と地下水流動方向（上：30 層目，下：38 層目） 

 

断面位置
38，40，43，45層目

30層目
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図 20（続き） 図 19 に示した断面における水頭分布と地下水流動方向（上：40 層目，中：43

層目，下：45 層目） 
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図 21 物質移行解析で得られた塩化物イオン濃度の空間分布 
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図 22 物質移行解析で得られたトリチウム濃度の空間分布 

（上：1949 年，中：2006 年，下：2016 年の各時点のトリチウム濃度分布） 

 

 

[T.U.]

BA 主立坑断層

700m

+225m

-450m

B主立坑断層A

B主立坑断層
A
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4. 平成 29年度研究実施内容 

 

4.1 平成 29年度の計画、実施方法 

 

 本年度は，平成 27 年度にプローブパーミアメータを用いて測定した浸透率と比較し，測定

値の信頼性を評価するとともに，断層からの距離に応じて浸透率が変化する原因を明らかに

する目的で，浸透率を測定した深度 300m 坑道と深度 500m 坑道の坑道壁面を対象として，

シュミットロックハンマーによる反発度測定を実施した。また，昨年度に引き続き研究坑道内の

ボーリング孔から地下水試料を採取し，地下水の流動状態を推定するのに役立つ複数の同

位体比や溶存成分濃度の分析を行った。特に，地下水の SF6 分析結果と比較することを目的

に，研究地域で大気試料を採取し，SF6 の濃度を測定した。さらに，JAEA により作成されてい

る地質モデルにおける地質要素の境界座標データに基づいて，広域的な水理地質モデルを

修正し，地下水流動解析を行った。解析結果はボーリング孔における水頭の実測値と比較す

ることでキャリブレーションし，得られた水頭値を境界条件として断層周辺モデルによる地下水

流動解析を実施した。算出された地下水流動状態を用いて物質移行解析と水—岩石反応を

考慮した反応輸送解析を実施した。物質移行解析では，断層周辺での浸透率測定結果を基

質部の空隙率に換算し，Double porosity model として適用することで基質部への拡散も考慮

した。 

 

 4.1.1 シュミットロックハンマーを用いた反発度測定 

 

 反発度測定に用いたシュミットロックハンマーの構造図と外観写真を図 23 に示す。本手法

は，シュミットロックハンマー先端のプランジャーを岩盤壁面に押し付けることで，装置に内蔵さ

れたハンマーで岩盤表面を打撃し，その反発の度合いから岩盤の力学的な性質を簡便に求

めるものである。反発度は静弾性係数や一軸圧縮強度などへの換算が可能である。本研究で

は，2015 年度に研究坑道内でプローブパーミアメータを用いた浸透率の多点測定が行われ

ており，これより断層周辺における岩石の浸透率の空間分布が明らかとなっている。浸透率と

比較し，測定値の信頼性を評価すること，断層からの距離に応じて浸透率が変化する原因を

明らかにすることを目的に，原位置で簡便に上述のような機械的特性の多点測定が可能なシ

ュミットロックハンマー法を採用した。 

 測定箇所は瑞浪超深地層研究所の水平坑道で，深度 300m 主立坑側研究アクセス坑道お

よび本坑道から分岐する 11m 計測坑道，深度 500m の研究アクセス北坑道の坑道壁面であ

る。測定箇所を図 24 に示す。 
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図 23 左）シュミットロックハンマーの構造図（地盤工学会，2013），右）測定に用いたシュミット

ロックハンマーの外観 

 

  

図 24 左）研究坑道概要図（濱ほか，2014）とシュミットロックハンマーによる反発度測定箇所，

右）測定時の状況 

 

2.4 瑞浪超深地層研究所の施設概要

瑞浪超深地層研究所は，地上施設と研究坑道からなる（図 2.4-1, 図 2.4-2）。地上施設は，櫓設

備，巻上設備，給排水設備，換気設備，コンクリートプラント，排水処理設備，受変電設備，非

常用発電設備，資材置場，火工所，管理棟などからなる。研究坑道は，主立坑，換気立坑，深度

100mごとに主立坑と換気立坑をつなぐ予備ステージ，深度 300mステージ，深度 500mステー

ジおよび最深ステージなどからなる。

なお，研究坑道のレイアウトは，今後，研究所用地で取得される地質環境の情報や施工条件な

どに基づき必要に応じて見直す。

図 2.4-1 瑞浪超深地層研究所の地上施設

 

 

図 2.4-2 瑞浪超深地層研究所の研究坑道

（坑道の位置や長さなどは計画であり，地質環境や施工条件などにより決定していく。）

- 11 -

JAEA-Review 2014-035
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 測定時，測定箇所の座標を記録するため，坑道壁面に沿って巻尺を設置し，基準点からの

距離を測定した。また，測定箇所の坑道床面からの高さを標尺を用いて測定した。ほぼ同じ水

平位置で，異なる高さで 3 箇所の反発度測定を行い，1 箇所あたり約 10 回の反発度測定を

行った。なお，前の打撃の影響を避けるため，10 回の測定は少しずつ測定点をずらしながら

行った。また，測定時ハンマーは測定面に対して垂直にあてる必要がある。反発度はハンマ

ーの傾きに影響を受けるため，測定面はできるだけ鉛直な面を選択し，これにハンマーを垂

直にあてることでハンマーが水平となるようにした。測定表面の凹凸，乾燥状態も反発度に影

響を及ぼすが，測定面の研磨は行わず，乾燥状態に基づく測定値の補正も行っていない。反

発度はシュミットロックハンマーの記録紙に記録され，これを読み取った。 

 

 4.1.2 地下水試料の採取と環境トレーサー分析による地下水流動状態の推

定 

 

 超深地層研究所の研究坑道内で掘削されたボーリング孔のうち，深度 200m〜500m に位置

する 07MI07 号孔，09MI20 号孔，09MI21 号孔，10MI26 号孔，12MI33 号孔，13MI38 号孔の

6 孔で地下水試料を採取した。09MI21 号孔以外は昨年度地下水試料を採取した孔であり，

昨年度と同じ採水区間から地下水試料を採取した。09MI21 号孔は深度 300m の主立坑断層

の北側に位置するボーリング孔である。2016 年度に採水したボーリング孔は，07MI07 号孔

（深度 200m），09MI20 号孔（深度 300m），10MI26 号孔（深度 400m）が主立坑断層の南側で

あり，12MI33 号孔，13MI38 号孔（深度 500m）が断層の北側に位置する。同一深度で断層の

北側と南側を比較し，地下水の地球化学的特性の違いを明確にするため，本年度は 09MI21

号孔を採水を行うボーリング孔として追加した。坑道内における各ボーリング孔の位置を図 25

に，各ボーリング孔の構造と採水区間の概要を表 4 に示す。 
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図 25 瑞浪超深地層研究所研究坑道の構造と地下水試料を採取したボーリング孔の位置図

（石橋ほか，2017 を改変） 
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表 4 地下水試料を採取したボーリング孔の構造 

 

 

地下水試料の採取方法および分析方法 

 地下水試料の採取と分析は昨年度と同様に実施した。昨年度報告書（原子力環境整備促

進・資金管理センター，2017）に基づき，その概要を以下にまとめる。 

 井戸口元に接続されている採水装置のポートに採水用チューブを接続してステンレスビーカ

ーに導き，ポータブルメータで pH，酸化還元電位（ORP），電気伝導度（EC），溶存酸素濃度

（DO），水温を測定しながら孔内の地下水を排水した。各パラメータが安定したことを確認した

上で値を記録し，室内分析に供する地下水試料を採取した。採取した地下水試料は，主要溶

存イオン，アルカリ度，微量元素，水素酸素同位体，溶存ガス，トリチウム，SF6 の分析に用い

た。各試料の採取容器，共洗いの有無，ろ過の有無などを表 5 にまとめる。 

 

表 5 分析用地下水試料の採取方法の概要 

 

 

 

 

 

深度 ボーリング孔 掘削方位等 採水区間 出典

200m 07MI07
方位：N62.23°W
傾斜：-4.61°
掘削長：55.30 mabh

区間1：48.11〜55.30 mabh
区間3：31.27〜37.79 mabh
区間5：16.93〜25.95 mabh

上野ほか，2012
大森ほか，2014

09MI20
方位：N56.71°W
傾斜：-2.98°

掘削長：102.00 mabh

区間1：96.08〜101.90 mabh
区間3：58.74〜83.76 mabh

区間5：19.40〜33.92 mabh

上野ほか，2012
大森ほか，2014

09MI21

方位：N2.26°W

傾斜：-3°
掘削長：103.00 mabh

区間2：67.08〜77.10 mabh
区間3：78.05〜88.07 mabh

上野ほか，2012
大森ほか，2014

400m 10MI26
方位：N50°W
傾斜：+2°
掘削長：70.60 mabh

区間1：52.79〜70.60 mabh
区間3：37.89〜49.64 mabh
区間5：9.99〜29.24 mabh

上野ほか，2012
大森ほか，2014

12MI33
方位：N10.23°W
傾斜：-3.0°
掘削長：107.00 mabh

区間1：105.43〜107.00 mabh
黒岩ほか，2015
大森ほか，2014

13MI38
方位：N10.23°W
傾斜：-3.0°
掘削長：102.10 mabh

区間1：90.41〜102.10 mabh
区間5：37.61〜49.36 mabh

黒岩ほか，2015
長谷川ほか，2015

500m

300m

分析項目 採取容器 水試料による共洗い ろ過 その他留意点

主要溶存イオン 50mLポリびん ○（3回） ○ 気泡を含まないように採取

アルカリ度 100mLポリびん × × 気泡を含まないように採取

微量元素 50mLポリびん ○（3回） ○ 60%硝酸を2mL添加

水素酸素同位体比 20mLガラスバイアル ○（3回） ○ 気泡を含まないように採取

溶存ガス 50mLガラスバイアル ○（外側を軽く流す程度） ×
水中でセプタムを載せ，取り出した後にアルミキャップを

載せてクリンパーで密封

トリチウム 1Lポリびん × × オーバーフローさせずにチューブを引き抜く

SF6 1Lメジュームびん ○（外側を軽く流す程度） × 水中で蓋を締め，容器内に気泡が残らないことを確認
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 採取した地下水試料の分析は以下の通り実施した。 

 

主要溶存イオン 

 主要溶存イオン濃度はイオンクロマトグラフにより分析した。濃度既知の標準溶液を調製して

未知試料と同じ条件で分析を行い，クロマトグラムで認められる各イオンのピーク面積と標準

用液の濃度の関係から検量線を作成した。未知試料の分析も行い，クロマトグラムにおける各

イオンのピーク面積を求め，検量線を用いて濃度に変換した。未知試料のクロマトグラムにお

いて，ピーク面積が検量線の範囲から外れる場合は，希釈して再分析した。分析したイオンは

Na+，K+，NH4
+，Mg2+，Ca2+，F-，Cl-，Br-，NO3

-，NO2
-，SO4

2-，PO4
3-である。 

 

アルカリ度 

 アルカリ度（酸消費量）は硫酸水溶液を用いた滴定により決定した。50mL の地下水試料をビ

ーカーに分取し，pH を測定しながらデジタルビュレットを用いて 0.01M の硫酸水溶液を滴下

した。試料水の pH を 4.8 とするのに必要な硫酸水溶液の体積を求め，pH4.8 アルカリ度（酸

消費量）を算出した。アルカリ度は全て試料に含まれる重炭酸イオンに起因するものと仮定

し，重炭酸イオン濃度を算出した。 

 

微量元素 

 微量元素濃度は誘導結合プラズマ質量分析装置（ICP-MS）を用いて測定した。濃度既知の

標準溶液を調製して分析を行い，得られた各元素のカウント数と標準溶液に含まれる濃度の

関係から検量線を作成した。未知試料は適宜希釈して標準溶液と同じ条件で分析し，各元素

のカウント数から検量線を用いて元素濃度に変換した。分析対象とした元素は Li，B，Na，

Mg，Al，Si，P，K，Ca，Sc，Ti，V，Cr，Mn，Fe，Co，Ni，Cu，Zn，Ga，Ge，As，Se，Rb，Sr，Y，

Zr，Mo，Ag，Cd，Sn，Sb，Cs，Ba，La，Ce，Pr，Nd，Sm，Eu，Gd，Tb，Dy，Ho，Er，Tm，Yb，

Lu，W，Pb，U である。 

 

水素酸素同位体比 

 水の水素酸素同位体比はキャビティリングダウン分光法による水同位体アナライザーを用い

て分析した。採取した地下水試料を 2mL のバイアルに分取し，分析装置のオートサンプラー

にセットした。水素酸素同位体比が既知の標準水の分析を行い，表示値と標準水の水素酸素

同位体比の関係から補正直線を作成した。同様に未知試料の分析も行い，補正直線を用い

て未知試料の表示値から水素酸素同位体比（V-SMOW からの偏差，単位‰）へと変換した。 
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溶存ガス 

 水の溶存ガス濃度は熱伝導度検出器と水素炎イオン化検出器を備えたガスクロマトグラフ

（GC-TCD/FID）を用いてヘッドスペース法で分析した。ガラスバイアルのセプタムに注射針と

キャリアガスであるヘリウムガスの導入ラインを挿入し，キャリアガスを流すことでヘッドスペース

を確保した。ガラスバイアルを振盪し，水相に含まれる溶存ガスをヘッドスペースに脱ガスさせ

た。GC-TCD/FID のガス導入ラインをバイアルに挿入し，ヘッドスペースを作る際にバイアル

から排出された水をシリンジで注入することでヘッドスペースガスを GC-TCD/FID のループ

に分取した。これを GC に導入し，クロマトグラムにおける各ガス成分のピーク面積を求めた。

濃度既知の標準ガスも同様にループに分取して分析し，クロマトグラムにおけるピーク面積と

濃度の関係から検量線を作成した。検量線を用いて未知試料のピーク面積を濃度に換算し

た。ヘッドスペースガスに含まれるガスはその一部が水相に溶存している。そのため，ヘンリー

の法則を考慮することで，ガス相の濃度から水相の濃度を求め，ガス，水それぞれの体積を踏

まえてガス，水に含まれる各成分のモル数を求めた。最終的に，全てのガスが採取された水

試料に含まれていたとして濃度を算出した。分析対象とした成分は N2，O2，CO2，Ar，CH4 な

どである。 

 

トリチウム 

 トリチウム濃度の分析は文部科学省の方法（2002）に従い，液体シンチレーション法で行っ

た。ロータリーエバポレータによる蒸留で地下水試料から塩などの不純物を除いた後，トリチウ

ムを固体高分子電解質膜を備えた電解濃縮装置により濃縮した。電気伝導度が高い試料に

ついては再度ロータリーエバポレータによる蒸留を行い，濃縮水約 40g と液体シンチレータ約

80g を混合した。低バックグラウンド型の液体シンチレーションカウンターを用いて，トリチウム

の崩壊で生じるβ線を，各試料 50 分間の測定 10 回を 2 セット，合計 1000 分間計数した。バ

ックグラウンドの確認のために，未知試料と同時に無トリチウム水（京都盆地内の深度 1000m

程度から採取された温泉水）の分析も行い，未知試料のカウント数から無トリチウム水のカウン

ト数を差し引いた上で測定時間で除し，計数率（単位 cpm）を算出した。トリチウム濃度既知の

水試料の測定を行うことで外部標準チャネル比（ESCR）と計数効率の関係であるクエンチング

補正曲線を求めておき，未知試料測定時に記録された ESCR からクエンチング補正曲線を用

いて各試料測定時の計数効率を求め，測定結果を補正した。さらに，トリチウム濃度既知の標

準水の電解濃縮と同条件での液シン測定により求めた電解濃縮時の濃縮率で，未知試料の

液シン測定結果を除することで電解濃縮前のトリチウム濃度を算出した。最終的に，試料採取

から分析までに生じた崩壊による濃度低下を補正し，試料採取時点での地下水試料のトリチ

ウム濃度を得た。 
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六フッ化硫黄 

 地下水試料の六フッ化硫黄（SF6）濃度は，平成 26 年度に作製したパージアンドトラップ

GC-ECD 法による分析システムで求めた。分析の流れは，濃縮部のベースライン確認，標準

ガスの分析による検量線の作成，抽出部も含めた分析システム全体のベースライン確認，水

試料の分析となる。まず濃縮部のベースライン確認のため，エタノールにドライアイスを加えた

冷媒（温度約-70℃）でトラップ A を冷却し，キャリアガスである純窒素ガスを通じた。トラップを

閉鎖系とした上で 50℃のホットバスで加熱し，得られたガスを GC-ECD に導入してクロマトグ

ラムに SF6 ピークが生じないことを確認した。次に，容積既知のループに濃度既知の SF6 標準

ガスを分取し，ベースライン確認の際と同様に冷却したトラップ A で捕集し，GC-ECD で検出

した。クロマトグラムにおける SF6 のピーク面積と，ループ内の標準ガスに含まれる SF6 のモル

数の関係から検量線を作成した。 

 抽出部も含む分析システム全体が SF6 に関して清浄であることを確認するため，脱気瓶内の

ガスを真空ポンプにより真空引きした上でキャリアガスを導入し，冷却したトラップ B で捕集し

た。トラップを 50℃で加熱することで脱着したガスを再度冷却したトラップ A で捕集した。トラッ

プ A を加熱し，脱着したガスを GC-ECD に導入して SF6 のピークが生じないことを確認した。

水試料の分析では，脱気瓶内を真空引きし，陰圧とすることで水試料を脱気瓶内に導入し

た。脱気瓶に窒素ガスを通じ，バブリングすることで水試料に含まれる SF6 をキャリアガスに移

行させた。抽出部を含むベースライン確認と同様に，トラップ B による捕集・加熱とトラップ A

による捕集・加熱を行い，得られたガス GC-ECD に導入することで含まれる SF6 を検出した。

クロマトグラムにおける SF6 ピークの面積から，検量線を用いて脱気瓶に導入された水試料に

含まれる SF6 のモル数を算出した。さらに，バブリング終了後，脱気瓶から水試料を排出し，質

量を測定した。算出された SF6 のモル数を，脱気瓶に導入された水試料の質量で除すること

で，水試料の SF6 濃度（単位 fmol/kg）を得た。 

 分析時，試料容器内に気泡が観察される場合には，気泡の直径を測定し，あらかじめ求め

ておいた気泡の直径と体積の関係から気泡の体積へと換算した。水試料の SF6 濃度分析結

果とヘンリー定数（Bullister et al., 2002）から気泡ガスの SF6 濃度を算出し，これと気泡の体積

から気泡に含まれる SF6 のモル数を算出した。瓶内の水量と水の SF6 濃度から水に含まれる

SF6 のモル数を算出し，これに気泡に含まれる SF6 のモル数を足し合わせた上で水の質量で

除することにより，気泡が遊離する前の地下水試料の SF6 濃度を算出した。 

 得られた水試料の SF6 濃度は，SF6 のヘンリー定数（Bullister et al., 2002）を用いて涵養時

平衡状態にあった大気の SF6 分圧に換算した。さらに，涵養標高から List(1949)に従い大気

圧を求め，涵養温度での水蒸気圧（Weiss and Price, 1980）を差し引くことで得られた乾燥大
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気の圧力で除することで，涵養時に平衡状態にあった乾燥大気中の SF6 存在比（単位 pptv）

を算出した。 

 

 

 4.1.3 大気の SF6濃度分析 

 

  地下水試料の SF6 濃度と比較する目的で，研究対象地域で大気試料を採取し，SF6 の濃

度を分析した。SF6 濃度分析用大気試料の採取は，浅井ほか（2017）の方法を参考に行った。

試料採取に用いた容器を図 26 に示す。まず，本容器を真空ポンプで真空引きした上で試料

採取地点に持参し，2 つのバルブを開いた。片側のチューブにガラスシリンジを接続し，5 回

程度シリンジのピストンを抜き差しすることで容器内を原位置大気で置換した。シリンジが接続

されていない側のチューブのバルブを閉じ，シリンジを押し込んで容器内を加圧した状態でも

う一つのバルブを閉じた。分析では，容器を SF6 分析装置の大気試料導入用ポートに接続

し，バルブを開いて容積 16.2 mL のループに分取した。この時，ループへの導入にはポンプ

等は使用せず，容器の内圧によってガスをループに流し，30 秒間待つことで分取した。分取

後は標準ガスなどと同様にエタノールドライアイスによって冷却したトラップ A で試料中の SF6

を捕集し，GC-ECD で検出することにより定量した。最終的に，ループ内のガスを理想気体と

仮定してモル数を求め，SF6 のモル数との比を求めることで大気の SF6 濃度を算出した。 

 

 

図 26 試料採取時に接続した容器とガラスシリンジ 
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 4.1.4 水理地質モデルの構築および地下水流動解析，物質移行解析 

 

昨年度に引き続き，断層周辺における地下水流動状態と物質移行状態をモデル化する手

法について検討した。本研究における地下水流動解析，物質移行解析，反応輸送解析の流

れを図 27 に示す。本研究ではまず，断層周辺のモデル（断層モデルと称する）を用いた解析

における境界条件を決定するため，広域モデルを作成して地下水流動解析を行った。なお，

本研究の地下水流動解析にはアメリカ地質調査所による三次元有限差分法地下水流動モデ

ルである MODFLOW を使用した。モデル化領域はデジタル標高モデルである Aster GDEM

データ（NASA and METI, 2011）と GIS ソフトである ArcGIS を用いた集水域解析で抽出された

分水界（図 28）から設定した。また，地層境界は JAEA により作成された地質モデル（尾上ほ

か，2015）の，地質要素境界の座標データに基づいて設定した。解析領域は南北 8.7 km×

東西 7.0 km×地表〜標高-1000m の範囲であり，これを南北 50×東西 50×深度方向 50 グ

リッドに分割した。広域モデルにおける境界条件と透水係数は表 6 と表 7 の通りである。広域

モデルを用いて地下水流動解析を行い，解析領域内に位置するボーリング孔で観測された

立坑掘削前の水位データ（尾上ほか，2015）を参照値としてキャリブレーションを実施した。キ

ャリブレーションでは，自動的にパラメータ推定が可能な PEST（Doherty, 2015）を用いて涵養

量を変化させた。 

 

図 27 本研究における地下水流動解析，物質移行解析，反応輸送解析の流れ 
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図 28  (左)集水域解析に用いたデジタル標高モデル，（右）抽出された集水域とモデル化

領域（原子力環境整備促進・資金管理センター，2017） 

 

 

表 6 広域モデルを用いた地下水流動解析における境界条件 

側方境界（北，東，西側） 不透水境界 

側方境界（南側） 固定水頭境界（標高依存） 

底部境界 不透水境界 

上部境界 自由水面境界 

 

表 7 広域モデルにおける透水係数（尾上ほか（2015）を参考に設定） 

地質区分 透水係数 (m/s) 

瀬戸層群 1.0×10-6 

瑞浪層群 
水平方向 1.0×10-6.8 

鉛直方向 1.0×10-8.8 

土岐花崗岩 

（上部割れ目帯） 

水平方向 1.0×10-7.5 

鉛直方向 1.0×10-6.8 

土岐花崗岩 

（下部割れ目低密度帯） 

水平方向 1.0×10-7.7 

鉛直方向 1.0×10-7 
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断層モデルは広域モデルの一部（主立坑断層を含む研究所周辺の領域）で断層近傍を細

かくグリッド化したものである。この領域を 66 グリッド（断層面に平行な方向）×69 グリッド（断

層面に直交する方向）×50 グリッド（深度方向）に分割した。断層モデルにおける境界条件を

表 8 に示す。透水係数は尾上ほか（2015）を参考に，表 9 のように設定した。 

 

表 8 断層モデルを用いた地下水流動解析における境界条件 

側方境界（東，西側） 不透水境界 

側方境界（北側） 広域モデルの計算結果から算出（固定水頭） 

側方境界（南側） 固定水頭境界（標高依存） 

底部境界 不透水境界 

上部境界 自由水面境界 

 

表 9 断層モデルを用いた地下水流動解析における境界条件 

地質区分 透水係数 (m/s) 

断層コア（堆積岩部） 1.0×10-7.3 

断層コア（花崗岩部） 1.0×10-10.5 

母岩の変質を伴う割れ目帯 

（堆積岩部） 
1.0×10-7 

母岩の変質を伴う割れ目帯 

（花崗岩部） 
1.0×10-9 

 

 地下水流動解析で算出される地下水流動状態を踏まえ，塩化物イオンやトリチウムなどのよ

うな水―岩石反応を考慮する必要がない環境トレーサーの移行を推定するために，複数成分

を取り扱うことができる 3 次元物質移行モデルである MT3DMS（Zheng and Wang, 1999）を用

いた物質移行解析を行った。物質移行解析では，亀裂を経路とする巨視的な地下水流動・物

質移行に加えて，亀裂から岩石基質部への拡散を考慮できる Double porosity model を適用

した。後述のように，解析領域である断層周辺部では断層からの距離に応じて岩石の空隙率

も変化することが予想されたことから，火山岩における空隙率と有効応力，浸透率の関係式

（Lamur et al., 2017）に基づいて，2015 年度にプローブパーミアメータを用いて測定された浸

透率を空隙率に換算し，断層からの距離に応じて変化する空隙率として与えた。Lamur et al. 

(2017)による関係式を以下に示す。 
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𝑘=(2.93 × 10−12𝑃𝑒𝑓𝑓
−1.07)𝜙1.64𝑃𝑒𝑓𝑓

0.06

 

ここで，k は浸透率（m2），Peff は有効応力（MPa），は空隙率（%）である。計算において，坑道

壁面は大気と接していることから，間隙水圧は無視でき，Peff は岩載圧に等しいとして，深度

300 m で 7.5 MPa，深度 500 m で 12.5 MPa と設定した（岩石の密度は 2500 kg/m3 と仮定）。

空隙率の換算には，断層からの距離として 10 m 区間ごとの浸透率の平均値（図 29）を用い

た。また，これらの浸透率から換算された空隙率と断層からの距離の関係を図 30 に示す。 

 

図 29 断層からの距離に応じた 10 m 区間ごとの浸透率平均値の変化 
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図 30 断層からの距離に応じた 10 m 区間ごとの空隙率変化（浸透率から換算） 

 

塩化物イオンの物質移行解析における初期濃度は，尾上ほか（2014）を参考に深部で高く，

浅部で低くなる成層分布を仮定した。また，モデル上面から浸透する降水の濃度は 0 とした。

解析期間は 2005 年 4 月 1 日から 2018 年 4 月 1 日の 13 年間とし，この期間の非定常解析

を行うことで対象成分の断層周辺での物質移行特性を推定した。 

 研究所周辺の地下水は，浅部地下水と深部地下水の混合，イオン交換など水―岩石反応，

微生物活動，硫黄化学種の無機的酸化還元反応，溶存ガスの付加などにより水質が形成さ

れていることが知られている（阿島ほか，2006）。これらの反応は，以下のような反応式で表さ

れる（阿島ほか，2006）。 

 

これらの反応に寄与し，物質移行過程における水―岩石反応を考慮する必要がある水質項

目については，MT3DMS と代表的な地球化学モデリングコードである PHREEQC-2 
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(Parkhurst and Appelo, 1999)を統合することで物質移行過程での水―岩石反応を考慮できる

PHT3D（Prommer et al., 2003）を用いた反応輸送解析を実施した。PHT3D による熱力学計算

には Lawrence Livermore National Laboratory（LLNL）による熱力学データベースを用いた。

PHT3D による反応輸送解析の概要を図 31 に示す。今回の解析では，粘土鉱物によるイオン

交換のみを考慮し，地下水流動に伴う水質変化を算定している。解析条件における降水の水

質は瑞浪地域で採取された降水の分析結果（Furue et al., 2003）を，深層地下水の水質は

MIZ-1 号孔の地下水分析結果（齋ほか，2010）を参考に設定した。イオン交換に寄与する Na

イオンと Ca イオンに加え，イオンバランスを保持するために Cl イオン濃度を考慮した。初期

濃度として，堆積岩中の地下水は降水に等しく，花崗岩中の地下水は深層地下水に等しいと

いう条件で計算を行った。また，スメクタイトの熱力学データとしては，上述の熱力学データベ

ースの Smectite-low-Fe-Mg を用いた。 

 

 

図 31 PHT3D を用いた反応輸送解析の解析条件 
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4.2 平成 29年度の成果内容 

  

 4.2.1 シュミットロックハンマーを用いた反発度測定結果 

 

 シュミットロックハンマーを用いて測定された反発度を図 32 に示す。測定データ数は深度

300m で 726，深度 500m で 900 であった。反発度の平均値は深度 300m で 51，深度 500m

で 52 となり，深度による違いは認められなかった。測定値には大きなバラツキが見られ，立坑

からの距離の関数として測定値をプロットしても明確な距離依存性は認められない。しかしな

がら，ボックスプロットでは主立坑断層の近くでやや四分位範囲が大きいことがわかり，断層か

らの距離に応じて値が増減する。ボックスプロットの区間ごとに反発度の平均値を求め，同様

の区間で測定された浸透率の平均値と比較したものを図 33 に示す。反発度と浸透率には明

瞭な負の相関が認められる。これは，反発度が小さい（すなわち強度が低い）箇所では浸透率

が高くなることを示している。本研究で得られた浸透率を坑道壁面やボーリング孔で観察され

た割れ目頻度（Ishibashi et al., 2016）と比較すると，割れ目密度が高い区間では浸透率も高

い。浸透率が高い区間では断層の影響でマイクロクラックなどが増加しており，強度も低いと

考えることができる。以上から，今回の反発度測定の結果は浸透率の測定結果と整合的であ

った。 
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図 32 シュミットロックハンマー測定による反発度（上），反発度のボックスプロット（下） 

 

 

図 33 図で示した区間ごとの反発度平均値と浸透率平均値の関係 

（エラーバーは標準誤差を表す） 
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 4.2.2 地下水の物理化学パラメータの測定結果および環境トレーサーの分

析結果 

 

 採水時に原位置で測定された物理化学パラメータを表 10 に，採取した地下水試料の主要

溶存イオン濃度の分析結果を表 11 に示す。pH は深度や断層との位置関係に依存せず，同

程度の値を示す。EC は後述するイオン濃度に依存し，浅部よりも深部で高い。また，断層の

南側と比較して，北側で高い値を示す。水温は深部ほど高く，地温勾配の影響によるものと推

測される。断層の北と南で顕著な水温の差は認められない。ORP と DO に明確な深度依存性

は認められない。予備排水時，pH や EC，水温は比較的速やかに値が安定するのに対して，

ORP や DO が完全に安定するまでには長い時間を要する。採水時，作業の都合上 ORP と

DO が完全に安定するまで予備排水を続けることは困難であったため，表示値がほぼ安定し

た状態で値を記録していることから，ORP と DO の測定値は予備排水の時間が十分でない影

響を受けている可能性がある。 

 Na+，K+，Ca2+，Cl-，Br-の各イオンは深部ほど濃度が高く，断層南側に比べて北側で濃度が

高い傾向を示す一方で，SO4
2-イオンは逆に浅部で濃度が高い傾向を示した。Mg2+は 10MI26

号孔（深度 400m）でやや濃度が高く，F-は濃度に明確な深度依存性が認められない。JAEA

による水質モニタリング結果（齋ほか，2010；齋ほか，2011；新宮ほか，2011；新宮ほか，2012；

大森ほか，2014）および昨年度の分析結果とあわせ，相対的に高い濃度を示す Na+，Cl-，

SO4
2-の各イオン濃度の時間変化について検討した（図 34）。断層の南側では，2011 年頃まで

イオン濃度の変化が生じ，Na+，Cl-イオンについては時間とともに濃度が減少するのに対し

て，SO4
2-イオンについては濃度が増加する傾向が認められる。2011 年以降はほぼ濃度変化

がみられなくなるものの，Na+，Cl-イオンについては減少傾向が，SO4
2-イオンについては増加

傾向であることがわかる。このような時間変化は，例えば水野ほか（2013）や Iwatsuki et 

al.(2015)で指摘されているように坑道掘削に伴う排水による浅層地下水の流入と深層地下水

の上昇（アップコーニング）により生じているものと考えられる。対して断層の北側では，南側ほ

どデータ数が多くないが，同じ深度でも南側と比較して Na+，Cl-は高い濃度を示し，SO4
2-は濃

度が低い。断層をはさむ両側で水質が異なることは，主立坑断層が遮水性の構造であること

を示すと考えられていることや，昨年度の分析結果と整合的である。本年度得られた地下水試

料の分析結果は，昨年度の分析結果を再現するものであったことから，適切な分析が行えて

いることを示しているといえる。 

 

 

 



 

研究報告 1 - 42 

 

 

 

表 10 地下水試料の物理化学パラメータ測定結果 

ボーリング孔 採水区間 採水日 

pH EC temp ORP DO 

- mS/m ℃ mV mg/L 

07MI07 1 2017/9/7 8.67 36.5 22.3 -296 0.28 

07MI07 3 2017/9/8 8.79 46.6 22.2 -317 0.09 

07MI07 5 2017/9/8 8.85 56.1 22.1 -308 0.15 

09MI20 1 2017/9/7 8.71 39.0 23.8 -262 0.16 

09MI20 3 2017/9/7 8.57 40.9 23.8 -280 0.18 

09MI20 5 2017/9/7 8.68 42.2 23.3 -275 0.20 

09MI21 2 2017/9/8 8.38 78.7 23.2 -333 0.09 

09MI21 3 2017/9/8 8.61 78.3 23.1 -118 0.18 

10MI26 1 2017/9/7 8.58 52.6 25.6 -248 0.25 

10MI26 3 2017/9/7 8.47 53.8 25.3 -262 0.29 

10MI26 5 2017/9/7 8.58 44.3 24.5 -276 0.13 

12MI33 1 2017/8/23 8.52 134.2 28.1 -333 0.11 

13MI38 1 2017/8/23 8.48 135.7 28.4 -327 0.11 

13MI38 5 2017/8/23 8.36 233 28.2 -335 0.15 
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表 11 主要溶存イオン濃度，アルカリ度，水素酸素同位体比の分析結果（ND は検出限界以下を示す） 

Sample ID 区間 採水日 
Na+ K+ Ca2+ Mg2+ アルカリ度 

HCO3- SO4
2- F- Cl- NO3

- NO2
- Br- NH4

+ PO4
3- イオン 

バランス 

mg/L mg/L mg/L mg/L meq/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L % 

07MI07 1 2017/9/7 67.03 0.46 10.22 0.07 1.06 64.44 10.82 11.17 53.43 ND ND 0.13 ND ND 0.96 

07MI07 3 2017/9/8 80.19 0.53 14.19 0.09 0.92 55.89 9.06 10.66 81.14 ND ND 0.19 ND ND 3.21 

07MI07 5 2017/9/8 95.97 0.62 12.27 0.08 0.73 44.67 8.51 10.65 115.24 ND ND 0.26 ND ND 0.92 

09MI20 1 2017/9/7 70.53 0.50 10.62 0.11 1.36 82.74 16.05 9.81 46.51 ND ND ND ND ND 1.42 

09MI20 3 2017/9/7 74.48 0.54 10.71 0.21 1.22 74.20 12.86 10.84 59.77 ND ND 0.15 ND ND 0.85 

09MI20 5 2017/9/7 73.85 0.55 12.74 0.16 1.03 62.73 14.64 10.05 56.23 ND ND 0.14 ND ND 5.81 

09MI21 2 2017/9/8 124.64 0.73 20.55 0.07 0.42 25.87 0.66 10.54 188.11 ND ND 0.40 ND ND 1.35 

09MI21 3 2017/9/8 118.80 0.70 26.14 0.09 0.52 31.73 ND 9.97 186.44 ND ND 0.38 ND ND 1.51 

10MI26 1 2017/9/7 91.61 0.58 14.80 0.46 1.28 78.10 11.98 10.54 87.14 ND ND 0.20 ND ND 2.50 

10MI26 3 2017/9/7 95.20 0.87 14.42 0.53 1.49 90.79 11.08 10.79 87.40 ND ND 0.20 ND ND 1.79 

10MI26 5 2017/9/7 80.86 0.73 13.77 0.29 1.30 79.08 13.14 10.47 68.57 ND ND 0.16 ND ND 2.29 

12MI33 1 2017/8/23 179.95 1.38 83.98 0.16 0.32 19.77 ND 8.79 379.11 ND ND 0.77 ND ND 2.49 

13MI38 1 2017/8/23 179.04 1.37 83.06 0.18 0.33 20.01 ND 8.20 384.37 ND ND 0.76 ND ND 1.61 

13MI38 5 2017/8/23 246.86 1.24 217.69 0.26 0.24 14.64 ND 6.97 730.60 ND ND 1.34 ND ND 1.03 
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図 34 Na，Cl，SO4 イオンの時間変化 

（2014 年までのデータは齋ほか，2010；齋ほか，2011；新宮ほか，2011；新宮ほか；2012；大森

ほか，2013a；大森ほか，2013b を引用） 
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 水素酸素同位体比の分析結果を表 12 に，水素酸素同位体比のδダイアグラムを図 35 に

示す。全ての試料は天水線の近傍に分布することから，天水起源の地下水であると考えられ

る。地下水試料の水素酸素同位体比は世界天水線（Craig, 1961, D = 8×18O + 10）よりも

大きな d-excess（= D - 8×18O）を示し，特に深度 500m の 13MI38 号孔の試料は他の試料

よりも大きな d-excess を示す。 

 

 

 

 

表 12 水素酸素同位体比分析結果 

ボーリング孔 採水区間 採水日 
18O D 

‰ ‰ 

07MI07 1 2017/9/7 -8.51 -56.23 

07MI07 3 2017/9/8 -8.57 -56.65 

07MI07 5 2017/9/8 -8.67 -57.53 

09MI20 1 2017/9/7 -8.28 -55.54 

09MI20 3 2017/9/7 -8.49 -56.30 

09MI20 5 2017/9/7 -8.48 -56.15 

09MI21 2 2017/9/8 -8.99 -59.67 

09MI21 3 2017/9/8 -8.92 -59.35 

10MI26 1 2017/9/7 -8.57 -56.83 

10MI26 3 2017/9/7 -8.63 -57.26 

10MI26 5 2017/9/7 -8.55 -56.64 

12MI33 1 2017/8/23 -8.88 -59.17 

13MI38 1 2017/8/23 -8.99 -59.25 

13MI38 5 2017/8/23 -8.91 -58.23 



 

研究報告 1 - 46 

 

 

図 35 水素酸素同位体比のδダイアグラム 

 

 本研究で得られた分析値と JAEA により取得されている分析値をあわせて酸素同位体比の

時間変化を図 36 に示す。時間経過に伴う同位体比の変化は明確ではない。また，断層の南

側に比べて断層の北側で明確に軽い同位体比を示すことがわかる。 
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図 36 地下水の水素酸素同位体比の時間変化 

本研究で得られた分析値に加えて，齋ほか（2010），齋ほか（2011），新宮ほか（2011），新宮ほ

か（2012），大森ほか（2013a），大森ほか（2013b），大森ほか（2014），林田ほか（2016）による分

析値を用いて作成 

 

微量元素濃度の分析結果を表 13 に示す。昨年度の分析において，微量元素は濃度が相

対的に浅部で低く深部で高いもの，濃度が相対的に浅部で高く深部で低いもの，深度依存性

が明確でないもの，ほぼ全ての採水区間で検出限界以下のものの 4 グループに分類可能で

あることが知られている。本年度の分析結果から，Al や V など，同一深度でも断層の北と南で

濃度差がある元素があることが明らかとなった。 
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表 13 微量元素分析結果（黄色塗りで示されているデータは検量線の範囲外のため，定量精度が低いことに留意） 

 

Li B Na Mg Al Si P K Ca Sc Ti V Cr Mn Fe Co Ni

ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb

07MI07-1 43 1.4.E+03 5.99.E+04 43.67 8.5 6.50.E+03 6.6 363.6 7466 0.054 0.95 0.0066 0.040 2.0 0.74 0.014 0.13

07MI07-3 46 1.4.E+03 7.39.E+04 74.09 6.6 6.56.E+03 8.6 433.9 1.014.E+04 0.067 1.0 0.0085 0.049 2.1 0.90 0.016 0.038

07MI07-5 49 1.3.E+03 8.53.E+04 61.03 7.1 6.39.E+03 8.0 486.2 1.284.E+04 0.062 0.96 0.0059 0.056 2.0 1.4 0.013 0.036

09MI20-1 42 1.2.E+03 6.56.E+04 88.99 6.9 7.06.E+03 <5.1 372.1 7521 0.062 1.0 0.0095 0.029 2.6 0.21 0.0075 <0.017

09MI20-3 44 1.4.E+03 6.52.E+04 188.5 8.4 6.75.E+03 <5.1 472.2 8566 0.060 0.96 0.010 0.039 3.3 2.2 0.013 <0.017

09MI20-5 45 1.3.E+03 6.73.E+04 141.2 7.8 6.92.E+03 7.5 450.1 8543 0.069 1.0 0.0062 0.042 3.3 3.3 0.011 <0.017

09MI21-2 93 1.5.E+03 1.10.E+05 51.77 10 6.08.E+03 <5.1 492.2 2.247.E+04 0.059 0.86 0.031 0.097 2.7 4.6 0.017 0.049

09MI21-3 1.0.E+02 1.5.E+03 1.07.E+05 65.91 23 6.53.E+03 <5.1 557.8 2.692.E+04 0.061 1.1 0.018 0.070 5.6 25 0.011 0.20

10MI26-1 57 1.6.E+03 8.38.E+04 448.3 7.9 7.00.E+03 6.4 667.8 1.111.E+04 0.060 1.0 0.0059 0.042 6.8 2.4 0.011 <0.017

10MI26-3 57 1.4.E+03 8.52.E+04 519.5 9.9 6.89.E+03 6.0 766.1 1.154.E+04 0.060 1.0 0.0064 0.055 12 5.6 0.022 0.030

10MI26-5 50 1.4.E+03 7.54.E+04 271.6 8.2 6.84.E+03 <5.1 575.7 9408 0.058 1.0 0.0065 0.042 5.9 1.6 0.011 0.025

12MI33-1 1.7.E+02 1.8.E+03 1.57.E+05 152.6 10 6.80.E+03 <5.1 1037 8.283.E+04 0.069 0.95 0.020 0.13 12 3.4 0.081 0.14

13MI38-1 1.7.E+02 1.9.E+03 1.60.E+05 159.1 14 6.83.E+03 5.3 1080 8.579.E+04 0.075 1.1 0.021 0.12 12 4.7 0.016 0.14

13MI38-5 2.7.E+02 2.2.E+03 2.20.E+05 304.6 7.9 6.86.E+03 7.4 1637 2.141.E+05 0.11 1.7 0.036 0.19 27 5.4 0.031 0.20

Cu Zn Ga Ge As Se Rb Sr Y Zr Mo Ag Cd Sn Sb Cs Ba

ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb

07MI07-1 0.057 0.24 0.49 19 0.030 0.18 2.1 85 0.062 0.13 1.7 0.011 <0.00075 0.013 0.0022 0.46 0.33

07MI07-3 0.042 0.17 0.47 15 0.020 0.24 2.4 1.1.E+02 0.041 0.073 1.7 0.0095 <0.00075 0.010 0.0020 0.54 0.47

07MI07-5 0.050 0.13 0.52 13 0.021 0.24 2.8 1.5.E+02 0.031 0.063 2.2 0.012 <0.00075 0.0085 0.0020 0.63 0.60

09MI20-1 0.017 0.13 0.47 11 0.020 0.077 2.1 84 0.076 0.028 1.1 0.0081 <0.00075 0.0036 0.0016 0.45 0.34

09MI20-3 0.018 0.12 0.40 15 0.023 0.054 2.2 99 0.089 0.045 1.3 0.054 <0.00075 0.0061 0.0013 0.46 0.49

09MI20-5 0.026 0.14 0.40 14 0.023 0.046 2.2 96 0.086 0.039 1.2 0.046 <0.00075 0.0072 0.0014 0.47 0.44

09MI21-2 0.041 0.43 0.48 10 0.13 0.091 3.2 2.4.E+02 0.044 0.036 3.4 0.056 <0.00075 0.012 0.0062 1.6 0.64

09MI21-3 0.071 0.27 0.43 8.1 0.11 0.074 3.7 2.9.E+02 0.44 0.21 3.5 0.049 0.0011 0.023 0.0036 1.6 0.84

10MI26-1 0.021 0.12 0.27 14 0.029 0.033 2.7 1.5.E+02 0.16 0.036 1.2 0.047 <0.00075 0.0050 0.0011 0.58 1.1

10MI26-3 0.047 0.07 0.17 15 0.026 0.029 3.0 1.7.E+02 0.29 0.040 1.1 0.19 <0.00075 0.0066 0.0017 0.59 1.4

10MI26-5 0.019 0.19 0.25 14 0.023 0.028 2.3 1.3.E+02 0.16 0.030 1.2 0.045 <0.00075 0.0054 0.011 0.43 0.86

12MI33-1 0.13 1.5.E+02 0.32 8.2 0.060 0.071 7.9 9.4.E+02 0.071 0.034 2.6 0.041 0.0020 0.0093 0.020 2.2 2.9

13MI38-1 0.11 0.61 0.31 8.3 0.045 0.066 8.0 9.6.E+02 0.092 0.029 2.6 0.019 0.0024 0.0072 0.012 2.2 2.9

13MI38-5 0.16 0.75 0.24 9.7 0.034 0.090 12 2.4.E+03 0.089 0.031 2.0 0.019 0.0036 0.0091 0.0094 3.0 8.0

La Ce Pr Nd Sm Eu Gd Tb Dy Ho Er Tm Yb Lu W Pb U

ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb ppb

07MI07-1 0.0083 0.018 0.0025 0.011 0.0028 0.00029 0.0042 0.00078 0.0053 0.0015 0.0051 0.00066 0.0039 0.00069 2.1.E+02 0.033 0.0077

07MI07-3 0.0038 0.0076 0.0012 0.0044 0.0014 0.00030 0.0028 0.00045 0.0032 0.0010 0.0037 0.00056 0.0030 0.00054 1.7.E+02 0.037 0.0062

07MI07-5 0.0016 0.0046 0.00061 0.0032 0.00078 0.00029 0.0018 0.00029 0.0023 0.00063 0.0026 0.00046 0.0025 0.00055 1.4.E+02 0.045 0.0031

09MI20-1 0.0012 0.0027 0.00071 0.0027 0.0014 0.00029 0.0024 0.00058 0.0063 0.0019 0.0073 0.0011 0.0072 0.0014 1.3.E+02 0.039 0.0077

09MI20-3 0.0051 0.012 0.0018 0.0093 0.0038 0.00031 0.0039 0.00085 0.0072 0.0022 0.0076 0.0012 0.0068 0.0012 1.7.E+02 0.037 0.0091

09MI20-5 0.0038 0.0085 0.0012 0.0064 0.0018 0.00036 0.0034 0.00070 0.0070 0.0021 0.0074 0.0011 0.0064 0.0014 1.6.E+02 0.036 0.0086

09MI21-2 0.0083 0.016 0.0020 0.0089 0.0026 0.00032 0.0030 0.00053 0.0043 0.0011 0.0031 0.00045 0.0018 0.00031 1.6.E+02 0.069 0.0044

09MI21-3 0.061 0.13 0.016 0.066 0.018 0.00098 0.027 0.0056 0.046 0.012 0.040 0.0058 0.038 0.0056 1.5.E+02 0.092 0.17

10MI26-1 0.010 0.023 0.0032 0.018 0.0049 0.00071 0.0079 0.0017 0.014 0.0041 0.013 0.0019 0.011 0.0019 2.1.E+02 0.045 0.013

10MI26-3 0.021 0.048 0.0072 0.031 0.011 0.0016 0.016 0.0034 0.027 0.0072 0.025 0.0038 0.021 0.0032 1.9.E+02 0.039 0.013

10MI26-5 0.010 0.024 0.0034 0.017 0.0046 0.00065 0.0066 0.0017 0.012 0.0039 0.014 0.0020 0.012 0.0021 1.7.E+02 0.043 0.0087

12MI33-1 0.0055 0.011 0.0016 0.0075 0.0027 0.00066 0.0038 0.00074 0.0048 0.0013 0.0038 0.00050 0.0021 0.00028 1.3.E+02 0.091 0.0012

13MI38-1 0.019 0.026 0.0035 0.014 0.0031 0.00084 0.0043 0.00066 0.0058 0.0013 0.0044 0.00056 0.0026 0.00044 1.3.E+02 0.083 0.0021

13MI38-5 0.0095 0.013 0.0019 0.0091 0.0029 0.0015 0.0038 0.00063 0.0045 0.0012 0.0032 0.00053 0.0021 0.00044 1.3.E+02 0.093 0.0020

Sample ID

Sample ID

Sample ID
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溶存ガス濃度の分析結果を表 14 に示す。CH4 は深部ほど濃度が高く，断層の南側に比べ

て北側で高い傾向がある。CO2 も断層の南側では深部ほど濃度が高いが，北側ではほぼ一

定である。Ar は断層南側でほぼ濃度が一定で，北側で深部ほど濃度が低い。酸素はほぼ同

程度であるが，部分的にやや高い区間が認められる。窒素は断層南側に比べて北側で高い

傾向を示す。主要溶存イオンと同様に，溶存ガスでも断層の北側と南側で濃度分布が異なる

ことが明らかとなった。 

 

表 14 溶存ガス濃度分析結果 

Sample ID 区間 採水日 CH4 CO2 Ar O2 N2 

   mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L 

07MI07 1 2017/9/7 1.71 0.10 0.91 0.16 23.96 

07MI07 3 2017/9/8 2.36 0.09 0.85 0.18 25.32 

07MI07 5 2017/9/8 3.14 0.07 0.86 0.15 28.68 

09MI20 1 2017/9/7 1.12 0.15 0.94 0.15 22.29 

09MI20 3 2017/9/7 1.68 0.14 0.93 0.15 23.76 

09MI20 5 2017/9/7 1.58 0.15 0.90 0.25 24.87 

09MI21 2 2017/9/8 5.67 0.03 0.89 0.15 32.50 

09MI21 3 2017/9/8 5.96 0.04 0.87 0.13 31.77 

10MI26 1 2017/9/7 2.79 0.19 0.90 0.13 26.79 

10MI26 3 2017/9/7 2.81 0.28 0.89 0.18 26.66 

10MI26 5 2017/9/7 2.01 0.17 0.93 0.14 25.53 

12MI33 1 2017/8/23 9.21 0.05 0.71 0.25 35.83 

13MI38 1 2017/8/23 8.97 0.05 0.72 0.29 35.11 

13MI38 5 2017/8/23 8.07 0.04 0.35 0.17 18.91 

 

SF6 濃度とトリチウム濃度の分析結果を表 15 に示す。コンタミの影響と考えられる 07MI07 号

孔の区間 3 と 09MI20 号孔の区間 5 を除いても，SF6 濃度は昨年度の測定値と比較して高い

値となった。SF6 は通常実際に SF6 濃度が増加傾向にあるのかを確認するため，今後も分析を

継続する必要がある。一方で，トリチウム濃度は断層北側の全区間と南側の多くの区間で検出

限界以下となった。時間的，空間的な濃度変化を把握することで，浅層地下水の流入状態の

把握に役立つものと考えられる。 
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表 15 地下水の SF6 濃度とトリチウム濃度分析結果 

深度 

断層南側  断層北側 

Sample ID 
SF6濃度 トリチウム濃度  

Sample ID 
SF6濃度 トリチウム濃度 

fmol/kg TU  fmol/kg TU 

200m 

07MI07-1 0.99 ND ± 0.1 

      07MI07-3 23.73 ND ± 0.1 

07MI07-5 0.59 ND ± 0.1 

300m 

09MI20-1 1.02 0.7 ± 0.2 

 

09MI21-2 1.14 ND ± 0.1 

09MI20-3 0.98 ND ± 0.1 09MI21-3 0.67 ND ± 0.1 

09MI20-5 3.29 0.4 ± 0.1      

400m 

10MI26-1 0.59 0.5 ± 0.2 

      10MI26-3 1.21 ND ± 0.2 

10MI26-5 1.17 0.5 ± 0.1 

500m       

12MI33-1 1.08 ND ± 0.1 

13MI38-1 1.42 ND ± 0.1 

13MI38-5 1.01 ND ± 0.1 

 

 

 

 4.2.3 大気試料の SF6濃度分析結果 

 

  大気試料の採取地点と採取した大気試料の分析で得られた SF6 濃度の関係を示す。大気

試料は研究対象領域周辺で，相対的に標高が高い地点，低い地点，中間の 3 箇所で採取し

た。なお，標高が低い地点は瑞浪超深地層研究所の敷地内である。得られた SF6 濃度と標高

に明確な関係性は認められない。NOAA によれば，2018 年 1 月の北半球大気の SF6 濃度は

9.547 pptv である（NOAA, 2018）。また，比較のために測定した京大桂キャンパスの実験室大

気の SF6 濃度は 9.45 pptv であった。今回採取された瑞浪の大気試料は，これらよりもやや低

い SF6 濃度を示し，都市域で報告されているような高い濃度（浅井ほか，2017）ではないことが

明らかとなった。 
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図 37 大気試料の採取地点と SF6 濃度分析結果 

 

 

 4.2.4 水理地質モデルの構築と地下水流動解析，物質移行解析 

 

 広域モデル（図 38）を用いて，涵養量を 0.01 m/年として計算した場合の水頭と，地下水流

動方向を図 39 に示す。また，ボーリング孔における水圧モニタリング結果に基づいて涵養量

をキャリブレーションし，0.0017 m/年として計算した場合の水頭と地下水流動方向を図 40 に

示す。涵養量の設定に関わらず，これらのモデルを用いて算出された水頭値は，北部で高く

南部で低い。標高と水頭分布に依存して北部から南部に向けた地下水流動が示されている。

また，算出された水頭と実測値との比較結果を図 41 に示す。涵養量を 0.01 m/年とした場

合，水頭が中程度のボーリング孔では実測値と計算値が整合するが，水頭が高い箇所と低い

箇所で過大評価される結果となっている。涵養量を 0.0017 m/年とすることで，算出される水

頭は全体的に小さくスライドしている。図 39 では，ボーリング孔の水頭との比較結果が黄色で

表示されている箇所が多く，これは計算値と実測値の誤差が 30〜60m の範囲にあることを示

す。一方で，キャリブレーション後の計算結果では主立坑断層周辺で計算値と実測値の誤差

が小さいことを示す緑色のインジケータ（誤差が 30m 以下）が多く認められる。そのため，この

計算で得られた水頭値を境界条件として使用し，断層モデルによる地下水流動解析を行っ

た。 
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図 38 解析に用いた広域水理地質モデル 

 

 

 

図 39 涵養量を 0.01 m/年とした場合の水頭（左）と地下水流動方向（右）の計算結果 
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図 40  涵養量を 0.0017 m/年とした場合の水頭（左）と地下水流動方向（右）の計算結果 

 

 

 

図 41 水頭計算値と実測値の比較（上：涵養量 0.01 m/年，下：涵養量 0.0017 m/年） 
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 断層モデル（図 42）による地下水流動解析結果を図 43 に示す。立坑からの排水の影響が

小さい 2006 年 4 月 1 日の時点の計算結果では，断層に沿った奥から手前に向けた地下水

流動が推定されている。一方で，立坑の建設が進み，排水の影響が大きい 2017 年 3 月 31

日時点の計算結果では，立坑の地下水湧出点に向けた地下水流動が顕著である。 

  

図 42 広域モデルにおける断層モデルのモデル化領域（左）と断層モデルにおけるグリッド分

割（右） 

 

 

 
図 43 断層モデル（図 42）を用いた 2006 年 4 月 1 日時点（上）と 2017 年 3 月 31 日（下）の

地下水流動解析結果 
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 断層モデルで，浸透率の測定結果から換算された空隙率の空間分布（図 30）を考慮し，

Double porosity model を適用して実施した塩化物イオンの物質移行解析結果を図 44 に示

す。2017 年 3 月 31 日時点の塩化物イオン濃度の空間分布において，断層の北と南で濃度

の空間分布が大きく異なり，北側では浅部から深度 500m 程度までの領域において断層近傍

で上昇流が生じているのに対し，南側では浅部から濃度の低い地下水が流下するとともに，

深部から濃度の高い地下水が上昇していることがわかる。このような現象は，地下水試料の地

球化学的特性に基づいて水野ほか（2013）や Iwatsuki et al.(2015)によって指摘されており，

整合的な解析結果となった。また，深度 300m で断層南側に位置する 09MI20 号孔と断層北

側に位置する 09MI121 号孔における，塩化物イオン濃度の時間変化の実測値と計算値を図

45 に示す。濃度は大きく異なるものの，09MI20 号孔では同時期に濃度の増減が見られ，

09MI21 号孔では 2011 年以降緩やかに濃度が上昇傾向にあるなど，時間変化の特徴には類

似点が認められる。 

 

図 44 塩化物イオンの物質移行解析結果（2006 年 4 月 1 日時点（左）と 2017 年 4 月 1 日時

点（右）の塩化物イオン濃度の空間分布） 
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図 45 解析結果と実測値の比較（実測値は，本研究で得られた分析結果に加えて，齋ほか

（2010），齋ほか（2011），新宮ほか（2011），新宮ほか（2012），大森ほか（2013a），大森ほか

（2013b），大森ほか（2014），林田ほか（2016）を使用して作成） 

 

 断層モデルで，スメクタイトによるイオン交換を考慮した反応輸送解析の結果を図 46 に示

す。比較のため，地下水流動に伴う移行のみを考慮し，イオン交換の影響を考慮しない場合

の濃度分布も図 47 に示す。イオン交換を考慮しない物質移行解析の結果（図 47）では，断

層の南側（図の左側）で浅層地下水の流入によると思われる濃度低下が認められる他，断層

周辺でわずかに濃度上昇が認められるが，濃度変化は小さく 10%以下である。濃度が上昇し

ている箇所も認められるが，解析条件として Na，Ca イオンの供給源を考慮していないことか

ら，計算過程で生じた誤差によるものと考えられる。これに対して，イオン交換を考慮したモデ

ルでは大きな濃度変化が認められ，Na イオン濃度，Ca イオン濃度どちらも断層周辺で上昇し

ていることがわかる。今回は暫定的な極端な解析条件による結果のため，実測値との比較は

困難であるが，地下水流動に伴う水―岩石反応を考慮した移行解析が可能であることを確認

できた。 
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図 46 水―岩石反応（スメクタイトによるイオン交換）を考慮した反応輸送解析で得られた Na

および Ca 各イオンの濃度分布（図 43 における AB を通る鉛直断面） 

 

 

2006年4⽉1⽇

2017年4⽉1⽇
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2017年4⽉1⽇
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図 47 水―岩石反応（スメクタイトによるイオン交換）を考慮した反応輸送解析で得られた Na

および Ca 各イオンの濃度分布（図 43 における AB を通る鉛直断面） 

 

2006年4⽉1⽇

2017年3⽉31⽇

2006年4⽉1⽇

2017年3⽉31⽇
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4.3 残された課題と今後の計画 

 

広域モデルを用いた地下水流動解析で算出される水頭値は断層周辺では実測値と整合的

であるものの，モデル全体で十分に一致しているとは言い難い。物質移行解析の結果では，

空間的な濃度分布や時間的な濃度の増減について，実測値と整合する傾向が認められた

が，濃度そのものにはまだ差がある。水―岩石反応を考慮した反応輸送解析についても，解

析の初期条件や反応に関わるパラ—メータをより適切に設定する必要がある。また，瑞浪では

水素，メタンなどを電子供与体，硫酸を電子受容体とする微生物活動が報告されている

（Suzuki et al., 2014；Ino et al., 2018）。水質形成における微生物活動の影響を考慮するた

め，微生物活動による硫酸還元に関する反応輸送解析も，断層モデルと RT3D（Clement, 

1997）を用いて検討を進めているところである。 

今後は，広域モデルに加えて，断層モデルでも水頭の実測値や時間変化と解析値を比較す

ることでキャリブレーションを行い，断層の透水係数やその空間分布を最適化する。また，物質

移行解析や反応輸送解析では解析条件について検討を続けるとともに，必要なデータを試料

分析や原位置測定などで取得し，モデルに反映することでこれら解析の高精度化を図る予定

である。 

 

 

5. まとめ 

 

 本年度は，2015 年度に得られた浸透率測定結果の信頼性を評価し，断層周辺の岩盤で浸

透率が変化する理由を把握することを目的として，浸透率測定箇所で反発度測定を行った。

また，昨年度に引き続いて超深地層研究所の研究坑道内でボーリング孔から地下水試料を

採取し，地下水流動状態の把握に役立つ地球化学特性の濃度や同位体比を分析した。さら

に，地下水流動状態に加え，水―岩石反応や微生物活動も考慮可能な地下水流動・物質移

行解析の手順について検討し，これまでに取得されたデータを踏まえ，地下水流動解析，物

質移行解析，スメクタイトによるイオン交換を考慮した反応輸送解析を実施した。 

 反発度の測定結果において，断層からの距離で 10m 区間ごとに平均値を求め，同じ区間で

測定された浸透率の平均値と比較したところ，負の相関が認められた。この結果は，岩石の機

械的強度が低い箇所で浸透率が高いことを意味する。マイクロクラックなど，微視的なダメージ

により浸透率や反発度に空間変化が生じており，巨視的な亀裂頻度との関連も認められること

から，断層活動もこのような浸透率の空間分布が生じた一因であると考えられた。地下水試料

の分析では，概ね昨年度を再現する結果が得られており，分析結果の妥当性を確認できた。

また，本年度分析を実施した溶存ガスも主立坑断層の北側と南側では濃度が異なることが明

らかとなり，断層が地下水流動や物質移行の境界として機能していることが再確認された。地

下水流動解析では，まず広域モデルを用いて解析を行い，算出された水頭を実測値と比較
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することによりモデルをキャリブレーションした。広域モデルによる解析結果は，断層周辺を細

かいグリッドで表現した断層モデルを用いた解析を行う際に境界条件として使用した。断層周

辺モデルを用いた地下水流動解析では，坑道内の地下水湧出点に向けた地下水流動が示さ

れた。さらに，上述の浸透率を岩石の空隙率に変換した上で，断層からの距離に応じて設定

したモデルを用いて，塩化物イオンの物質移行解析を行った。断層の南側で浅層地下水の流

下と深層地下水の上昇が顕著であり，既存研究で考えられている立坑からの排水影響と整合

的であった。塩化物イオン濃度の実測値と計算値を比較したところ，解析値は実測値よりも濃

度が高いものの，濃度の上昇と低下の時期が整合することが明らかとなった。また，スメクタイト

によるイオン交換を考慮した反応輸送解析では，考慮しない場合に比べて地下水の Na 濃度

や Ca 濃度が大きく変化することが示された。 

本研究を通して，浸透率を初めとして，断層周辺での地下水流動や物質移行に関わる様々

なデータを取得，活用し，地下水流動解析，物質移行解析，反応輸送解析を行う手順を提案

することができた。これまでに得られているモデルのキャリブレーションや解析条件の検討を継

続し，より高精度に地下水流動状態や物質移行状態を把握することで，地下水流動およびそ

れに伴う物質移行現象における断層の役割についてより深い理解を目指す。妥当性の高い

地下水流動・物質移行モデルを構築することができれば，それを用いて長期的な物質移行現

象の予測が可能となり，放射性廃棄物の地層処分の安全評価において，様々な将来予測を

行う上で役立つことが期待される。 
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1. 背景・目的 

 

放射性廃棄物地層処分では，岩盤を天然バリアとして使用する．天然バリアと

なる岩盤には，放射性物質の移行を抑制する機能が期待される．岩盤内では，き

裂や空隙のネットワークが流体の流路となるため 1)，遮蔽性向上には，き裂の進

展を防ぐことおよび，き裂や空隙を閉塞させることが効果的であると考えられ

る． 

また，天然バリアとなる岩盤には，高い長期強度があることが望ましい．水は

岩石の強さ 2-6)および破壊じん性 7, 8)に顕著に影響することが知られている．例え

ば，含水率が高い場合，岩石の強さは低下する．そのため，遮蔽性が高い領域で

囲まれた岩盤は，水の流入が抑制されるため，強度が高い状態が確保されやすく，

力学的に安定しやすい状況になると考えられる．き裂開口幅やき裂・空隙のネッ

トワークの形状は流れに影響を及ぼすことが知られている 9-16)．特に，開口幅が

小さい場合や，流路の形状が複雑なほど流れは抑制される．さらに，微細な粒子

が密に詰まった部分では遮蔽性は高くなる． 

北欧（特にフィンランドやスウェーデン）での放射性廃棄物処分においては，

結晶質岩盤が用いられている．北欧の結晶質岩の場合，き裂密度が極めて低いこ

とが知られている．一方，日本では地殻運動が活発であり，地下には断層や節理

などの不連続面が数多く分布する．そのため，日本の花崗岩は，北欧のものより

も一般にき裂が多く含まれ，10 倍以上き裂密度が高いと言われている 17)．ゆえ

に，地下利用の際，不連続面を完全に避けることは困難である． 

ただし，岩石に巨視き裂が含まれる場合でも，必ずしも透水係数が高くなると

は限らないという報告がいくつか存在する．例えば，火成岩に断層が含まれ，巨

視き裂に微細な粒子が含まれている状態では，透水係数が低下することが示さ

れている 16)．Ishibashi et al.18)は，岩石内に地下水が流れ込み，微細な粘土鉱物が

き裂表面に沈殿して，き裂が充填されるということを報告している．このような，

粘土による岩石内のき裂の充填現象を利用すれば，閉塞した節理や断層を利用

する形で岩石の遮蔽性を高められる可能性があり，放射性廃棄物処分で大いに

役立つ技術を確立できると考えられる． 

また，放射性廃棄物処分施設を地下岩盤に設ける場合，大量のセメント系材料

が使用されることとなる．ゆえに，周辺の地下水は，カルシウムイオン濃度が高

い状態となると予想される．地下水中のカルシウムイオン濃度が高い場合，岩盤

表面にはカルシウム化合物が析出し，き裂が充填される可能性がある．この現象

は室内試験でも認められている．例えば，Nakao et al.19)による，岩石とコンクリ

ートを水中に一緒に保存する試験や，Nara et al.20)による，岩石を水酸化カルシウ

ム水溶液中に保存する試験では，岩石表面にカルシウム化合物が沈殿すること
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が示されている．さらに，水酸化カルシウム水溶液中でのサブクリティカルき裂

進展測定を行うことにより，カルシウムイオン濃度の高い環境下では，き裂進展

速度が低下し，き裂進展が抑制されることが示されている 21)．さらにこのき裂

進展の抑制は，カルシウム化合物のき裂面上での析出によるものであることが

示されている． 

このように，岩石内のき裂が粘土やカルシウム化合物の沈殿で充填される場

合は，透水係数が低く保たれ，岩盤が天然バリアとして十分な遮蔽性能を保持で

きるということが考えられる．ただし現状では，き裂の充填がどの程度岩石の透

水係数に影響するかについては十分には検討されていない． 

そこで本研究では，粘土および破壊した岩石の遮蔽性を，透水試験を用いて調

べる．特にここでは，粘土の透水係数を測定するとともに，粘土がき裂を充填す

る場合に透水係数がどのように変化するかを調べることとした． 

なお本研究では，結晶質岩石を対象として研究を進めることとし，花崗岩を岩

石試料として用いる． 

上記の一連の研究成果により，放射性廃棄物処分施設ニアフィールドの天然

バリアの長期性能が明らかとなることが本研究を行う意義である．特に，未だ不

明である修復されたき裂を含む岩石の透水特性や，極めて遅いき裂進展の計測

によって，長期にわたる岩石の材料特性が明らかになり，放射性廃棄物処分プロ

ジェクトに代表される岩盤の長期的な利用に大きく貢献できる成果が挙げられ

ることが期待できる． 
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2. 全体研究計画（4ヵ年における全体計画） 

 

平成 26 年度は，破壊力学および透水試験を行う環境を整備し，予備試験を

実施する．なお，試験に用いる岩石の強度，弾性率，弾性波速度等の材料物性

を予め調べておく． 

 

(1) ダブルトーション法による長期破壊力学試験の予備実験・データ取得環境

整備 

破壊力学試験法であるダブルトーション法による測定を予備実験として

１～２週間程度連続で行うことにより，長期連続測定によるき裂進展デー

タ取得環境の整備を実施する．可能であれば，１カ月近く連続して測定す

る実験を行う． 

(2) 岩石を用いた透水試験の予備実験・データ取得環境整備 

岩石試料（花崗岩または砂岩）を用いて透水試験の予備実験を行うことに

より，岩石の遮蔽性（バリア性能）に関するデータ取得環境の整備を実施す

る． 

 

平成 27 年度からは，破壊力学試験および透水試験によるデータ取得を本格

的に行うこととする．また，顕微鏡観察を行い，岩石内部の観察やき裂閉塞に

寄与した物質の同定を行う． 

さらに，本研究の検討内容の妥当性，研究を進めるべき方向性などについて，

専門家・有識者らを訪問・招聘し，研究内容について議論し，研究の有効性向

上に努める． 

 

(1) 長期破壊力学試験によるき裂進展・閉塞同時検出試験の実施 

大気中及び水中環境下において，１カ月程度連続で破壊力学試験を行い，

き裂進展に関するデータを取得する．さらに，き裂閉塞に関するデータの

取得を目指す． 

(2) 岩石内部の観察 

光学顕微鏡や電子顕微鏡を用いることにより，岩石内部構造の観察を行

うとともに，き裂の閉塞に寄与した物質の同定を行う． 

(3) 節理を含む岩石での透水試験の実施 

節理（巨視的な引張き裂）が含まれている岩石試料で透水試験を行い，巨

視き裂が岩石の遮蔽性に及ぼす影響を調べる． 

(4) 粘土層を含む岩石での透水試験の実施 

巨視き裂を含む岩石試料（花崗岩）が粘土層で充填されている場合の透水

係数を測定し，断層粘土が岩石の遮蔽性に及ぼす影響を調べる． 

 

平成 28 年度は，前年度と異なる条件下での破壊力学試験および透水試験を
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行うことにより，岩石のバリア性能に関するデータ収集を行う．また，顕微鏡

や X 線回折分析を行い，岩石内部の観察やき裂閉塞に寄与した物質の同定を

行う． 

前年度同様，この年度でも，本研究の検討内容等について議論を深めるため

に，国内外の専門家を訪問または招聘し，議論を行い，研究内容の向上に努め

る． 

 

(1) 長期破壊力学試験によるき裂進展・閉塞同時検出試験の実施 

水中環境下において１カ月程度連続で破壊力学試験を行い，き裂進展に

関するデータを取得するとともに，き裂閉塞に関するデータの取得を目指

す．特に，前年度とは異なる環境下で試験を行うことし，周辺環境のカル

シウム濃度が異なる水中環境下で試験を行うことによって，カルシウム濃

度がき裂の進展や閉塞に及ぼす影響を調べる． 

(2) 顕微鏡観察および X 線回折分析による岩石内部の観察 

前年度同様，顕微鏡を用いることにより，岩石内部構造の観察を行う．

さらに，岩石表面において，カルシウム化合物の析出が生じやすい場所，

生じにくい場所について調べる．また，X線回折分析を行うことによって，

き裂の閉塞に寄与した物質の同定を行う． 

(3) 閉塞した節理を含む岩石での透水試験の実施 

カルシウム化合物や粘土によって閉塞した節理（引張破壊）を持つ岩石で

透水試験を行うことにより，析出物によって閉塞した節理を持つ岩石の遮

蔽性を調べる． 

 

平成 29 年度は，透水試験に関するデータを取得するとともに，データの取

りまとめを行い，総括報告書を作成する． 

この年度においても，本研究の検討内容等について議論を深めるために，国

内外の専門家と議論を行い，研究内容の向上に努める． 

 

(1) 室内試験による粘土がき裂を充填する過程での透水係数の変化の調査 

破壊した岩石を用い，粘土を懸濁した水を流すことによって，透水係数が

どのように変化するかを室内透水試験により調査する． 

(2) 原位置試験による粘土がき裂を充填する過程での透水係数の変化の調査 

原位置岩盤に粘土を懸濁した水を流すことによって，岩盤の透水性がどの

ように変化するかを調査する． 
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3. 平成 28年度の成果概要 

 

平成 28 年度の研究では，粘土および破壊した岩石の遮蔽性を，透水試験を用

いて調べた．特に，粘土の透水係数を求め，さらに粘土がき裂を充填する場合に

透水係数がどのように変化するかを，粘土を含む水を花崗岩に流し続けること

によって調べた．その結果，粘土（主成分はイライト）の透水係数は，インタク

トな花崗岩より 1 オーダー程度高く，巨視き裂を含む花崗岩よりは３～４オー

ダー低い値となり，粘土層を含む花崗岩と同程度の値となった．このことより，

巨視き裂を充填する物質の性質が，巨視き裂を含む結晶質岩石の透水係数を決

定すると考えられる．また，粘土を含む水を流し続けると，時間の経過とともに，

岩石の透水係数が低下する様子が示された．これは，粘土の沈殿によりき裂が充

填されていることを示すものである． 

また，岩石のき裂進展の時間依存性挙動を，破壊力学試験を用いて調べた．特

に，長期間にわたる試験を水中環境下で行うことによって，極めて低い速度のき

裂進展測定を目指した．さらに，カルシウムイオン濃度が高い水中環境下で試験

を行い，蒸留水中で得られた結果と比較することによって，カルシウムイオン濃

度がき裂進展速度にどのように影響するかを調べた．その結果，従来の研究で示

されているものよりも低い速度のき裂進展を測定できた．さらに，カルシウムイ

オン濃度が高い環境下では，蒸留水中よりも，き裂進展速度が低くなることが示

された．この結果から，多くのセメント系材料を用いて放射性廃棄物処分施設を

建設する場合，岩盤の安定性を保ちやすい環境が実現できる可能性が考えられ

る． 
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4. 平成 29年度研究実施内容 

 

4.1 平成 29年度の計画，実施方法 

平成 29年度では，前年度と異なる条件下で透水試験を行うこととした．特に，

粘土が岩石内のき裂を充填していることが認められることから，粘土によって

き裂が充填される過程での透水係数の変化を，室内試験および原位置試験によ

って調べることとした．これにより，粘土によるき裂充填が岩盤の透水係数にど

のように影響を及ぼすかを調べることとした． 
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4.2室内試験による粘土がき裂を充填する過程での岩石の透水係数測定 

 

4.2.1 序論 

 

放射性廃棄物処分を行う上で，岩盤の遮蔽性能を損なわず，かつ向上させるこ

とは，極めて重要である．岩盤内ではき裂や空隙のネットワークが流体の水みち

となるため，遮蔽性向上にはき裂の進展を防ぐと共に，き裂や空隙を閉塞させる

ことが効果的である． 

Nara et al.15)や Wang et al.16)，Perez-Flores et al.22)は，様々な静水圧環境下におい

て，巨視き裂を含む岩石の透水係数の測定を行っており，圧力の上昇に伴ってき

裂が閉塞することにより，岩石の透水係数が低下することを報告している．これ

は，力学的な影響によるき裂の閉塞が地下環境下で起こりうることを示したも

のである． 

また，力学的影響と化学的影響の相互作用によってき裂・空隙の閉塞が起こる

現象としては，圧力溶解が挙げられる 23-28)．この現象は，水中環境下において，

鉱物粒子が接触し，かつ周辺から圧力を受けることによって，水中への鉱物粒子

の溶解が促進されるとともに，鉱物粒子表面への沈殿が起こることによって，接

触している２つの鉱物粒子が接合し，き裂・空隙が閉塞する，という現象である．

安原ら 29)および Yasuhara et al.30, 31)は，圧力溶解の促進によって，岩石の透水係

数が低下することを示している． 

力学的な影響を受けないき裂・空隙の閉塞についても報告されている．Nara et 

al.20)は，カルシウムイオン濃度の高い水中環境下にある岩石では，岩石表面にカ

ルシウム化合物が析出し，き裂が閉塞するということを示している．Ishibashi et 

al.18)は，地下水中の微細な粘土鉱物が沈殿することによって，き裂の閉塞が生じ

るということを報告している．Nara et al.32)は，巨視き裂が自然環境下で粘土のよ

うな微細な鉱物で充填されている花崗岩を用いて透水試験を行い，き裂が充填

された場合に透水係数が低下することを示している．この結果は，き裂の水理学

的開口幅が鉱物の集積により低下する 33-38)ことが透水性の低下の主要な原因で

なることを示すものといえる．ただし，物質が集積してき裂が充填されていく過

程での透水係数への影響についてはまだ調べられておらず，不明である． 

そこで本研究では，微細な粘土粒子を含む水を，破壊した岩石（花崗岩）に流

し続けることによって，水の流れやすさ，すなわち透水係数がどのように変化す

るのかを調べることとした．特に，まず室内試験で鉱物によるき裂の充填が透水

係数の変化に影響するかどうかを調べた後，より大きなスケールとなる原位置

岩盤で調査をすることとした． 
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4.2.2 試料 

 

岐阜県瑞浪市の日本原子力開発機構の瑞浪超深地層研究所の研究坑道（深度

200m）において，ボーリングにより得られた中粒～粗粒の黒雲母花崗岩（土岐

花崗岩）を用いた．特に本章では，巨視き裂を含む花崗岩を用いることとした．

この巨視き裂は，岩石試料を採取した時に既に含まれていたものである．図１に，

巨視き裂を含む花崗岩試料の写真を，図２に偏光顕微鏡で撮影された画像を示

す．この図において，花崗岩試料の直径は 50mm，厚さは 25mm である． 

 

図１ 巨視き裂を含む土岐花崗岩（直径 50mm，厚さ 25mm） 

 

 

 

図２ 土岐花崗岩の偏光顕微鏡写真（直交ニコル下）（幅 1.95mm，高さ 1.25mm） 
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また，花崗岩と同じく，岐阜県瑞浪市の日本原子力開発機構の地下研究施設

（瑞浪超深地層研究所）内で採取された粘土を蒸留水に懸濁して，岩石に流すこ

ととした．ここで用いた粘土は，研究坑道（深度 200m）の壁面から採取された

ものである．この粘土の間隙比は約 2.6，間隙率は約 72 %である．図３に原位置

岩盤中に存在している粘土の写真，図４に走査型電子顕微鏡で撮影された粘土

の画像を示す． 

 

 

図３ 瑞浪超深地層研究所の地下岩盤中に存在する粘土 

 

 

 
図４ 粘土試料の電子顕微鏡写真 
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粘土試料を用いて行われた X 線回折分析の結果を図５に示す．この図より，

雲母の明瞭なピークが認められていることがわかる．また，石英や長石等の明瞭

なピークの他，方解石や緑泥石のピークも認められている．図６に粘土試料の粒

径分布を示す． 

 

 

図５ 粘土試料の X線回折分析結果 

 

 

 

図６ 粘土試料の粒径分布 
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4.2.3 試験方法 

 

 前にも述べたように，岩石（花崗岩）に水を流し続けながら，流れやすさの変

化を調べることを目的としているため，ここではフローポンプ法 39, 40)を試験方

法として採用した．フローポンプ法は，上流側貯留槽に流れる単位時間当たりの

流量を一定にして水頭差を測定することで透水係数を評価する方法である． 

フローポンプ透水試験法は，供試体の一端から一定流量の流体を注入した時

の供試体間の水頭差を測定するものである．定常状態に達して水頭差が一定に

なった時に次式で透水係数を評価できる． 

 21 hhA

QL
K


                 (1) 

ここで，K は透水係数[m/s]，L は供試体の厚さ[m]，Q は流量(m3/s)，A は供試体

の断面積[m2]，h1は上流側圧力[Pa]，h2は下流側圧力[Pa]である． 

この方法は，供試体や試験装置の貯留性によって定常状態に至るまでに，長い

時間を要することがある．しかし，現在一般的に用いられる定水位法 15, 16, 22)や

変水位法 41-44)，および難透水性岩石に適用されるトランジェントパルス法 44-49)

に比べ，試験初期に供試体端面に発生する動水勾配を小さくできるという利点

がある．また，一定圧力に制御して排水量を測定する定水位法に比べ，フローポ

ンプ法は流量を一定にして圧力を測定することから，制御精度および測定精度

ともに優れている．図７に，本研究で使用したフローポンプ試験装置を示す． 
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(a) 

 

(b) 

図７ フローポンプ試験装置．(a): 装置の写真，(b): 装置の概要図 
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4.2.4 試験手順 

 

初めに，図１に示した直径 50mm，厚さ 25mm の巨視き裂を含む花崗岩供試体

をデシケータ内で蒸留水に浸し，真空ポンプを用いてデシケータ内を真空状態

にし，その状態で一か月以上保存することによって，円柱試験片を蒸留水で飽和

させた．次に，供試体上端と下端をステンレス製のエンドピース（図８）で挟み，

封圧媒体である水の浸入を防ぐために，熱収縮チューブを使用して供試体を被

覆した（図９）．これを圧力容器のふたにセットした後（図１０），圧力容器に設

置し（図１１），配管を接続することにより，供試体に封圧を加え，水を流し続

けられる状態とした（図１２）．供試体に流す水は，シリンジポンプを用いて流

すこととし，供試体へ加える封圧は，手動ポンプで加えることとした． 

供試体に流す水の流量は 0.01ml/min と設定した．この状態から水頭差の経時

変化を測定し，透水係数を評価する． 

本研究では，蒸留水 1ℓに 15.9g の粘土を懸濁して，岩石供試体に流すことと

した．これは，前年度で行った試験で用いた粘土の量（5.3g，土岐花崗岩内の巨

視き裂を充填している粘土層の幅が 1mm 未満であったことから，岩石供試体の

断面積（50mm × 25mm）に厚さ 1mm を加えることによって算出した体積に相

当する量）の 3 倍である．この水を図１３に示す容器に入れ，マグネチックスタ

ーラーで外部から攪拌しながら（図１４），岩石供試体に流すこととした． 
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図８ 飽和後の花崗岩とエンドピース 

 

図９ 供試体を被覆している様子 

  

図１０ 圧力容器のふたにセットした供試体 

 

図１１ 圧力容器に供試体を入れる様子 

  

図１２ 圧力容器に配管をつないだ写真 図１３ 粘土懸濁水貯留タンク 

（粘土を攪拌した蒸留水を入れる容器） 
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図１４ 粘土懸濁水貯留タンクをマグネットスターラーで撹拌している様子 

 

 

4.2.5 試験結果 

 

巨視き裂を含む花崗岩に粘土懸濁水を流す過程での差圧変化と恒温室内の温

度変化の様子を図１５に示す．この図より，時間の経過とともに差圧が上昇して

いることがわかる．また，粘土を懸濁した水を流す過程で評価された透水係数の

値を図１６にまとめる．この図より，透水係数が時間の経過とともに低下してい

ることが明確に示されている．  

 

図１５ き裂を含む花崗岩に粘土懸濁水を流す過程での差圧と恒温室内の温度の変化 
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図１６ 巨視き裂を含む花崗岩に粘土を懸濁した水を流す過程で評価された透水係数 

 

 

4.2.6 考察 

 

本研究で得られた結果より，透水係数が時間の経過とともに徐々に低下して

いる．このことから，き裂内部で粘土が集積し，その量が時間経過とともに増加

することによって，き裂開口幅が低下して透水係数の低下が生じていることが

示唆される．つまり，粘土を含む地下水の緩やかな流入により，き裂の閉塞が起

こり，岩石の透水性が低下し，岩盤の遮蔽性向上につながるものと考えることが

できる． 

昨年度行われた試験（水 1 リットル当たり粘土を 5.3g 懸濁した条件での透水

試験）では，1 週間（約 60,000 秒）経過後から 5 週間（約 3,000,000 秒）経過後

の透水係数の低下は 50%程度だったのに対し，今回の試験（水 1 リットル当た

り粘土を 15.9g 懸濁した条件での透水試験）では，1 週間（約 60,000 秒）経過後

から 5 週間（約 3,000,000 秒）経過後では透水係数は 95%程度低下している．こ

れは，流した粘土の量が今回の方が多いことに起因していると考えられる．つま

り，粘土の流入量の多さが透水係数の大幅な低下につながっていると考えられ

る． 
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図１７に，試験終了後にデジタルマイクロスコープを用いて，岩石供試体表面

で観察されたき裂の写真を示す．この図より，き裂内部に粘土が充填されている

ことが明確に確認できる．したがって，粘土がき裂内に集積することによって，

破壊した花崗岩の透水係数が低下すると結論づけることができる． 

 

 

図１７ 花崗岩内の巨視き裂に集積した粘土 

 

 

4.2.7 結論 

 

巨視き裂を含む土岐花崗岩を試料として用いて，粘土を懸濁した水を流す透

水試験を行った．その結果，時間の経過とともに，透水係数が低下することが示

された．さらに，粘土が集積し，巨視き裂を充填している様子が確認できた．ゆ

えに，き裂内部に粘土が集積することによってき裂の修復が生じ，花崗岩の透水

係数が低下すると結論づけられる． 
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4.3原位置試験による粘土がき裂を充填する過程での岩盤の透水係数測定 

 

4.3.1 緒言 

 

天然バリアとなる岩盤では，き裂や空隙のネットワークが流体の水みちとな

るため，遮蔽性向上にはき裂の進展を防ぐと共に，き裂や空隙を閉塞させること

が効果的である． 

室内試験において，き裂が充填されることによって岩石の透水係数が低下す

ることが明らかになっている．さらに，前述した通り，き裂が充填される過程に

おいて，透水係数が徐々に低下していくことが明らかになっている． 

原位置岩盤においても，き裂が充填されている箇所が認められている．このこ

とから，この効果を原位置岩盤において検証することは極めて重要であると言

える．しかしながら，原位置岩盤におけて，粘土のき裂充填が透水性に及ぼす影

響を調べた例はない． 

そこで本章では，原位置においてき裂が充填されていく過程での透水係数の

変化を評価することを目的とし，瑞浪超深地層研究所深度 300m 研究アクセス坑

道にて行った測定結果について報告する． 

 

 

4.3.2 測定方法 

 

4.3.2.1 測定サイト 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構は，花崗岩を対象として，放射性廃

棄物地層処分の安全性を評価する際に重要な地下深部の岩盤構造や地下水の状

態などの地層環境に関する研究を，岐阜県瑞浪市に位置する瑞浪超深地層研究

所において進めている．本研究では，瑞浪超深地層研究所深度 300m 研究アクセ

ス坑道内の主立坑から 60m 付近にて実験を行った．図１８に超深地層研究所の

レイアウトと実験の実施箇所を，図１９に実験箇所付近の写真を示す． 
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図１８ 瑞浪超深地層研究所のレイアウトと実験実施箇所 

 

 

 

図１９ 実験実施箇所周辺 
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4.3.2.2 測定器具の設置 

 

コアドリルを用いて，坑道側壁に横向きのボーリング孔を掘削した．図２０に

ボーリング孔の掘削のレイアウトを示す．また，図２１にボーリング孔掘削時の

様子，図２２にボーリング孔掘削後の様子を示す．なお，ボーリング孔の直径は

65mm，深さは 700mm とし，上向きに 2°程度の若干の傾斜をつけた． 

 

 

図２０ ボーリング孔掘削のレイアウト 

 

 

      

図２１ ボーリング孔掘削時の様子     図２２ 掘削されたボーリング孔（試験前） 
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なお，本研究では，粘土がき裂を充填する場合の岩盤の透水性への影響を調べ

ることを目的としているため，よりき裂が多いと思われる箇所で測定を行うこ

とが望ましい．そこで，２か所で掘削を行い，き裂がより目立つ箇所で測定を行

うこととした．２本のボーリング孔から得られたコア試料の写真を図２３に示

す．この図において，左側が孔壁付近，右側がボーリング孔の奥側を示す．この

図の上側のコアにおいて，軸方向のき裂が認められた（図２４参照）．そこで本

研究では，上記のコアが得られたボーリング孔を試験孔として用い，透水試験に

よる計測を行うこととした． 

 

 

図２３ ボーリング孔の掘削後に得られた岩石コアサンプル（直径 60mm） 

 

 
図２４ 岩石コアサンプルで認められた軸方向の巨視き裂（直径 60mm） 

 

 

ボーリング孔掘削後，注入・リターンラインを備えた水注入用装置を設置した．

図２５に設置した装置の写真を示す．き裂が浅い位置で認められたため，き裂が
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ラバー製のパッカー（図２５の黒色の部分）に閉鎖されないように，ラバー全長

20cm に対して，実験孔に挿入したラバー長は 15cm とした．パッカー拡張のた

めの水圧は 1 MPa 程度とした．この装置を試験孔に設置した時の様子を図２６

に示す． 

 

 

図２５ 孔内に水を注入するための装置 

 

 

 

 

図２６ 孔内に水を注入するための装置を設置した時の様子 
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試験では，定流量ポンプにて粘土懸濁水を実験孔へ注入し，その際の注入圧力

の経時変化を記録する．計測機器の設置の様子を図２７に示す． 

 

 

図２７ 計測機器を設置した時の様子 

 

 

4.3.3 試験結果 

 

粘土を懸濁した水を用いて，原位置岩盤パルス試験法 50, 51)による透水試験を

5 回行うことにより，原位置岩盤の透水係数の変化が得られるかどうかを調査す

る．なお，本研究では，蒸留水 1 リットルに，図３にある箇所で採取した粘土を

約 5 g 懸濁させた．また，透水試験を行う前に，一定流量（0.1 ml/s）で２日間，

粘土を懸濁した水を試験孔内に流し続けることにより，試験孔周辺を飽和させ

た． 

図２８に，複数回の原位置パルス透水試験で得られた粘土懸濁水の注入圧の

経時変化を示す．この図では，1 回目から 5 回目までの透水試験での水の注入圧
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の変化が示されている．特に，注入圧の低下がどの程度早く生じるか（または緩

やかに生じるか）が透水係数に対応する．この曲線を，Cooper et al.50)が示してい

る圧力減衰曲線と比較することによって，岩盤の透水係数を評価した． 

また，図２９に，注入圧を初期値で正規化した場合の結果を示す．この図より，

試験を繰り返すごとに，時間経過に伴う注入圧の低下が緩やかになっているこ

とがわかる．これは，透水係数の低下を示唆するものである． 

 

図２８ 水注入圧の経時変化 

 

 

図２９ 正規化した水注入圧の経時変化 
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図３０に，原位置岩盤透水試験で得られた透水係数を，試験回数ごとに示す．

この図より，試験回数が増加すると，透水係数が低下していることがわかる．こ

れは，粘土が岩盤内のき裂を充填して，透水係数の低下をもたらしていることを

示すものである． 

 

 

図３０ 瑞浪超深地層研究所での原位置透水試験で評価された透水係数 

 

 

 

4.3.4 考察 

 

本研究の結果より，花崗岩質の原位置岩盤において粘土を懸濁した水を用い

て複数回透水試験を行うと，試験を繰り返すごとに透水係数が低下するという

ことが示された．岩盤では，き裂・空隙のネットワークが流路となる．そのため，

き裂や空隙の閉塞が起これば透水性が低下することになる． 

本研究の結果は，き裂や空隙の閉塞が生じていることを示唆するものである．

そのため，試験孔の孔壁部を調べ，き裂や空隙が粘土で充填されている箇所があ

るかどうかを調べることが重要であるといえる．そこで，試験装置を試験孔から
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取り外した後（図３１），デジタルカメラで孔内の写真を撮影した．その写真を

図３２に示す．この図より，壁面に複数個所の白い筋が認められる．これらは本

試験で水とともに流した粘土である．特に，赤の矢印で示している線状の箇所は，

図２３にあるボーリングコアで認められた巨視き裂と一致する部分である．つ

まり，この巨視き裂が流路となって粘土懸濁水が流れ，そこに粘土が集積してき

裂を充填したということが考えられる．これにより，透水係数の低下が認められ

たと考えられる． 

 

 

 

図３１ 原位置岩盤透水試験終了後の試験孔 
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図３２ 粘土を懸濁した水を用いた原位置透水試験後の孔内の様子．赤矢印の部分におい

て粘土が巨視き裂を充填している様子が示されている． 

 

 

4.3.5 結論 

 

瑞浪超深地層研究所の深度 300m 研究アクセス坑道にて，粘土を懸濁した水を

用いて透水試験を行った．特に，原位置パルス透水試験を複数回行うことによっ

て，粘土を懸濁した水が流れる場合に，花崗岩質岩盤の透水係数が変化するかど

うかについて調査を行った．その結果，試験を重ねるごとに透水係数が低下して

いく様子が示された．また，試験後の試験孔内の写真撮影をした結果，巨視き裂

に粘土が充填されている様子が確認できた．ゆえに，粘土がき裂を充填すること

によって，岩盤の透水係数の低下が生じると結論づけられる． 
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4.4 今後の課題 

 

本研究では，透水試験を行うことによって，粘土のような微細な鉱物の沈殿が

結晶質岩（花崗岩）の透水係数にどのように影響するかを実験的に調べた．  

透水特性に関しては，岩石・岩盤中に流す粘土の量についてより深い検討が必

要であると考えている．特に，水に含まれる粘土の量をより少なくすることによ

って，粘土の沈殿がき裂閉塞を引き起こし，透水係数に変化が出るか否かを調べ

る必要があると考えている．さらに，原位置岩盤においてカルシウム化合物の析

出によるき裂閉塞が認められていることから，これによる透水係数の変化を調

べる必要があると考えている．また，鉱物の沈殿が生じる流速やき裂の開口幅に

ついても検討が必要と考えている． 
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5. まとめ 

 

本研究では，結晶質岩を用いて，粘土のような微細な鉱物を含む水が流れると

きの遮蔽性の変化を，透水試験を用いて調べた．その結果，微細な鉱物粒子が沈

殿しき裂が修復されることによって，岩盤の透水係数が低下し，遮蔽性能が保

持・向上できることが示された．  

従来の安全評価シナリオでは，き裂の修復による岩盤の透水性の変化（低下）

に関することは考慮されていない．本研究の成果は，掘削影響領域での透水性が

将来的に低下することを示唆するものであり，岩盤の透水性のより正確な将来

予測のための情報を提供できるものであると考えられる． 
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1．背景 1)2) 

これまで我が国では，他国に依存しないエネルギー保有の観点から原子力発

電が重要視されてきた．原子力発電では放射性廃棄物の生成が避けられず，その

放射性廃棄物の処分方法として地中に埋設して処分する放射性廃棄物地層処分

が検討されていたが，2011 年 3 月 11 日の東日本大震災を受けて，放射性廃棄物

の処分方法の安全性の確立が急務となっている． 

現在，地層処分施設の長期予測解析において，人工バリア（以下，ベントナイ

ト緩衝材）の再冠水時の不飽和状態での膨潤挙動と，その後の飽和時の圧密など

の挙動は別々に検討され，連続的に解いたものは著者の知る限り見当たらない．

さらに，天然バリア（以下，岩盤）とベントナイト緩衝材の相互関係の力学挙動

を解いたものも見当たらない．しかしながら近年では，個々の事象の予測技術が

開発・高度化され，岩盤を含めた処分施設の建設から超長期にわたる挙動を連続

的に解析できるところまできている．しかし，いかなる手法をもってしても，10

数万年に及ぶ超長期の予測に絶対的な信頼は置けない． 

そこで本研究では，施設の建設から閉鎖～に着目し，岩盤とベントナイト緩

衝材の力学特性を考慮できるモデルを組み込んだ，熱／固相／液相／気相連成

有限要素解析を実施し，建設から供用までの力学挙動を連続して解くことで，

岩盤とベントナイト緩衝材の長期的（数十万年オーダー）な力学的相互作用を

把握する．さらに，解析条件の選定や解析結果の評価方法までの一連の流れを

整備し，処分施設の長期的力学挙動の予測手法を開発することで，地層処分施

設事業における評価解析手法の確立をめざす． 

 

2．目的 

高レベル放射性廃棄物の地層処分における人工バリアとその周辺岩盤を含む

ニアフィールド環境では，ガラス固化体に含まれる核種の崩壊熱やベントナイ

ト緩衝材内への地下水侵入などの現象が相互に影響し合う熱－水－応力の連成

プロセスが進行すると考えられる．この連成プロセスにおけるベントナイト緩

衝材の力学挙動を解析により評価するためには，力学特性に与える温度や飽和

度の影響を実験により把握し，これらの影響を反映できる構成モデルを構築す

る必要がある．これまで，地層処分施設におけるベントナイトの力学挙動を把握

するため，ベントナイトに関する既往の研究では，ベントナイト緩衝材の最大圧

縮強度を把握 3)する実験が行われている．さらに，飽和ベントナイトの力学特性

の把握 4）圧密特性の把握 5）6）7）8），ダイレイタンシー特性の把握 9）10），膨潤特性

の把握 11）12），不飽和圧縮特性の把握 13），ベントナイトの水分特性の把握 14）15）

16）17)18)がなされているが，これらは全て常温の下で行われた実験であり，実際の

処分施設におけるガラス固化体は，核種の崩壊熱によって高温状態となること
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から，ベントナイト緩衝材もそれに準ずる高温下に晒されることとなる．しかし

ながら，温度の影響を考慮したベントナイトの力学特性に関する実験はこれま

であまり行われていないのが現状である． 

そこで本研究では，温度変化の影響を考慮した膨潤量試験，温度変化を考慮し

た圧密試験，温度変化による一軸強度試験のデータを取得する環境を整備し，予

備試験を実施する．さらに，解析シミュレータの開発と高度化を実施する． 

 

3．全体研究計画（4ヵ年における全体計画） 

平成 26 年度は，ベントナイトに関する各種（温度変化を考慮した，圧密・膨

潤量・一軸強度）データを取得する環境を整備し，予備試験を実施する．さらに，

解析シミュレータの開発と高度化を実施する． 

(1) 圧密試験機，一軸試験機を用いた温度効果を確認する室内実験装置の製作 

温度を変化させた吸水過程でのベントナイト膨潤量，膨潤圧，圧密の計測の

ため，圧密試験機を改良する．さらに温度変化によるベントナイトの一軸強度

を計測するため，高強度まで計測できる一軸試験機に改良し，予備試験および

各種データ取得環境の整備を実施する． 

(2) 解析シミュレータの開発・高度化 

筆者らが保有している 2 次元の有限要素解析コードに，コンプライアンス可

変型構成モデル（通称，大久保モデル）を組み込む． 

(3) 地層処分施設の長期挙動の解析条件の整備 

組み込んだモデルのパラメータの選定を行う．パラメータの選定には，岐阜

県瑞浪市の花崗岩に対して実施されてきた室内試験の実験データを利用する．

また，第 2 次 TRU レポート 19）20)ならびに地層処分研究開発第 2 次取りまとめ

等 18）を参考に，解析対象とする処分施設の形状や人工バリアの解析パラメータ

の選定を行う．その際、TRU 処分施設や高レベル放射性廃棄物処分施設などの

複数の解析対象を設定する． 

 

平成 27 年度は、ベントナイトに関する各種（膨潤量，膨潤圧，温度変化によ

る一軸強度）データを取得する．さらに，解析シミュレータの開発と高度化を図

り，要素解析を実施する． 

(1) 圧密試験機，一軸試験機を用いた室内実験の実施 

改良した試験機を用いて，温度変化による吸水過程でのベントナイト膨潤量

の計測および，温度変化によるベントナイトの一軸強度を計測する． 

(2) 解析シミュレータの開発・高度化 

溶存溶解モデル（ヘンリーの法則を考慮した液相・気相の連続条件式）を解析

コードに組み込み，ベントナイト緩衝材内部の封入空気に与える影響を検討す

る． 
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平成 28 年度は、TRU 廃棄物処分施設の幌型断面を対象に行う．それに加え，

得られている知見を踏まえ，多連設坑道の設計の手順・方法の詳細化を図るため

の基礎的な解析を実施する． 

(1) 解析シミュレータの開発・高度化 

廃棄体の温度によるベントナイト緩衝材への影響を長期的に把握するために，

熱力学（潜熱/顕熱変化）を組み込む．温度変化を考慮した一軸試験との実験結

果の整合性を確認する． 

(2) 地層処分施設の長期挙動解析の実施 

これまで整備してきた解析条件を用い，地層処分施設の長期挙動解析を実施

する．H28 年度では，TRU 廃棄物処分施設の幌型断面を対象に行う．それに加

え，得られている知見を踏まえ，多連設坑道の設計の手順・方法の詳細化を図

るための基礎的な解析を実施する． 

 

平成 29 年度は、地層処分施設の長期挙動解析のケーススタディを実施する．

特に再冠水後の挙動に着目し，各種データを取得し、データの取りまとめを行い，

総括報告書を作成する． 

(1) 処分施設の建設～操業～閉鎖～までの解析 

TRU 処分施設と高レベル放射性廃棄物処分施設における再冠水における廃棄

体から発せられる温度，および再冠水に伴う飽和度変化を考慮したベントナイ

トの一軸圧縮試験，温度変化を考慮した膨潤量試験，沿岸部よりの地下水であ

る幌延地下水を用いた膨潤量試験を行うことで，ベントナイト緩衝材の基本特

性の把握を行う．その後，長期挙動解析を行うことでベントナイト緩衝材に対

し，力学的相互作用に与える影響を検討する．また，本研究で整備した解析手

法の適用性，実用性を評価・検討し最終年度の締めくくりとする． 

 

4 平成 28年度研究実施内容 

4.1 平成 28年度の計画，実施方法 

 本年度は，昨年度の実験結果を踏まえ，熱の影響によって高温にさらされる

可能性のある処分ピット内では，ベントナイトの膨潤が期待され安全側に向か

う可能性があると考えられる．しかしながら一方で，温度が上昇するとベント

ナイトの強度低下，さらには弾性係数の低下が懸念される．つまり施工の初期

条件設定が非常に重要であると示唆される結果となったことから，高レベル放

射性廃棄物の地層処分における人工バリアとその周辺岩盤を含むニアフィール

ド環境では，ガラス固化体に含まれる核種の崩壊熱やベントナイト緩衝材内へ

の地下水侵入などの現象が相互に影響し合う熱－水－応力の連成プロセスが進

行すると考えられる．そこで，温度変化によるベントナイトの力学を精緻か

つ，より詳細に把握する必要がある． 
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(1) 一軸試験機を用いた室内実験の実施 

さまざまな温度変化による吸水過程でのベントナイト膨潤特性および，

温度変化によるベントナイトの一軸強度を計測する． 

(2) 解析シミュレータの開発・高度化 

溶存溶解モデル（ヘンリーの法則を考慮した液相・気相の連続条件式）を

解析コードに組み込み，ベントナイト緩衝材内部の封入空気に与える影響

を検討する． 

 

4.2 平成 28年度の成果内容 

4.2.1 温度変化を考慮した強度試験の実施 

（1）温度と飽和度の変化によるベントナイトの強度変化 

昨年度の実験結果に引き続き，温度の影響による強度試験を行った． 

図‐1～図‐5 までは，温度と飽和度の変化によるベントナイトの強度変化を示

した図である．この結果より，温度が上昇するにしたがって徐々に強度が低下す

る傾向がみてとれる．また，飽和度が上がるにしたがって，強度分布が山なりを

示すような結果となった．つまり，ベントナイトも土の締固め曲線のような力学

挙動を示す結果となった．しかしながら一方で，実際の処分施設内にて，高温に

さらされるベントナイトの強度低下を示す結果ともなった． 
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図‐1 温度・飽和度変化による強度分布(30 度) 

 

 

図‐2 温度・飽和度変化による強度分布(40 度) 

 

 

図‐3 温度・飽和度変化による強度分布(50 度) 
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図‐4 温度・飽和度変化による強度分布(60 度) 

 

 

図‐5 温度・飽和度変化による強度分布(70 度) 

 

 

図‐6 温度・飽和度変化による強度分布(80 度) 
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（2）温度変化による飽和度と変形係数の関係 

図‐7～図‐12 までは，温度変化による飽和度と変形係数の関係を示した図で

ある．この結果より，温度が上昇するにしたがって徐々に変形係数が低下する傾

向がみてとれる．また，飽和度が上がるにしたがって，変形係数が山なりを示す

ような結果となった．この結果からも，ベントナイトは飽和度によってピークを

 

図‐7 飽和度・変形係数の関係(30 度) 

 

図‐8 飽和度・変形係数の関係(40 度) 

 

図‐9 飽和度・変形係数の関係(50 度) 
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示す結果をなった．強度と同様に，実際の処分施設内にて，高温にさらされるベ

ントナイトの変形係数の低下を示す結果ともなった． 

 

 

図‐10 飽和度・変形係数の関係(60 度) 

 

 

図‐11 飽和度・変形係数の関係(70 度) 

 

 

図‐12 飽和度・変形係数の関係(80 度) 
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4.2.2 解析シミュレータの開発・高度化 

地層処分における緩衝材は，廃棄体定置時点では不飽和状態にあり，処分孔

や処分坑道の埋め戻しが行われた時点から再冠水が始まり徐々に飽和が進行し

て行くものと想定されている．このとき，処分孔の施工および廃棄体の定置に伴

い残存した間隙内の空気は，地下水の緩衝材への浸潤により外部への排気また

は地下水に溶存することにより，緩衝材は飽和状態となる． 

地層処分の安全性を評価する上で再冠水による緩衝材の状態変化と，それに

伴う処分孔または処分坑道にある廃棄体への影響を数値解析で再現し，把握す

ることはきわめて重要であると考える．本報告では，地層処分に関わる事象を

再現できる数値解析プログラムの整備の一環として，地下水の再冠水による緩

衝材の不飽和～飽和の状態変化および膨潤挙動を数値解析的に表現し，再冠水

の期間の長さに違いよる緩衝材の挙動について検討した． 

 

（1）解析条件 

検討に用いた解析プログラムは，土／水／空気連成有

限解析コード DACSAR-MP21）である．また緩衝材と埋戻

し材を不飽和土として捉え，緩衝材を構成するベントナイ

トの膨潤性を表現できる高山ら 22）が提案した構成モデル

をもとに空気溶存を考慮したものを使用した．図-13 に示

すような解析モデルは第二次取りまとめの処分孔竪置き

方式軟岩系岩盤の断面とする．解析は処分坑道を閉塞した

時を初期状態とし，坑道および処分孔周囲からの地下水浸

入は徐々に水頭が上昇して一定期間で最終的に水頭が

300m になるように設定した．再冠水完了までの期間をパ

ラメータとして 1 年から 100 年で設定し，解析の対象期間

は 1000 年とした．解析に用いた主な物性値を表-119）に示

す． 

 

表－1 材料パラメータ 

 

（2）解析結果  

飽和度分布の経時変化を図-14,15，着目点の飽和度の経時変化を図-16に示す．

 
乾燥密度 

Mg/m3 

初期間

隙比 
初期飽和度 

透水係数 

m/sec 

緩衝材 1.6 0.640 0.5 1.0×10-12 

埋戻し材 1.4 0.691 0.5 1.0×10-10 

図-13 メッシュ図・境界条件 
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地下水浸潤により坑道および処分孔周囲から飽和が進行し再冠水完了期間 100

年の場合では，約 60 年で廃棄体周囲の緩衝材が飽和する．一方，再冠水完了期

間 10 年ではその期間になっても廃棄体上部の緩衝材に不飽和の部分が存在する．

その後，不飽和部分も浸潤が進み飽和度が 0.95 以上となりほぼ飽和する．早期

に再冠水すると外周部の緩衝材が飽和・膨潤し難透水層となるため内部への浸

潤が遅くなることにより再冠水が完了しても不飽和の部分が残るものと考えら

れる．再冠水が緩やかに進むと外部の緩衝材の飽和が急激に進まないため内部

への浸潤が進むことにより再冠水が完了する前に飽和になると考えられる． 

再冠水時，地下水の浸潤が最も遅い廃棄体上部の緩衝材について，再冠水完了期

間による挙動の違いを図-17 に示す．着目点の緩衝材の飽和度はすべて 0.95 以上

となっているが，再冠水期間が 50 年より短いものは完全飽和に至らないまま一

定になっている．これは外周部の緩衝材が難透水層となり水の供給が減少した

影響と考える．早期に再冠水しても廃棄体周りの緩衝材が飽和するまでには 10

年程度かかることが分かる． 

廃棄体近傍の最も飽和が遅い緩衝材について透水係数の違いによる飽和度の

変化の比較を図-18 に示す．透水係数が 1.0×10-12m/s，1.0×10-11m/s では再冠水期

間完了を待たずに飽和しているが，透水係数が 1.0×10-13m/s では再冠水完了期間

を過ぎても飽和に至っていない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 坑道内の飽和度分布の経時変化（再冠水完了期間：100年） 
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5 平成 29年度研究実施内容 

5.1 平成 29年度の計画，実施方法 

本年度は，廃棄体から発せられる温度，および再冠水に伴う飽和度変化を考

慮したベントナイトの一軸圧縮試験，温度変化を考慮した膨潤量試験を行うこ

とで，地下水の水質，不飽和から飽和に移行する過程で生じる緩衝材内部の応

力状態の変化など，熱，応力，水，化学，力学的特性の影響を考慮することが

可能となると考える． 

 

(1) 一軸試験機を用いた室内実験の実施 

さまざまな温度，飽和度，密度変化による吸水過程でのベントナイト膨潤

特性および，一軸強度を計測する． 

(2) 解析シミュレータの開発・高度化 

熱移動に関するエネルギー方程式を連成させることで，熱の影響を評価

できるように拡張するするため，解析コードに組み込み，温度変化がベント

ナイト緩衝材に与える影響を検討する． 

図-17 再冠水完了期間による飽和度の 

経時変化の比較 

図-16 着目点における飽和度の経時変化 

（再冠水完了期間：100 年） 

図-18 緩衝材の透水係数による飽和度の経
時変化の比較（再冠水完了期間：100

年） 
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5.1.1 温度・飽和度・密度変化を考慮した一軸圧縮試験 

本試験では，ベントナイト緩衝材の温度・飽和度変化を考慮した力学特性を把

握するため，円柱供試体の温度・飽和度の各パラメータの組み合わせに変化を与

えて一軸圧縮試験を行った．温度は 30℃~90℃(10℃刻み)，飽和度は 30%~90%(10%

刻み)で変化を与えた．温度，飽和度を変化させた一軸圧縮試験 (乾燥密度

ρd=1.6Mg/ m3一定)の試験結果を以下に示す． 

 

5.1.2 飽和度を変化させた試験結果(ρd=1.6Mg/m
3一定) 

 

図-19 より，初期飽和度が上昇するにつれ，最大圧縮強度が上昇し，飽和度

40%~50%でピーク強度を迎え，その後，飽和度の上昇に伴い徐々に強度が減少

していく傾向があることがわかる．温度を 10℃刻みで 90℃まで変化させて行っ

た他の試験においても，同様の傾向がみられた．これは，供試体中の飽和度変化

に伴うサクション応力の変化によるものだと考えられる．つまり，飽和度

40%~50%においてピーク強度が発現した原因として，飽和度 40%~50%における

サクション応力が最も大きかったためであると考えられる．また，加藤ら 1)が行

ったシルト質供試体を用いたサクション及び供試体体積変化を測定した一軸圧

縮試験では，サクション増加に伴う粘着力増分(せん断強度の増加)を一軸圧縮試

験に基づき推定する方法が検討されている．これによると，破壊時におけるサク

ションの増加に対して一軸圧縮強度が増加する傾向があることが示されている．

一軸圧縮試験のように拘束圧がない場合には，サクション応力が拘束圧として

作用している可能性が考えられるため，一軸圧縮強度には破壊時のサクション，

     

図-19 飽和度－強度関係(60℃)        図-20 各飽和度における破壊形態 
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飽和度が影響を与えていると示唆される．  

これらのことから，ベントナイト緩衝材の力学特性における飽和度とサクシ

ョンには密接な関係があり，ピーク強度後の飽和度の上昇に伴う圧縮強度の減

少は，飽和度の上昇に伴うサクション減少に起因すると考えられる．さらに，図

-20 より，ベントナイト供試体の破壊形態は，飽和度 50%以下においては，圧縮

ひずみが小さく，急激に破壊する脆性破壊を呈し，飽和度 70%以上では，圧縮ひ

ずみが大きくなり，破壊までに大きな塑性変形を伴う延性破壊を呈しているこ

とがみて取れる．また，飽和度が高くなるにつれて，ピーク強度後の強度減少が

小さくなっていることがわかる．飽和度の上昇に伴い，破壊形態が脆性破壊から

延性破壊に移行したことは，飽和度の上昇に伴い，ベントナイトの粘性が向上し

たことに起因すると考えられる．高治ら 23)が行った含水比を変化させて行った

一軸圧縮試験においても，含水比が高くなるにつれて脆性破壊から延性破壊へ

と遷移し，破壊時のひずみが大きくなり，ピーク強度が低下する結果が得られて

いる． 

 

5.1.3 温度を変化させた試験結果(ρd =1.6Mg/m
3一定) 

図-21 より，Sr=30%の条件において，温度の上昇に伴い，圧縮強度がほぼ一様

な勾配で減少する傾向がみて取れる．飽和度を 10%刻みで 90%まで変化させて

行った他の実験においては，飽和度 60%までは同様の傾向がみられた．しかし

ながら，図-22 より，飽和度 70%以上においては，温度の上昇に伴う強度の減少

がみられなかった．温度の上昇による圧縮強度の低下の原因として，供試体の熱

膨張と収縮により生じるクラックの影響が挙げられる．ベントナイトの透気性

は非常に低いため，供試体養生時に生じる内部の間隙空気の熱膨張や間隙水の

蒸発，養生後の表面の温度低下による収縮によって，表面あるいは内部にマイク

ロクラックが発生している可能性が示唆される．マイクロクラックが入ること

によって，剛性が低下し，圧縮時にクラックが入りやすくなるために，圧縮強度

が低下したと考えられる．また，養生後の供試体表面を観察したところ，特に温

度が高い供試体について，クラックが確認できた．今回の実験では，供試体内部

のクラックの確認には至らなかったが，特に表面では養生後の収縮が顕著であ

るためにクラックが発生していることが確認できた．そのため，温度が高いほど

この影響は大きくなるため，温度の上昇に伴い圧縮強度が低下したと考えられ

る．また，温度が不飽和土の水分保持特性に及ぼす影響についての実験的検討は

これまでに幾つか行われている．含水比一定条件で温度を変化させた保水性試

験 22)において，温度上昇に伴って水分特性曲線が移動し，土の保水性が低下す

ると指摘されており，温度上昇に伴うサクションの減少が確認されている．また，

前述したように，一軸圧縮試験においては，サクションが拘束圧として作用して
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おり，サクションの減少に伴い圧縮強度が減少する可能性が示唆されている．こ

れらのことから，ベントナイト供試体の温度上昇に伴う強度減少は，温度上昇に

伴い，サクションが減少していることに起因すると考えられる．飽和度 70%以

上において，温度上昇による圧縮強度の低下が生じなかった原因として，前述し

たように飽和度の上昇に伴うベントナイトの粘性の向上が挙げられる．また，水

の粘性は温度の上昇に伴い低下することが知られている．これらのことから，飽

和度 70%以上の高飽和度条件においては，そもそもベントナイト自身の粘性が

高く，高温状態においても間隙水の粘性が低下し，変形を追随することでクラッ

クの発生が抑制されたため，圧縮強度の減少が生じなかったと考えられる． 

また，小高ら 24)によると，不飽和圧縮ベントナイトのサクションは，飽和度の

上昇に伴いサクションが減少し，飽和度 70%以上においてはサクションがほぼ

消失している．温度上昇に伴う強度減少が温度上昇に伴うサクションの減少に

起因しているとすると，飽和度 70%以上の条件ではサクションが消失し，温度

上昇に伴うサクションの減少が生じなかったため，温度の上昇に伴い圧縮強度

が減少しなかったと考えられる． 

 

 

5.1.4 温度変化を考慮した膨潤量試験 

（1）試験条件 

図-23 に膨潤試験機の模式図，表-2 に実験の初期条件を示す．試料は，ベントナ

イト（クニゲル V1）と東北珪砂 5 号を 7：3 で混合したものを用いた．供試体の

大きさは直径 60mm，高さ 20mm である．水温は熱電対で計測し，±1℃の範囲で

維持されるようにヒーターによる温度制御を行った． 

    

図-21 温度－強度関係(Sr=30%)       図-22 温度－強度関係(Sr=80%)  
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給水は供試体下部からのみ行った．なお，本試験では膨潤量の収束を促進させ

るため，試験機の上部に 3.2kg の錘を載荷した．  

 

（2）試験結果 

図-24 に温度ごとの膨潤過程を示す．図-24 によると温度ごとの膨潤過程は大

きく異なり，温度が高い方が初期の膨潤量の変化の傾きが大きくなる傾向が確

認できる．これは，温度が高い環境下の方が，モンモリロナイトと水との反応が

良くなることで膨潤性能が向上したこと，温度が上がるにつれ供試体内部の透

水係数が大きくなったことなどが考えられる． 

次に個々の膨潤過程について，70℃の膨潤過程をみると，40 日目までの傾きに

乱れがあることが確認できる．この理由としては，まず試験中の水槽内の水頭差

による影響が考えられる．70℃の水槽は高温のため，水面からの蒸発量が大きく，

短時間で水位差が生じやすい．これによって，試験機下部での水頭が時間ごとに

大きく変化し，供試体にかかる水圧が変化し，吸水の割合も変化してしまったと

考えられる．さらに急な膨潤によって，供試体内部の構造が変化している可能性

が考えられる．本試験機上部には 3.2kg の錘を載荷しており，給水は供試体下側

からのみ行っている．この条件で著しく膨潤し始めた初期のモンモリロナイト

は土粒子形状を変化させ，周囲の間隙の構造を変化させる．この時形成された構

造が，供試体に掛かる垂直圧に耐えられなくなった時に構造が崩れ，一時的にコ

ラプス的沈下を起こしている可能性も考えられる． また 60℃でも，50 日から

100 日の間で傾きが不安定であるため，膨潤と沈下を繰り返していた可能性があ

る．30℃は温度が低いため，膨潤性能がそれほど大きくならなかった．よって，

間隙中をモンモリロナイトが充填し，安定した構造を形成しながら膨潤したた

め，沈下を起こさなかったと考えられる． 

 

図-23 膨潤量試験装置模式図 

錘

供試体
ポーラス
ストーン

変位計
ピストン

下面吸水

熱電対

ヒーター

PC

計測器

表-2 初期条件 

試験水  イオン交換水 

温度 
 30℃，60℃，

70℃ 

上載荷重  3.2kg 

間隙比 e  0.744 

含水比 w  6.6 (%) 

乾燥密度 ρd  1.6 (Mg/m3) 
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図-25 に試験後の 60℃供試体の下部から 3mm ごとの含水比分布を示す．ここ

では，膨潤は水との反応によって起こることから，供試体内部の高さごとの含水

比の分布から，その地点がどのくらい膨潤性能を発揮していたかを示す一つの

指標となる．0mm～15mm の範囲で含水比は 90%～100%の値を示し，この範囲

で膨潤性能は大きく発揮されていた可能性がある．また 15mm～27mm の範囲で

は高さごとにそれほど含水比に差はなく，30mm からは含水比が下がるため，こ

れ以降は給水側の膨潤したモンモリロナイトの低透水性により，水の浸入が妨

げられていたと考えられる． 

 

 

5.1.5 熱/固/液/気連成有限要素解析の開発 

 前節までの，温度変化による各種の実験を踏まえ，新たに温度変化を考慮で

きる熱/固/液/気連成解析コードを開発する。 

 

1）組み込む熱理論について 

 

（1）熱の支配方程式 

(𝜌𝐶)̅̅ ̅̅ ̅̅ �̇� + (𝜌𝐶)𝑤𝒖 ⋅ ∇𝑇 + ∇ ⋅ 𝑱 = 0 (5.1) 

                                      (𝜌𝐶)̅̅ ̅̅ ̅̅ �̇� + (𝜌𝐶)𝑤𝑢𝑖𝑇,𝑖 + 𝐽𝑖,𝑖 = 0  (5.2) 

（2）ダルシー流速 

                                     𝒖 = −𝑲∇ℎ (5.3) 

                                     𝑢𝑖 = −𝐾𝑖𝑗 ℎ,𝑗 (5.4) 

 

   

図-24 温度ごとの膨潤過程        図-25 供試体の含水比分布 
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（3）熱流束 

𝑱 = −�̅�∇𝑇 (5.5) 

𝐽𝑖 = −�̅�𝑖𝑗𝑇,𝑗 (5.6) 

なお，密度に関しては， 

(𝜌𝐶)̅̅ ̅̅ ̅̅ = (1 − 𝑛)𝜌𝑠𝐶𝑠 + 𝑛𝑆𝑟𝜌𝑤𝐶𝑤 + 𝑛(1 − 𝑆𝑟)𝜌𝑎𝐶𝑎 (5.7) 

比熱に関しては， 

(𝜌𝐶)𝑤 = 𝜌𝑤𝐶𝑤 (5.8) 

熱伝導率に関しては， 

�̅� = (1 − 𝑛)𝝀𝑠 + 𝑛𝑆𝑟𝝀𝑤 + 𝑛(1 − 𝑆𝑟)𝝀𝑎 (5.9) 

これらを相について合成する． 

 

2）弱形式化について 

∫ 𝛿𝑇(𝜌𝐶)̅̅ ̅̅ ̅̅ �̇�𝑑𝑉
𝑉

+ ∫ 𝛿 𝑇(𝜌𝐶)𝑤𝑢𝑖𝑇,𝑖𝑑𝑉
𝑉

+ ∫ 𝛿𝑇𝐽𝑖,𝑖𝑑𝑉
V

= 0 (5.10) 

 

ここで，第 2 項について，土/水連成解析によりダルシー流速は既知として取り

扱うとする． 

第 3 項について，ガウスの発散定理を適用すると， 

∫ 𝛿𝑇𝐽𝑖,𝑖𝑑𝑉
V

= ∫ (𝛿𝑇𝐽𝑖),𝑖𝑑𝑉
𝑉

− ∫ 𝛿𝑇,𝑖𝐽𝑖𝑑𝑉
𝑉

 

= ∫𝛿𝑇𝐽𝑖𝑛𝑖𝑑𝑆
𝑆

− ∫ 𝛿𝑇,𝑖𝐽𝑖𝑑𝑉
𝑉

 

= ∫ 𝛿𝑇𝐽𝑖𝑛𝑖𝑑𝑆
𝑆𝑇

+ ∫ 𝛿𝑇𝐽𝑖𝑛𝑖𝑑𝑆
𝑆𝑄

− ∫ 𝛿𝑇,𝑖𝐽𝑖𝑑𝑉
𝑉

 

                      = ∫ 𝛿𝑇𝐽𝑖𝑛𝑖𝑑𝑆
𝑆𝑄

− ∫ 𝛿𝑇,𝑖𝐽𝑖𝑑𝑉
𝑉

 (5.11) 

 

よって， 

∫ 𝛿𝑇(𝜌𝐶)̅̅ ̅̅ ̅̅ �̇�𝑑𝑉
𝑉

+ ∫ 𝛿 𝑇(𝜌𝐶)𝑤𝑢𝑖𝑇,𝑖𝑑𝑉
𝑉

+ ∫ 𝛿𝑇𝐽𝑖𝑛𝑖𝑑𝑆
𝑆𝑄

− ∫ 𝛿𝑇,𝑖𝐽𝑖𝑑𝑉
𝑉

= 0 (5.12) 

 

3）空間離散化ついて 

 

{𝑇} = [𝑁𝑇]{𝑇𝑁} 

{𝛿𝑇} = [𝑁𝑇]{𝛿𝑇𝑁} 

[𝐵𝑇] = ∇[𝑁𝑇] 

{∇𝑇} = [𝐵𝑇]{𝑇𝑁} 
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∫ {𝛿𝑇𝑁}𝑇[𝑁𝑇]𝑇(𝜌𝐶)̅̅ ̅̅ ̅̅ [𝑁𝑇]{�̇�𝑁}𝑑𝑉
𝑉

+ ∫ {𝛿𝑇𝑁}𝑇[𝑁𝑇]𝑇(𝜌𝐶)𝑤[𝑢][𝐵𝑇]{𝑇𝑁}𝑑𝑉
𝑉

+

∫ {𝛿𝑇𝑁}𝑇[𝑁𝑇]𝑇𝐽𝑖𝑛𝑖𝑑𝑆
𝑆𝑄

− ∫ {𝛿𝑇𝑁}𝑇[𝐵𝑇]𝑇(−[�̅�][𝐵𝑇]{𝑇𝑁})𝑑𝑉
𝑉

= 0 (5.13) 

 

ここで，{𝛿𝑇}の任意性より除すると， 

∫ [𝑁𝑇]𝑇(𝜌𝐶)̅̅ ̅̅ ̅̅ [𝑁𝑇]{�̇�𝑁}𝑑𝑉
𝑉

+ ∫ [𝑁𝑇]𝑇(𝜌𝐶)𝑤[𝑢][𝐵𝑇]{𝑇𝑁}𝑑𝑉
𝑉

+ ∫ [𝑁𝑇]𝑇𝐽𝑖𝑛𝑖𝑑𝑆
𝑆𝑄

+

∫ [𝐵𝑇]𝑇[�̅�][𝐵𝑇]{𝑇𝑁}𝑑𝑉
𝑉

= 0 (5.14) 

 

5）時間離散化について 

∫ [𝑁𝑇]𝑇(𝜌𝐶)̅̅ ̅̅ ̅̅ [𝑁𝑇]{�̇�𝑁}𝑑𝑉
𝑉

+ ∫ [𝑁𝑇]𝑇(𝜌𝐶)𝑤[𝑢][𝐵𝑇]{𝑇𝑁}𝑑𝑉
𝑉

+ ∫ [𝑁𝑇]𝑇𝐽𝑖𝑛𝑖𝑑𝑆
𝑆𝑄

+

∫ [𝐵𝑇]𝑇[�̅�][𝐵𝑇]{𝑇𝑁}𝑑𝑉
𝑉

= 0 (5.15) 

 

𝑡 = 𝑡から𝑡 = 𝑡 + Δ𝑡の範囲で時間について離散化する 

{�̇�𝑁} =
1

Δ𝑡
({𝑇𝑁}𝑡+Δ𝑡 − {𝑇𝑁}𝑡) 

{𝑇𝑁} = (1 − 𝜃){𝑇𝑁}𝑡 + 𝜃{𝑇𝑁}𝑡+Δ𝑡 

[𝑢] = [𝑢]𝑡+𝜃Δ𝑡 

 

とし， 

[𝐴] = ∫ [𝑁𝑇]𝑇
(𝜌𝐶)̅̅ ̅̅ ̅̅

Δ𝑡
[𝑁𝑇]𝑑𝑉

𝑉

 

[𝐵] = ∫ [𝑁𝑇]𝑇(𝜌𝐶)𝑤[𝑢][𝐵𝑇]𝑑𝑉
𝑉

 

[𝐶] = ∫ [𝐵𝑇]𝑇[�̅�][𝐵𝑇]𝑑𝑉
𝑉

 

{𝑓} = − ∫ [𝑁𝑇]𝑇𝐽𝑖𝑛𝑖𝑑𝑆
𝑆𝑄

 

とおくと 

[𝐴]({𝑇𝑁}𝑡+Δ𝑡 − {𝑇𝑁}𝑡) + ([𝐵] + [𝐶])((1 − 𝜃){𝑇𝑁}𝑡 + 𝜃{𝑇𝑁}𝑡+Δ𝑡) = {𝑓} 

([𝐴] + 𝜃([𝐵] + [𝐶])){𝑇𝑁}𝑡+Δ𝑡 = ([𝐴] − (1 − 𝜃)([𝐵] + [𝐶])){𝑇𝑁}𝑡 + {𝑓} (5.1) 

 

整理して 

[𝐾]{𝑇𝑁}𝑡+Δ𝑡 = {𝑏} (5.16) 

ただし， 
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[𝐾] = [𝐴] + 𝜃([𝐵] + [𝐶]) 

                                {𝑏} = ([𝐴] − (1 − 𝜃)([𝐵] + [𝐶])){𝑇𝑁}𝑡 + {𝑓}  

 

ところで， 

 

{𝑓} = − ∫ [𝑁𝑇]𝑇𝐽𝑖𝑛𝑖𝑑𝑆
𝑆𝑄

 

 

は熱流束境界であるため，指定がなければ 0 である． 

 

以上の熱理論を，固/液/気連成有限要素解析コード 23)と連成させることで温

度変化を考慮したベントナイト緩衝材の力学特性を解く。 

 

5.1.6 熱/固/液/気連成有限要素解析を用いた膨潤量の再現解析 

 開発した熱/固/液/気連成有限要素解析コード DACSAR-MP を用いて解析を

行う． 

 

（1）解析条件 

膨潤量試験を想定し，拘束圧一定・等方応力条件下で飽和度を上昇させる計算

を行う．解析領域を図-26 に，材料パラメータを表-3 に示す．設定温度は 30℃，

50℃，70℃の 3 ケースで解析を行う． 

 

 

 

 

 

 

 

                            

   

図-26 解析領域 

 

                           

表-3 材料パラメータ  

 

 

λ κ0 l n a αmon

0.14 0.01 10 1 20 40%

Sr0 AW BW AD BD

0.1 -11 1.6 -37 4.2
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（2）解析結果 

熱を考慮した膨潤量試験に

対して，作成した解析コード

にて再現解析実施した。解析

条件は，実験と同様のパラメ

ータ設定と境界条件を与えて

行う。なお膨潤量試験は，拘束

圧一定条件下で吸水し，その

時の体積変化を計測する試験

である．膨潤量試験中のベン

トナイト供試体は，不均一な

密度・飽和度分布を示すため

これらの試験は要素試験でな

く境界値問題として扱うのが

妥当である。 

 図-27 に温度変化（30℃，

50℃，70℃）による各膨潤量の再現解析の結果を示す。結果より，温度が上昇す

るに従い，膨潤量が大きくなることが確認できる。特に高温（70℃）に関して，

膨潤傾向や，最終的な膨潤量が実験結果を再現できている。 

 

5.1.7 熱/固/液/気連成有限要素解析を用いた再冠水シミュレーション 

高レベル放射性廃棄物は，地層処分が検討され処分施設における緩衝材や埋め

戻し材にはベントナイト材料の利用が検討されている．そこで処分施設を対象

とした再冠水解析を行い，再冠水中のベントナイト系材料の力学挙動を検討す

る．坑道周囲全面から地下水を侵入させ，水頭は 300m まで上昇させる．緩衝材，

埋め戻し材は一様な材料で構成し，初期飽和度は 50％とする．また，再冠水期

間は 10 年，100 年の 2 ケースで解析を行う．材料パラメータを表-4，解析領域，

境界条件は図-28 のように設定した． 

 

表-4 材料パラメータ 

 

 

λ κ0 l n a αmon

0.14 0.01 10 1 20 40%

Sr0 AW BW AD BD

0.1 -11 1.6 -37 4.2

 

図-27 膨潤量試験の再現解析 
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図-28 解析領域，境界条件 

（1） 解析結果 

図-29 に再冠水期間 100 年の場合の温度の経時変化を示す．再冠水期間の違いによる変化

はあまり見られず，廃棄体の熱が徐々に伝導していくことが見て取れる．しかしながら，100

年経過しても高温に晒されるのは下部だけであった．  

 

 

図-29 温度の経時変化(100 年) 

 

 ここで，再冠水期間 100 年の場合の飽和度の経時変化を 0 年から 100 年までそ

れぞれ図-30 に示す． 

飽和度に関しては，再冠水期間が 100 年の場合，約 50 年で廃棄体周囲の緩衝

材が飽和し，約 60 年で全体が飽和することが確認できる．後者が冠水完了前に

time : 0.010000 time : 1.000000 time : 10.000000 time : 10.000000 time : 30.000000 time : 60.000000 time : 90.000000 time : 120.000000 time : 150.000000 time : 210.000000 time : 300.000000
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飽和する理由としては，冠水が緩やかに進行すると，外部の緩衝材の飽和が進ま

ないため，内部への浸透が進むためであると考えられる．また，廃棄体周辺は飽

和の進行が遅いことが分かる．これは，廃棄体の熱の影響であると考えられる． 

 

図-30 飽和度の経時変化(100 年) 

 

6．まとめ 

 本研究では温度変化の違いがベントナイトに与える影響について実験的，解

析的把握を行った。その結果以下の知見を得た。 

（1）約 60 年で廃棄体周囲の緩衝材が飽和する。 

（2）約 100 年で全体が飽和する。 

（3）冠水が緩やかに進むと，外部の緩衝材の飽和が急激に進まないため，内部

への浸潤が進むことにより，冠水が完了する前に飽和化する。 

（4）廃棄体の熱の影響により，廃棄体周辺は飽和の進行が遅い。 

実際の処分期間は数万年から数十万年もの超長期間に及ぶため，実際の処分期

間中のベントナイト緩衝材の安全性の評価を実験からのみ得ることは不可能で

ある。本研究では，処分施設の長期的力学挙動の予測解析手法を開発することで，

いくつかのシナリオを準備することが可能であることが示された。 

今後は，設計時における照査技術として整備していくことが必要となる。 
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1 背景・目的 

 

1.1 はじめに 

 核燃料サイクルにおける再処理施設や MOX 燃料加工施設の操業に伴い発生する様々

な性状の放射性廃棄物は長半減期低発熱放射性廃棄物（以下、TRU廃棄物）と総称され、

平成 17年に取りまとめられた TRU 廃棄物処分技術検討書（第 2次 TRU レポート）（電気

事業連合会・核燃料サイクル開発機構、2005）では、TRU 廃棄物は放射性物質の濃度に

応じて適切な処分方法を取ることが述べられている。処分方法は、深度や放射性物質の

漏出を抑制するバリアの違いによりトレンチ処分、ピット処分、中深度処分および地層

処分に分類され、全α核種濃度に対して 1 GBq/ton という区分目安値より高いα核種の

放射能濃度を持つと考えられるハル・エンドピースや濃縮廃液固化体などの廃棄物は地

層処分対象の廃棄物とされている。 

 TRU廃棄物の地層処分にあたっては、高レベル放射性廃棄物（以下、HLW）の地層処分

と整合性を取りつつ、人工バリア・天然バリアからなる多重バリアによる長期的な安全

確保を行うことが求められる。TRU 廃棄物の物理的・化学的性状および含まれる核種の

種類や濃度は多様であるため、その特性に応じて TRU 廃棄物を 4 つのグループに分類

し、それぞれの人工バリアを構成することが提案されている。グループ 1 および 2 は、

廃銀吸着剤のセメント固化体およびハル・エンドピースの圧縮収納体であり、I-129や

C-14 など地下水により比較的移行しやすい核種を含んでいることから止水性能の高い

緩衝材をバリアとして設置するとされている。一方、濃縮廃液固化体などのグループ 3

および焼却灰、不燃物セメント固化体などその他の廃棄物であるグループ 4 について

は、緩衝材は設置せず、セメント系材料により埋め戻すことが検討されている（表 1-1）。 

 

表 1-1 TRU 廃棄物のグルーピング（第 2次 TRUレポート） 

 

グルー
プ

内容 廃棄体発
生量

バリア 特性

1 廃銀吸着剤のセメ
ント固化体

318 m3 止水性能の
高いバリア
（緩衝材）
を設置

半減期が長く、地下水により移
行しやすい核種（I-129）を含
む

2 ハル・エンドピー
ス圧縮収納体

6,732 m3 発熱性の核種を含む．半減期が
長く、移行しやすい核種（C-
14）を含む

3 アスファルト固化
体等の濃縮廃液固
化体

6,175 m3 止水性能の
高いバリア
（緩衝材）
は設置せず

硝酸塩を多く含み核種の収着
性・溶解度への影響を及ぼす可
能性がある

4 焼却灰・不燃物セ
メント固化体等

13,416 
m3

その他の廃棄体
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 また、廃棄物処分事業の経済性および合理性の観点から、TRU廃棄物と HLWと同一サ

イトで処分する（併置処分）の概念が第 2 次 TRU レポートにおいて示され（図 1-1）、

その技術的成立性の評価が進められている（原子力委員会長半減期低発熱放射性廃棄物

処分技術検討会、2006）。併置処分の概念を社会に受容可能なものとするためには、そ

れぞれの処分施設の安全評価に加え、両施設間で相互に影響を及ぼし得る因子（相互影

響因子）の評価が不可欠であり、第 2次 TRUレポートでは、熱、有機物、硝酸塩および

高 pH プルームなどが相互影響因子として取り上げられている。 

 

 

 

図 1-1 TRU廃棄物と高レベル放射性廃棄物の併置処分の概念（第 2次 TRUレポート） 

 

 

○熱影響：熱影響は、主に HLW に含まれる核種の崩壊熱によるもので、HLW処分施設か

ら TRU廃棄物処分施設へと影響する因子と考えられている。廃棄体の発熱により人工バ

リア内の温度が上昇すると、核種の溶解度、分配係数および拡散係数などの移行挙動に

影響を及ぼすとともに、人工バリアの変質が促進される可能性がある。第 2次 TRUレポ

ートでは、TRU廃棄物処分施設の人工バリアの変質を抑えるため、人工バリアの上限温

度（80℃）を設定し、これを超えないような離間距離を設けることが提案されている。 

 

○有機物影響：有機物影響は、多様な化学物質を含む TRU 廃棄物から有機物が溶出した

場合、核種と相互作用し、特に核種の溶解度や収着挙動などに影響を与えることを懸念

したものである。例えば、セルロース系有機物の分解生成物であるイソサッカリン酸は、

多価の金属イオンに対して高い錯生成能を持つ物質として着目されており、イソサッカ

リン酸濃度が 1×10-6 mol/dm3を超えるような場合は、核種の溶解度および収着挙動に

影響が表れるとされている。 
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○高 pH影響：高 pH影響は、TRU 廃棄物処分施設で多量のセメント系材料が使用される

ことに由来する。セメント系材料の溶出により間隙水の初期 pHは 12.5 以上となり、Na

や K が天然バリアへと散逸した後は、水酸化カルシウム（Ca(OH)2）の溶解平衡により

pH は 12.5 程度になると指摘されている。セメント系材料に起因する高 pHプルームに

より、ベントナイト系材料や天然バリア中の母岩の変質やそれによる移行挙動の変化が

起こる可能性が挙げられている。 

 

○硝酸塩影響：硝酸塩影響は、有機物影響や高 pH 影響と同様、TRU 廃棄物に由来する相

互影響因子であり、特に、再処理工程の過程で発生する硝酸ナトリウム（NaNO3）がグル

ープ 3に分類される濃縮廃液固化体に多量に含まれることに由来する。硝酸塩は可溶性

であることから、処分施設内に侵入した地下水に容易に溶解し、閉鎖後の処分施設近傍

において高濃度の硝酸塩環境を形成する。廃棄体物量と硝酸塩量から施設内間隙水の硝

酸ナトリウム濃度を計算した場合、その濃度はほぼ飽和濃度に達することが指摘されて

いる。硝酸塩影響が処分システムのバリア性能に与える影響としては、ベントナイト系

材料や岩盤の鉱物学的な変質、核種の収着挙動への影響、オーバーパックなどの腐食に

対する影響および硝酸イオンによる核種の酸化還元状態への影響などが挙げられる。 

 

 HLWと TRU 廃棄物の併置処分を行うためには、相互影響因子が処分施設あるいは放射

性核種の移行挙動に及ぼす影響のメカニズムを理解するとともに、その程度を定量的に

評価することで、処分施設の設計にフィードバックすることが求められる。第 2 次 TRU

レポートでは、その評価例が提示されているが、各相互影響因子が、核種の移行挙動や

処分施設のバリア性能に影響を与えるメカニズムの理解は十分ではなく、過度に保守的

な設定が行われていると思われるケースが存在する。硝酸塩影響は、HLW 処分施設への

影響を低減するために取るべきとされる離間距離が数百 m と大きく、また、酸化還元反

応や錯生成反応などにより核種の化学状態が変化すれば、処分施設内のみならずその周

辺環境での核種の移行挙動を大きく変える可能性がある。そこで、本研究では、TRU廃

棄物に起因する硝酸塩影響を検討することとした。 

 

 

1.2 研究の背景 

1.2.1 廃棄体近傍および処分場に形成される硝酸塩環境 

 第 2次 TRU レポートでは、処分場内の間隙水中の硝酸ナトリウム濃度は最大で飽和濃

度に達することが指摘されており、ここでは、グループ 3 の廃棄体に含まれる硝酸塩が

地下水によって溶出した際に廃棄体近傍および処分場内に形成される硝酸塩環境につ

いて整理する。 
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まず、硝酸塩を含むグループ 3 の廃棄体近傍に着目する。グループ 3 の廃棄物は 200L

ドラム缶または角型容器、BNGS500L ドラム缶に収納され、地下施設における搬送及び

定置を効率化するため、200Lドラム缶や BNGS500L ドラム缶については、何本かを合わ

せたパッケージとして取り扱うことが検討されている（図 1-2）。このとき、パッケー

ジの空隙部はセメントモルタルで充填するとされており、地下水によりグループ 3に含

まれる硝酸塩が溶出した場合、形成される硝酸塩環境は、周辺のセメント影響（高 pHお

よび高 Ca 濃度）を受けると考えられる。また、グループ 3 の廃棄体に対しては止水性

の高い緩衝材を設置することが想定されていないため、高濃度の硝酸塩環境はグループ

3 の廃棄体を中心とし、地下水流動に伴って処分場内外に形成されると考えられる。 

 このとき、硝酸塩溶液中の硝酸イオン（NO3
－）は、処分施設内に存在する還元性物質

（金属製容器や有機物）により亜硝酸イオン（NO2
－）やアンモニアイオン（NH4

+）に還

元されると考えられている。既往研究では、金属（Fe）腐食に伴う NO3
－の化学的変遷の

他、脱窒菌による NO3
－の還元作用も組み込んだ NO3

－の化学的変遷の評価モデルの構築

が進められており（日本原子力研究開発機構、2011、日本原子力研究開発機構、2013）、 

 

 

 

図 1-2 廃棄体および廃棄体パッケージ（第 2 次 TRU レポート） 
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図 1-3 解析体系 X 軸上の硝酸イオン濃度分布（日本原子力研究開発機構、2013） 

 

 

現在の解析ケースでは、硝酸塩濃度は処分開始時点の発生源（グループ 3 の廃棄体）、

において最大濃度となった後、数 100m 程度範囲の高濃度の硝酸塩環境を形成しつつ、

その濃度は NO3
－の還元反応の進行とともに減少し、およそ 40,000 年後には消失すると

想定されている（図 1-3）。現在の評価モデルでは、NO3
－は主に微生物や黄鉄鉱（FeS）

により還元されるとされているが、硝酸ナトリウム水溶液に黄鉄鉱を浸漬させた試験で

は、323 K（50℃）、365日後においても黄鉄鉱による NO3
－の還元反応は確認されなかっ

たことから（日本原子力研究開発機構、2011）、処分環境における NO3
－の還元反応は非

常に遅い反応であると考えられる。この場合、初期にグループ 3 の廃棄体近傍で形成さ

れた飽和濃度付近の NaNO3 溶液条件が長期にわたって維持されるとともに、高濃度の

NaNO3溶液がグループ 3 の廃棄体近傍や処分施設内からより広範な領域に拡がる可能性

も考えられる。第 2次 TRUレポートで示された軟岩系岩盤レファレンスケースの処分場

レイアウトでは、グループ 3の廃棄体は処分場の最深部に置かれ、上部の隣接するグル

ープ 4 の廃棄体や最深部の処分場境界までは数 10m の離間距離が設定されている。ま

た、処分場の横方向の大きさは数 100 m 程度とされている。このため、硝酸塩影響の評

価では、特に、硝酸塩の発生源であるグループ 3や隣接するグループ 4に含まれる核種

が低濃度から高濃度までの硝酸塩溶液下でどのような挙動をするのかを明らかにする

必要がある。 
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1.2.2 4価アクチノイドの移行挙動 

硝酸塩を含むグループ 3 に含まれる主要な核種の放射能量の時間変化を図 1-4 に示

す（原子力発電環境整備機構、2011）。処分直後から Pu-241、Am-241、Pu-240、Pu-239、

Np-237 などのアクチノイド核種が順次放射能量を支配するとされている。一方、図 1-5

にグループ 4 に含まれる主要核種の放射能量の時間変化を示す。処分後 100 年程度まで

は Ba-137m や Sr-90 など核分裂生成物核種の寄与が大きいが、その後はグループ 3と同

様に長半減期のアクチノイド核種が放射能量を支配することが示唆されている。特に、

プルトニウムは放射能の総量を長期に亘って支配する重要核種の一つと位置付けられ

る。図 1-4および図 1-5に表れるアクチノイド核種のうち、プルトニウムやネプツニ

ウムは還元的な地下水中では、4 価金属イオンとして振る舞い、処分場内で想定される

中性 pHからアルカリ性 pH領域では、難溶性の水酸化物沈殿固相を形成するため、その

移行挙動は、4 価の水酸化物沈殿固相の溶解度により支配される。一般に、4 価金属イ

オンの水酸化物沈殿の溶解度は非常に低いが、4 価金属イオンと可溶性錯体を形成する

ような配位子が共存する場合や、擬似あるいは真性コロイドを形成する場合は、見かけ

の溶解度が上昇することで核種の移行が促進される可能性がある。 

表 1-2 は地層処分第 2 次取りまとめにおいて設定されたレファレンスケースにおけ

る地下水と間隙水の組成を示したものである（核燃料サイクル開発機構，1999）。例え

ば、炭酸イオンは、無機炭素として地下水中に 1×10-3 M 程度存在するとされており、

地下水の他、処分場内の緩衝材に含まれるカルサイト（CaCO3）も炭酸イオンの供給源と

なり得ることから、処分環境において比較的豊富に存在し得る配位子と言える。この炭

酸イオンは、4 価金属イオンと安定な可溶性錯体を形成するため、4 価金属イオンの見

かけの溶解度の上昇を引き起こす要因の一つである。また、TRU廃棄物にはセルロース

などの有機物が含まれており、これらが分解することによって生じる有機酸も 4 価金属

イオンと安定な錯体を形成することによって見かけの溶解度を上昇させ得ることが指

摘されている（有機物影響）。 

また、4価金属イオンは、加水分解反応により水酸化物コロイドを形成することが知

られている。既往研究では、弱酸性 pH から中性 pH 領域にかけて数 nm から数μm の粒

径分布を持つ 4 価ジルコニウムやトリウムの水酸化物コロイドが報告されている

（Sasaki et al., 2006, Altmaier et al., 2004, Kobayashi et al., 2009 他）。これ

らのコロイドは 10-8～10-6 M程度の濃度で数ヶ月から年単位で溶液中に安定に存在する

とされている。水酸化物コロイドの存在は見かけの溶解度の上昇に寄与するとともに、

その移行特性も溶存種とは異なる。即ち、コロイドの粒径が大きい場合は緩衝材あるい

は周辺岩盤によるろ過効果により移行が遅延される一方、粒径が小さい場合は緩衝材や

岩盤と相互作用せず移行が促進される可能性が考えられる。このため、コロイドの移行

特性評価にあたっては、見かけの溶解度へのコロイドの寄与を定量するとともにコロイ

ドの粒径を把握することが重要である。 
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図 1-4 グループ 3 に含まれる主要な核種の放射能量の時間変化（原子力発電環境整

備機構、2011） 

 

 

 

図 1-5 グループ 4 に含まれる主要な核種の放射能量の時間変化（原子力発電環境整

備機構、2011） 
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表 1-2 レファレンスケースにおける地下水と間隙水の組成（地層処分第 2 次取りま

とめ） 

 

 

  

1.2.3 4価アクチノイドの移行挙動に及ぼす硝酸塩影響 

 4価アクチノイドの処分環境における移行挙動は、上述のように水酸化物沈殿固相の

溶解度により支配され、種々の配位子との錯生成反応やコロイドの生成が見かけの溶解

度に影響を及ぼす。本研究では、4 価アクチノイドの移行挙動に硝酸塩環境が与え得る

影響について以下の項目に分けて考えることとした。 

 

・硝酸イオンと 4価アクチノイドの錯生成反応 

 硝酸イオン濃度が高い場合、4 価アクチノイドは硝酸イオンと錯生成することが既往

研究において指摘され、その錯生成定数が報告されている（Guillaumont et al., 2005）。

そこで、予め 4価アクチノイドの加水分解定数および硝酸錯体の錯生成定数の報告値を

用いて熱力学計算を行い、水酸化物の溶解度への硝酸錯体の寄与を調べた。中性～アル



 

研究報告 4 - 9 

 

カリ性 pH領域における硝酸錯体の溶解度への寄与は、飽和濃度（6 M）の硝酸ナトリウ

ム水溶液においても非常に小さく、加水分解種と比較するとほぼ無視できることが示唆

された。 

 

・高濃度の硝酸イオンによる活量低下が錯生成反応に及ぼす影響 

 処分場内あるいは処分場近傍の高濃度の硝酸塩環境下では、水溶液中の各イオンの活

量は低下する。このため、高濃度の硝酸イオン共存下での 4価アクチノイドの溶解度を

正確に評価するためには、沈殿溶解反応や錯生成反応などの平衡反応において活量補正

を行う必要がある。比較的高いイオン強度まで適用可能な活量補正モデルとして、SIT

（Specific Ion interaction Theory）や Pitzerモデルが確立されているが、いずれも

モデルパラメータを設定する必要がある。モデルパラメータの決定には、4価アクチノ

イドの錯生成反応に関する高イオン強度（高硝酸イオン濃度）下での実験データが必要

であるが、これまで十分なデータが得られておらず、信頼性の高い活量補正が行えると

は言い難いのが現状である。 

 

・水酸化物コロイドの凝集分散挙動に及ぼす硝酸イオン濃度の影響 

 4価アクチノイドと可溶性錯体を形成する炭酸イオンやその他の配位子が高濃度で存

在するような条件下では、4価アクチノイドの溶解度はこれら配位子との錯生成反応に

よって支配されるが、加水分解反応が優勢となるような条件下（低い配位子濃度や高 pH

など）では、4価アクチノイドの水酸化物コロイドが支配的な化学種となる。コロイド

の移行特性を評価するためには、先に述べたようにコロイド粒径の把握が重要であるが、

その値はコロイドの凝集分散によって変化する。このコロイドの凝集分散挙動の指標の

一つが、コロイドのすべり面の電位であるゼータ電位であり、コロイドが存在する溶液

の電解質やその濃度に大きな影響を受けるとされる。DLVO 理論などコロイドに関する

既往の理論では、電解質濃度、即ち、硝酸イオンや共存するカチオンの濃度に応じて 4

価アクチノイドの水酸化物コロイドのゼータ電位が変化すると考えられるが、実験的な

検証は十分でなく、またその変化傾向を定量的に予測できるようなモデルは確立されて

いない。 

 

・硝酸イオンによる核種の酸化反応 

ウラン、プルトニウム、ネプツニウムなどのアクチノイド核種は水溶液中で 4価のみな

らず、5価や 6価など複数の酸化状態を取り得る。硝酸塩によって酸化的な雰囲気が形

成されれば、これら核種が 4価の酸化状態から酸化される可能性が考えられる。難溶性

の 4価水酸化物沈殿固相による溶解度制限が無くなれば、核種の溶解度は大幅に増加す

るとともに、支配的な溶存化学種が変化することにより移行挙動が大きく変化すること

が懸念される。図 1-6はプルトニウムおよびネプツニウムの電位-pH 図（プールベダイ
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アグラム）と硝酸イオンのプールベダイアグラムを重ねたものである。硝酸イオンから

亜硝酸イオンへの還元反応が酸化剤として働けば、ネプツニウムは 4 価から 5価に酸化

される可能性が示されている。一方、プルトニウムの 4価と 5価の酸化還元電位は硝酸

イオン、亜硝酸イオンの酸化還元電位より高く、硝酸塩環境下でもプルトニウムは 4価

が安定と考えられる。これまで、4 価ネプツニウムを含めた幾つかの核種の硝酸イオン

による酸化反応に関する研究が行われてきたが、中性 pH～アルカリ性 pH 領域における

酸化剤としての硝酸イオンの働きは明確になっていないのが現状である。 

 

 

 

図 1-6 プルトニウムおよびネプツニウムのプールベダイアグラム 

（[Pu]tot, [Np]tot=10
-5 M, I = 0） 

 

 

・他の相互影響因子の影響 

 1.1 節で述べたように TRU 廃棄物および HLW の地層処分施設間の相互影響因子のう

ち、有機物影響と高 pH 影響は、硝酸塩影響と同じく TRU 廃棄物に由来する影響因子で

ある。特に、グループ 3 およびグループ 4 の廃棄体の充填材であるセメントは、地下水

との接触により、可溶性成分が溶脱し、地下水の組成や pH を変化させる。セメントと

地下水が接触した初期では、pH 13 以上の高アルカリ pH 環境が形成され、その後は水

酸化カルシウム（Ca(OH)2）との溶解平衡、C-S-H ゲルからの Ca の選択的溶出により、
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pHは連続的に低下すると想定されている（図 1-7）。また、溶液中に豊富に存在するカ

ルシウムイオンは、水酸化カルシウムの他、地下水中の炭酸イオンとの反応によるカル

サイト（CaCO3）の沈殿、SO4
2-との反応によるエトリンガイト及び石膏の沈殿、Cl-との

反応によるフリーデル氏塩の沈殿を生成する可能性が指摘されている。セメント系材料

の種類や接触する地下水の化学的条件、廃棄体から溶出する化学成分の影響により、セ

メント系材料間隙水の組成は変化する。上述の硝酸塩環境下での影響に加えて、セメン

ト系材料による高 pH および高いカルシウムイオン濃度も考慮することが重要と考えら

れる。 

 

 

図 1-7 セメントと接触する溶液組成の変遷（第 2次 TRU レポート） 

 

 

1.3 本研究の目的 

 1.2.3 に述べたような硝酸塩環境下で想定される事象の整理に基づき、本研究では、

硝酸塩環境下での 4 価アクチノイドの移行挙動を評価する上で、その見かけの溶解度に

影響を与え得る以下の 3 つの項目について定量的に検討する。 

 

・高濃度の硝酸イオンによる活量低下が錯生成反応に及ぼす影響 

・水酸化物コロイドの凝集分散挙動に及ぼす硝酸イオン濃度の影響 

・硝酸イオンによる核種の酸化反応 

 

｢高濃度の硝酸イオンによる活量低下が錯生成反応に及ぼす影響｣では、4 価アクチノ

イドである 4 価プルトニウム（Pu(IV)）と処分場内の間隙水あるいは処分場近傍の地下

水に広範に存在する炭酸イオン（CO3
2-）の錯生成反応を対象とすることとした。4 価プ

ルトニウムと炭酸イオンの錯生成反応に関する研究は、Yamaguchi ら（Yamaguchi et al., 
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1994）や Rai ら（Rai et al., 1999）によって行われ、Pu(CO3)5
6-や Pu(CO3)4

4-、

Pu(OH)2(CO3)2
2-が支配的溶存種として報告されている。しかし、いずれの実験も試料溶

液のイオン強度（I）は低く（I < 0.3）、高イオン強度下での支配的溶存種や活量補正

パラメータは十分明らかになっていない。高イオン強度下（高濃度の硝酸ナトリウム溶

液下）での実験データを取得し、SIT や Pitzer モデルなど既存の活量補正モデルの適

用を試みる。イオン相互作用係数など活量補正に必要なモデルパラメータを求め、錯生

成反応におけるイオン強度の影響を定量的に評価することを目指す。平成 28 年度まで

の研究では、4価プルトニウムのアナログ元素である 4価ジルコニウムを用いて、低イ

オン強度から高イオン強度までの炭酸イオン共存下での溶解度を測定し、ジルコニウム

-炭酸錯生成反応に及ぼすイオン強度の影響について SIT を用いて解釈した。また、炭

酸イオン共存下での 4 価プルトニウムの溶解度測定を行い、プルトニウム-炭酸錯生成

反応に及ぼすイオン強度影響についても検討を行った。本年度は、炭酸イオン共存下で

の 4 価プルトニウムの溶解度実験を継続し、プルトニウム-炭酸錯生成反応のイオン強

度影響の解釈を行う。 

｢水酸化物コロイドの凝集分散挙動に及ぼす硝酸イオン濃度の影響｣では、コロイドの

凝集分散を表す指標であるコロイドのゼータ電位に着目してきた。ジルコニウム水酸化

物コロイドのゼータ電位の実測値は、これまで報告例がほとんどなく、平成 28 年度ま

での実験ではまず様々なイオン強度（硝酸ナトリウム濃度）下でのジルコニウム水酸化

物コロイドのゼータ電位を測定した。一方、水酸化物コロイドの生成機構については、

既往研究（Sasaki et al., 2006, Kobayashi et al., 2009）において、加水分解種が

ランダムな方向に成長することによるものとの仮説が述べられ、粒径分布の再現が試み

られている。そこで、本研究では、加水分解種から成る水酸化物コロイドの平均電荷と

ゼータ電位の実測値との相関について調べ、そのモデル化を目指すこととした。コロイ

ドの凝集分散の指標であるゼータ電位の把握および予測を行うことで、コロイドの粒径

評価、さらに移行特性評価に資することを目的とする。本年度は、平成 28 年度までに

取得したジルコニウム水酸化物コロイドのゼータ電位の解釈およびそのモデル化を進

めるため、ジルコニウム酸化物（ZrO2(cr)）のゼータ電位を測定し、モデルパラメータ

のより詳細な検討を実施した。 

｢硝酸イオンによる核種の酸化反応｣では、中性～アルカリ性 pH 領域における硝酸イ

オンの酸化性について調べるため、まず、様々な濃度の硝酸ナトリウム溶液の pH およ

び酸化還元電位（Eh）を調べた。また、硝酸イオンと酸化還元対を形成し得る幾つかの

還元剤を添加し、pH および Eh の値の変化を調べるとともに、平成 28 年度は硝酸イオ

ンの還元生成物である亜硝酸イオンの濃度を測定することで、硝酸イオンの酸化性につ

いて検討を行ってきた。本年度は、硝酸塩溶液に 4 価ウランの水酸化物固相を添加し、

ウランおよび亜硝酸イオン濃度の変化を測定することで、4 価ウランに対する硝酸イオ

ンの酸化性について調べ、核種の酸化反応に及ぼす硝酸イオンの影響について考察した。 
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以上の項目について得られた知見を基に、4価アクチノイドの見かけの溶解度に及ぼ

す硝酸塩の影響について総合的かつ定量的に評価する。図 1-3 に示すような硝酸イオ

ンの時間および距離に応じた分布および炭酸イオン濃度や pH、Eh、カルシウム濃度の

設定値を参考に幾つかの硝酸塩環境を設定し、錯生成定数や活量補正パラメータ、酸化

還元電位など熱力学データから 4 価アクチノイドの見かけの溶解度を予測する。また、

水酸化物コロイドが支配的化学種となるような条件下では、コロイドのゼータ電位から

予想される凝集分散の傾向について考察する。硝酸塩影響下での 4 価アクチノイドの見

かけの溶解度やコロイド状態に関する成果は、溶解度のみならず、収着や移流分散など

硝酸塩影響を考慮した核種移行パラメータの設定およびその信頼性向上に資すると期

待できる。 

 

 

2 全体研究計画（4ヵ年における全体計画） 

4 価アクチノイドの硝酸塩環境下において想定される化学的挙動を図 2-1 に模式的

に示す。TRU 廃棄物から溶出した 4 価アクチノイドは、廃棄体近傍において難溶性の水

酸化物沈殿（An(IV)(OH)4(am)）を形成し、液相中の 4価アクチノイドイオン（An(IV)4+）

の濃度は、水酸化物沈殿との沈殿溶解反応により制限される。廃棄体近傍のセメント環

境下ではカルシウムイオンが豊富に存在するため（数 mM の Ca 濃度が想定）、炭酸イオ

ン濃度は炭酸カルシウム（CaCO3）固相の生成により制限され、4価アクチノイドの加水

分解反応が支配的と考えられる。 

水酸化物コロイドの凝集分散挙動に及ぼす硝酸イオン濃度の影響として、4価アクチ

ノイドのアナログである 4価ジルコニウムの水酸化物コロイドを調製し、凝集分散挙動

の指標となるゼータ電位を測定する。さらに、既往の熱力学データを用いてゼータ電位

の pH や硝酸塩濃度に対する変化傾向の解釈を行い、熱力学データに基づくモデルを構

築する。また、廃棄体近傍の高濃度の硝酸塩環境下では、硝酸イオンによる酸化的雰囲

気が形成されると考えられる。酸化還元に鋭敏な幾つかの核種は、硝酸イオンによって

酸化される可能性が指摘されている。例えば、テクネチウムの場合、硝酸溶液中では 4

価テクネチウム固相（TcO2・nH2O）は 7価テクネチウムイオン（TcO4
-）に酸化されるこ

とが報告されている（日本原子力研究開発機構、2015）。しかし、硝酸イオンによる直

接の影響は明確ではなく、4価ネプツニウムや金属セレンなどでは硝酸塩による酸化状

態への有意な影響は確認されなかったと報告されている（第 2 次 TRU レポート）。そこ

で、本研究では、様々な濃度の硝酸ナトリウム溶液の pH および酸化還元電位（Eh）を

調べるとともに硝酸イオンの還元生成物である亜硝酸イオンの濃度を測定することで、

核種に対する硝酸イオンの酸化性について検討する。平成 27 年度は pH および Eh 測定

実験、平成 28 年度は亜硝酸イオン濃度の測定実験を行い、平成 29 年度は 4価ウランに
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対する硝酸イオンの酸化性について検討する。 

 一方、セメント系材料に由来するカルシウム濃度がある程度低い条件下では、炭酸

イオンが 4価アクチノイドと安定な炭酸錯体を形成すると考えられる。本研究では、4

価プルトニウムおよびそのアナログ元素であるジルコニウムと炭酸イオンの錯生成反

応について、特に高イオン強度下での活量の低下が及ぼす影響に着目して調べる。希

薄濃度から高濃度までの硝酸ナトリウム溶液に炭酸イオンを共存させ、4価プルトニ

ウム水酸化物およびジルコニウム水酸化物の溶解度実験を実施する。溶解度の pH依存

性や炭酸イオン濃度依存性から支配的な炭酸錯体を推定するとともに、溶解度の熱力

学解析から錯生成定数や活量補正パラメータを求める。平成 27年度にジルコニウムの

溶解度実験、平成 28年度および平成 29 年度はプルトニウムの溶解度実験および解析

を実施し、炭酸錯体を含む溶解度に及ぼすイオン強度（活量）の影響について考察す

る。 

 最終年度である平成 29年度は、前年度まで得られた結果を整理するとともに、いく

つかの硝酸塩環境場を想定し、pH、硝酸塩濃度、Ca濃度などから 4価アクチノイドの

見かけの溶解度に及ぼす硝酸塩の影響について総合的に評価する。 

 

 

 

図 2-1 硝酸塩環境下での 4価アクチノイドの溶液化学反応 
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3 平成 28年度の成果概要 

硝酸イオンによる活量低下が錯生成反応に及ぼす影響では、4価プルトニウムの炭酸

錯体を対象とした。0.1～5.0 M の硝酸ナトリウム（NaNO3）溶液中において、様々な炭

酸イオン濃度条件下でのプルトニウム水酸化物の溶解度を測定した。支配的なプルトニ

ウム炭酸錯体について検討するとともに、溶解度のイオン強度依存性を、SITを用いて

解析することにより、錯生成反応に及ぼす硝酸ナトリウム濃度（イオン強度）の影響を

考察した。また、水酸化物コロイドの凝集分散挙動に及ぼす硝酸イオン濃度の影響につ

いては、平成 27 年度に引き続き、4 価ジルコニウム水酸化物コロイドのゼータ電位に

着目し、ゼータ電位の値の pHや硝酸ナトリウム濃度（イオン強度）の依存性について、

加水分解定数などの熱力学データに基づくモデル化を試み、モデルパラメータの検討を

進めた。さらに、硝酸イオンによる核種の酸化反応の検討では、硝酸イオン自身の還元

反応に着目し、種々の還元剤を含む硝酸ナトリウム水溶液中の亜硝酸イオン濃度を測定

し、pHおよび Eh との関連について考察した。以下にそれぞれの概略を示す。 

 

3.1 プルトニウム炭酸錯体生成に及ぼす NaNO3濃度影響 

0.1～5.0 M の硝酸ナトリウム溶液において様々な濃度の炭酸イオンを共存させ、プ

ルトニウムのアモルファス水酸化物固相（Pu(OH)4(am)）の見かけの溶解度を測定した。

0.16 M炭酸イオン共存下の pH 8～11における溶解度は、炭酸イオンを含まないプルト

ニウム水酸化物の溶解度（Rai et al., 1999）より高い値を示し（図 3-1）、pH 8.9 で

は炭酸イオン濃度の上昇とともにプルトニウム溶解度はおよそ傾き 3～4 で増加するこ

とが確認された（図 3-2）。図 3-1および図 3-2 に示すように、pH 10 以下では、炭酸

イオン濃度が同じ場合、イオン強度が高いほどプルトニウム溶解度も高くなる結果が見

られた。一方、pH 10以上では、イオン強度の違いによる溶解度の違いはほとんど表れ

なかった。 

得られたプルトニウム溶解度の pH 依存性および炭酸イオン濃度依存性から、熱力学

データに基づく溶解度の解析を行った。平成 28 年度の研究では、プルトニウム炭酸錯

体に関する既往知見および 4 価プルトニウムと類似した化学的挙動を示す 4 価ジルコ

ニウムの炭酸錯体を参考に、Pu(CO3)4
4-、Pu(CO3)5

6－および Pu(OH)2(CO3)2
2－を支配的なプ

ルトニウム炭酸錯体と仮定した。イオン強度補正モデルとして SIT を用い、溶解度デー

タを解析することにより SITにおけるイオン相互作用係数εを求めた。正電荷を持つ錯

体では、一般に電荷の値が大きくなるほど、イオン相互作用係数の値も大きくなるよう

な傾向がこれまでに見られている（Guillaumont et al., 2005, Hummel et al., 2005）。

一方、負電荷を持つ錯体では、負の値を持つイオン相互作用係数がこれまで報告されて

いるが、熱力学解析によって求められたプルトニウムの炭酸錯体（Pu(CO3)5
6-）のイオン

相互作用係数は、既報値とは異なり正の値を示す結果となった。 
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図 3-1 炭酸イオン（0.16 M）共存下における 4価プルトニウム溶解度（平成 28年度報

告書より引用） 

 

図 3-2 炭酸イオン共存下におけるプルトニウム溶解度（pHc=8.9）（平成 28年度報告

書より引用） 
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3.2 ジルコニウム水酸化物コロイド挙動の熱力学的検討 

 平成 28年度の実験では、硝酸ナトリウムによりイオン強度を I = 0.03および 0.1に

調整した水溶液中でジルコニウムの水酸化物コロイドを調製した。試料溶液をおよそ 1

カ月静置した後、試料溶液の pHを測定し、ゼータサイザーナノ ZS（Malvern）を用いて

懸濁液の 25℃における電気泳動移動度（u＝V/E(μm･ｓ-1/V･cm-1)、V：電気泳動速度、

E：外部電場の大きさ）を測定した。さらに、Smoluchiwski の近似式を用いて電気泳動

移動度からゼータ電位を算出した。 

 図 3-3に I = 0.03 および 0.1 におけるゼータ電位の値を、平成 27 年度に測定した

I = 0.5および2.0における値とともに示す。各イオン強度におけるゼータ電位の値は、

pH の上昇とともに低下しており、イオン強度が低いほどゼータ電位の絶対値は大きく

なるような傾向が表れた。ゼータ電位の実験値に大きなイオン強度依存性が見られたこ

とから、平成 27 年度までのモデルに新たに電気二重層を仮定し、ゼータ電位Φζを下式

で表した。 

 

 
 

 
0 0

exp
4 r

e Z z
x

r f
 

 

 
       (3-1) 

 

2 2

0

2

r

nz e

kT


 
        (3-2) 

    

 

e は素電荷、ε0は真空中の誘電率、εrは水の比誘電率とし、水酸化物コロイド内部に

取り込まれた溶媒イオンの効果をΔz、水酸化物コロイドを形成する単核加水分解種間

の平均距離の r0 に対する比を f で表した。また、xζを電気二重層中のすべり面までの

厚さとした。 

I = 0.03～2.0のゼータ電位の実験値に対して、Δz、fおよび xζをフリーパラメー

タとする最小二乗法による解析を試みたが、f と xζを同時に決定することは困難であ

ったため、f＝1 とし、Δz および xζのみをフリーパラメータとする解析を行い、それ

ぞれの値を求めた。すべり面までの距離 xζは、イオン強度が高くなるほど小さくなっ

ており、高イオン強度ほど電解質によってすべり面が圧縮される効果が表れていると考

えられた。ただし、I = 0.03 および 2.0での電気二重層厚さ（1/κ）を（3-2）式を用

いて計算すると、それぞれ 1.7 nm、0.2 nmとなり、特に高イオン強度では xζの値が電

気二重層厚さよりも厚いという xζが過大評価されるような結果となった。また、コロ

イド内部に取り込まれたイオンの効果としたΔzはイオン強度が高くなるほど小さくな
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る傾向を示しており、これらパラメータ値の解釈が今後の課題と考えられた。 

 

 

 
図 3-3 ジルコニウム水酸化物コロイドのゼータ電位の実験値と計算値（I =0.03～

2.0）（平成 28年度報告書より引用） 

  

  

3.3 NaNO3による酸化還元反応の検討 

 平成 27 年度までの検討では、硝酸イオンを含む試料溶液の pH および Eh 値を測定し

たが、その値に硝酸イオンによる影響は見られなかった。そこで、平成 28 年度は、pH

および Eh 値を測定するとともに、硝酸イオンの濃度変化を直接調べることによって硝

酸イオンの酸化剤としての働きについて検討した。還元剤として、ヒドロキノン

（C6H4(OH)2）、亜ジチオン酸ナトリウム（Na2S2O4）、塩化スズ(II)（Sn(II)Cl2）および鉄

粉（Fe(0)）を用い、これらを共存させた硝酸ナトリウム水溶液および亜硝酸ナトリウ

ム水溶液中の亜硝酸イオンの濃度を測定した。 

 

まず、還元剤による硝酸ナトリウム溶液の還元実験の結果について述べる。HQ、Na2S2O4、

Sn(II)および Fe(0)を 3 カ月間、共存させた硝酸ナトリウム溶液の Eh 値は、硝酸イオ

ン（NO3
-）と亜硝酸イオン（NO2

-）または亜硝酸イオン（NO2
-）とアンモニウム（NH3）の

酸化還元電位より低く、硝酸イオンは還元されると考えられた。このとき、各試料溶液

の上澄み液1 mlを採取し、試料溶液中に含まれる亜硝酸イオン濃度を測定したところ、

Fe(0)共存下では、10-3 M 程度の亜硝酸イオンが測定され、硝酸イオンの還元反応が進
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行していると考えられた。一方、HQ、Na2S2O4、および Sn(II)を共存させた系では、亜硝

酸イオン濃度は検出限界以下（< 10-5 M）となり、硝酸イオンの亜硝酸イオンへの還元

反応はほとんど進行していないことが示唆された。Sn(II)は中性およびアルカリ性 pH

では、水酸化物沈殿（Sn(OH)2(s)）を形成するが、還元性の固相共存下でも硝酸イオン

の還元反応は起こりにくいと考えられた。 

 次に、還元剤による亜硝酸ナトリウム溶液の還元実験の結果について述べる。還元剤

を共存させた亜硝酸ナトリウム溶液の Eh 値はいずれの系においても硝酸ナトリウム溶

液の値とほぼ同じ値を示した。測定された Eh値は、亜硝酸イオン（NO2
-）とアンモニウ

ム（NH3）の酸化還元電位より低く、亜硝酸イオンは還元されると考えられた。このとき、

亜硝酸ナトリウム溶液中の亜硝酸イオン濃度の変化を測定した結果を図 3-4 に示す。

還元反応の進行は、還元剤によって異なっており、Fe(0)固相では初期の亜硝酸イオン

濃度が 1/10程度に低下したのに対し、HQや Na2S2O4では初期の亜硝酸イオン濃度はわず

かに低下するに留まった。 

 

 

 

図 3-4 還元剤共存下での亜硝酸ナトリウム試料溶液中の亜硝酸イオン濃度（平成 28

年度報告書より引用） 
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4 平成 29年度研究実施内容 

4.1 平成 29 年度の計画、実施方法 

 平成 28 年度は、炭酸イオン共存下での 4 価プルトニウム溶解度実験を行い、溶解度

の pH 依存性、炭酸イオン濃度依存性およびイオン強度依存性を調べ、SIT を用いた溶

解度の解析から Pu(CO3)5
6−および Pu(OH)2(CO3)2

2−のイオン相互作用係数εをそれぞれ

0.45 ± 0.37 および-0.07 ± 0.10 と求めた。3.1節で述べたように、得られたεの値

は、既報値の傾向（Guillaumont et al., 2005）と大きく異なることから、平成 29年

度は、実験データの確認およびイオン強度補正モデルの再検討を行うこととする。特に、

高イオン強度のプルトニウムの溶解度測定では、フィルター限外ろ過した試料溶液を蒸

発乾固させる際、高濃度の塩が析出することでα線スペクトロメトリにおいて自己遮蔽

が起こり、プルトニウム濃度を過少評価する可能性がある。そこで、ろ液の希釈率を変

えた試料を測定することで自己遮蔽の効果について確認することとした。また、支配的

な溶存化学種を見直すとともに、イオン強度補正モデルとして、SIT とともにより高イ

オン強度での適用性が示されている Pitzer 法を用いた解析も併せて行い、4 価プルト

ニウムの炭酸錯生成反応におけるイオン強度影響について定量的に評価する。 

 4価金属水酸化物のコロイド挙動については、0.03～2.0 Mの硝酸ナトリウム水溶液

中におけるジルコニウム水酸化物コロイドのゼータ電位の pH およびイオン強度依存性

を調べ、その変化傾向を再現できる熱力学モデルの構築を進めてきた。平成 29年度は、

新たにジルコニウム酸化物のゼータ電位の pH およびイオン強度依存性を調べることに

より、熱力学モデルにおけるパラメータに関する検討を深める。特に、0.01～0.5 Mの

硝酸ナトリウムおよび塩化ナトリウム水溶液中におけるジルコニウム酸化物のゼータ

電位の pH およびイオン強度依存性を調べ、ジルコニウム酸化物表面におけるプロトン

解離反応をモデル化、水酸化物コロイドの熱力学モデルに取り入れることを目指す。ま

た、硝酸ナトリウムや塩化ナトリウムなど１価イオンの電解質溶液に加えて、塩化カル

シウム溶液中におけるジルコニウム酸化物のゼータ電位も測定し、電解質の電荷の影響

についても考察し、モデルの高度化を進めることとする。 

 硝酸イオンが核種の酸化還元反応に及ぼす影響では、平成 28 年度は還元剤であるヒ

ドロキノン、亜ジチオン酸ナトリウム、塩化スズ（II）および鉄粉（Fe(0)）をそれぞ

れ硝酸ナトリウム水溶液または亜硝酸ナトリウム水溶液に添加した。試料溶液中の亜硝

酸イオン濃度を定量することで、硝酸イオンまたは亜硝酸イオンの還元反応について調

べ、鉄粉（Fe(0)）以外の還元剤では、亜硝酸および硝酸イオンの還元反応が非常に遅

いことを確認した。平成 29 年度は、還元剤として 4価ウランの水酸化物（UO2･2H2O(am)）

を硝酸ナトリウム水溶液または亜硝酸ナトリウム水溶液に添加し、亜硝酸イオン濃度お

よびウラン濃度の変化を調べた。硝酸イオンまたは亜硝酸イオンが 4 価ウランの酸化反

応に及ぼす影響について考察する。 

また、平成 29 年度までの 4 年間で得られた知見を基に、硝酸イオン濃度、炭酸イオ
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ン濃度、pH、Ehおよびカルシウム濃度などを設定した幾つかの硝酸塩環境場を想定し、

錯生成定数や活量補正パラメータ、酸化還元電位など熱力学データから 4価アクチノイ

ドの見かけの溶解度を予測する。さらに、水酸化物コロイドが支配的化学種となるよう

な条件下では、コロイドのゼータ電位から予想される凝集分散の傾向について考察する。

これらの結果をもとに 4 価アクチノイドの見かけの溶解度に及ぼす硝酸塩の影響につ

いて総合的に検討する。 

 

4.2 平成 29 年度の成果内容 

4.2.1 プルトニウム炭酸錯体生成に及ぼす NaNO3濃度影響 

4.2.1.1 炭酸イオン共存下におけるプルトニウム溶解度試料の調製 

平成 29 年度は新たに追加試料を調製し、その溶解度を測定するとともに、上述のよ

うにα線測定の際の希釈率を変えた測定も併せて行った。プルトニウムは、平成 27 年

度に精製した Pu-239（100%）の母溶液を用い、実験は京都大学原子炉実験所ホットラボ

のジュニアケーブ室のグローブボックス内で行った。精製したプルトニウムの母溶液

（[Pu] = 約 3 mM, 8.8 mL）に 50 mM塩酸ヒドロキシルアミン（H3NO･HCl, 和光純薬工

業, 99%）1 mLおよび 100 mM 亜硝酸ナトリウム（NaNO2, 和光純薬工業, 98.5%） 1 mL

を添加し、プルトニウムの酸化状態を 4価に調整した。このときのプルトニウム母溶液

の UV-Vis スペクトルを測定し、酸化状態を確認した。次に、試料溶液を不飽和法によ

り調製するため、4価プルトニウムの母溶液に水酸化ナトリウム水溶液（NaOH, 和光純

薬工業, 99%）を加え、プルトニウム水酸化物（Pu(OH)4(am)）を沈殿させた懸濁母溶液

を作成した。プルトニウム水酸化物の懸濁母溶液を PP 製試験管チューブに分取し、予

め、硝酸（HNO3, 和光純薬工業, 99%）または水酸化ナトリウム水溶液により pH、炭酸

水素ナトリウム（NaHCO3, 和光純薬工業, 99%）により炭酸イオン濃度（[CO3]tot）およ

び硝酸ナトリウム（NaNO3, 和光純薬工業, 99%）によりイオン強度（I）を調整した試料

溶液を添加した。このとき、分取したプルトニウム水酸化物の量は、固相が全溶解した

場合の濃度が 1×10-4 M となるようにした。また、還元雰囲気を維持するため、亜ジチ

オン酸ナトリウムを濃度が 1 mMとなるように添加した。平成 29年度に新たに調製した

試料溶液の一覧を表 4-1 に示す。なお、プルトニウム固相および試料溶液の調製は全

て Ar 雰囲気グローブボックス内にて行った。 

所定の期間後、グローブボックス内にて各試料溶液の水素イオン濃度（pHc）および

酸化還元電位（Eh 値）を測定した。pHc は堀場製作所社製の pH メータ（D-50）および

温度補償型 pH 複合電極（9615-10D, 堀場製作所社製）を用いて測定した。pH 電極は、

pH電極校正液（pH4, 7：堀場製作所社製）を用いて校正を行った。各イオン強度におけ

る校正曲線は、NaNO3によりイオン強度を調整した HNO3および NaOH 標準液（和光純薬工

業）の pHを予め測定し、測定 pH から水素イオン濃度への補正を行った。Eh 測定には、

堀場製作所社製の ORP 電極（9300-10D, 堀場製作所社製）を用いた。測定値は、pe = 
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(Eh (mV)+ 208) / 1000/ 0.059 により標準水素電極電位（N.H.E.）による pe 値に換算

した。 

 

 

表 4-1 平成 29 年度のプルトニウム-炭酸試料溶液一覧 

Sample No. 目標 pHc I 
log 

[CO3]tot 

[NaNO3] 

M 

Volume 

(mL) 

PCN-31 8 0.5 -0.8 0.5 6 

PCN-32 8.5 0.5 -0.8 0.5 6 

PCN-33 9 0.5 -0.8 0.5 6 

PCN-34 9.5 0.5 -0.8 0.5 6 

PCN-35 10 0.5 -0.8 0.5 6 

PCN-36 10.5 0.5 -0.8 0.5 6 

PCN-37 11 0.5 -0.8 0.5 6 

PCN-38 8 2 -0.8 2 6 

PCN-39 8.5 2 -0.8 2 6 

PCN-40 9 2 -0.8 2 6 

PCN-41 9.5 2 -0.8 2 6 

PCN-42 10 2 -0.8 2 6 

PCN-43 10.5 2 -0.8 2 6 

PCN-44 11 2 -0.8 2 6 

 

 

 試料溶液の pHcおよび Eh 測定を行った後、上澄み液 300 μl を採取、限外ろ過フィ

ルター（10 kDa, 孔径約 3 nm, マイクロコン、ミリポア）を用いて限外ろ過した。回

収したろ液から 30μl を分取し、ステンレス製パンの上で赤外線ランプにより乾固さ

せ、α線スペクトロメトリ用の試料とした。このとき、いくつかの試料溶液については、

ろ液を純水により 5、25、125倍希釈した後、30μl を分取し、α線スペクトロメトリ用

の試料を作成した。α線測定にはキャンベラジャパン社製のアルファスペクトロメータ

（7401 型）およびアルファ PIPS 検出器（A1200-32AM）を用いた。アルファ線測定にお

けるエネルギー校正および検出効率補正は、241Am（α線 5.486MeV，85.1％）の標準線源

により行った。プルトニウム試料のα線（Pu-239；5.244MeV, 100％）を測定し、検出

効率からろ液に含まれるプルトニウム濃度を決定した。このとき、プルトニウム濃度の

検出限界はおよそ 1×10-8 Mであった。 
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4.2.1.2 炭酸イオン共存下における 4 価プルトニウム溶解度 

図 4-1に 0.16 M 炭酸イオン（log [CO3]tot＝-0.8）共存下における試料溶液の pHお

よび Eh値を示す。昨平成 28 年度と同様、試料溶液の pHおよび Eh 値は 4価プルトニウ

ムが安定な領域に維持されていることが確認できた。試料溶液には還元雰囲気を維持す

るために亜ジチオン酸ナトリウム 1 mM を添加したが、Ehの測定値は、硝酸ナトリウム

溶液または塩化ナトリウム溶液中の亜ジチオン酸ナトリウムの Eh 測定値（平成 27 年度

において測定）と比較して 0.5 V 以上高い値を示す結果となった。試料溶液調製直後は

低い Eh 値であったため、4 価プルトニウム水酸化物固相を添加することによって、Eh

値が上昇したと考えられた。 

 

 

 

図 4-1 炭酸イオン（0.16 M）共存下における試料溶液の pHc および Eh値 

 

 

図 4-2 に平成 29 年度に得られた 0.16 M 炭酸イオン共存下における試料溶液のプル

トニウム溶解度（10kDa フィルターろ過）を示す。また、平成 28 年度に得られた値も

併せて図 4-2に示した。I = 2.0 では平成 28年度の値を概ね再現するような結果が得

られ、pH 9～10 の領域におけるプルトニウム溶解度はおよそ 10-5 M、pH 10以上では pH

とともに溶解度は減少するような傾向が見られた。一方、I = 0.5 では、プルトニウム
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溶解度は pH 8.5～9.0付近にかけて少し増加した後、pH 9 以上では pH とともに溶解度

が低下する傾向が見られた。平成 28 年度の結果と比較すると、平成 29 年度は 0.5～1

桁程度低い値を示す結果となり、特に 153 日後の溶解度は低い値を示した。 

 

そこで、いくつかの試料溶液について 10kDaフィルターで限外ろ過した後、ろ液を 5、

25および 125 倍希釈してα線測定用の試料を作成した。pH 8.7、[CO3]tot = 0.16 M お

よび I = 2.0 M における試料のα線スペクトロメトリを図 4-3 に示す。239Pu の 5.15 

MeVのα線に相当するピークが表れているが、希釈倍率が高く、即ち、塩濃度が低くな

るにつれてピークのテイルが小さくなる傾向が見られた。各希釈濃度の測定結果から Pu

溶解度を算出すると、希釈倍率の違いにより log [Pu] = 0.4 程度の誤差が存在するこ

とが分かった。一方、I = 0.5 M の試料（pH 8.9 および 9.3、[CO3]tot = 0.16 M）では

希釈倍率の違いにより log [Pu] = 0.2 程度の誤差が存在すると考えられた。図 4-2に

見られるように、本研究では溶解度プロットのばらつきが大きいため、塩濃度による溶

解度の補正は行わないこととした。 

 

 

 

図 4-2 炭酸イオン（0.16 M）共存下における試料溶液の Pu溶解度（10kDa ろ過） 

 

 

 

 

-10

-9

-8

-7

-6

-5

-4

-3

lo
g

 [
P

u
]

13121110987

–log [H
+
]

[CO3]tot = 0.16 M 

 This work (H29)
             64d   153d  
 I = 0.5 
 I = 2.0 
  Previous work (H28)
            22d   60d  150d 
 I = 0.5 
 I = 2.0 



 

研究報告 4 - 25 

 

 

図 4-3 試料（pH 8.7, [CO3]tot = 0.16 M, I = 2.0 M)のα線スペクトロメトリ 

 

 

4.2.1.3 4価プルトニウム溶解度の熱力学解析 

 次に、平成 28 年度および平成 29 年度に得られたプルトニウム溶解度の pH 依存性、

炭酸イオン濃度依存性およびイオン強度依存性に対して、熱力学データに基づく解析を

行い、活量補正を含む溶解度の熱力学モデルを構築する。平成 28年度の解析では、4価

プルトニウムと類似した化学的挙動を示すアナログ元素である 4 価ジルコニウムの炭

酸錯体（Zr(CO3)4
4-、Zr(CO3)5

6-および Zr(OH)2(CO3)2
2-）を参考に、同種の 4 価プルトニウ

ム炭酸錯体（Pu(CO3)4
4-、Pu(CO3)5

6-および Pu(OH)2(CO3)2
2-）を支配的な錯体種として仮定

した。しかし、Pu(CO3)4
4-を解析に含めることはできず、得られた Pu(CO3)5

6-の SIT にお

けるイオン相互作用係数の値は、負の電荷を持つ化学種のイオン相互作用係数の値とし

ては非常に大きな値となった（ε(Pu(CO3)5
6-, Na+) = 0.45 ± 0.37）。また、ジルコニ

ウムは、プルトニウムのアナログ元素とされ、加水分解定数や溶解度積などいくつかの

熱力学定数では、両者は非常に近い値を示すことが知られている（Brown et al., 2005）。
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しかし、ジルコニウムおよびプルトニウムの炭酸錯体の錯生成定数の値を比較すると、

log  (Zr(CO3)4
4-)=42.4（Kobayashi et al., 2017）に対して log  (Pu(CO3)4

4-)=37

（Guillaumont et al., 2005）と、プルトニウムの方が５桁以上小さい値を示す。この

ため、平成 28 年度の解析では、プルトニウム炭酸錯体（Pu(CO3)4
4-、Pu(CO3)5

6-および

Pu(OH)2(CO3)2
2-）の寄与によって溶解度の実験値を再現するため、固相である

Pu(OH)4(am)の溶解度積の値を高く設定する必要があった。そこで、今年度の解析では、

Pu(OH)4(am)の溶解度積に既報値（Guillaumont et al., 2005）を用い、支配的な溶存

種について、再検討を行うこととした。 

 

まず、溶解度制限固相を Pu(OH)4(am)とし、プルトニウムイオン（Pu4+）の濃度を溶解

度積（log Ksp4= –58.33, Guillaumont et al., 2005））により下式で表す。 

 

 Pu(OH)4(am) ⇌ Pu4+ + 4OH–     (4-1) 

 log Ksp4 = log [Pu4+] + 4 log [OH–]     (4-2) 

  

また、プルトニウム溶解度に対して、炭酸イオン濃度が十分高いことから、炭酸イオン

濃度（[CO3
2-]）は、全炭酸濃度（[CO3]tot）を用いて下式で表される。 

 

 
2

tot 2 3 3 3[C] =[H CO ]+[HCO ]+[CO ] 
     (4-3) 

       2

3 c 1 2 c 2tot
[CO ] C / 10 ^ 2 pH pKa pKa 10 ^ pH pKa 1           

(4-4) 

 

ここで、pKa1および pKa2は炭酸イオンの解離定数（pKa1＝6.35、pKa2＝10.33、I = 0）

を表す。 

 

4 価プルトニウムの炭酸錯体の錯生成定数については、既報文献において以下の式で

表される Pu(CO3)4
4-および Pu(CO3)5

6-の錯生成定数が報告されている（log 104 = 37, log 

105= 35.65, Guillaumont et al., 2005）。 

 

 

Pu4+ + 4CO3
2– ⇌ Pu(CO3)4

4–     (4-5) 

 
4 4 2

104 3 4 3log =log[Pu(CO ) ] log[Pu ] 4log[CO ]       (4-6) 
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Pu4+ + 5CO3
2– ⇌ Pu(CO3)5

6–     (4-7) 

6 4 2

105 3 5 3log =log[Pu(CO ) ] log[Pu ] 5log[CO ]       (4-8) 

 

まず、これらの溶解度積（log Ksp4） および２元の炭酸錯体の錯生成定数を用いて、0.16 

M の全炭酸イオン濃度下におけるプルトニウムの溶解度を熱力学計算によって求めた。

一例として、SITにより I = 2.0 に計算された炭酸イオン共存下におけるプルトニウム

溶解度曲線を実験値と比較して図 4-4に示す。実験値に対して、計算される Pu(CO3)4
4-

および Pu(CO3)5
6-の濃度はおよそ 3桁程度低く、Pu(CO3)4

4-および Pu(CO3)5
6-では、実験値

を再現できないことが示唆された。 

 

 

 

図 4-4 炭酸イオン（0.16 M）共存下における試料溶液の Pu溶解度（I = 2.0）の熱

力学計算結果（Pu(CO3)4
4-および Pu(CO3)5

6-） 

 

 

そこで、プルトニウム溶解度の pH 依存性および炭酸濃度依存性を再現可能な錯体とし

て、下式で示される Pu(OH)2(CO3)3
4-の存在を仮定し、溶解度（[Pu]tot）を表した。 

 

Pu4+ + 2OH– + 3CO3
2– ⇌ Pu(OH)2(CO3)3

4–    (4-9) 
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4 4 2

123 2 3 3 3log =log[Pu(OH) (CO ) ] log[Pu ] 2log[OH ] 3log[CO ]        

        (4-10) 

 
4

tot 2 3 3

sp4 sp4 1232 2 3 2 3 2

123 3 34 2

w

[Pu] [Pu(OH) (CO ) ]

[OH ] [CO ] [CO ] [H ]
[OH ]

K K

K






   





 
  (4-11) 

 

なお、pH 7～12 における炭酸イオン共存下でのプルトニウム溶解度に対して、加水分

解種（Pu(OH)m
(4-m)+(m = 1-4)）の寄与は十分小さいことから、式(4-11)ではその存在を

無視することとした。 

 

・SIT によるイオン強度補正 

式(4-11)に基づいた溶解度の解析を行うためには、溶解度積（Ksp4）および水のイオン

積（Kw）の値を各イオン強度に補正するとともに、イオン強度毎に得られた錯生成定数

の値から I = 0における値を求める必要がある。ここでは、平成 28 年度と同様、SIT法

を適用した結果を示す。SIT 法では、任意のイオン強度 I における溶解度積および錯生

成定数（log Ksp4, log 123）は、イオン強度 0における値（log K°sp4, log 123）を用

いて下式のように表される。 

 

    

sp4 sp4
Pu OH

4+ +

sp4 3

4
log log log 4log

log 20 Pu ,NO 4 OH ,Na m

K K

K D I

 

  

 
  

    
 

(4-12) 

     

   

   

4

3
2

4+ 2
3 3

123 123
Pu(OH) (CO ) Pu OH CO

4 + 4+

123 2 3 3 3

+ 2 +

3

log log log (log 2log 3log )

log 14 Pu(OH) (CO ) ,Na Pu ,NO

2 OH ,Na 3 CO ,Na m

D

I

     

  

 

  

 

 

    

   

  

 

(4-13) 

 

ここで、Dはデバイヒュッケル項、εはそれぞれの化学種のイオン相互作用係数を表す。

解析では、溶解度積および錯生成定数を式(4-12)および(4-13)を用いて、溶解度実験に

おける各イオン強度での値に補正し、式(4-11)において log 123をフィッティングパラ

メータとする最小二乗法による解析を行い、各イオン強度における log 123の値を求め

た。log 123から下式で定義される log K123を求め、イオン強度依存性を示した結果を

図 4-5に示す。 
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Pu(OH)4(am) + 3CO3
2– ⇌ Pu(OH)2(CO3)3

4– + 2OH–   (4-14) 

4 2

123 2 3 3 3log =log[Pu(OH) (CO ) ] 2log[OH ] 3log[CO ]K      (4-15) 

 

   

4

3
2

2
3 3

123 123
Pu(OH) (CO ) OH CO

4 +

123 2 3 3

+ 2 +

3

log log log 2log 3log

log 6 Pu(OH) (CO ) ,Na

2 OH ,Na 3 CO ,Na m

K K

K D

I

  



 

  



 

   

  

  

  (4-16) 

  

 

 

図 4-5  Pu(OH)2(CO3)3
4-の錯生成定数 log K123のイオン強度依存性 

 

 

“log K123+6D”に対する Iの傾きからε(Pu(OH)2(CO3)3
4－, Na+)＝－0.13±0.06、切片か

ら log 123＝-11.5±0.2、log 123＝-46.8±0.2 と求めた。得られた錯生成定数およ

びイオン相互作用係数を表 4-2 および表 4-3にまとめるとともに、SITによる解析結

果から計算される溶解度曲線を図 4-6に示す。0.16 M の炭酸イオン共存下におけるプ

ルトニウム溶解度の pHc依存性および pH 8.9 におけるプルトニウム溶解度の炭酸濃度

依存性のいずれの実験値も Pu(OH)2(CO3)3
4-の存在を仮定することにより、概ね再現でき

ることが分かった。また、得られたε(Pu(OH)2(CO3)3
4－, Na+)は、負の値となり、これま

で報告されている 4 価アクチノイドの炭酸錯体のイオン相互作用係数（Guillaumont et 

al., 2005）とも近い値を取る結果となった。 
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表 4-2 プルトニウム加水分解種および炭酸錯体の錯生成定数 

（I = 0，SIT により補正） 

Reaction log K0 Reference 

Pu(OH)4(am) ⇌ Pu4+ + 4OH- －58.33 
Guillaumont et al., 

2005 

Pu4+ + 2OH- + 2CO3
2- ⇌ Pu(OH)2(CO3)2

2－ 46.78±0.16 Present study 

Pu4+ + OH- ⇌ PuOH3+ 14.6*) 

Guillaumont et al., 

2005 

Pu4+ + 2OH- ⇌ Pu(OH)2
2+ 28.6*) 

Pu4+ + 3OH- ⇌ Pu(OH)3
+ 39.7*) 

Pu4+ + 4OH- ⇌ Pu(OH)4(aq) 47.8*) 

Pu4+ + 4CO3
2- ⇌ Pu(CO3)4

4－ 37*) 

Pu4+ + 5CO3
2- ⇌ Pu(CO3)5

6－ 35.65*) 

Pu4+ + 2OH- + 2CO3
2- ⇌ Pu(OH)2(CO3)2

2－ 44.76*) 

*)既往文献における報告値。今回の解析では用いず。 

 

 

表 4-3 プルトニウム加水分解種および炭酸錯体のイオン相互作用係数 

Species Values Reference 

ε(Pu4+, NO3
-) 0.82 Guillaumont et al., 2005 

ε(CO3
2-,Na+) -0.08 Guillaumont et al., 2005 

ε(OH-,Na+) -0.04 Guillaumont et al., 2005 

ε(Pu(OH)2(CO3)3
4－, Na+) －0.13±0.06 Present study 

ε(PuOH3+, NO3
-) 0.50*) Guillaumont et al., 2005 

ε(Pu(OH)2
2+, NO3

-) 0.52*) Fujiwara et al., 2005 

ε(Pu(OH)3
+, NO3

-) 0.23*) Fujiwara et al., 2005 

*)既往文献における報告値。今回の解析では用いず。 
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図 4-6 炭酸イオン共存下における Pu 溶解度の熱力学解析結果 

 

 

・Pitzer 法によるイオン強度補正 

 Pitzer法は、異符号のイオンに加え、同符号のイオン、中性化学種の寄与および水の

活量の寄与を考慮したモデルであり、SITと比較してより高イオン強度下での活量補正

に適用可能とされる。そこで、今年度の解析では、SIT に加えて Pitzer 法の適用を試み

た。Pitzer 法では、カチオン c およびアニオン a の間の相互作用を表す 2 元パラメー

タとして (0)

ca 、 (1)

ca および
caC 、混合パラメータとして

cc 、 aa  、 cc a および
aa c を用

いて、各化学種の活量係数γを表す。式(4-14)および(4-15)に基づいて解析を行うため、

まず、水のイオン積 Kwの各イオン強度での値を Pitzer 法により求め、各イオン強度で

の Pu(OH)2(CO3)3
4-の錯生成定数 log K123を求めた。得られた log K123のイオン強度依存

性に対して、Pitzer法を適用し、 (0) および (1) をそれぞれ以下のように求めた。 

 (0) ＝0.24 

 (1) ＝19.78 

このとき、I = 0における錯生成定数 log K°123は、SITを用いた解析で得られた値（log 

K°123＝-11.5）を用い、 caC は 0 とした。また、Pitzer 法におけるその他の既知パラメ
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ータは文献（Harvie et al., 1984）より引用した。Pitzer 法による解析から計算され

る log K123のイオン強度依存性を図 4-5に SIT における結果と比較して示す。I = 2.0

以下では、SITおよび Pitzer 法による解析結果はほぼ一致することが分かった。一方、

I = 5.0（5.9 mol/kg）では、SIT による解析値は Pitzer法による値に比べてわずかに

低い値を示した。これは、SIT と Pitzer法の I = 5.0での水のイオン積の違いに依る

ところが大きい（log Kw = -14.21 (SIT), -14.65 (Pitzer 法)）。 

 平成 29年度のプルトニウム炭酸錯体生成に及ぼす NaNO3濃度影響に関する研究では、

炭酸イオン共存下でのプルトニウム溶解度を追加で測定するとともに、熱力学モデルの

見直しを行った。Pu(OH)2(CO3)3
4-を支配的溶存種とし、SIT および Pitzer 法による活量

補正を含む熱力学モデルを適用することで、pH 7-12, [CO3]tot＝ 0.01～0.16 M, I = 

0.1～5.0における溶解度の実験値を定量的に解釈できることを明らかにした。一方、4

価プルトニウムのアナログ元素とされるジルコニウムでは、上述のような 3 元錯体では

なく、Zr(CO3)4
4-や Zr(CO3)5

6-のような 2 元錯体が支配種と考えられ、その活量補正パラ

メータは、既往文献における傾向（Guillaumont et al., 2005）からは外れたままであ

った。高次の炭酸錯体のような高い電荷を持つイオンの活量補正については、実験的ア

プローチのみならず、分子動力学等の計算科学的アプローチに基づく検討が今後の課題

であると考えられた。 

 

 

4.2.2 4価金属水酸化物コロイド挙動の熱力学的検討 

4.2.2.1 ジルコニウム酸化物のゼータ電位測定実験 

 ジルコニウム酸化物のゼータ電位測定実験では、ジルコニウム酸化物（ZrO2, 和光純

薬工業, 98%）を pHおよびイオン強度を調整した硝酸ナトリウム（NaNO3）、塩化ナトリ

ウム（NaCl）および塩化カルシウム（CaCl2）溶液に懸濁させた試料溶液を不飽和法によ

り調製した。 

 硝酸ナトリウムの試料溶液は、硝酸（HNO3, 和光純薬工業, 99%）および水酸化ナト

リウム（NaOH, 和光純薬工業, 99%）水溶液により pH、硝酸ナトリウム（NaNO3, 和光純

薬工業, 99%）によりイオン強度を調整した溶液にジルコニウム酸化物を添加した。こ

のとき、pH範囲は pH 2～12、イオン強度は 0.01～0.5 Mとし、ジルコニウム酸化物の

添加量は、添加した固相が全て溶解した場合、0.01 M となるようにした。塩化ナトリウ

ムおよび塩化カルシウムの試料溶液は、塩酸（HCl，和光純薬工業, 99%）および水酸化

ナトリウム水溶液により pH、塩化ナトリウム（NaCl，和光純薬工業, 99%）または塩化

カルシウム（CaCl2，和光純薬工業, 99%）によりイオン強度を調整した後、硝酸ナトリ

ウムの試料溶液と同様、ジルコニウム酸化物を添加した。酸性 pH 条件下での試料溶液

は大気雰囲気下、中性 pH～アルカリ pH 条件下での試料溶液はアルゴン雰囲気のグロー

ブボックス内で調製し、所定期間、静置した後、pHを測定、懸濁液 1 mLを分取し、そ
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のゼータ電位を測定した。ゼータ電位は、ゼータサイザーナノ ZS（Malvern）を用いて

試料溶液の電気泳動移動度（u=V/E (μm･s-1/V･cm-1)、V：電気泳動速度、E：外部電場の

大きさ）を測定し、Smoluchiwski の近似式を用いてゼータ電位を求めた。なお、測定

は一つの試料に対して 3 回繰り返し、その平均値を測定値とした。 

 

4.2.2.2 ジルコニウム酸化物のゼータ電位と熱力学モデル 

図 4-7に I = 0.1および 0.5 M の硝酸ナトリウムおよび I = 0.01，0.1および 0.5 M

の塩化ナトリウム水溶液中におけるジルコニウム酸化物のゼータ電位の測定結果を示

す。各イオン強度とも、ゼータ電位の値は、pH の増加とともに正の値から負の値に減少

し、イオン強度が高いほどゼータ電位の絶対値は小さくなる傾向が見出された。特に、

I = 0.01 のアルカリ性 pH領域では、-90 mV近くの非常に負に大きな値が得られた。ま

た、pH 8 以上のアルカリ性 pH領域では、塩化ナトリウム水溶液中のゼータ電位の方が、

硝酸ナトリウム水溶液中のそれより、わずかに低くなる傾向が見られたが、両者のゼー

タ電位の値の傾向に、大きな違いはないと考えられた。 

一方、図 4-8に I = 0.01～0.5 Mの塩化ナトリウムおよび塩化カルシウム水溶液中

におけるジルコニウム酸化物のゼータ電位の測定結果を示す。塩化カルシウム水溶液中

におけるゼータ電位の値は、塩化ナトリウム中のそれと同様、pH とともに単調に減少

し、イオン強度が高いほど小さい値が得られた。しかし、同じイオン強度の塩化ナトリ

ウム水溶液中における値と比較すると、特に pH 6以降の中性およびアルカリ性 pH領域

で大きな違いが表れた。塩化ナトリウム水溶液中のゼータ電位は、アルカリ性 pH 領域

で大きな負の値を示したのに対して、塩化カルシウム水溶液中の値は、0 mV に近い値

となった。中性およびアルカリ性 pH 領域では、カルシウムイオンが、負に帯電したジ

ルコニウム酸化物表面に吸着することにより、ゼータ電位の絶対値の低下を妨げている

可能性が考えられた。 

平成 28 年度までの研究では、ジルコニウム水酸化物コロイドを加水分解種から構成

されると仮定し、加水分解種の形式電荷の平均値を水酸化物コロイドの平均電荷に置き

換えた。一方、酸化物の場合、バルク構造内では安定な結晶構造を有することから、酸

化物の平均電荷は、酸化物表面におけるプロトン解離や電解質イオンの吸脱着にのみ起

因していると考えられる。また、図 4-7や図 4-8に示すように、イオン強度が小さい

ほど酸化物のゼータ電位の絶対値は大きくなる傾向が見られた。同様の傾向は、ジルコ

ニウム水酸化物コロイドでも表れており、酸化物表面における拡散電気二重層の効果を

考慮に入れることとした。 
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図 4-7 ジルコニウム酸化物のゼータ電位（I=0.01～0.5，NaNO3および NaCl） 

 

 

図 4-8 ジルコニウム酸化物のゼータ電位（I=0.01～0.5，NaCl および CaCl2） 
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まず、ジルコニウム酸化物のゼータ電位の pH およびイオン強度依存性を再現するた

め、酸化物表面におけるプロトン解離反応を考慮する。金属酸化物表面におけるプロト

ン解離反応については、これまで多くの文献で報告されており（Hiemstra et al, 1989

他）、本研究では、簡単のため、以下に示すような反応を仮定し、それぞれの平衡定数

を Ka1、Ka2および Ka3とした。また、酸化物表面における平均電荷 rsを各表面化学種の

濃度と電荷の積の和として下式のように表した。 

 

 0

2ZrOH  + H+ ⇌ 
3ZrOH      (4-17) 

3
1 0

2

[ ZrOH ]

[ ZrOH ][H ]
aK









 

 

ZrOH  + H+ ⇌ 0

2ZrOH      (4-18) 
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2
2

[ ZrOH ]

[ ZrOH ][H ]
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2ZrO   + H+ ⇌ ZrOH      (4-19) 

 3 2

[ ZrOH ]

[ ZrO ][H ]
aK



 





 

 

 

0 2

3 2

3 1 2 3 3 2

1 [ ZrOH ] 0 [ ZrOH ] ( 1) [ ZrOH ] ( 2) [ ZrO ]

[H ] 10 [H ] 10 2 [ ZrO ]

s

Ka Ka Ka Ka

r   

    

             

     
 

         (4-20) 

ここで、各サイトの割合を百分率で計算するため、 2ZrO  を以下のように表した。 

 

 
2

3 2 2 3 3 1 2 3
100[ ZrO ]

1 [H ] 10 [H ] 10 [H ] 10Ka Ka Ka Ka Ka Ka



     
 

     
 

         (4-21) 

 

水酸化物コロイドの熱力学モデルでは、コロイドの平均電荷 Zを単核加水分解種の

存在割合から求めたが、上述のように酸化物の場合は表面における電荷 rsのみを考慮

した。酸化物表面における溶媒イオンの効果（Δz）および拡散電気二重層を仮定し、

酸化物のゼータ電位（Φζ）を以下の式で表した。 
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        (4-23) 

 

e は素電荷、ε0は真空中の誘電率、εrは水の比誘電率とし、粒子の大きさに関するパ

ラメータを f で表した。また、κは電気二重層厚さ、xζはすべり面までの厚さとした。 

図 4-7および図 4-8に示す各電解質溶液中でのジルコニウム酸化物のゼータ電位に

対して、Ka1、Ka2、Ka3、Δz および f をパラメータとした最小 2 乗法による解析を行っ

た。すべり面までの厚さ xζは、電気二重層厚さ 1/κの値を固定値として用いた。得ら

れたパラメータ値を表 4-4 にまとめる。硝酸ナトリウムおよび塩化ナトリウム溶液の

解析から求められたパラメータ値は概ね一致し、pH 6.7 付近からジルコニウム酸化物

の表面は負に帯電し、pH 10付近からは表面のプロトンは完全に解離していると考えら

れた。また、酸化物表面における溶媒イオンの効果を表すΔzの値は、イオン強度の値

が高いほど大きくなり、イオン強度が高いほど表面電荷とは逆符号の対イオンが吸着し

ている可能性が示唆された。さらに、粒子の大きさに関するパラメータ f（1/m）は、イ

オン強度が高くなるほど、低下する傾向が見られ、イオン強度の増加とともに粒子の大

きさが増加している可能性が考えられた。一方、塩化カルシウム溶液中でのパラメータ

値は、硝酸ナトリウムおよび塩化ナトリウムとは大きく異なる傾向が見られた。特に、

Δzは負の値となり、カルシウムイオンが表面に吸着することによる効果と考えられた。 

表 4-4に示すパラメータ値を用いて各電解質溶液中の I = 0.01～0.5 におけるジル

コニウム酸化物のゼータ電位の実験値を再現した結果を図 4-9～図 4-11に示す。いず

れの電解質溶液中のゼータ電位についても、実験値の pH 依存性およびイオン強度依存

性を計算値が概ね再現する結果となった。ただし、塩化ナトリウム水溶液および塩化カ

ルシウム水溶液の中性からアルカリ性 pH 領域では、実験値と計算値がやや乖離する傾

向が表れている。特に、塩化カルシウム水溶液中でのゼータ電位は、塩化ナトリウム水

溶液中での値に比べて、数 10mV 近く高い値を示しており、酸化物表面へのカルシウム

イオンの吸着による効果と考えられる。モデルでは、酸化物表面における溶媒イオンの

効果を表すパラメータとして、Δzを用いているが、Δzは pH に依らず一定のパラメー

タであり、pH によって変化するカルシウムイオンの吸着の効果を再現するためには、

モデルの更なる改良が必要と考えられる。 
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表 4-4 酸化物のゼータ電位の解析により得られたパラメータ値 

電解質 I pKa1 pKa2 pKa3 Δz f xζ (nm) 

NaNO3 0.1 4.08±

0.44 

6.70±

0.44 

9.25±

0.59 

0.37±0.07 813±18 0.951) 

 0.5 0.54±0.15 619±29 0.431) 

NaCl 0.01 

4.42±

0.18 

6.64±

0.16 

9.61±

0.19 

0.34±0.06 983±11 3.011) 

 0.1 0.20±0.07 789±12 0.951) 

 0.5 1.03±0.18 610±20 0.431) 

CaCl2 0.01 

4.422) 6.642) 9.612) 

-0.69±0.14 671±30 3.011) 

 0.1 -0.59±0.34 505±63 0.951) 

 0.5 -1.93±0.80 451±68 0.431) 

1) 1/κを固定値として用いた。 

2) NaCl の解析において得られた値を固定値として用いた。 

 

 

 

図 4-9 ジルコニウム酸化物のゼータ電位および熱力学モデルによる計算結果 

（I=0.1～0.5，NaNO3） 
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図 4-10 ジルコニウム酸化物のゼータ電位および熱力学モデルによる計算結果 

（I=0.01～0.5，NaCl） 

 

 

図 4-11ジルコニウム酸化物のゼータ電位および熱力学モデルによる計算結果 

（I=0.01～0.5，CaCl2） 
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4.2.2.3 ジルコニウム水酸化物コロイドのゼータ電位と熱力学モデル 

 次に、ジルコニウム水酸化物コロイドのゼータ電位の熱力学モデルの改良を行った。

モデルの概念図を図 4-12に示す。水酸化物コロイド表面におけるプロトン解離反応と

して、酸化物表面におけるプロトン解離反応と同等の反応を仮定し、酸化物のゼータ電

位の解析で得られたプロトン解離定数を水酸化物コロイドのモデルで用いることとし

た。平成 28年度までのモデルにプロトン解離反応による電荷 rsを加えて、コロイドの

平均電荷 Zを以下に示すような式を用いて計算した。 

 

 4 3 2 2
2 3 5 6Zr ZrOH Zr(OH) Zr(OH) Zr(OH) Zr(OH)

4 3 2 2 sZ r r r r r r r              (4-24) 

 

ここで、rZr(OH)n(4-n)+は加水分解定数から計算される単核加水分解種の存在割合を表す。 

 

水酸化物コロイド内部あるいは表面における溶媒イオンの効果（Δz）、すべり面までの

厚さ xζを仮定し、水酸化物コロイドのゼータ電位（Φζ）を以下の式で表した。 

 

  

 
 

0 r

e Z
Φ = exp x

2ε ε

Z f
 




3

     (4-25) 

 

 

図 4-12 水酸化物コロイドのゼータ電位モデルの概念図 
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平成 28年度までに得られた I = 0.03～2.0 における水酸化物コロイドのゼータ電位

の実験値を、上式を用いて再解析した。なお、すべり面までの距離 xζは、酸化物と同

様、それぞれのイオン強度における電気二重層厚さの値を固定値として用いた。得られ

たモデルパラメータの値を表 4-5、ゼータ電位の結果を図 4-13 に示す。水酸化物コロ

イド表面における溶媒の効果を表すパラメータであるΔz は、イオン強度が大きくなる

とともに正の値から負の値に減少する結果となった。このことは、イオン強度が高いほ

どカチオンが吸着する傾向を表している。ジルコニウム酸化物のモデルと同様、Δzは

pH に対して一定のパラメータであり、より詳細な熱力学モデルへの改良には、プロト

ン以外のアニオンおよびカチオンの pH に依存するコロイド表面への吸着・脱離反応を

考慮する必要が考えられる。一方、コロイドの大きさを表すパラメータである f は、酸

化物と同様、イオン強度の増加とともに低下しており、コロイド粒径の増加を反映した

ものと思われた。 

 図 4-13に示すように、モデルによる計算値は、水酸化物コロイドのゼータ電位の pH

依存性およびイオン強度依存性を概ね再現することができたが、特に低イオン強度の中

性 pH からアルカリ性 pH領域では、実験値と計算値との間にやや乖離が見られる。同 pH

領域において、pH の増加に伴いゼータ電位を大きく低下させるためには、水酸化物コ

ロイドのゼータ電位を構成する要素のうち、表面のプロトン解離反応による電荷 rs の

効果をより大きく取る必要がある。本モデルでは、加水分解定数から計算される電荷と

rsを単純に足し合わせており、また、水酸化物コロイド表面におけるプロトン解離反応

を酸化物表面におけるそれと同じと仮定している。実験値のより高い再現性のためには、

水酸化物コロイド表面における反応について、より詳細なモデル化が必要と考えられる。 

 

 

表 4-5 水酸化物コロイドのゼータ電位の解析により得られたパラメータ値 

電解質 I pKa1 pKa2 pKa3 Δz f xζ (nm) 

NaNO3 

0.03 

4.081) 6.701) 9.251) 

0.72±0.19 821±19 1.742) 

0.1 0.15±0.28 695±27 0.952) 

0.5 -1.21±0.55 556±35 0.432) 

2.0 -2.68±1.22 455±49 0.212) 

1) ZrO2の解析において得られた値を固定値として用いた。 

2) 1/κを固定値として用いた。 
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図 4-13 ジルコニウム水酸化物コロイドのゼータ電位の実験値と計算値（I=0.03～2.0） 

 

 

4.2.2.4 ジルコニウム酸化物のゼータ電位モデルの既往文献との比較 

 既往文献におけるジルコニウム水酸化物コロイドのゼータ電位の測定例は非常に少

ないが、ジルコニウム酸化物のゼータ電位あるいは表面におけるプロトン解離について

はこれまで幾つかの文献において調べられている（Ahmed 1965, Prica et al., 1996, 

Batrakov et al., 2000, Fengqiu et al., 2000）。 

 図 4-14 にジルコニウム酸化物のゼータ電位の文献報告値（Prica et al., 1996, 

Fengqiu et al., 2000）と本モデルによる計算結果を比較した結果を示す。Prica らは

ジルコニウム溶液からジルコニウム（水和）酸化物を沈殿させ、450℃～850℃までの異

なる温度で 5 時間加熱することにより、酸化ジルコニウムを得ている。図に示すのは、

450℃で焼成した酸化ジルコニウムを 1×10-4 M～1×10-2 Mまでの硝酸カリウム（KNO3）

溶液に懸濁させた試料溶液を測定することによって得られたゼータ電位である。I = 

0.01 の結果を比較すると、本モデルによる計算値に対して Prica らの実験値は 20 mV

程度高い値を示す結果となった。Prica らは、酸化ジルコニウムを焼成する際の温度の

違いによりゼータ電位の値が変化することを報告しており、650℃で焼成した場合は、

ゼータ電位の値が低 pH側にシフトし、より本モデルに近い値が得られている。しかし、

850℃で焼成した場合は、ゼータ電位の値が 450℃のそれより高 pH側へシフトするなど、

ゼータ電位の焼成温度に対する系統的な変化傾向は明らかにされていない。一方、

Fengqiu らの実験では、粒径およそ 30 nmの正方晶の酸化ジルコニウムを 1×10-4 Mの
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塩化ナトリウム水溶液に懸濁させ、ゼータ電位を測定しており、本モデルに I = 0.01

の計算値と比較的近い値が得られている。塩酸または水酸化ナトリウムにより pH 調整

を行っており、pH調整の際にイオン強度がI = 0.01付近まで上昇した可能性があるが、

正確なイオン強度の値の記述がなく、詳細な検討は困難であった。 

 

 

 

図 4-14 ジルコニウム酸化物のゼータ電位モデルによる計算結果と文献値の比較 

 

 

 一方、Batrakov らはジルコニウム酸化物表面におけるプロトン解離反応、塩化物イ

オンの酸化物表面への吸着反応およびプロトンとカリウムイオンの交換反応を仮定し、

ジルコニウム酸化物を含む塩化カリウム溶液の酸塩基滴定実験から、以下のようなそれ

ぞれの反応の平衡定数を決定した（Batrakov et al., 2000）。 
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0ZrOH (s)  ⇌ ZrO (s)  + H+    (4-28) 

 0 0
2 2 0

[ ZrO (s)][H ]
exp

[ ZrOH (s)]

E F
K K

RT

  
    

    (4-29) 

 

0ZrOH (s)  + H+ + Cl– ⇌ 
2ZrOH (s) …Cl–(s)   (4-30) 

 0 0 2
3 3 0

01

[ ZrOH (s) Cl (s)]
exp

[ ZrOH (s)][H ][Cl ]

q F
K K

RTK

 

 

  
  

 

…
   (4-31) 

 

0ZrOH (s)  + K+ ⇌ ZrO (s) …K+(s)    (4-32) 

 0 0 2
4 4 0

01

[ ZrOH (s) Cl (s)]
exp

[ ZrOH (s)][H ][Cl ]

q F
K K

RTK

 

 

  
  

 

…
   (4-33) 

   

ここで、E0 と q0 はそれぞれ酸化物表面におけるポテンシャルエネルギーと電荷、K01 は

電気二重層の電荷容量としている。得られた値は、それぞれ pK0
1 = 4.0, pK0

2 = 9.2, 

pK0
3 = 6.2,および pK0

4 = 6.7 であり、特に、プロトンの解離定数として得られた値 pK0
1

は本モデルにおけるパラメータの pKa1 = 4.08 と非常に良く一致する結果となった。想

定している表面化学種の形は異なるが、いずれも+１価の電荷を持った表面化学種から

のプロトンの解離反応であり、モデルパラメータ値の妥当性を表すものと考えられる。

一方、Batrakov らが求めた pK0
2 の値は、本モデルにおいて同様に 0 価の電荷を持つ

0

2ZrOH からのプロトン解離定数（pKa2）ではなく、 ZrOH からの解離定数（pKa3 = 

9.25）と非常に良く一致する結果となり、本モデルの pKa2（pKa2 = 6.70）は、Batrakov

らのカリウムイオンの収着を表す定数（pK0
4）と良く一致する結果となった。モデルの

解析から得られる pKaの値は、ゼータ電位の変化傾向の変曲点であり、ゼータ電位の pH

に対する変化傾向は、本実験と Batrakov らの結果で同じと考えられるものの、その解

釈に違いがあることを反映している。本研究では、ゼータ電位の実験値を定量的に再現

できる熱力学モデルを提案することができたが、酸化物あるいは水酸化物コロイド表面

に対するイオンの吸着反応を考慮に入れることで、より正確な反応メカニズムの記述に

基づくモデルの改良につながると考えられる。 
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4.2.3 硝酸イオンによるウラン(IV)酸化反応の影響 

4.2.3.1 ウラン、NaNO3および NaNO2濃度測定  

 平成 28 年度は、硝酸ナトリウム水溶液および亜硝酸ナトリウム水溶液に、還元剤と

して、ヒドロキノン（C6H4(OH)2）、亜ジチオン酸ナトリウム（Na2S2O4）、塩化スズ(II)

（Sn(II)Cl2）または鉄粉（Fe(0)）を添加し、pH および Eh 値とともに亜硝酸イオン濃

度を測定することで硝酸イオンまたは亜硝酸イオンの還元反応の進行について調べた。

本年度は、還元剤として 4価ウランの水酸化物沈殿（U(OH)4(am)）を添加し、pHおよび

Eh値、亜硝酸イオン濃度とともにウラン濃度を測定する。中性およびアルカリ性 pH条

件における U(OH)4(am)の溶解度は極めて低いが、4 価ウランの酸化反応が進行すればウ

ラン溶解度は上昇するものと考えられる。硝酸イオンまたは亜硝酸イオンの還元反応と

ともに 4 価ウランの酸化反応の進行を調べ、核種に対する硝酸イオンの酸化性について

考察することとした。なお、図 4-15にウランおよび硝酸イオンのプールベダイアグラ

ムを示す。 

図 4-15 ウランおよび硝酸イオンのプールベダイアグラム（[U]tot=10
-5 M, I = 0） 

 

 試料溶液の調製は Ar雰囲気グローブボックス内（O2 < 0.1 ppm）にて行った。硝酸

ナトリウム（NaNO3，和光純薬工業, 99%）または亜硝酸ナトリウム（NaNO2，和光純薬工

業, 99%）を用いてそれぞれの濃度が 0.1 Mとなる試料溶液を調製した。試料溶液の pH
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は 8および 12になるように水酸化ナトリウム溶液を用いて調整した。なお、pH 8 の試

料溶液の pH調整には 1 mM の pH 緩衝剤（PIPES, 同仁化学, 99%）を用いた。4 価ウラ

ンの水酸化物沈殿の調製では、まず、バルク電気分解法により酸性 pH（1M 硝酸溶液）

の 6価ウラン溶液（0.045 M、20 ml）を還元し、4価ウラン溶液を得た。このとき、作

用電極には多孔性カーボン電極、カウンター電極には Pt 電極、参照電極には Ag/AgCl

電極を用いた。実験では、420 nm 付近の 6 価ウランに起因するピークが完全に消滅す

るまで-1.0V で 2時間、電解還元を行い、4価ウランの硝酸溶液を得た。次に、4価ウラ

ン硝酸溶液に水酸化ナトリウム水溶液を加えることにより、4 価ウランの水酸化物

（U(OH)4(am)）を沈殿させた。得られた沈殿を純水により数回洗浄した後、懸濁母溶液

とした。試料溶液条件を表 4-6に示す。 

 

 

表 4-6 硝酸ナトリウムおよび亜硝酸ナトリウム還元実験の試料溶液条件 

項目 条件 

硝酸イオン/亜

硝酸イオン 

初期濃度 

0.1 M (NaNO3) 

または 0.1 M（NaNO2） 

還元剤 U(OH)4(am): 110-3 M（全溶解時） 

目標 pHc 8.0および 12.0 

  

 

 試料溶液は、Ar 雰囲気グローブボックス内にて所定の期間、静置した後、水素イオン

濃度（pHc）および標準酸化還元電位（Eh 値）を測定した。pHcは堀場製作所社製の pH

メータ（D-50）および温度補償型 pH複合電極（9615-10D, 堀場製作所社製）を用いて

測定した。pH 電極は、pH 電極校正液（pH4, 7：堀場製作所社製）を用いて校正を行っ

た。各イオン強度における校正曲線は、NaNO3によりイオン強度を調整した HNO3および

NaOH 標準液（和光純薬工業）の pH を予め測定し、測定 pH から水素イオン濃度への補

正を行った。Eh測定では、メトローム社製の pHメータ 826 型および複合白金リング電

極を用い、キンヒドロン標準液（+256 mV、25℃、堀場製作所社製）により校正した。

測定 Ehの値は、pe = (Eh + 208) / 1000/ 0.059 により標準水素電極電位（N.H.E.）

による pe値に換算した。 

 

試料溶液の pHおよび Eh の値を測定した後、上澄み液 1mL を分取し、上澄み液に含ま

れる亜硝酸イオンの濃度をナフチルエチレンジアミン吸光光度法（NEDA 法)により定量



 

研究報告 4 - 46 

 

した。塩酸酸性スルファニルアミド塩酸溶液（5 g/L）（C6H8N2O2S，和光純薬工業, 99%）

500μLおよび N-1-ナフチルエチレンジアミン二塩酸塩溶液（1 g/L）（C10H7NHCH2CH2NH2・

2H，和光純薬工業, 95.0%）250μL および超純水 3750μL を加えた溶液に試料溶液 500

μLを添加し、1時間程度放置した後、光路長 1m のセルを用いて、紫外可視分光光度計

（SEC2000-UV/VISスペクトロメーターシステム，ビー・エー・エス）により 540nmに表

れる吸光ピークを観察した。また、ウラン濃度は上澄み液 0.5 mL を分取し、10kDa フ

ィルターによりろ過した後、ろ液を硝酸で希釈、ICP質量分析器（ICP-MS）によりウラ

ン濃度を定量した。このとき、ウラン濃度の検出限界はおよそ 1×10-8.5 M であった。 

 

4.2.3.2 結果と考察 

 図 4-16 に U(OH)4(am)を含む硝酸ナトリウムおよび亜硝酸ナトリウム試料溶液の pH

および pe値とプールベダイアグラムの比較（(左)NO3，(右)U）を示す。1、29 および 52

日の静置期間中に pH の変化はほとんど見られなかった。一方、Eh 値は 29 日後に硝酸

ナトリウムおよび亜硝酸ナトリウム溶液のいずれもやや低い値となったが、1 および 52

日後の結果との間に系統性は見いだせず、Eh値のばらつきと考えられた。pH および Eh

の測定値を硝酸イオンのプールベダイアグラムと比較すると、いずれの値もアンモニア

（NH3または NH4OH）が支配的な領域に存在することが分かった。一方、ウランに対して

は、4 価ウランと 6 価ウランの境界線上あるいは 6 価ウランが安定な領域に Eh 値は存

在することが分かった。 

 図 4-17に U(OH)4(am)を含む硝酸ナトリウムおよび亜硝酸ナトリウム試料溶液のウラ

ン溶解度を示す。4 価ウラン水酸化物および水和酸化物溶解度の既報値および 4 価、6

価ウラン溶解度の熱力学計算結果（Guillaumont et al., 2005）を併せて図中に示す。

図 4-16 に示すように Eh 値からは 6 価ウランが安定であることが示唆されたが、硝酸

ナトリウム溶液中のウラン溶解度は、52 日後の値においても 4 価ウランの溶解度とし

て十分説明できる値であることが分かった。一方、亜硝酸ナトリウム溶液中における 52

日後のウラン溶解度は、4 価ウランの溶解度曲線より高い値を示しており、6 価ウラン

に酸化された可能性がある。平成 28 年度の実験においても Sn(II)および Na2S2O4を含む

系では、硝酸ナトリウムの還元はほとんど進まなかった一方、亜硝酸イオンの還元はわ

ずかに進行することが示唆された。硝酸イオンに対して亜硝酸イオンの方が核種に対す

る酸化性を有する可能性が考えられた。 
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図 4-16  U(OH)4(am)を含む硝酸ナトリウムおよび亜硝酸ナトリウム試料溶液の pHお

よび pe値とプールベダイアグラムの比較（(左)NO3，(右)U） 

 

図 4-17  U(OH)4(am)を含む硝酸ナトリウムおよび亜硝酸ナトリウム試料溶液のウラ

ン溶解度および U(VI), U(VI)溶解度の熱力学計算値 
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4.3 アクチノイドの溶解度に対する硝酸塩影響の評価 

 本節では、平成 26 年度からの 4 ケ年の研究において得られた知見に基づき、アクチ

ノイドの溶解度に対する硝酸塩影響の評価を行う。第 1章で述べたように、TRU 廃棄物

のグループ 3 に含まれる硝酸イオンの経過時間および廃棄体からの距離に対する濃度

分布シミュレーション（日本原子力研究開発機構、2013）やセメント影響による地下水

組成の予測（核燃料サイクル機構，1999）が進められている。そこで、本研究では、pH、

硝酸イオン濃度、イオン強度、カルシウム濃度などを具体的に設定した幾つかの硝酸塩

環境場を想定し、プルトニウムの溶解度を熱力学計算によって予測するとともに、支配

的な化学状態の推定を行うことで硝酸塩影響の評価を試みる。 

 

4.3.1 グループ 3廃棄体近傍における溶解度および化学状態 

 硝酸イオンの濃度分布シミュレーションによると、廃棄体近傍（距離 0 m）における

硝酸塩濃度は、1000年後までは 6 M、1 万年後まででは 10-2 M以上と設定されている。

まず、処分後 1000 年までの比較的初期の状態における条件として、高硝酸塩濃度環境

（ [NO3
-]=6 M, I = 6 M) を想定した。pH およびカルシウム濃度は、セメント浸出初期

における地下水組成を想定して pH 12.5 およびカルシウム濃度 19 mM と設定した。ま

た、セメント影響下では、炭酸イオン濃度は豊富なカルシウムイオンによって炭酸カル

シウム（CaCO3(s)）の溶解度制限を受けると考えられる。そこで、カルシウム濃度 19 mM 

を一定とし、CaCO3(s)の溶解度積（log Ksp(CaCO3)=-5.29）から炭酸イオン濃度（[CO3]tot）

を[CO3]tot = 2.7×10-4 Mとした。さらに、酸化還元電位は、プルトニウム水酸化物を含

み、亜ジチオン酸ナトリウムによる還元環境下の硝酸ナトリウム水溶液中で得られた本

研究の実測値である 0 mV （v.s. S.H.E.）とした。図 4-18 に[CO3]tot = 2.7×10-4 M 、

I = 6.0の条件下におけるプルトニウム溶解度の熱力学計算を行った結果を示す。プル

トニウムは 4 価が安定であり、pH 8～10 の範囲では 4 価プルトニウムの炭酸錯体

（Pu(OH)2(CO3)3
4-）が支配的溶存種となるものの、pH 12.5 では 4 価プルトニウムの加

水分解種が支配的化学種であることが示唆された。図 4-18のように、アルカリ性 pH 条

件下で生成するとされる 1：5および 1：6加水分解種の錯生成定数（Moriyama et al., 

2005）を考慮に入れた場合は、Pu(OH)5-が支配的な化学種であると考えられ、その濃度

はおよそ 1×10-13 M と計算された。一方、水酸化物コロイドのゼータ電位の熱力学モデ

ルからは、I = 6.0、pH 12.5 における水酸化物コロイドのゼータ電位はほぼ 0 mVであ

ると予測された。以上から高濃度の硝酸塩環境が維持されている廃棄体近傍という条件

下では、セメント影響によって炭酸イオンの錯生成による影響が抑えられ、加水分解種

が移行挙動を支配する可能性が示唆された。また、このとき、水酸化物コロイドのゼー

タ電位の値は 0 mV に近く、水酸化物コロイドが生成した場合も凝集しやすいと予想さ

れた。 
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図 4-18 Pu(IV)溶解度の熱力学計算結果 ([CO3]tot = 2.7×10-4 M, I = 6.0) 

 

一方、処分後一万年以上経過した比較的長期の条件では、pH およびカルシウム濃度は

低下し、周辺地下水の化学的条件に近い環境が形成されると予想される。そこで、処分

後長期経過した地下水の条件として、低硝酸塩濃度（ [NO3
-]=0.01 M, I = 0.1 M 

([Na+]+[K+]))を想定した。また、カルシウム濃度が低下し、地下水に含まれる炭酸イオ

ンは豊富にあることから、炭酸イオン濃度は炭酸カルシウム（CaCO3(s)）による溶解度

制限を受けず一定になるものと仮定した。ここでは、降水系地下水のリファレンスケー

ス（核燃料サイクル機構，1999）である[CO3]tot = 3.5×10-3 M を用いた。さらに、酸化

還元電位は、硝酸塩濃度が低下し、地下の還元的雰囲気が支配的になると予想されるこ

とから 4 価プルトニウムが安定な領域に維持されるものとした。図 4-19 に[CO3]tot = 

3.5×10-4 M 、I = 0.1 の条件におけるプルトニウム溶解度の熱力学計算を行った結果

を示す。pH 7～11にかけて 4価プルトニウムの炭酸錯体（Pu(OH)2(CO3)3
4-）が支配的溶

存種になると推定され、降水系地下水のリファレンスケースである pH 8.5では 1×10-

12 M、pH 9.5 付近において最大 1×10-11.5 Mと計算された。一方、水酸化物コロイドの

ゼータ電位のモデルから、pH 8.5～9.5付近における水酸化物コロイドのゼータ電位の

値はおよそ-100 mVとなった。水酸化物コロイドが生成する場合、コロイドは凝集せず、

分散することを示唆しているが、より正確な評価には共存するイオン（炭酸イオンなど）

を考慮に入れたモデルの改良が必要と考えられる。 
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図 4-19 Pu(IV)溶解度の熱力学計算結果 ([CO3]tot = 3.5×10-3 M, I = 0.1) 

 

 

4.3.2 処分場遠方域における溶解度および化学状態 

 想定される硝酸塩の拡がり外の処分場遠方域におけるプルトニウムの溶解度および

化学状態について検討する。硝酸イオン濃度およびカルシウム濃度は十分低く、周辺の

地下水条件として、ここでは、炭酸イオン濃度が比較的高い海水系地下水のレファレン

スケース（[CO3]tot = 3.5×10-2 M，I = 0.5，pH 8.0）（核燃料サイクル機構，1999）を

想定した。酸化還元電位の値（Eh = -303 mV）から、4 価プルトニウムが支配的である

と考えられた。図 4-20 に溶解度の熱力学計算結果を示す。炭酸イオン濃度が比較的高

いため、中性 pHからアルカリ性 pH領域にかけてのほぼ全域で炭酸錯体（Pu(OH)2(CO3)3
4-）

が支配的溶存種となり、その濃度は pH 9.5付近で最大およそ 1×10-8 M、pH 8.0では

1×10-8.5 Mと計算された。また、I = 0.5、pH 8.0における水酸化物コロイドのゼータ

電位の値は、およそ-11 mVと予想され、水酸化物コロイドが生成する場合、コロイドは

比較的凝集しやすい傾向にあると考えられた。ただし、前節で述べたように、本モデル

では共存する炭酸イオンの影響は含まれておらず、種々のイオンが共存する系へのモデ

ルの拡張が今後の課題と考えられる。 
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図 4-20 Pu(IV)溶解度の熱力学計算結果 ([CO3]tot = 3.5×10-2 M, I = 0.5) 

 

 

 以上のように、本研究において提案した熱力学モデルに基づき、いくつかの想定さ

れる処分環境においてプルトニウムの溶解度および化学状態に関する定量的な予測を

行うことが出来た。廃棄体近傍かつ処分後比較的初期のような硝酸塩濃度が高い条件

下では、廃棄体由来のセメント影響および高イオン強度により、加水分解種がプルト

ニウムの溶解度および化学状態を支配すると考えられた。時間の経過あるいは距離が

離れることにより、硝酸塩濃度が低下すると、合わせてセメント影響も低下し、炭酸

錯体がプルトニウムの移行挙動を支配するようになると考えられた。また、イオン強

度の低下に伴って水酸化物コロイドのゼータ電位が負に大きな値を取るようになるた

め、このような環境下ではコロイドの移行挙動への影響にも留意する必要性が示唆さ

れた。 
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5 まとめ 

 

TRU廃棄物処分の安全評価における硝酸塩影響評価の信頼性向上に資するため、平成

29年度は、平成 28年度に引き続き、高イオン強度のプルトニウムの溶解度実験を実施

した。α線スペクトロメトリ測定における測定誤差の確認を行うとともに、4価プルト

ニウムの炭酸錯生成反応におけるイオン強度影響について、SIT および Pitzer 法によ

る活量補正を含む熱力学モデルによる解釈を行った。Pu(OH)2(CO3)3
4-を支配的溶存種と

し、SIT および Pitzer法におけるパラメータ値を決定し、pH 7-12, [CO3]tot＝ 0.01～

0.16 M, I = 0.1～5.0におけるプルトニウム溶解度の実験値を定量的に再現できるこ

とを明らかにした。 

また、4 価金属水酸化物のコロイド挙動では、平成 28 年度までの水酸化物コロイド

のゼータ電位測定に加えて、ジルコニウム酸化物のゼータ電位を測定した。酸化物表面

におけるプロトン解離および拡散電気二重層を考慮した熱力学モデルにより、硝酸ナト

リウム、塩化ナトリウムおよび塩化カルシウム水溶液中のジルコニウム酸化物のゼータ

電位を概ね再現できることを示し、酸化物表面のプロトン解離定数などをモデルパラメ

ータとして求めた。さらに、得られたパラメータを用いて、水酸化物コロイドのゼータ

電位の解釈を進め、I = 0.03～2.0、pH 2～12における水酸化物コロイドのゼータ電位

を概ね再現できるような熱力学モデルを提案した。 

硝酸イオンが核種の酸化還元反応に及ぼす影響では、還元剤として 4 価ウランの水酸

化物（UO2･2H2O(am)）を硝酸ナトリウム水溶液または亜硝酸ナトリウム水溶液に添加し、

硝酸イオンまたは亜硝酸イオンが 4 価ウランの酸化反応に及ぼす影響を調べた。亜硝酸

イオンによる 4価ウランの酸化は、わずかに進行する可能性が示唆されたものの、硝酸

イオンによる 4価酸化の影響は本実験期間内（～52日間）では確認できなかった。 

研究の総括として、平成 29 年度までに得られた知見を基に、硝酸イオン濃度、炭酸

イオン濃度、pH、Ehおよびカルシウム濃度を設定した幾つかの硝酸塩環境場を想定し、

錯生成定数や活量補正パラメータ、酸化還元電位など熱力学データから 4価アクチノイ

ドの見かけの溶解度を予測するとともに、水酸化物コロイドが支配的化学種となるよう

な条件下では、コロイドのゼータ電位から予想される凝集分散の傾向について考察した。

予想される化学種や溶解度、水酸化物コロイドのゼータ電位のゼータ電位は、設定する

pH や炭酸イオン濃度などのパラメータによって大きく変化し、アクチノイドの移行挙

動に及ぼす硝酸塩影響を定量化するためのモデル構築を行うことができた。一方、高電

荷を持つ炭酸錯体の活量補正パラメータや水酸化物コロイドのゼータ電位モデルにお

けるパラメータの検証には、実験的手法のみならず計算科学的手法を取り入れた多角的

なアプローチが有効であると考えられた。また、本研究で想定した炭酸錯体や水酸化物コ

ロイドのみならず、処分場あるいは環境中に存在する種々の有機物や擬似コロイドなど、よ

り幅広い条件へとモデルの適用性を拡張していくことが今後の課題と考えられた。 
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1. 背景と目的 

 

1.1 本研究の背景 

 使用済み燃料の再処理に伴い発生する高レベル放射性廃棄物(HLW)の処分方法として，わ

が国では，300 m 以深の深地層に埋設する地層処分が計画されている．地層処分においては，

高レベル放射性廃液を固化したガラス固化体をオーバーパック(炭素鋼)や緩衝材(ベントナ

イト)といった人工バリアで覆うとともに，深地層の安定した岩盤にも天然バリアとしての

機能を期待する多重バリアシステムによって，廃棄物の放射能レベルが十分に低減される

まで生活圏から隔離することを狙う．深地層の岩盤中では，地下水の流れが非常に緩やか

であるために放射性核種の移行が制限されることに加え，核種の岩盤構成鉱物への収着に

よって核種移行がさらに遅延される効果が期待される．地層処分の成立性を示した｢わが国

における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性－地層処分研究開発第 2 次取りま

とめ－｣(以下，第 2 次取りまとめ)[1]では，結晶質岩系の天然バリアとしてはわが国に広く

分布する花崗岩が想定されており，核種収着や花崗岩内拡散，水理特性など核種移行評価

に関連した研究が進められてきた．表 1 に示すように石英や長石，黒雲母等で構成される

花崗岩の核種収着能は，これら種々の鉱物が有する収着能の複合として現れる[2]．例えば

図 1 は花崗岩および花崗岩を構成する各種鉱物に対するユウロピウム(Eu)の収着挙動であ

るが，鉱物種類によって収着能が大きく異なるとともに，花崗岩の核種収着能には黒雲母

の寄与が非常に大きいことが分かる[3]．そのため本研究では，黒雲母に対する放射性核種

の収着挙動に着目する．しかしながら，図 1 に限らず，既往の核種収着データの多くは一

定粒径に粉砕された粉末試料を用いた収着試験によって取得されており，鉱物質量と収着

に寄与する界面面積の比が一定であるという前提のもとで評価に適用されている．一方で，

粉砕によって表面の状態が実際の地下環境における条件と異なる可能性もあり，鉱物の物

理的および化学的特性が十分に反映されていないことが懸念される[4]．とくに，黒雲母は

一般に K(Mg, Fe, Al)3(Si, Al)4Si3O10(OH, F)2の化学式で表され，(001)に平行な劈開が著しい層

状ケイ酸塩鉱物(粘土鉱物)である．そして，シリカ四面体およびアルミナ等の八面体からな

る層状構造の層間に交換性陽イオン(カリウム，K)を有するために，陽イオン核種をよく収

着する．黒雲母は図 2 に示すように劈開面と端部を有しており，イオン交換が活発に生じ

る端部において核種収着が顕著であるとされている．この黒雲母を細かく粉砕した場合に

は，質量あたりの端部の割合が非常に大きくなり，端部における核種との相互作用が主に

収着挙動を支配する．実際の地下環境において黒雲母は花崗岩内に薄片の形状で含有する

と想定され，端部のみならず劈開方向の奥行きが存在する黒雲母の異方性を考慮する必要

があり，粉末試料を用いた端部のみにおける核種収着の評価が天然バリア中の黒雲母の核

種収着能を適切に表現しているとは言い難い． 
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表 1 花崗岩に含有する主な鉱物[2]． 

主な鉱物 Weight (%)

Quartz: 石英 40

Microcline: 微斜長石 22.5

Albite/anorthite: 曹長石/灰長石 22.5

Biotite: 黒雲母 5

Impurities: その他 10
 

 

花崗岩
195 L/kg

黒雲母
4000 L/kg

Kd = 1～4 [L/kg]

 

図 1 花崗岩及び主要構成鉱物へのユウロピウムの収着挙動(粒径 75-150 µm)[3]． 
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図 2 黒雲母薄片への核種収着． 

 



 

研究報告 5 - 3 

 

 一方，第 2 次取りまとめにおける岩盤中の核種移行解析モデルには，図 3 に示すように

亀裂内における移流・分散による核種移行と，亀裂から岩石基質内へ拡散するマトリクス

拡散が考慮されている[1]．さらに，マトリクス拡散に伴い，岩石基質内において構成鉱物

へ収着する効果が含められている(そのため亀裂表面における収着は考慮されていない)．こ

こで核種収着効果として適用される分配係数 Kdは，前述のようにその多くが一定粒径に調

整した粉末試料を用いた収着試験によって取得されており，固相質量と収着に寄与する界

面面積が一定に保たれると仮定している．そして，遅延効果の設定には，マトリクス拡散

を想定して分配係数 Kdに岩石の密度および間隙率が加味される．このとき，マトリクス内

の拡散場において，核種収着には局所平衡が仮定されている．しかし，黒雲母の異方性を

考慮する場合，黒雲母薄片端部への収着に加えて，端部から層構造内部への拡散過程が付

加される．この黒雲母内の核種拡散がマトリクス拡散と比較して十分に速い場合には，従

来通りマトリクス内における核種収着に局所平衡を仮定できる．一方，黒雲母内の拡散が

マトリクス拡散よりも遅い場合には，黒雲母への核種収着が薄片内の拡散に律速されるた

め従来想定される局所平衡が仮定できず，薄片内の拡散過程を反映した見かけの収着速度

を考慮する必要が生じる．すなわち，マトリクス内の核種収着を支配する黒雲母について

局所平衡を仮定している場合と比べて，収着速度が考慮されることにより黒雲母，ひいて

はマトリクス全体の核種収着能が小さく見積もられることになる． 

  

 

 

 

図 3 第 2 次取りまとめにおける一次元平行平板モデル概念図[1] 
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そこで本研究では，より実環境の状態に近い，粉砕していない薄片状の黒雲母を用いた

核種収着挙動検討を実施する．とくに，黒雲母薄片の端部に収着した核種が拡散によって

層間内部へ浸入することが予想され，これを考慮した収着挙動評価が重要となる．これま

での粉末試料による黒雲母の核種収着評価ではこのような層間への拡散効果は考慮されて

おらず，黒雲母の異方性に起因した核種収着および拡散の過程を適切に核種移行評価へ取

り込むことは，処分システムの核種閉じ込め性能評価の精緻化，および説明性向上に資す

る． 

 また，これまで花崗岩および黒雲母について述べてきたが，実際の地下環境においては，

地下水と接触している花崗岩表面が熱水などにより変質を受ける場合も想定される．亀裂

(水みち)が形成された後に熱水変質を受けた花崗岩亀裂表面では，本研究で注目する黒雲母

は層状ケイ酸塩鉱物の一種である緑泥石(Chlorite, (Mg5Al)(Si3Al)O10(OH)8 (Clinochlore))へ変

質することが知られている．加えて，花崗岩に豊富に含有する長石類の変質により，雲母

鉱物の一種である絹雲母(Sericite, KAl2(Si3Al)O10(OH)2)が生成して花崗岩表面を覆うことも

報告されている[5-7]．このような熱水に起因した鉱物変質は，花崗岩がマグマから固結し

た後に熱水が花崗岩の亀裂表面や鉱物粒界に接することにより生じると予想され，比較的

新しい亀裂以外の地下水接触面では広く分布している可能性がある．そのため，亀裂表面

近傍におけるマトリクス拡散および核種収着には，これらの変質鉱物の寄与も考慮する必

要がある．本研究では，核種収着挙動の異方性に注目する黒雲母とともに，熱水変質によ

って生成する緑泥石や絹雲母についても核種収着挙動を調べ，比較検討する．  

 

1.2 研究の目的および概要 

本研究では，黒雲母の異方性が核種収着挙動に与える影響について基礎的知見を取得し，

核種移行評価への反映方法を併せて提示することにより，天然バリア中の核種移行評価(地

層処分システムの性能評価)に資することを目的とする．この目的に向けて，実環境の状態

に近いと考えられる薄片状の黒雲母を用いた核種の収着試験を軸に，種々の分析および数

値解析を実施する． 

収着試験は，固相として主に薄片状の黒雲母を用い，窒素雰囲気下でバッチ式により行

う．収着元素(トレーサー)には，HLW に含有する長半減期核種の一つであるアメリシウム

(Am)の代替元素としてユウロピウム(Eu)を主に使用するとともに，比較としてセシウム(Cs)

やストロンチウム(Sr)を用い，価数や元素の違いについて検討する(いずれも安定同位体とす

る)．液固比や pH，共存イオン，経時変化などを主なパラメータとし，とくに pH について

はユウロピウムが Eu3+として存在する pH 3 程度から実環境の地下水を想定した中性領域

(pH 8，Eu の加水分解が生じる)の範囲を対象とする．液相中のトレーサーの濃度変化を誘

導結合プラズマ発光分析装置(ICP-AES)および原子吸光分析装置(AAS)による測定から得る

ことで，黒雲母薄片への収着性を調べる．さらに，黒雲母の層間の陽イオンが収着挙動に

関連することが予想されるため，併せて層間の陽イオン(黒雲母では主にカリウム(K))につ
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いても液相中の濃度変化を測定することにより収着とイオン交換の関連について知見を得

る． 

収着試験後の黒雲母薄片については，トレーサーの薄片内部への拡散浸入に着目した分

析を実施する．既往研究に見られる黒雲母を粉砕した粉末試料では大部分が端部となると

ともに，核種の収着性は端部の収着サイトを考慮した端部表面積で整理され得ると考えら

れる．しかし，薄片状の黒雲母では端部の収着に加え，端部から劈開方向に沿って薄片内

部へ拡散が生じると予想されるため，本研究では飛行時間型二次イオン質量分析

(TOF-SIMS)を用いた黒雲母薄片の直接分析により内部拡散挙動を明らかにする．TOF-SIMS

分析は，イオンビームを用いたスパッタにより試料を二次イオン化して質量分析する手法

である．これによりスパッタ深さ方向の元素分布が得られるため，黒雲母薄片内部のトレ

ーサーの分布および拡散挙動を直接的に調べることが可能である．また，収着試験後の Eu

の状態について，蛍光分光分析により蛍光スペクトルや蛍光寿命から情報を取得する．さ

らに，収着試験の固相として黒雲母に加え，同じ層状ケイ酸塩鉱物であるものの構造が若

干異なる白雲母や金雲母を用いることで収着および内部拡散挙動を比較検討する．種々の

収着試験では，花崗岩の熱水変質を考慮した緑泥石や絹雲母についても併せて検討する． 

上述の実験的検討に加え，二次元の拡散・収着を考慮した数値解析を実施する．液相中

の元素濃度変化と黒雲母薄片内への元素拡散を関連づけた数値解析により，黒雲母薄片内

の拡散係数を評価する．そして，これらの比較検討を通して，黒雲母薄片への核種収着挙

動を評価する上で重要となる因子を整理し，核種移行評価への反映方法を提示する． 

 本研究において期待される成果として，収着試験および数値解析から以下のような内容

が挙げられる．まず，種々のパラメータによる系統的なデータ取得から，実環境における

黒雲母(および変質鉱物)と核種の相互作用把握に資する基礎的知見が提示される．加えて，

黒雲母薄片内部における拡散現象の直接的分析というこれまで研究事例のないデータ取得

から，黒雲母の異方性が核種収着に及ぼす影響を明らかにする．そして，数値解析を通し

て収着や拡散に関するパラメータ，および黒雲母への核種収着に影響の大きい因子を提示

する．これらの成果により，粉末試料によって得た分配係数 Kdを単純に適用するのみでは

実現象に即さない可能性がある黒雲母のような要素がマトリクス内に含まれる場合の核種

移行評価をより精緻にすることが期待される．本研究では，これら反映手法についても併

せて検討を行い，処分システムの核種閉じ込め評価の精緻化および説明性向上に資する． 

 

 

2. 全体研究計画 

本研究の計画策定時における各年度の実施計画を以下に示す．また，研究実施工程を表 2

に示す． 
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表 2 研究工程表． 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

雲母薄片による
核種収着実験

・実験系の確認
・機器分析の条件設定
・Euの収着実験開始

黒雲母へのEu収着の
pH依存性検討

CsおよびSrの黒雲母
への収着実験

金雲母や白雲母に
よる核種収着実験

核種収着および
拡散についての

数値解析
―

一次元モデル
による解析

二次元モデル
による解析

二次元モデル
による解析

最
終
取
り
ま
と
め

性能評価への導入方法を検討

 

 

(1)H26 年度実施内容 

黒雲母薄片を用いた Eu の収着試験に着手する．Eu が Eu3+として存在する pH 3 程度の酸

性領域における黒雲母への Eu 収着挙動を調べる．また，収着試験後の黒雲母薄片を用いた 

蛍光分光分析および SIMS 分析に関して，各々について本研究の収着試験条件における黒雲

母薄片内の Eu 拡散挙動観察に適した分析条件の設定を目指す．蛍光分光分析では，Eu の蛍

光スペクトルや蛍光減衰の測定条件を確認する必要がある．SIMS 分析では，イオンビーム

選択や測定対象元素の質量干渉の有無を確認した上で分析を実施する．また，黒雲母が変

質した緑泥石についても併せて収着試験に着手する． 

 

(2) H27 年度実施内容 

 前年度に確認された収着試験系により，Eu の収着試験を継続する．前年度に開始した低

pH 領域の収着挙動に加え，当該年度では実際の処分環境における地下水 pH を想定した中

性領域(pH 8 程度)における Eu の収着挙動について調べる．Eu は pH 6 以上の範囲において

加水分解してコロイド状態の Eu(OH)3を形成することが知られており(Am も同様)，この場

合の黒雲母への収着を前年と同様に液相分析および蛍光分光分析や SIMS 分析によって検

討する．黒雲母に加え，変質鉱物である緑泥石および絹雲母についても同様の収着試験を

実施する．また，黒雲母薄片内の核種拡散・収着に関して，物質収支を考慮した一次元数

学モデルによる解析に着手する． 

 

(3) H28 年度実施内容 

 前年度に引き続き，収着試験を継続する．当該年度では Eu の他に，一価および二価の金

属イオンであり，線量評価においても寄与が大きい Cs や Sr を併せてトレーサーとして用い

る収着試験を予定する．Cs および Sr の黒雲母への収着挙動は，価数の違いから黒雲母層間

におけるイオン交換や層間内の拡散挙動が三価の Eu とは異なることが予想され，これらを

系統的に整理することを目指す．また，前年度の数学モデル検討をもとに二次元モデルに

拡張し，層間内の拡散係数評価，および取得した実験結果との比較検討を行う． 
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(4) H29 年度実施内容 

前年度に引き続き，収着試験および数学モデル解析を実施する．収着試験については，

黒雲母と同じ雲母族である金雲母や白雲母についても収着試験を試みる(なお，緑泥石や絹

雲母については当該年度に限らず随時収着試験を実施する)．いずれも黒雲母と同様に劈開

性を示し核種収着に対しても異方性があるものと考えられるが，層構造を構成する Al およ

び Mg 等の八面体の違い等に起因した収着挙動を比較検討することが期待できる．また，研

究総括として，当該年度までの雲母薄片を用いた収着挙動検討についてとりまとめ，花崗

岩を想定した天然バリア中の核種遅延効果に影響が大きい因子を整理し，より実現象に即

した核種移行評価(処分システムの性能評価)に反映する手法を提示する． 

 

3. 平成 28年度の成果概要 

平成 28 年度は，前述した研究計画の通り，Eu に加え Cs および Sr の収着挙動検討を行っ

た[8]．黒雲母薄片への Cs 収着挙動としては，図 4 に示すように，pH が 5 から 8 に上昇し 

 

 

 

図 4 黒雲母薄片に対する Cs および Sr の収着挙動[8]． 
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た際に Cs 収着量の増加が確認される一方で，Eu とは異なり薄片内への拡散浸入を示唆する

経時的な濃度低下は見られなかった．これについて，薄片端部における Cs 収着によって層

構造変化が生じる可能性を指摘している．なお， Sr については有意な濃度変化が観察でき

なかった．SIMS による黒雲母薄片内の元素分析においては Cs および Sr ともに薄片内への

浸入が確認されており，Eu も含めてトレーサー濃度設定を見直して平成 29 年度に改めて検

討することとした． 

また，緑泥石および絹雲母に対しても Cs，Sr の収着試験を実施しており，価数の大きい

トレーサーほどより収着する傾向が見られた．緑泥石および絹雲母は粉末試料を用いてい

るためトレーサーと接触する端部の割合が大きく，端部に露出する負の層電荷に応じて収

着したと考えられる． 
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図 5 緑泥石への Cs，Sr，Eu の収着挙動に関する pH 依存性[8]. 
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4. 平成 29年度の研究実施内容 

 

4.1 平成 29年度の実施計画 

 平成 29 年度は，研究計画策定時には 2 章に述べたように黒雲母以外の雲母鉱物を用いた

収着試験を実施する予定であったが，実環境において収着挙動に寄与が大きいと考えられ

る共存イオン(塩濃度)の影響の方がより重要度が高いと考え，計画を変更してこれについて

取り組むこととした．これは，固相への収着における共存イオンとトレーサーの競合や，

トレーサーの化学形態の変化，さらには黒雲母薄片の層間変化などといった影響を想定し

たことによる．塩濃度としては NaCl を用いて 0～0.6 M に設定し，平成 28 年度において課

題として残されたトレーサー濃度設定の見直しを行った上で，黒雲母薄片への Cs，Sr，Eu

の収着試験を実施した．黒雲母薄片に加えて，緑泥石および絹雲母についても同様に収着

試験を行った．当初予定であった金雲母および白雲母については，Eu を用いて pH 3 および

NaCl 濃度 0 M の条件についてのみ試行した．黒雲母薄片を用いた試験結果をもとに，数学

モデルによって薄片内の見かけの拡散係数を評価した． 

 

4.2 研究実施内容 

 以下に収着試験および分析について示す． 

 

4.2.1 鉱物試料への Csおよび Sr，Euの収着試験 

 本研究では，平成 26 年度～H28 年度に確認した収着試験系[8-10]によって，黒雲母薄片お

よび緑泥石，絹雲母への Cs および Sr，Eu の収着についてバッチ式の収着試験を行った．

図 6 に収着試験の概要を示す．鉱物試料はいずれも株式会社ニチカより購入し，黒雲母は

Nellore, Andhra, Pradesh, India 産の約 5 mm × 6 mm 程度(目視観察により大きさを選り分け)

の薄片試料を，緑泥石は長崎県西彼杵群三和町蚊焼産の粉末試料(粒径 75～150 µm，取扱が 

 

振とう固相(雲母薄片) 液相

■パラメータ
pH，固液比，
経時変化など

■安定同位元素を使用
・主にEu(Amの代替)
・CsやSrとも比較

薄片内部での拡散
・蛍光分光分析
・TOF-SIMS

雲母薄片への収着
・添加した元素の測定
・雲母からの溶出元素の測定
・元素測定はICP-AES，原子吸光．

 

図 6 収着試験概要[8-10]． 
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粉末試料のみであったため)を，絹雲母は岡山県備前市三石産の粉末試料(粒径 75 µm 以下，

取扱が粉末試料のみであったため)を使用した．BET(N2)比表面積は緑泥石が 2 m2/g，絹雲母

が 10 m2/g だった．金雲母(KMg3(Si3Al)O10(OH)2)は，Huddersfield Township, Quebec, Canada

産を，白雲母(KAl2(Si3Al)O10(OH)2)は Kiodarma District, Bihar, India 産を，黒雲母薄片と同様

に約 5 mm × 6 mm 程度のものを選り分けて使用した．Cs 溶液は硝酸セシウム，Sr 溶液は硝

酸ストロンチウム六水和物，Eu 溶液は硝酸ユウロピウム(III)六水和物から調整した．これ

らを含め，本研究において使用した試薬類は和光純薬工業製の特級試薬をとくに精製せず

に使用した．溶液調整に使用する超純水は Merck KGaA 社製 Auto Pure WD501UV により精

製した．収着試験時のトレーサー濃度は Cs および Sr，Eu のいずれも 0.1 mM とした．H28

年度まではトレーサー濃度を 1 mM に設定していたが，有意なトレーサー濃度変化(収着)を

観察できないケースが頻発したため，今年度はトレーサー濃度を 0.1 mM に下げた．これに

より，試験期間中にトレーサー濃度の経時変化を観察できるようにした．PPCO(ポリエチレ

ン共重合)製の 10 mL ネジ蓋付遠沈管(シーリングキャップ仕様)に Cs，Sr あるいは Eu 溶液

を 4.0 mL，および液固比(mL/g)が 10 になるように秤量した黒雲母薄片 0.4 g を加えて密封し

た後，恒温振とう機(EYELA社製 MMS-1)により 25℃に保ち一週間に亘って振とうさせた．

遠沈管への添加から密封までは，窒素雰囲気下のグローブバッグ内で行った．また，pH 依

存性を調べるため，収着試験時の溶液の pH を 3 および 5，8 の 3 通りに調整した．塩濃度

調整として，黒雲母薄片浸漬時の NaCl 濃度が 0 M，0.006 M，0.06 M，0.6 M になるように

調整した．そして，試験中の溶液の pH 変動を防ぐため，pH 緩衝剤として MES 

(2-morpholinoethanesulfonic acid, monohydrate)と THAM (Tris (hydroxymethyl) aminometane)を

適宜混合，添加した．これら緩衝剤の試料溶液中の濃度は 0.01 M であり，緩衝剤の添加に

よってトレーサーの収着挙動が変化しないことを確認した．所定時間振とう後，メンブレ

ンフィルター(ADVANTEC 社製，孔径 0.45 μm)で固液分離した．収着試験期間は 6～7 日と

し，一日ごとにサンプリングした．液相分析は，Cs 濃度については原子吸光分析装置(AAS，

Thermo Fisher Scientific 社製，iCE330)を，その他の元素濃度については誘導結合プラズマ発

光分析装置(ICP-AES，Seiko Instrument 社製，SPS7800)を用いて定量した．測定元素は，添

加した Cs や Sr，Eu に加え，交換性陽イオンとして黒雲母に含有する K を対象とした． 

 Eu は図 7 (Chemical Equilibrium Diagram “MEDUSA”により作成[11])に示すように，pH 6

程度より高い pH 領域において加水分解することが知られている．よって，実際の地下環境

を想定した pH 8 の溶液条件では，Eu(OH)3の形態で沈殿することが予想される．本試験で

は，鉱物試料に添加する直前に Eu 溶液の pH 調整を行ったが，pH 8 の場合においても液相

は無色透明であり調整直後の沈殿生成も目視では確認できなかったことから，Eu(OH)3はコ

ロイドとして液相中に分散している状態と考えられる．このようにして調整した pH 8 の Eu

溶液は，フィルター濾過等を行わずに ICP-AES にて濃度を測定したところ，概ね設定通り

の濃度であることが確認された． 
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図 7 Eu 化学種の pH 依存性[11] 

 

4.2.2 蛍光分光分析 

 蛍光分光分析では，高速蛍光寿命測定装置 FluoroCube(堀場製作所製 3000U，波長 390 nm

の LED で励起)を使用して蛍光の減衰挙動を測定した．FluoroCube は，パルス幅の短い LED

を光源としており，測定物質を励起してから蛍光測定を開始するまでの時間を指定して蛍

光の減衰挙動を測定することができる．蛍光分光分析は Eu について行うこととし，Eu 溶液

のみ，あるいは収着試験後の鉱物試料を試料溶液とともに測定用石英セルに入れて蛍光減

衰挙動を分析した．測定においては，平成 27 年度までの測定条件検討に基づき[9，10]，Eu

の蛍光スペクトルに観察されるピークの中から 5D0→7F1遷移に相当する 592 nm のピーク

を選択した． 

 

4.2.3 SIMS分析 

前述したように，黒雲母薄片の端部に収着したトレーサーは，層間内部へ拡散すること

が予想される．この挙動を直接分析するために，二次イオン質量分析装置(SIMS，日立ハイ

テク社製 TOF-SIMS5 (ION-TOF))を使用した．SIMS は，一次イオンビームの照射によって

固体試料の最表面部をイオン化することで発生する二次イオンを質量分析することにより，

固体試料に含有する元素量や構造を直接的に測定する分析法である[12]．本研究の分析にお

いては，一次イオンとして質量数が大きくクラスターの発生量が多いビスマス(Bi)を用いる

とともに，スパッターイオン(酸素，O2)を併用したデュアルビーム分析を行った．使用した

装置の質量分析方法には，一定の加速電圧を印加された二次イオンが検出器までの一定距
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離を飛行する時間を計測して質量分離する飛行時間型(TOF)が採用されている．SIMS 分析

に用いた黒雲母薄片試料は，収着試験後に固液分離し真空デシケーター内で十分乾燥させ

て用いた．本研究では，黒雲母薄片内部へのトレーサーの拡散を議論するため，図 8 に示

すように edge 1，edge 2 および center の三点で測定を行うこととした． 

 

centeredge 2

黒雲母薄片
edge 1

 

図 8 SIMS 分析時の測定ポイント 

 

 

 

4.3 平成 29年度の研究成果内容 

 平成 29 年度の成果について，黒雲母薄片を用いた収着挙動検討と，緑泥石および絹雲母，

金雲母および白雲母を用いた検討に大別して示す． 

 

4.3.1 黒雲母薄片への Csおよび Sr，Euの収着挙動検討 

黒雲母薄片への Cs および Sr，Eu の収着挙動について，pH と塩濃度をパラメータとした

収着試験を行った．液相のトレーサー濃度の経時変化，SIMS による黒雲母薄片内のトレー

サー分布，蛍光寿命分析を通じて，収着挙動を検討する．また，収着試験結果に基づき，

数値解析による黒雲母薄片内の拡散係数評価を試みる． 

 

黒雲母薄片への Cs および Sr，Eu の収着試験結果 

 図 9～図 12，図 14～図 17，図 19～図 22 は，黒雲母薄片への Cs および Sr，Eu 収着と，

それに伴う K 溶出の経時変化である．これらの図では，第 1 縦軸にトレーサー濃度を，第 2

縦軸に K 濃度を取っており，K 濃度の軸は大半が最大値 1 mM であるものの一部のグラフ

で最大値 2.5 mM としてあることに注意されたい．さらに，これらのデータを塩濃度比較の

ためトレーサーごとに集約したグラフが図 13，図 18，図 23 となる． 

図 9および図 14，図 19はNaCl濃度 0 Mにおける各トレーサーの収着試験結果であるが，

いずれもトレーサーの収着に伴う K の溶出が確認されており，イオン交換による収着が示

唆される．しかし，図 14(b)(c)のように収着したトレーサーと溶出した K が価数のバランス

に概ね適合するものもあれば，図 9 のように明らかに過剰な K 溶出が認められる場合もあ 
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(a) Csの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0 M)

(b) Csの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0 M)

(c) Csの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0 M)  

図 9 黒雲母薄片への Cs 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0 M)． 

 

(a) Csの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0.006 M)

(b) Csの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0.006 M)

(c) Csの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0.006 M)  

図 10 黒雲母薄片への Cs 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0.006 M)． 

 

(a) Csの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0.06 M)

(b) Csの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0.06 M)

(c) Csの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0.06 M)  

図 11 黒雲母薄片への Cs 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0.06 M)． 

 

(a) Csの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0.6 M)

(b) Csの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0.6 M)

(c) Csの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0.6 M)  

図 12 黒雲母薄片への Cs 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0.6 M)． 



 

研究報告 5 - 14 

 

 

 

 

 

(a) Csの黒雲母への収着(pH 3) (b) Csの黒雲母への収着(pH 5)

(c) Csの黒雲母への収着(pH 8)
 

 

図 13 黒雲母薄片への Cs 収着に関する NaCl 濃度依存性． 
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(a) Srの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0 M)

(b) Srの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0 M)

(c) Srの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0 M)  

図 14 黒雲母薄片への Sr 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0 M)． 

 

 

図 15 黒雲母薄片への Sr 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0.006 M)． 

 

(a) Srの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0.06 M)

(b) Srの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0.06 M)

(c) Srの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0.06 M)  

図 16 黒雲母薄片への Sr 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0.06 M)． 

 

(a) Srの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0.6 M)

(b) Srの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0.6 M)

(c) Srの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0.6 M)  

図 17 黒雲母薄片への Sr 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0.6 M)． 
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(a) Srの黒雲母への収着(pH 3) (b) Srの黒雲母への収着(pH 5)

(c) Srの黒雲母への収着(pH 8)
 

 

図 18 黒雲母薄片への Sr 収着に関する NaCl 濃度依存性． 
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(a) Euの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0 M)

(b) Euの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0 M)

(c) Euの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0 M)  

図 19 黒雲母薄片への Eu 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0 M)． 

 

(a) Euの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0.006 M)

(b) Euの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0.006 M)

(c) Euの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0.006 M)  

図 20 黒雲母薄片への Eu 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0.006 M)． 

 

(a) Euの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0.06 M)

(b) Euの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0.06 M)

(c) Euの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0.06 M)  

図 21 黒雲母薄片への Eu 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0.06 M)． 

 

(a) Euの黒雲母への収着
(pH 3，NaCl 0.6 M)

(b) Euの黒雲母への収着
(pH 5，NaCl 0.6 M)

(c) Euの黒雲母への収着
(pH 8，NaCl 0.6 M)  

図 22 黒雲母薄片への Eu 収着と K 溶出の pH 依存性(NaCl 濃度 0.6 M)． 
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(a) Euの黒雲母への収着(pH 3) (b) Euの黒雲母への収着(pH 5)

(c) Euの黒雲母への収着(pH 8)
 

 

図 23 黒雲母薄片への Eu 収着に関する NaCl 濃度依存性． 

 



 

研究報告 5 - 19 

 

る．黒雲母薄片への陽イオン収着としては，層間の陽イオン交換，および表面錯体による

収着が考えられ，陽イオン交換にのみ依存するならば K 溶出はトレーサー収着に係る価数

のバランスを超えないはずである．とくに低 pH 条件において K 溶出が多くなっており，

H+と交換している可能性がある．また，図 19(c)に示すように，pH 8 において Eu はほぼ溶

存成分が検出されず，K 溶出も極微量に留まったことから，加水分解により Eu(OH)3が生成

し沈殿したと考えられる．なお，K 溶出に関しては，例えば図 19(a)，図 20(a)，図 21(a)，

図 22(a)の比較から分かるように，NaCl 濃度が増加するにつれて K 溶出は増加しており，

Na イオンとの交換が進んでいるものと考えられる． 

図 13 および図 18，図 23 に集約した各トレーサーの収着挙動について，まず NaCl 濃度 0 

M の場合のトレーサー間の比較を考える．黒雲母薄片に最も多く，かつ速やかに収着した

のは Cs であり，続いて Eu，最も収着量が少なかったのは Sr という順になった．一般的に，

層状ケイ酸塩鉱物に対して予想されるイオン交換や表面錯体のような吸着反応は，価数が

大きいイオンの方がより多く吸着するが，これらの収着試験結果に見られる Cs の収着挙動

は異なる．これは，層状ケイ酸塩鉱物に対する Cs の選択的な収着挙動に起因する[13]．黒

雲母において交換性陽イオンは図 2 のように四面体層に挟まれている．陽イオンと接する

四面体層面には Si 四面体 6 個からなる六員環リング(6 個の酸素イオンに囲まれた直径 0.26 

nm 程度のくぼみ)が存在し，K イオンよりやや大きい Cs イオンの直径が 0.33 nm と，この

六員環リングに収まりやすいサイズであることから，K イオンを押しのけて Cs がほぼ不可

逆的に収着するとされている．本検討で観察された黒雲母薄片への Cs収着挙動においても，

このように選択的な Cs 収着が顕著に生じたと考えられる．pH 依存性としては，選択的な

収着を示す Cs，および pH 8 において加水分解する Eu よりは，Sr の収着挙動においてその

傾向を確認しやすい．図 18 に示すように，pH 3 から 8 の範囲においては Sr の収着が pH に

従って増加した．これは，黒雲母の等電点が 8 程度[14]であることに起因しており，pH が 3

から 8 へと高くなる際には黒雲母表面の負電荷が増加するために表面錯体による収着量が

増加したと考えられる． 

塩濃度依存性としては，とくに Eu 収着において興味深い挙動が見られた．一般的に，塩

濃度が高くなると固相への収着が共存イオンと競合するため，トレーサーの収着量は塩濃

度増加に伴い減少する．しかし，図 23 に示すように，NaCl 濃度の増加に伴って，必ずしも

トレーサー収着が減少しない傾向が観察された．NaCl を添加しない場合と比べて，NaCl を

添加した場合に Eu の黒雲母薄片への収着が大きくなった．ただし，NaCl 濃度 0.006～0.6 M

の三条件について比較すると，Eu 収着は NaCl 濃度上昇に伴って低下しており，この点は従

来の知見にも整合する．黒雲母粉末を用いた Eu 収着に関する既往研究においても，イオン

強度の増加に伴う Eu 収着の低減が報告されている[15]．本検討において確認されたような

NaCl の添加に伴う Eu 収着の増加は粉末試料では生じておらず，薄片状の黒雲母を使用した

ことに起因する可能性がある． 

これについて，二つの要因が考えられる．一つは，Na イオンの増加に伴う黒雲母の層間
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隔の拡大である．層間に Na イオンが入ることによって水和水量が増加し層間隔が大きくな

るという現象が，スメクタイトなどの粘土鉱物において知られている．Na イオン濃度の増

加に伴って黒雲母の層間も広がるとしたら，トレーサーの拡散浸入および収着がある程度

までは大きくなり得る．そして，NaCl 濃度の増加に伴って前述した収着競合の効果が大き

くなるため，これらの相反する効果が図 23 に現れている可能性がある．ただし，黒雲母は

スメクタイトなどと比べて骨格が強固であり，これら粘土鉱物よりも層間隔の増減は容易

ではないかもしれない．また，本検討においては X 線回折分析により Na イオンによる層間

隔変化を調べたが確認できなかった．しかしながら，指摘したような Na イオンによる層間

隔拡大が溶液内，および薄片の端部近傍にて生じていることも考えられる．  

図 23 に示すような収着挙動となった要因としてもう一つ考えられることは，Eu の塩化物

の生成である．これは，Eu 以外を見ると，図 18 の Sr 収着挙動においては NaCl 濃度上昇に

伴う Sr 収着増加の効果がほぼ見られず，Eu に特徴的な現象である可能性を考慮したもので

ある．図 24 に示す NaCl 共存下の Eu 化学種の pH 依存性から分かるように，Cl イオンが共

存する条件においては Eu の一部が塩化物となる[11]．本検討の条件における Eu の塩化物と

しては EuCl2+や EuCl2
+のイオン形態，および EuCl3の沈殿が想定される．これら塩化物錯体

の生成が，Eu 収着に影響を及ぼす可能性がある．多孔質媒体中の拡散移行においては，媒

体への吸着性が小さく価数も小さいイオンの方が，拡散速度が大きくなる傾向がある．三

価の陽イオンであった Eu イオンが Cl イオンと一価や二価の塩化物錯体を生成することに

より，黒雲母への吸着能は小さくなるものの，電荷の減少に伴い層間へ拡散浸入しやすく

なったことが，液相の Eu 濃度低下に反映された可能性がある．ただし，黒雲母の層間にお

いて Eu イオンは，Cl イオンと錯生成するよりも層間の負電荷と強く相互作用すると推測さ

れ，黒雲母薄片への Eu収着に関する塩化物錯体生成の影響については今後も検討を要する． 

 

図 24 NaCl 共存下における Eu 化学種の pH 依存性[11] 
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SIMS 分析による黒雲母薄片内部への拡散浸入検討 

 図 25～図 28 は，TOF-SIMS により得られた収着試験後の黒雲母薄片内の Eu 分布である．

これらの分析には，収着試験開始から 7 日後の黒雲母薄片試料を使用した．測定より得ら

れた Eu の強度データは，黒雲母薄片内部に均一に存在すると考えられる Si の分析強度を 1

として規格化されている．これら TOF-SIMS の測定結果は，黒雲母薄片の劈開面(薄片の上

面)に対して一次イオンを照射して連続的にスパッタすることにより，劈開面からの深さ方

向の元素分布を取得している．そのため，黒雲母薄片の端部から劈開方向への元素浸入の

度合いを比較するには，薄片表面に残存した元素の影響が小さいと判断しうる程度のスパ

ッタ深さ(例えば図 25～図 28の SIMS分析結果の横軸 Sputter depthが 1.0 µm付近) で各測定

結果を比較することになる． 

 図 25～図 27 から，図 8 に示す測定箇所においては center，edge 1，edge 2 の順に Eu の黒

雲母薄片への浸入量が大きくなることが分かる．これらの SIMS 測定結果のうち，Eu の浸

入が顕著であった edge 2 について集約したグラフが図 28 である．まず，Eu の加水分解が

生じていない pH 3 および pH 5 の Eu 分布を見ると，図 28(a)(b)の SIMS 分析結果の比較から

分かるように pH 5 の場合に Eu が薄片内へ多く浸入しており，図 23 に示した液相の Eu 濃

度減少とも整合する．また， NaCl 濃度 0 M と比べて NaCl を添加した場合には Eu がより

薄片内へ浸入していることが分かる．これは前述したように，Na イオンによる黒雲母の層

間隔の拡大や，Eu の塩化物錯体の生成などの要因によって，NaCl 共存下においてより薄片

内へ Eu が浸入しやすい状態になったことに起因すると考えられる．NaCl 共存下において

Eu 収着が増加する現象については要因がまだ特定しきれていないが，SIMS 分析結果より明

らかになった，層間への浸入量の増加が寄与している可能性が高い． 

 図 28(c)に示す pH 8 の場合については，NaCl 濃度 0.6 M の条件のみ Eu 浸入量が大きくな

ったが，その他は NaCl を加えない条件とほぼ違いが生じなかった．また，pH 8 において，

Eu が水酸化物としてコロイドや沈殿を生成する条件であるにも関わらず，薄片内に有意に

浸入することが確認された．これは，加水分解した Eu(OH)3のコロイドが固相に近づいた際

に OH を外して固相へ収着することや，Eu(OH)2
+，Eu(OH)2+の錯体が三価の Eu3+よりも拡散

浸入しやすくなった等の要因が考えられる．NaCl 濃度 0.6 M において Eu 浸入量が増加した

のは，高濃度の Na イオンによる黒雲母の層間隔の拡大が顕著になり，これらの加水分解種

が入りやすくなるほど広がった可能性が考えられる．このような，地下水条件に近い pH 8

および塩濃度条件における Eu の黒雲母薄片内への拡散浸入については，本検討でもいくつ

か要因を考察したがエビデンスに乏しいことは否めないため，今後も検証を重ねる必要が

ある． 
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図 25 Eu 収着試験後の黒雲母薄片における各部位の Eu 分布(pH 3)． 

 

 

図 26 Eu 収着試験後の黒雲母薄片における各部位の Eu 分布(pH 5)． 
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図 27 Eu 収着試験後の黒雲母薄片における各部位の Eu 分布(pH 8)． 

 

(c) pH 8におけるEu分布(edge 2)

(a) pH 3におけるEu分布(edge 2) (b) pH 5におけるEu分布(edge 2)

 

図 28 Eu 収着試験後の黒雲母薄片内における Eu 分布の NaCl 濃度依存性(edge 2)． 
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収着試験後の Eu の蛍光寿命評価 

 黒雲母薄片への Eu の収着挙動検討の一環として，各条件の Eu 溶液，および収着試験後

の黒雲母と Eu 溶液の混合試料を対象に，Eu の蛍光寿命測定を行った．ただし，蛍光寿命測

定においては Eu 濃度 1 mM の収着試験後の試料を用いた．これは，今回見直した Eu 濃度

0.1 mM では蛍光強度が小さすぎたことによる． 

 図 29 は，pH 5 における各 NaCl 濃度条件の Eu 溶液の蛍光寿命である．比較として，pH 8

の Eu 溶液，および NaCl 濃度 0 M の収着試験後の試料(Eu with biotite)を併せて掲載した．図

29 から分かるように，Eu 溶液の蛍光減衰は NaCl 濃度の依存性がほぼ見られなかった．こ

れらの溶液条件においては図 24 に示すように Eu の塩化物が共存するが，蛍光減衰の傾き

を変化させるものではないことが確認された．さらに，黒雲母が共存する収着試験後の試

料においても，蛍光減衰の傾きは他の pH 5 のものと同様である．ただし，既報の通り，Eu

濃度 1 mM における黒雲母への収着割合は小さく[9]，液相の Eu の特性が蛍光減衰挙動に強

く反映された結果とも言える．また，pH 8 の Eu 溶液については，蛍光寿命が pH 5 のもの

と比較して長く，傾きも緩やかになった．これは，液相中の Eu は蛍光エネルギーを内圏の

水分子の OH 振動に奪われるが，pH 8 において加水分解した Eu は Eu(OH)3として凝集する

ため，Eu 一つあたりに影響する水分子の数が Eu3+の場合も少ないことによるものと考えら

れる． 

 図 30～図 32は，各 NaCl濃度および pHにおける収着試験後の Euの蛍光寿命である．NaCl

濃度 0.006 M 以上の収着試験後の試料においては，いずれもごく短時間のうちに急激に蛍光

が減衰した後，Eu 溶液のみの蛍光減衰と同様の傾きとなる蛍光寿命が取得された．10 µs

以下に見られる急激な蛍光減衰は，黒雲母と相互作用している Euによるものと考えられる．

今回，Eu 濃度 1 mM としたこれらの試料については試料量の都合により液相中の Eu 濃度変

化を取得できなかったが，NaCl 濃度 0 M と 0.006 M 以上における収着試験後の試料の比較

から，NaCl 添加条件では Eu がより多く黒雲母に収着したと言える．pH 8 においても同様

に 10 µs 以下における急激な蛍光減衰が見られ，Eu(OH)3として凝集，沈殿するのみならず，

pH 3 や pH 5 と同様に Eu3+として黒雲母へ有意に収着している可能性を示唆する．このこと

は，SIMS 分析結果において言及した，Eu の加水分解種が OH を外して Eu3+として黒雲母と

相互作用する根拠の一つと考えられる． 
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図 29 pH 5 における Eu 溶液の蛍光減衰挙動の NaCl 濃度依存性． 

 

 

図 30 収着試験後における Eu の蛍光減衰挙動の NaCl 濃度依存性．(pH 3) 
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図 31 収着試験後における Eu の蛍光減衰挙動の NaCl 濃度依存性．(pH 5) 

 

 

図 32 収着試験後における Eu の蛍光減衰挙動の NaCl 濃度依存性．(pH 8) 

 

 

 



 

研究報告 5 - 27 

 

数学モデルによる黒雲母薄片内の拡散係数評価 

 本研究では，黒雲母薄片内の層間における核種の移行挙動を二次元の拡散方程式により

評価する．前述の収着試験結果を基に，液相におけるトレーサー濃度の変化と黒雲母薄片

内のトレーサーの拡散移行を関連づけた数学モデル解析を行い，黒雲母薄片内における見

かけの拡散係数の評価を試みる．導出の詳細は既報を参照されたい[9]． 

 二次元の拡散方程式に基づく黒雲母薄片内部におけるトレーサーの濃度変化が式(1)，ト

レーサーの液相中の濃度変化が式(2)となる． 

 

2 2

* 2 2 2
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                   (1) 
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h B edge
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                     (2) 

2
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L

V


  無次元数                  (3) 

 1   h

kx
S

D
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ここで，D は黒雲母薄片内における見かけの拡散係数[m2/s]，x1は代表長さ(移行距離)[m]，

XおよびYは無次元長さ(=x/ x1，および y/ x1)，t*は代表時間[s](=D/ x1
2)，Tは無次元時間(=t/ t*)，

C は無次元濃度(=c/ cB
*)，cB

*は溶液中における溶質の初期濃度[mol/m3]，CBは液相中におけ

る溶質の無次元濃度，Cedgeは黒雲母薄片の端部における無次元濃度，V は溶液体積[m3]，ω

は黒雲母層厚さ[m]，S は薄片の辺の無次元長さ(=s/ x1)，s は薄片の辺[m]，L は黒雲母の代

表長さ[m] (= x1)，k は物質移動係数[m/s]である．これらのパラメータは，シャーウッド数

Shを除いて収着試験条件から与えられる．式(2)の Sh(CB-Cedge)の値は，黒雲母薄片の edge 部

における固相側の濃度勾配に等しいことから，それらを数値解の二次近似により逐次求め

る形となっている． 

 以上のような解析体系を準備したが，実際の収着試験結果に対して良好な適用結果が得

られない場合がしばしば生じた．その一因として，例えば図 19(b)に見られるような，試験

開始直後に薄片端部への収着が顕著に進み，その後薄片内の濃度勾配により拡散浸入が進

むという二段階の収着挙動を連続的に整理するのが困難だったことが挙げられる．本検討

においては黒雲母薄片内の拡散係数評価を目的としているため，拡散浸入によってトレー

サー濃度が低下していると推測される範囲に対して上述の数学モデルを適用し，拡散係数

を評価することとした．すなわち，図 33 に示す収着試験結果への数学モデルの適用例のよ

うに，t=0 における CBを無理に 1 としない形で解析を行った．また， Cs のように収着試験

期間内にトレーサーがほぼ全て収着するような場合や，Sr の一部の収着試験結果のように 
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図 33 収着試験結果(液相側)への数学モデルの適用例(図 14(c)の収着試験結果)． 

 

 

ほぼ濃度減少が見られない場合，pH 8 において加水分解により沈殿する Eu の収着試験結果

などについては，解析対象外とした．加えて，図 15 の収着試験結果のように，端部への収

着と拡散過程が明確に区分されない収着挙動については，本解析体系では計算が収束しな

かったため拡散係数取得には至らなかった． 

 解析より得られた黒雲母薄片内の見かけの拡散係数を表 3および表 4に示す．表 3はNaCl

濃度 0 M における Eu および Sr の黒雲母薄片内の見かけの拡散係数[m2/s]である．Sr よりも

Eu の方が見かけの拡散係数は小さくなっており，黒雲母薄片への収着挙動が反映されたと

考えられる．pH 依存性については，Eu にはほぼ見られないものの，Sr については pH の増

加とともに見かけの拡散係数が大きくなる傾向が見られた．表 4 に示す，NaCl 濃度 0.006

～0.6 M の場合の Eu の見かけの拡散係数は，表 3 の NaCl 濃度 0 の場合と比べて 1～2 桁大

きくなった．ベントナイト中の Sr2+および I-の拡散が NaCl 濃度の上昇に伴って大きくなっ

たとの報告もあり[16]，本検討において塩濃度依存性は見られなかったものの，NaCl の有

無といった比較からは同様の傾向になったと言える．これは，黒雲母への Eu 収着が Na イ

オンとの競合により減少したために，見かけの拡散係数が大きくなったと考えられる． 

 表 3 および表 4 の見かけの拡散係数を，第 2 次レポート[1]にてレファレンスケースとし

て設定されている母岩中の実効拡散係数 3×10－12 m2/s と比較する．表 3 に示した NaCl 濃度

0 MにおけるEuおよび Srの見かけの拡散係数は，母岩の実効拡散係数と比べると同程度か，

1～2 桁小さくなる．これらの見かけの拡散係数は，母岩中のマトリクス拡散に対して黒雲

母薄片内の拡散が小さいために，黒雲母への収着が薄片内の拡散に律速されることを意味
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する．つまり，マトリクス内の拡散場における核種収着の局所平衡が仮定できず，黒雲母

内の拡散過程を含む見かけの拡散速度(収着速度)を考慮する必要がある．一方，表 4 に示し

たNaCl共存条件におけるユウロピウムの見かけの拡散係数は母岩中の実効拡散係数と概ね

同じ桁になり，従来通りマトリクス内において黒雲母への核種収着に局所平衡を仮定でき

ると言える．これらについては，地下水の塩濃度(イオン強度)が 10-3 M (淡水系)～10-1 M (海

水系)程度であることを考慮すると，表 4 の見かけの拡散係数を参照するのが妥当であると

考えられる． 

 本検討の解析においては，塩濃度(イオン強度)や pH の依存性は見かけの拡散係数や物質

移行係数に包含される．今回の拡散係数評価では，NaCl 濃度の依存性が見かけの拡散係数

には表れなかったが，拡散係数自体はイオン強度の上昇に伴う活量変化等を考慮する必要

もあると考えられる．一方，前述したように，溶液条件の変化によってトレーサーの化学

種や，黒雲母の層間の状態なども変化する可能性があり，収着挙動に影響が大きいと考え

られる因子を試験や解析を通じて特定しながら，解析モデルをより実効的なものに改善し

ていく必要があるだろう． 

  

 

表 3 黒雲母薄片内における見かけの拡散係数[m2/s]の pH 依存性．(NaCl 濃度 0 M) 

 pH 3 pH 5 pH 8 

ユウロピウム 7.8×10-14 6.0×10-14  

ストロンチウム 2.4×10-12 1.7×10-13 9.1×10-13 

 

表 4 黒雲母薄片内のユウロピウムの見かけの拡散係数[m2/s]の塩濃度依存性．(pH 5) 

 NaCl 0.006 M NaCl 0.06 M NaCl 0.6 M 

ユウロピウム 4.5×10-12 6.0×10-13 2.4×10-12 
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4.3.2 緑泥石および絹雲母への Cs，Srおよび Euの収着挙動検討 

 黒雲母薄片と同様に，緑泥石および絹雲母に対する Cs，Sr および Eu の収着挙動につい

て，pH および塩濃度の依存性を調べた．緑泥石および絹雲母は粉末試料を用いた．収着期

間は，H28 年度報告書に示した緑泥石および絹雲母に対するトレーサー収着の経時変化から，

収着平衡が確認された 2 日間とした[8]．図 34 は緑泥石に対する各トレーサーの分配係数，

図 35 は絹雲母を用いた場合の分配係数である．分配係数 Kdは，次式により求めた． 

 

d

Amount of tracer ions in the solid phase [mol]

Weight of the solid phase [g]
 [mL/g]

Amount of tracer ions in the liquid phase [mol]

Volume of the liquid phase [mL]

K                 (5) 

 

図 34 および図 35 に示すように，いずれの条件においても Cs および Sr，Eu は各鉱物に有

意に収着しており，緑泥石と比較して絹雲母は数桁大きい分配係数が得られた．この分配

係数の違いは，BET(N2)比表面積を比較すると緑泥石が 2 m2/g，絹雲母が 10 m2/g であるた

め，表面積の差も反映されているものの，他の要因も寄与していると考えられる．これは，

H28 年度報告書でも指摘したように，緑泥石と絹雲母の構造に起因すると推測される[8]．

緑泥石(Chlorite, (Mg5Al)(Si3Al)O10(OH)8 (Clinochlore))は 2:1:1 型層状ケイ酸塩であり，2:1 型

の同型置換による負電荷と水酸化アルミニウム層の OH－欠損による正電荷が層構造内に存

在するため，静電的に結合した状態にある．また，絹雲母(Sericite, KAl2(Si3Al)O10(OH)2)はイ

ライトと同様の構造と考えた場合，2:1 型の同型置換が他鉱物より多く，負電荷を中和する

K が隙間なく層間に挟み込まれる構造となるため，この K は黒雲母と異なりイオン交換し

難い．このように，緑泥石，絹雲母ともにイオン交換による陽イオン収着が期待されない．

しかし，層状ケイ酸塩鉱物の端部においては同型置換に起因した負電荷が陽イオンの収着

に寄与しやすいことから，これら粉末試料では重量あたりの端部の割合が大きいため陽イ

オンを顕著に収着したと考えられる．そして，絹雲母が緑泥石よりも多くの陽イオンを収

着することについては，絹雲母(イライト)が 2:1 型層状ケイ酸塩の中では同型置換の量が多

いとされるため，端部に露出する負電荷も大きくなったと予想される． 

 図 34 および図 35 においては，分配係数の pH 依存性は明確には見られない．pH 依存性

はケイ酸塩鉱物の末端の OH 基との相互作用に関連し，pH 3～8 の範囲においては表面錯体

によるトレーサー収着は大きくは変化しなかったと言える．これは，緑泥石の等電点が 2.5，

および絹雲母が 3.0 であり[17]，pH 3 以上の本検討の pH 範囲においては表面電荷がほぼ変

わらなかったことによると考えられる．なお，前述の通り Eu は pH 8 において加水分解に

より沈殿するため，例えば図 34 中の pH 8 における分配係数の増加は沈殿も加味されている

と考えられる． 
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(a) Csの緑泥石への収着 (b) Srの緑泥石への収着

(c) Euの緑泥石への収着
 

 

図 34 緑泥石に対する各トレーサーの分配係数の pH および NaCl 濃度依存性． 
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(a) Csの絹雲母への収着 (b) Srの絹雲母への収着

(c) Euの絹雲母への収着
 

 

図 35 絹雲母に対する各トレーサーの分配係数の pH および NaCl 濃度依存性． 
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 塩濃度依存性としては，図 34 および図 35 に示すように，塩濃度が増加するにつれて分

配係数は低下した．これは，トレーサーの収着が Na イオンと競合した結果と言える．ただ

し，分配係数の低下は NaCl 濃度 0.6 M において顕著であるものの，その他の NaCl 濃度条

件においては大きくないと言える． 

 図 36 は，Eu 溶液と緑泥石を混合した収着試験後試料と，Eu 溶液のみについて，蛍光寿

命を測定した結果である．これらは，有意な蛍光強度が測定できた範囲について強度の規

格化を行い整理した．なお，絹雲母の収着試験後試料の測定においては有意な蛍光強度が

得られなかった．図 36 に示す，pH 8 の Eu 溶液について得られた蛍光減衰の傾きは，pH 5

の場合より緩やかである．これは Eu 化学種の違いに起因するものと考えられ，pH 8 におい

て加水分解により生じる Eu(OH)3は，pH 5 における Eu3+よりも蛍光エネルギーを奪う内圏

の水分子が少ないことを示唆する．緑泥石を混合した場合には，pH 5 および pH 8 のいずれ

も有意な蛍光強度を得られる時間は Eu 溶液のみと比べて小さくなっており，Eu の蛍光エネ

ルギーが緑泥石との相互作用により奪われていると考えられる．また，緑泥石を混合した

pH 8 の試料は，pH 5 および pH 8 の Eu 溶液と比較すると，pH 5 の Eu 溶液の蛍光減衰の傾

きに近いことが分かる．このことは，pH 8 において水酸化物となっている Eu が，OH を外

して Eu3+となって緑泥石と相互作用している可能性を示唆する． 

 本研究における緑泥石および絹雲母への収着挙動検討から，地下環境に遍在するこれら

の熱変質鉱物が，陽イオン核種の遅延に大きく寄与する可能性が示された．例えば，pH 5

における分配係数は緑泥石が 2～7 mL/g，絹雲母が 103～104 mL/g と見積もられた．図 1 に

示した既往研究においては[3]，黒雲母粉末(粒径 75～150 µm)に対する Eu 収着について 4000 

mL/g と得られており，黒雲母の熱変質により生成する緑泥石はこれと比較するとかなり小

さいものの，絹雲母は同じオーダーにある．また，同じく図 1 中に示されている，花崗岩

の主要成分である長石については 2～4 mL/g であり，長石の熱変質によって生成する絹雲母

は陽イオン収着能が非常に大きくなると言える．実環境において緑泥石や絹雲母は，岩盤

亀裂内を充填することに加え，母岩の変質部として地下水に接触すると考えられる．すな

わち，地下水に含有する核種は，充填物→母岩変質部→未変質母岩の順に移行する．よっ

て，未変質の母岩のみを想定している現行評価に，充填物や母岩変質部における核種収着

能を加味することにより，さらに高い核種移行抑制効果を見込める．一般に，緑泥石や絹

雲母からなる充填物および母岩変質部は空隙率が高いが，その分固液の接触面積は大きく

なると考えられる．吉田らは，充填物および変質母岩，新鮮母岩の拡散係数を取得してお

り，大きい空隙率を有する充填物および変質母岩の見かけの拡散係数が，空隙率が小さい

新鮮母岩よりも小さくなることを実験より示している[18]．これは，充填物および変質母岩

は浸透拡散が速くなる場である一方で，固相との接触面積や接触頻度が大きいために核種

収着が増加し，移行が抑制されることを意味する．本検討では緑泥石および絹雲母を粉末

状で用いたが，空隙率が高く表面積が大きい充填物のような多孔質媒体をある程度模擬し

ていると考えられる． 
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図 36 緑泥石に対する収着試験後における Eu の蛍光減衰挙動． 
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4.3.3 金雲母および白雲母への Euの収着挙動検討 

 黒雲母薄片との比較検討を目的として，金雲母および白雲母への Eu 収着試験を行った．

白雲母(KAl2(Si3Al)O10(OH)2)は花崗岩に含有する場合があるとともに，前項にて述べた絹雲

母と類似する組成を有している．また，金雲母(KMg3(Si3Al)O10(OH)2)は黒雲母(K(Mg, Fe, 

Al)3(Si, Al)4Si3O10(OH, F)2)の八面体部分から同型置換の Al と Fe が抜けた組成であり八面体

部分に起因した負電荷の有無による収着挙動を比較できると考える．加えて，2 八面体の白

雲母と 3 八面体の金雲母といった構造の違いが収着にも影響を及ぼす可能性がある． 

 図 37 は，薄片状の黒雲母および金雲母，白雲母への Eu 収着の経時変化であり，実験条

件は初期 Eu 濃度 1 mM，pH 3，NaCl 濃度 0 M とした．図 37 に示すように，金雲母につ

いては黒雲母よりは小さいものの Eu の収着が観察されたのに対し，白雲母はほとんど Eu

を収着しなかった．また，図 38 は，金雲母を用いた収着試験における Eu 濃度の減少と K

濃度の増加の関係を示したものであり，Eu と K の比が 1：3 に近くなった．このことから，

金雲母に対する Eu の収着には，層間の K とのイオン交換が関与していると考えられる． 

 金雲母および白雲母への Eu 収着挙動について，各々の構造から考えてみる．白雲母

(KAl2(Si3Al)O10(OH)2)は 2 八面体の層構造をとり，八面体は Al のみで構成されているが，四

面体の一部は Al に同型置換されている．この四面体の同型置換に起因した負の層電荷は層

間に陽イオン(K)が入ることによりバランスされる．一方，金雲母(KMg3(Si3Al)O10(OH)2)は，

3 八面体構造であり，八面体は Mg のみで構成され，同型置換は四面体においてのみとなっ

ている．つまり，同型置換に起因した層間の負電荷は同様であるにも関わらず Eu 収着に違

いが生じたということになる．図 39 は八面体の陽イオンが Al からなる 3 八面体層と，Mg

からなる 2 八面体層である．白雲母を構成する 2 八面体層と比べて，金雲母を構成する 3

八面体層では空席が存在しており，この八面体層の違いが層間の陽イオン交換に影響を及

ぼした可能性がある．また，購入したこれらの鉱物試料は天然のものであり，八面体層に

全く同型置換が無いとは限らない．例えば，金雲母の八面体層を構成する Mg の一部が Fe

に置換すると黒雲母に近くなるが，天然においてこのような変化は連続的に生じるため，

Eu 収着についても金雲母と黒雲母が類似する場合があると考えられる．白雲母についても

同様のことが考えられるが，八面体層の Al が同型置換することにより前出の絹雲母，イラ

イトにより近くなる．イライトのグループは層状ケイ酸塩鉱物の中でも同型置換量が多く，

強く拘束される層間の陽イオン(K)の大部分は交換性ではないとされる．そのため，白雲母

がイライトに近い場合，絹雲母と同様に Eu 収着は端部に限られ，薄片試料ではほぼ収着が

確認されないことが予想される． 
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図 37 雲母薄片への Eu の収着挙動．(Eu 濃度 1 mM，pH 3，NaCl 濃度 0 M) 

 

 

図 38 金雲母への Eu 収着と K 溶出の関係． 
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図 39 層状ケイ酸塩鉱物の八面体層 
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5. 平成 29年度のまとめ 

平成 29 年度は，前年度までに引き続き，黒雲母薄片および変質鉱物を用いた収着試験を

実施した．トレーサーとして Cs および Sr，Eu を用い，pH および塩濃度をパラメータとし

て収着挙動を調べた．黒雲母薄片に対する収着検討においては，NaCl を添加しない場合に

比べてNaCl共存の場合に Eu収着が増加し，薄片内部への浸入も多くなることが示された．

また，Eu が加水分解する pH 8 においても薄片内部への浸入が顕著であり，蛍光分析からは

Eu3+として黒雲母と相互作用していると推測された．黒雲母薄片を用いた収着試験結果を基

に取得した Eu の見かけの拡散係数は，NaCl 共存の条件において 10－13～10－12 m2/s と見積

もられた．これは母岩の実効拡散係数とほぼ同様であり，局所平衡が仮定されているマト

リクス内の核種収着に対して，本研究において明らかにした黒雲母薄片内への拡散過程を

考慮する場合にも，従来評価と同様の核種収着が期待できる可能性を示唆する．緑泥石お

よび絹雲母については，いずれも変質前の花崗岩に含有する鉱物と比較しても同等，ある

いはそれ以上の収着能を示すとともに， pH および塩濃度の影響は小さいことが確認された．

黒雲母，金雲母，白雲母への Eu 収着挙動比較からは，四面体層の同型置換による層間の負

電荷のみならず，八面体層の構造の違いも収着に影響を及ぼす可能性が示された． 

 

6. 本研究の総括 

本研究では，地層処分システムの天然バリアにおける核種移行評価の精緻化を目指し，

黒雲母薄片内への拡散を伴う核種収着挙動について，収着試験および数学モデル解析によ

り検討した． 

高レベル放射性廃棄物の地層処分システムにおける天然バリアとして想定される花崗岩

の核種収着能は，含有する黒雲母に支配される．この黒雲母の核種収着能については，こ

れまで粉末試料を用いた評価がなされているため，黒雲母の端部において速やかに平衡に

達する収着のみが考慮されている．このようにして得られた分配係数が花崗岩内の核種移

行評価に適用されるとともに，粉末試料に見られるように核種収着が瞬時に平衡に達する

と仮定されている．しかしながら，地下環境中の花崗岩内においては，黒雲母が粉末状で

一様に分布していることはなく，数 mm～数 cm 程度の大きさを持った薄片として不均一に

含有する．そのため，現実的な核種収着評価には，薄片端部への収着に加えて層構造内へ

の拡散過程を考える必要がある．この黒雲母薄片内の拡散が花崗岩マトリクス内の拡散と

比べて遅い場合には，粉末試料に想定されるような局所平衡を仮定できず，拡散過程に基

づく収着速度を考慮する必要が生じる．このことは，マトリクスの収着能が従来評価より

小さく見積もられる可能性があることを意味する．そこで本研究では，黒雲母薄片内への

拡散を伴う核種収着メカニズムを明らかにし，花崗岩内における核種移行評価の精緻化に

資することを目的とした． 

本研究においては，黒雲母薄片を用いた陽イオンの収着試験を軸に，核種収着メカニズ
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ム検討，および薄片内の拡散係数評価を実施した．パラメータとして，トレーサーとする

陽イオン(Eu，Sr，Cs)，pH，共存イオン(NaCl 濃度)などを設定し，トレーサー濃度変化，

および SIMS (secondary ion mass spectrometry)による黒雲母薄片内の元素分布分析，蛍

光分光分析から，収着挙動を検討した．これらの試験結果に基づき，薄片内への拡散浸入

と液相のトレーサー濃度変化を関連づけた数学モデルにより，黒雲母薄片内の見かけの拡

散係数を評価した．また，花崗岩の熱変質により生成する緑泥石および絹雲母の核種収着

能についても検討した． 

黒雲母薄片への陽イオンの収着挙動としては，液相のトレーサー濃度の経時変化，およ

び SIMS による薄片内のトレーサー分布から，トレーサーが薄片端部に収着した後に，層

間の陽イオンと交換しながら緩やかに薄片内部へ拡散浸入することが確認された．また，

トレーサー間の比較としては，層状ケイ酸塩鉱物に選択的な収着を示すセシウムが最も速

やかに黒雲母薄片へ収着し，三価のユウロピウム，二価のストロンチウムの順に収着量お

よび収着速度が小さくなった．pH の依存性は主に表面錯体による収着への影響として現れ，

pH 3 から 8 の範囲においてはトレーサーの収着量が増加した．pH 6 以上において加水分

解により沈殿する Eu についても，SIMS および蛍光分光分析から，水酸化物イオンを外し

ながら黒雲母と相互作用し，薄片内部に拡散浸入する可能性が示唆された．塩濃度依存性

については，Cs や Sr では NaCl 濃度の上昇に伴い収着量が減少した一方で，Eu は NaCl

共存条件において収着量，および薄片内への浸入量が増加した．これは，Na イオンとの競

合による収着量減少と，Na イオンの浸入に伴う黒雲母の層間拡大による収着量増加といっ

た，相反する効果が複合している可能性がある．これらの収着試験結果に基づく数学モデ

ル解析から，黒雲母薄片内におけるユウロピウムの見かけの拡散係数は NaCl 共存の条件に

おいて 10－13～10－12 m2/s と見積もられた．これは母岩の実効拡散係数とほぼ同様であり，

局所平衡が仮定されているマトリクス内の核種収着に対して，本研究において明らかにし

た黒雲母薄片内への拡散過程を考慮する場合にも，従来評価と同様の核種収着が期待でき

る可能性を示唆する． 

緑泥石および絹雲母へのトレーサー収着試験から，pH 5 における分配係数は緑泥石が 2

～7 mL/g，絹雲母が 103～104 mL/g と見積もられた．これらの値は，未変質の花崗岩に含有

する長石類よりも大きく，絹雲母に至っては黒雲母の収着能に匹敵することが明らかにな

った．これらの変質鉱物は母岩亀裂に充填物として存在するとともに，流路表面を覆って

いる場合が多い．一般に充填物や変質部位の実効拡散係数は未変質母岩と比べて小さいが，

高い核種収着能によって核種移行を抑制することが期待される． 

本研究においては，黒雲母薄片に対して拡散過程を含む核種収着メカニズムについて基

礎的知見を整理するとともに薄片内の拡散係数を評価し，従来想定されているマトリクス

内の核種収着効果の妥当性を示した．一方で，地下環境には黒雲母以外にも多種多様な層

状ケイ酸塩鉱物が存在しており，これらの構造に着目した拡散過程を含む核種収着挙動を

明らかにすることは，天然バリアの核種閉じ込め性能をより具体化するとともに，黒雲母



 

研究報告 5 - 39 

 

の核種収着機構のさらなる理解に役立つと考えている． 

また，本研究は，核種移行に対して不均質な特性が混在するマトリクスを扱う際の考え

方に資するものである．例えば花崗岩には複数の鉱物が含有するが，この中からマトリク

ス内の核種収着を支配する因子として本研究では黒雲母に着目し，実環境における現実的

な核種収着能を明らかにすることにより，マトリクス内の核種移行を見直す一助となり得

る知見を提示した．このように，不均質かつ複雑なマトリクスにおける支配的な因子につ

いて現実的な評価を行い，マトリクス全体の性能にフィードバックする考え方は，多種多

様な核種閉じ込め効果が複合的に組み合わされる処分システムの性能評価において有効と

考えられる． 
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I.   研究題目 

高レベル放射性廃棄物処分に関わるアジェンダ・セッティング（政策課題設定）の基礎的研究 

 

II.   研究の背景・目的・概要 

東日本大震災および福島第一原子力発電所事故は、それまで気候変動対策やエネルギー安全保

障などの観点から世界各国で推進の気運が高まっていた原子力発電政策を大きく転換するきっ

かけとなり、各国で改めて脱原発を含めたエネルギー政策論争が巻き起こっている。一方で、原

子力発電の継続の如何に関わらず、少なくとも過去の発電等で生じた放射性廃棄物について処分

政策を検討する必要があるのはどの国も同じであり、また我が国においては事故・除染由来の廃

棄物なども新たに発生し、放射性廃棄物の処分はより重要性を増した政策課題となった。しかし、

事故によって高まった放射性廃棄物処分に対する社会的認知にも関わらず、最も重要な高レベル

放射性廃棄物の最終処分施設立地についての政策的議論は、これまでのところ実質的にはほぼ進

展がなかった。これは、たとえば 1990～1991 年のフランスで、全国的な反対運動を受けて首相

が処分地選定事業を中止し、1 年間のモラトリアムの間にクリスチャン・バタイユ国会議員によ

る総合調査を行って、抜本的な政策改善を図った例や、韓国において 2003～2004 年に全羅北道

扶安郡で起こった処分施設立地に関わる紛争を踏まえて、イ・ヘチャン国務総理大臣らの主導で

大幅な政策転換を図った例とは対照的である。 

筆者らはこれまでに日本・スイス・フランス・韓国における放射性廃棄物処分施設立地に関わ

る紛争事例を調査・研究し（Komatsuzaki, 2013; 山口ら, 2011; Komatsuzaki, et al., 2010; 西郷

ら, 2010 など）、その結果、下図 1 に示すようなステークホルダーの態度形成モデルを構築する

に至った。高レベル放射性廃棄物処分を実現するためには、まず福島第一原子力発電所事故で大

きく損なわれた専門家や政府に対する信頼を回復し、人々が納得する政策を提示する必要がある

（社会的意思決定を行う「素地」が醸成される必要がある）。そのためには、社会全体が処分を「今

意思決定・実施すべき政策である」という意識を共有すること、すなわちアジェンダ・セッティ

ング（政策課題設定）が不可欠である。ただし、アジェンダ・セッティングのあり方は国の制度・

文化等のコンテクストを踏まえて検討するべきである。 

そこで、本研究では、処分事業に対する国民･社会の理解促進と信頼性向上をはかる上での前提

条件となるアジェンダ・セッティングについての研究を通じて、社会的意思決定に関わる研究の

効率的な進展に貢献し、処分事業の社会的側面に関する理解を深めることを最終目標とする。そ

のために、本研究は（1）高レベル放射性廃棄物処分のためのアジェンダが設定されるための要因

を抽出し、（2）我が国における高レベル放射性廃棄物処分のために有効なアジェンダ・セッティ

ングのあり方を提示することを目的とする。 
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図 1：放射性廃棄物処分施設/政策受け入れに関わるステークホルダーの態度形成モデル 

 

本研究では、それ以前の研究も含めて多くの事例研究を実施して、アジェンダ・セッティング

のプロセスについては一定の定性的理解を得た。放射性廃棄物処分事業が進展している国には限

りがあり、過去の研究対象となった事例の多くは海外事例であった。我が国の文脈を踏まえてア

ジェンダ・セッティングを設計するためには、国内事例・環境の研究も必要であるが、やはり対

象となり得る事例には制約がある。また、現実の行政・政策実施の観点から、地元住民などへの

インタビュー調査を含めた研究を遂行することが、必ずしも受け入れられない可能性もある。 

一方で、処分地選定に向けた第一歩として、いわゆる「科学的有望地」の公表など、具体的政

策が実施される見通しがあり、処分施設立地という目標を達成するため、具体的な方策（特にア

ジェンダ・セッティングの観点で）がより強く求められるという状況もある。HLW 処分とは必

ずしも一致しない政策領域だが、近年設定された「地方創生」というアジェンダ・セッティング

は、地方自治体が原子力あるいは放射性廃棄物処分事業をまちづくりの観点で見直すきっかけと

なるかもしれない。 

平成 29年度は前年度に続き、これまで数年にわたって行ってきた社会調査データを活用して、

定量データの分析を通じた、具体的施策、ないしその影響プロセスの検討に注力することとした。

また、「科学的特性マップ」の公表後、公表の前後での態度変容を観察・分析するための社会調査

（前年度、平成 29 年 1 月の調査との比較のために、H29 年 8 月に調査実施）と、パネルデータ

を用いた中長期的な態度の変遷を分析するための社会調査を H29 年 12 月に実施した。加えて、

過去の研究成果を対外発表することにも積極的に取り組んだ（英文論文投稿 1 件＋1 件準備中、

国際学会発表 3 件）。 

第一に、「科学的特性マップ」の公表という施策が、アジェンダ・セッティングならびに個人の

態度にどのような影響を及ぼしたか、社会調査を行って前年度の公表前調査結果との比較分析を

行った。「科学的特性マップ」は、高レベル放射性廃棄物処分は現世代で解決すべき課題であり、

そのために国が前面に立って取り組むこと、特定の自治体ではなく全国の自治体に関わる国家的

課題であることについて、国民から広く理解を得て、各地での対話活動を積み重ねるきっかけと

する、すなわちアジェンダ・セッティングのための施策である。前年度（H29 年 1 月）の調査結

果を分析して、文献調査への立候補については、距離が近いほど支持的態度と不支持的態度の両

方が増え、態度が明確化する、つまり二過程の態度形成モデルにおける「中心ルート」的情報処
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理となる傾向を推定していた。ところが、公表後のデータとの比較分析によると、特性マップ公

表の影響は距離に関連するわけではなく、「自宅が「輸送面でも好ましい地域」に入っているか否

か」に大きく依存していることがわかった。たとえ、居住自治体の自宅近くに「輸送面でも好ま

しい地域」が設定されていても、自宅さえその範囲に入っていなければ、「周辺ルート」的情報処

理のままである可能性がある。できるだけ広く全国の国民に当事者意識を持ってもらうための起

点としては、マップによって「好ましくない特性があると推定される地域」が限定的であると示

されたことは有意義であったかもしれないが、最終的に自治体内のローカルな立地場所検討の際

には、大半の住民が「周辺ルート」的情報処理となって、熟議が成立しない可能性も示唆してい

る（住民投票を実施する場合も反対多数となってしまう可能性がある）。また、全体としては文献

調査・処分施設受け入れについては否定的態度を強化した傾向があること、（「好ましい地域」の

方が限定的と想定していた大半の調査対象者にとって望ましくない結果だったためか）行政・科

学/技術者・専門家集団への信頼が大きく損なわれたと推定されること、そもそも（マップを見え

る工夫をした調査にあってさえ）マップをよく見る人は多くない可能性があること（調査対象者

でマップを正しく把握している回答者は半分程度）から、対話活動を支援する効果が発揮されて

いたかどうかは不透明である。 

第二に、これまで継続して実施してきた、HLW 処分に関わる人々の態度についての社会心理

学的調査を継続した。長期間に渡る継続調査期間の中で、東日本大震災や政権交代、今年度の科

学的特性マップ公表などが、それぞれどのような影響を及ぼしたか、比較検討することが大きな

目的である。また、科学的特性マップ公表を受けて、具体的に文献調査を進める上での決定方法

選好にどのような影響が出ているかについても、質問項目を追加して調査した。その結果、住民

投票によって自治体が自主的に文献調査に応募する方式、市区村長の意思決定で応募する方式が

支持されること、総理大臣・経産省・環境省・国民投票といった外部からの意思決定では 1 自治

体を決め打ちするより、10 の候補自治体を選ぶ方が支持されることがわかった。これらの知見か

ら、ローカルの民意をくみ取るプロセスや、事業に直接関与しない国民にとっての決定責任（薄

いほど望ましい）に対する配慮が重要という示唆が得られた。一方、住民投票（上位 10 自治体、

1 自治体）や市区町村の立候補、外部主体による選定（10 自治体、1 自治体）といった選択肢と

並べて、「受け入れを承諾する他国で地層処分する」という選択肢がある中では、適切と考える人

が最も多かったのは他国処分であった。これは、これまでの調査で一貫して国内・現世代処分を

支持していたというデータとは異なる傾向である。「誰か（どこかの自治体）に責任を負わせる」

ことを忌避するといった仮説は考えられるが、いずれにせよ調査地選定が具体化すればするほど、

意思決定を回避しようとする傾向が強まる可能性がある。 

第三に、上記のパネル調査について、既往研究で得られている知見との整合性を確認したり、

サンプルを複数の基準でクラスタリングして違いを分析したりといった、追加の分析を行った。

信頼とリスク認知、ベネフィット認知という 3 つの要素と受け入れ態度の構造については、当研

究によって得られたデータで、既往研究と整合する結果が導かれることがわかった。また、学歴

や性別といった、既往研究から影響が示唆される特性についても、改めて態度形成過程における

影響の分析を試みた。その結果、想定と異なって学歴は態度形成過程に明確な違いを生み出して

いないことがわかった。一方で、男性は女性に比べると「中心ルート」的情報処理をしている可
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能性が高く、リスク認知は低いことがわかり、これらは既往研究と一定程度整合する知見であっ

た。加えて、原子力関連施設が立地しているかどうか、リスク認知に影響を及ぼす他の要因があ

るかどうか、といった指標で回答者を類型化して、態度形成の違いを検証した。具体的には、原

子力関連施設の有無と東日本大震災本震の震度を基準にとって分析を行い、原子力関連施設のあ

る自治体の回答者が震度 0 の地震を経験した場合（東日本大震災で地震を経験しなかった場合）

で、受け入れ態度が顕著に否定的に変化したことがわかった。 

第四に、過去 4 年間で実施してきた研究成果をとりまとめて、アジェンダ・セッティングと個

人の態度形成との関係を包括的に整理し、政策提言につなげるための検討を行った。この成果に

ついては、別途最終成果概要にも記載する。 
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III. 研究成果 

1. 「科学的特性マップ」がアジェンダ・セッティングと個人の態度形成に与えた影響の分析 

1.1.  平成 29 年度パネル調査における検討 

過去 2 年と同様、長期間の変動を比較検討するためのパネル調査として、平成 29 年 2 月にイ

ンターネットを用いたアンケート調査を実施した。調査票は、本報告書別添の参考資料に示す通

りである。この調査では、質問票の操作を行わないパネル群（500 人、過去の調査に回答したパ

ネル回答者）に加え、パネル回答者 400 人と新規回答者 400 人を、それぞれ 100 人ずつ 4 つの

シナリオ（シナリオ A1 群、A2 群、B 群、C 群）にランダムに割り振った。合計サンプル数は

1300 人となった（表 1 ）。なお、地域区分の名称は、「科学的特性マップ」公表前、計画公表段

階での名称に準じている。 

 

表 1 H29 年度パネル調査のサンプリング 

シナリオ サンプル数 科学的特性マップに関する

情報の影響 

マップの内容が想定内/想定外

であることの影響 

A1 パネル回答者 500＋100 

新規回答者 100 

HLW 処分に関する質問の

後、科学的特性マップに関

する情報を提示 

操作なし 

A2 パネル回答者 100 

新規回答者 100 

科学的特性マップに関する

情報を提示した後、HLW

処分に関する質問を行う 

操作なし 

B パネル回答者 100 

新規回答者 100 

科学的特性マップに関する

情報を提示した後、HLW

処分に関する質問を行う 

「適性のある／高い地域は全

国に多くない」という（正しく

ない）情報を提供 

C パネル回答者 100 

新規回答者 100 

科学的特性マップに関する

情報を提示した後、HLW

処分に関する質問を行う 

「適性のある／高い地域は全

国に分布する」という（正しい）

情報を提供 

 

H29 年 1 月の科学的特性マップに関する調査の結果と整合するが（H28 年度報告書参照）、マ

ップ作成の方針に記載されている条件から推定される結果と異なり、多くの回答者は適性の低い

地域が相当の割合で存在すると想定していた（図 2）。また、自宅が「より適性の高い地域」に入

る可能性も、実際より低く見積もる傾向が見られた（図 3）。 
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図 2 科学的特性マップにおける適性区分の全国分布に関する認識 

 

図 3 自宅が含まれる適性区分に関する認識 

 

0%
28%

25%

33%

50%
31%

75%

5%

100%

3%

住まいが「より適性の高い地

域」に入る可能性の認識

（2017.02調査）
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また、科学的特性マップの情報や、課題の当事者意識（適性区分の分布に関する情報操作で変

化）によって、文献調査への応募プロセスについての態度が変化していた。具体的には、広範な

地域に適性がある場合（シナリオ C）、より地域レベルの単位を議論の主体とすべきとの意見が増

加した（図 4）。逆に、限られた地域に適性がある場合（シナリオ B）、現行の応募制度を不適切

と考える回答者の割合が増えた（図 5）。すなわち、マップ公表によって多くの地域が潜在的対象

であることが認知されることは、現行の手続きに対する適切性認知を改善する可能性を示唆して

いる。ただし、図 4 においてシナリオ C の新規回答者とパネル回答者とで傾向が異なることに

ついては、さらなる検討が必要である。 

 

 

図 4 適性分布と意思決定主体に関する認識との関係 
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図 5 適性分布と意思決定制度の適切性認知との関係 
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1.2. 「科学的特性マップ」公表による影響の分析 

1.2.1. 調査概要 

「科学的特性マップ」は、高レベル放射性廃棄物処分は現世代で解決すべき課題であり、その

ために国が前面に立って取り組むこと、特定の自治体ではなく全国の自治体に関わる国家的課題

であることについて、国民から広く理解を得て、各地での対話活動を積み重ねるきっかけとする、

すなわちアジェンダ・セッティングのための施策である。そこで、「科学的特性マップ」の公表と

いう施策が、アジェンダ・セッティングならびに個人の態度にどのような影響を及ぼしたか、社

会調査を行って前年度の公表前調査結果との比較分析を行った。 

2017 年 8 月に日本全国を対象に、オンラインによる質問紙調査を行った。本調査では、2017

年 1 月の調査（マップ公表前）に回答した 1700 名の内、1041 名から回答を得た（サンプル構成

は図 6 の通り）。 

 

 

図 6 2017 年 8 月調査におけるサンプルの性別・年齢構成 

 

 

1.2.2. 適性区分への近接性に注目した分析 

また、回答者には「科学的特性マップ」の説明文と公表されたマップの両方を提示し、マップ

を確認した上で自宅および居住自治体の特性区分によって、5 つのカテゴリーに回答者を区分し

た。つまり、カテゴリー1＝自宅が「輸送面でも好ましい地域」に含まれる、カテゴリー2＝自宅

は「輸送面でも好ましい地域」に含まれないが、同じ自治体内のすぐ近くが含まれている、カテ

ゴリー3＝自宅は「輸送面でも好ましい地域」に含まれないが、同じ自治体内の遠い地域が含まれ

ている、カテゴリー4＝「輸送面でも好ましい地域」が居住自治体に存在しないが、隣接自治体に

ある、カテゴリー5＝「輸送面でも好ましい地域」は居住自治体とその隣接自治体には存在しない、

という 5 つのカテゴリーである（各カテゴリーのサンプル数は図 7 の通り）。 
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図 7 自宅および居住自治体と特性区分の関係に基づくカテゴリーとサンプル数分布 

 

「科学的特性マップ」の公表前後では、いずれのカテゴリーでも文献調査・処分施設立地の受

容性が低下していた（図 8、図 9）。この結果について、変化の統計的有意性に着目して分析した。

この際、受容度は質問票の仕様上、工夫して比較する必要があった。まず、知識入手の前後の対

応表づくりを行った。有望地の公表前はどの範囲が有望地となるか分かっていなかったため、有

望地と被験者の家の位置関係に応じて、最も適切な公表前の仮定を対応させなければならない。

例えば、自宅が有望地の中にある人は、自宅が有望地に含まれると仮定した場合の受容度を訊い

た設問に対応されなければならない。そのようにして公表前の仮定と自宅―有望地の位置関係と

を紐づける。そして、その位置関係に対応する公表後の受容度を対応させると以下の表 2 のよう

になる。 
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図 8 「科学的特性マップ」公表前後における文献調査への支持態度の変化 

 

 

図 9 「科学的特性マップ」公表前後における処分場立地受容態度の変化 
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表 2 2017 年 1 月調査と 8 月調査の比較対象整理（q、sq は質問票の項目に対応） 

 q（前） （クラスタリング） sq（後） 

HomeInY q13 sq6==1 sq8_1 

HomeNearY q14 sq6==2 sq8_1 

HomeFarY q15 sq6==3 sq8_1 

NearCity q16 sq7==1 sq8_2 

NotNearCity (q17) sq7==2 (sq8_3) 

（NotNearCity、すなわちカテゴリー5 は厳密には公表前後の質問内容が対応していない） 

 

前年度（H29 年 1 月）の調査結果を分析して、文献調査への立候補については、距離が近いほ

ど支持的態度と不支持的態度の両方が増え、態度が明確化する、つまり二過程の態度形成モデル

における「中心ルート」的情報処理となる傾向を推定していた。ところが、公表後のデータとの

比較分析によると、特性マップ公表の影響は距離に関連するわけではなく、「自宅が「輸送面でも

好ましい地域」に入っているか否か」に依存していることがわかった。たとえ、居住自治体の自

宅近くに「輸送面でも好ましい地域」が設定されていても、自宅さえその範囲に入っていなけれ

ば、「周辺ルート」的情報処理のままである可能性がある。できるだけ広く全国の国民に当事者意

識を持ってもらうための起点としては、マップによって「好ましくない特性があると推定される

地域」が限定的であると示されたことは有意義であったかもしれないが、最終的に自治体内のロ

ーカルな立地場所検討の際には、大半の住民が「周辺ルート」的情報処理となって、熟議が成立

しない可能性も示唆している（住民投票を実施する場合も反対多数となってしまう可能性があ

る）。 

なお、統計的に有意ではないため、追加調査によって深掘りする必要があるが、カテゴリー2

（自宅は「輸送面でも好ましい地域」に入っていないが、同じ自治体の自宅近くに同地域が存在

する）はマップ公表前後で比較的態度変容が小さかった（図 10）。 

 

 

図 10 マップ公表前後におけるカテゴリー1 と 2 の態度変容度合いの比較 

 

文献調査支持および処分場誘致受容の態度に加えて、特性マップ公表によって各カテゴリーの

人々でどのような変数に変化が生じたかを分析した。具体的には、これまでの分析で文献調査・
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処分場誘致と関連することが見出されている原子力発電の経済性、環境性、安全性の評価、およ

び行政への信頼を被説明変数として、各カテゴリーの人々の回答がウェーブ 1 からウェーブ 2 に

かけてどの程度変化したか、そして、その変化量にカテゴリー間で差があったかを Difference in 

Difference 分析（差の差分析）により検討した。 

このようにカテゴリーごとの影響の違いを測るために、単にカテゴリーごとに集計した変数の

値の差を考えるのではなく、変化量の差をとることのメリットは、グループ間の事前的な違いを

考えなくてすむことにある。例えば、科学的特性マップの閲覧をする前の段階で、適性区分内と

適性区分外で態度に差があったとしても、差の差をとることでその「元々の差」を取り除くこと

ができ、適性区分内であることと適性区分外であることの違いによる効果を適切に測ることが出

来る。 

上記のような「差の差をとる」方法で、厳密に適性区分内であることと適性区分外であること

の違いによる効果を測るためには、長期間のパネルデータをとり、グループ間でその態度の変動

の仕方に大きな差がないこと（平行トレンドの仮定）が必要であるが、本調査においては、2 回

のパネル調査をもとに分析している。この制約を念頭に置いて、以下の分析ではウェーブ間の変

化の「予測値」を得たものとする。 

加えて、世代間公正、処分場誘致にかかる便益の評価（「自治体が発展する」「住民の生活が向

上する」）を被説明変数とした分析も行った。ここでの仮説は、ウェーブ 1 において仮想的に「自

宅が「輸送面でも好ましい地域」に含まれている」と想定して回答した回答者が、ウェーブ 2 に

おいて実際に自宅がその地域に含まれるという事実に直面することによって「中心ルート」で回

答に臨むようになり（「本音」で回答するようになり）、その結果評価をネガティブなものに変え

るのに対して、自宅と「輸送面でも望ましい地域」の距離が遠くなるにつれ、ネガティブな変化

は減少するというものであった。 

また、特に、自分が住む自治体が「輸送面でも好ましい地域」に入るが、自宅は入らないとい

うカテゴリー2 の回答者は、カテゴリー1 の回答者よりもリスクは少なく、便益は同程度に受け

られるという特徴を持つため、カテゴリー1 の回答者とは弁別的な変化を示すと考えた。もしこ

の仮説が正しければ、特性マップ公表後の人々の態度は、同じ自治体内でも異なる態度形成過程

を持つ、すなわち、人々の自宅の位置に応じて情報提供の在り方を変化させる必要があるという

ことを示唆する。 

 まず、原発の評価についての分析結果を表 3 に示す。また、この分析結果から得られた各カテ

ゴリーのウェーブ間の態度の変化の予測値を図 11～に示す。なお、説明変数として投入したカテ

ゴリー1～5 は、カテゴリー1 を reference カテゴリーとして分析を行っている。 
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表 3 原発についての評価（経済性、環境性、安全性）の、カテゴリーごとの変化量の比較

（Difference in Difference 分析） 

 

 

 

図 11 カテゴリーごとの、原発の経済性認知のウェーブ間変化（予測値） 

 

被説明変数：

95% 信頼区間 95% 信頼区間 95% 信頼区間

2.928 * (2.649, 3.208) 2.351 * (2.107, 2.594) 1.982 * (1.768, 2.195)

男性 0.028 (-0.097, 0.153) 0.244 * (0.135, 0.353) 0.167 * (0.071, 0.262)

女性

-0.012 * (-0.017, -0.006) -0.012 * (-0.017, -0.007) -0.009 * (-0.013, -0.005)

1

2 -0.040 (-0.278, 0.199) 0.043 (-0.166, 0.252) 0.188 * (0.005, 0.371)

3 0.216 (-0.251, 0.683) 0.187 (-0.222, 0.597) 0.300 (-0.058, 0.658)

4 -0.091 (-0.294, 0.112) -0.140 (-0.318, 0.038) -0.091 (-0.247, 0.064)

5 -0.088 (-0.228, 0.052) -0.035 (-0.158, 0.087) -0.022 (-0.130, 0.085)

wave 1

wave 2 0.034 (-0.050, 0.119) 0.037 (-0.039, 0.113) 0.037 (-0.029, 0.102)

カテゴリ1×ウェーブ2

カテゴリ2×ウェーブ2 -0.011 (-0.214, 0.193) 0.070 (-0.114, 0.254) 0.011 (-0.148, 0.169)

カテゴリ3×ウェーブ2 -0.140 (-0.538, 0.259) -0.247 (-0.608, 0.113) -0.353 * (-0.663, -0.043)

カテゴリ4×ウェーブ2 0.021 (-0.152, 0.194) 0.050 (-0.106, 0.207) 0.050 (-0.084, 0.185)

カテゴリ5×ウェーブ2 -0.047 (-0.166, 0.072) -0.032 (-0.140, 0.076) 0.042 (-0.051, 0.135)
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図 12 カテゴリーごとの、原発の環境性認知のウェーブ間変化（予測値） 

 

 

図 13  カテゴリーごとの、原発の安全性認知のウェーブ間変化（予測値） 

 

 表 3 から、原発の安全性についてカテゴリー2 の人々は高く評価するという主効果が統計学的

に有意であることが確認されたが、カテゴリーとウェーブの交互作用が統計学的に有意ではなか

ったため、これは科学特性マップ提示の効果ではないと考えられる。一方、カテゴリー3 は交互

作用項が統計学的に有意であり、原発の安全性の評価がウェーブ 1 からウェーブ 2 にかけて、他

のカテゴリーと比較して減少しているということが示された。しかしながら、カテゴリー3 につ

いては該当者数が少なく（19 人）誤差が大きいため、積極的な解釈は避けるべきであろう。 

 次に、世代間公正、行政への信頼、処分場受け入れの便益（「自治体が発展する」と「住民ひと

りひとりの生活が向上する」の 2 つ）を被説明変数とした分析結果を表 4 に示す。加えて、この
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分析結果から得られた各カテゴリーのウェーブ間の態度の変化の予測値を図 14～図 17 に示す。 

 

表 4 世代間公正、行政への信頼、処分場受け入れの便益（「自治体が発展する」「住民ひとりひと

りの生活が向上する」）の、カテゴリーごとの変化量の比較（Difference in Difference 分析） 

 

 

 

図 14 カテゴリーごとの、世代間公正についての認知のウェーブ間変化（予測値） 

 

被説明変数：

95% 信頼区間 95% 信頼区間 95% 信頼区間 95% 信頼区間

3.248 * (2.983, 3.513) 2.812 * (2.547, 3.076) 2.734 * (2.498, 2.969) 2.415 * (2.190, 2.640)

男性 0.101 † (-0.016, 0.218) 0.261 * (0.143, 0.378) 0.216 * (0.111, 0.321) 0.176 * (0.076, 0.277)

女性

0.012 * (0.007, 0.017) -0.001 (-0.006, 0.004) -0.010 * (-0.015, -0.005) -0.009 * (-0.013, -0.004)

1

2 -0.272 * (-0.520, -0.025) 0.104 (-0.133, 0.340) -0.066 (-0.274, 0.143) 0.118 (-0.080, 0.317)

3 -0.545 * (-1.030, -0.060) 0.028 (-0.436, 0.492) 0.040 (-0.369, 0.448) 0.112 (-0.277, 0.500)

4 -0.088 (-0.299, 0.123) 0.014 (-0.187, 0.216) -0.057 (-0.234, 0.121) -0.067 (-0.236, 0.102)

5 -0.247 * (-0.392, -0.102) -0.032 (-0.171, 0.107) -0.189 * (-0.312, -0.067) -0.082 (-0.198, 0.035)

wave 1

wave 2 0.017 (-0.102, 0.136) -0.495 * (-0.597, -0.393) -0.108 * (-0.194, -0.023) -0.052 (-0.132, 0.029)

カテゴリ1×ウェーブ2

カテゴリ2×ウェーブ2 -0.112 (-0.400, 0.175) 0.043 (-0.203, 0.288) 0.192 † (-0.015, 0.399) 0.028 (-0.166, 0.222)

カテゴリ3×ウェーブ2 0.562 † (-0.001, 1.124) 0.074 (-0.407, 0.555) -0.102 (-0.508, 0.304) -0.106 (-0.486, 0.274)

カテゴリ4×ウェーブ2 -0.025 (-0.270, 0.219) 0.027 (-0.182, 0.236) 0.093 (-0.084, 0.269) 0.091 (-0.074, 0.257)

カテゴリ5×ウェーブ2 -0.064 (-0.232, 0.104) 0.005 (-0.139, 0.149) 0.054 (-0.067, 0.175) -0.017 (-0.131, 0.096)

Reference

Reference

Reference

Reference

†p <.10, *p <.05

便益「自治体が発展する」 便益「住民の生活が向上する」

回帰係数 回帰係数 回帰係数

Reference

Reference

Reference

Reference

調査ウェーブ

Reference Reference

カテゴリ×調査ウェーブ

Reference Reference

Reference Reference

年齢

カテゴリ

Reference Reference

世代間公正 行政への信頼
説明変数： 回帰係数
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図 15 カテゴリーごとの、行政への信頼のウェーブ間変化（予測値） 

 

 

図 16 カテゴリーごとの、処分場受け入れの便益（「自治体が発展する」）のウェーブ間変化（予

測値） 
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図 17 カテゴリーごとの、処分場受け入れの便益（「住民ひとりひとりの生活が向上する」）のウ

ェーブ間変化（予測値） 

 

 まず、特筆すべき点は、行政への信頼に関しては調査ウェーブの主効果のみが統計学的に有意

であり、ウェーブとカテゴリーの交互作用は有意ではなかったということである。これは、どの

カテゴリーに属するかに関わらず、マップ公表が行政への信頼を一貫して減少させたということ

を意味する。もう一点は、「処分場受け入れによって自治体が発展する」という便益認知に関して、

ウェーブとカテゴリー2 の交互作用が統計学的に有意（10%水準）であった。すなわち、カテゴ

リー2 の人々は、この便益認知に関して、他のカテゴリーとは異なる変化をウェーブ間で示した。

この被説明変数に関して、ウェーブの主効果が統計学的に有意であったこととあわせて考えると、

全体的にはマップ公表によって便益認知が減少しているにもかかわらず、カテゴリー2 の人々の

み、便益認知が微増していることを意味している（図 16）。すなわち、カテゴリー2 は処分場と

の地理的距離はカテゴリー1 に次いで近いものの、便益を高く評価することにより、受け入れに

対して比較的肯定的な態度が形成されやすい人々なのかもしれない。そのため、カテゴリー1 と

カテゴリー2 の人々が、同じような態度形成過程を有するという前提で選定作業を進めることは、

政策上好ましい方略ではないといえよう。 
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1.2.3. 最も近接している地域と最も近接していない地域との差に注目した分析 

次に自宅が適性区分内にあるカテゴリー１と最も適性区分から離れているカテゴリー５のマ

ップ公表前後において、文献調査の支持度や受け入れ態度だけでなく、信頼やリスク認知といっ

た態度形成要因がどのように変化したかを広範に整理した。 

まず、表 5 で、今回の調査でマップ閲覧前後でデータをとった項目を整理した。 

  

表 5 グラフの記号の対応表 

グラフ内の

記号 

Contents 指示内容 

TA Trust in Administration 行政への信頼 

TS Trust in Scientists 科学者への信頼 

TE Trust in Engineers 技術者への信頼 

TSp Trust in Specialists 専門家集団への信頼 

L Extent of support of 

Literature review 

仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持す

るか 

A Acceptance to final disposal 最終処分施設が仮に建設される場合に受容する

か 

DS Dicision making scope 意思決定者はどの範囲か 

BM Benefit to Municipality 便益認知－交付金で自治体が発展するか 

BP Benefit to a Person 便益認知－交付金で一人ひとりの生活が豊かに

なるか 

CS Compensation scope 補償主体はどの範囲か 

RN Risk on damaged Number リスク認知－何人が被災するか 

RP Risk on Probability リスク認知－事故が起こる可能性はどのくらい

か 

NI National or International 国内処分か国外処分か 

Ge Current generation 現世代で処分すべきか 

Nsu Support to Newclear 

generation 

原子力発電を支持するか 

Nen Economy of Newclear 

generation 

原子力発電の経済性を認めるか 

Nel Ecology of Newclear 

generation 

原子力発電の環境性を認めるか 

Nsa Safty of Newclear generation 原子力発電の安全性を認めるか 
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次にマップ閲覧前後の各項目の差について、2 グループ間の平均値を棒グラフで、また差の検

定における 95 パーセント信頼区間をエラーバーで図示化した。（図 18）そして、各群間の変化

量の差を横倒しの棒グラフで、そしてその変化量の差の 95 パーセント信頼区間をエラーバーで

図示化した。（図 19）ここでもし、ゼロのラインを超えていなければ、95 パーセント以上の確率

で有意に差があると判断できる。 

 

 

図 18 カテゴリー１とカテゴリー５の各指標の変化量 

 

 

図 19 カテゴリー１とカテゴリー５の各指標の変化量の差 
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まず、適性区分内・外それぞれのマップ閲覧前後において、どのような態度変化が見られたか

を整理した。適性区分内（カテゴリー1）の回答者において、マップ閲覧前後で統計的に有意な差

が見られた項目（対応あり t 検定、有意水準 5%）は以下の項目であった。 

• 信頼 4 項目（行政、科学者、技術者、専門家集団） 

• 意思決定者はどの範囲か 

• 補償主体はどの範囲か 

• 仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持するか 

• 最終処分施設が仮に建設される場合に受容するか 

• 便益認知－交付金で自治体が発展するか 

• リスク認知－何人が被災するか 

 

適性区分外（カテゴリー5）の回答者において、マップ公表前後で統計的に有意な差が見られた

項目（対応あり t 検定、有意水準 5%）は以下の項目であった。 

• 信頼 4 項目（行政、科学者、技術者、専門家集団） 

• 仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持するか 

• 原子力発電の安全性を認めるか 

 

「変化量の差」を考えた際に、統計的に有意な差が見られた項目（対応なし t 検定、有意水準

5%）は以下の項目であった。 

• リスク認知－何人が被災するか（カテゴリー1 がより大きな被害を受けると変化した量

が大きかった。） 

 

 以上の結果より、2 点考察する。 

1 点目は、意思決定主体並びに補償主体の範囲に関してである。まず、適性区分内（カテゴリ

ー１）において、意思決定・補償受け取りの主体が狭い範囲になるような結果が出た。これは、

自宅が適性区分内にあるカテゴリー１にとって、意思決定並びに補償受け取りの一人当たりの権

利を大きくしようと志向していることが原因だと推測できる。このように、科学的特性マップを

見るという刺激に対して、自宅が適性区分内にあるカテゴリー１の人は、より意思決定権と補償

の権利の一人当たりの権利が大きくなるように志向する傾向があることが分かった。 

特に補償に関しては、「変化量の差」も有意差が検出されたため、カテゴリー１とカテゴリー5

の間で、その変化量の傾向に差があることが示せる。 

この結果のさらなる分析として、カテゴリー２や３のはっきりと自宅が有望地内に入っていな

いサンプルがどのような傾向を志向するかを分析することが考えられる。そうすることで、補償

や意思決定における権利の範囲を決定する上で生じることが予想される住民間の意見の対立を

緩和・解決するのに役立つ示唆を得ることが出来る。 

2 点目はマップを閲覧したことにより、適性区分内・外に問わず、文献調査の支持度や受容態

度が低下したことについてである。このとき「変化量の差」に有意な差がなかったことを考える

と区分内・外によって程度の差があるかは分からないが、アンケート調査を行ったこと自体が文
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献調査の支持度や受容態度の低下につながっていると考えられる。 

 

1.2.4. 客観的な適性区分内/外であることの影響分析 

 これまで、適性区分内であるカテゴリー１と適性区分外であるカテゴリー5 を比較してきたが、

住居と適性区分の距離関係によって定義される 5 つのカテゴリーは、被験者が自ら地図を確認し

て答えるという方法であったため、その客観性が担保されていない。そこで、被験者の主観性を

排除し、客観的な適性区分内/外を判別するために、特性マップと被験者の市区町村データをもと

に客観的な適正区部内/外を定義した。 

 まず、客観的な適性区分内/外の識別を以下の手順で検証した。 

1. 科学的特性マップと国土地理院の市町村地図を照らし合わせ、本調査で対象となった

339 の市を以下の 4 カテゴリーに分類した。（図 20 は 4 カテゴリー分類の一例であり、アンケー

ト回答者 1041 名が居住する全国の 339 市で同様の分類を行っている。） 

2. その 4 カテゴリーと距離関係の 5 カテゴリーとの関係性を表 6 に整理した。 

3. イとログループを適性区分内、ハとニグループを適性区分外であるとした。 

 

＜4 つのカテゴリー＞ 

イ) 市の領域全体が「輸送でも適切な地域」。  

ロ) 市の領域の一部が「輸送でも適切な地域」。  

ハ) 市の領域に輸送でも適切な地域は含まれないが、隣接する市町村に「輸送でも適切な地

域」が含まれる地域。  

ニ) 市の領域、隣接する市町村ともに「輸送でも適切な地域」に含まれていない地域。  

 

 

図 20 4 カテゴリーの例（濃い黄緑色の部分が「輸送でも適切な地域」） 
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結果のグラフについて、マップ閲覧前後の各質問項目の差について、2 グループ間の平均値を

棒グラフで、また差の検定における 95 パーセント信頼区間をエラーバーで図示化した。（図 21）

そして、各群間の変化量の差を横倒しの棒グラフで、そしてその変化量の差の 95 パーセント信

頼区間をエラーバーで図示化した。（図 22）ここでもし、ゼロのラインを超えていなければ、95

パーセント以上の確率で有意に差があると判断できる。 

 

 

図 21 客観的な適性区分内/外の各指標の変化量 
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図 22 客観的な適性区分内/外の各指標の変化量の差 

 

まず、客観的に判断した適性区分内・外それぞれのマップ閲覧前後において、どのような態度

変化が見られたかを整理した。適性区分内の回答者において、マップ閲覧前後で統計的に有意な

差が見られた項目（対応あり t 検定、有意水準 5%）は以下の項目であった。 

• 信頼 4 項目（行政、科学者、技術者、専門家集団） 

• 意思決定者はどの範囲か 

• 仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持するか 

• 最終処分施設が仮に建設される場合に受容するか 

• 原子力発電の環境性を認めるか 

• 原子力発電の安全性を認めるか 

 

適性区分外の回答者において、マップ公表前後で統計的に有意な差が見られた項目（対応あり

t 検定、有意水準 5%）は以下の項目であった。 

• 信頼 4 項目（行政、科学者、技術者、専門家集団） 

• 仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持するか 

 

「変化量の差」を考えた際に、統計的に有意な差が見られた項目（対応なし t 検定、有意水準
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5%）は以下の項目であった。 

• 補償主体はどの範囲か 

 

 ここで、適性区分内で、意思決定主体の範囲が小さくなったことや、適性区分内/外における補

償主体の範囲の変化量の差が有意であったことから客観的な適性区分内/外でも、主観的な適性区

分内/外と同様に適性区分内に住む人の方が意思決定主体や補償主体の範囲が小さくなるように

志向する傾向があることが分かった。 

 その他、原子力発電に対する態度やリスクの認知で若干の違いがみられたが、サンプルの内訳

が違うにも関わらず分析結果が主観的な適性区分内/外の分析とおおむね整合的な結果となった。  

 

1.2.5. 回答の正確性に注目した分析 

この分析で注目したことは、どのくらい被験者の適性区分内/外のカテゴリー分けに関する回答

を信用していいかということである。そこで、被験者の中で正しくカテゴリーを選択した人とし

ていない人をチェックして、そのグループ間に差があるかを分析した。 

回答の正確性は回答者が自ら判断した 5 つのカテゴリーと前節で定義した客観的なイ、ロ、ハ、

ニの 4 つのカテゴリーとの整合性を考えた。イ、ロ、ハ、ニの各カテゴリーについて以下に示さ

れるような対応関係があるはずである。（表 6） 

 

イ) 市の領域全体が「輸送でも適切な地域」。この市に住む被験者はカテゴリー1：輸送面で

も適切な地域（科学的有望地）の中に家が含まれていると答えるはずである。 

ロ) 市の領域の一部が「輸送でも適切な地域」。この市に住む被験者はカテゴリー1・2・3 の

どれかを答えるはずである。 

ハ) 市の領域に「輸送でも適切な地域」は含まれないが隣接する市町村に「輸送でも適切な

地域」が含まれる地域。この市に住む被験者はカテゴリー4 と答えるはずである。 

ニ) 市の領域、隣接する市町村ともに「輸送でも適切な地域」に含まれていない地域。この

市に住む被験者はカテゴリー5 と答えるはずである。 

 

表 6 居住地とマップの照合に関する正解判定（色のついたセルが正しく対応） 

 

正答率は全体で 54%にとどまっており、ロのカテゴリーに属する回答者は、居住自治体内に「輸

送面でも好ましい地域」が存在しない（カテゴリー4、5）と判断したものが多い傾向にある。ア

カテゴリ

ー 
1 2 3 4 5 合計 正答率 

イ 130 8 3 9 46 196 66% 

ロ 247 69 9 93 207 625 52% 

ハ 15 4 1 14 58 92 15% 

ニ 11 3 6 9 90 119 76% 

合計 403 84 19 125 401 1032 54% 
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ンケート調査中に科学的特性マップを掲載し、確認するよう誘導した状況でも正しく答えられな

い回答者が半数近く存在する理由としては、地図をそもそも見ていない（見る気がない）、科学的

特性マップを正しく読めていない（居住地を探せないなど）などが考えられる。 

 ここで、表 6 から読み取れるとおり、正確な回答のグループは適性区分内の割合が高く、不正

確な回答のグループは適性区分外の割合が高いので、正確/不正確という属性は、少なからず、適

性区分内/外という属性を反映してしまうことに注意したい。 

回答が正確であるか不正確であるかの影響を測るために、回答が正確か不正確かの 2 グループ

に分けて、2 グループごとにマップ閲覧前後の差を算出し、その変化量の差を考える。まず、マ

ップ閲覧前後の各質問項目の差について、2 グループ間の平均値を棒グラフで、また差の検定に

おける 95 パーセント信頼区間をエラーバーで図示化した。（図 23）そして、各群間の変化量の

差を横倒しの棒グラフで、そしてその変化量の差の 95 パーセント信頼区間をエラーバーで図示

化した。（図 24）ここでもし、ゼロのラインを超えていなければ、95 パーセント以上の確率で有

意に差があると判断できる。  

 

 

図 23 正確な回答をしたグループと不正確な回答をしたグループとの各指標の変化量 
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図 24 正確な回答をしたグループと不正確な回答をしたグループとの各指標の変化量の差 

 

まず、回答の正確性によって分割した 2 グループごとのマップ閲覧前後において、どのような

態度変化が見られたかを整理した。回答が正確だったグループの回答者において、マップ閲覧前

後で統計的に有意な差が見られた項目（対応あり t 検定、有意水準 5%）は以下の項目であった。 

• 信頼 4 項目（行政、科学者、技術者、専門家集団） 

• 意思決定者はどの範囲か 

• 仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持するか 

• 最終処分施設が仮に建設される場合に受容するか  

 

回答が不正確だったグループの回答者において、マップ公表前後で統計的に有意な差が見られ

た項目（対応あり t 検定、有意水準 5%）は以下の項目であった。 

• 信頼 4 項目（行政、科学者、技術者、専門家集団） 

• 仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持するか 

• 最終処分施設が仮に建設される場合に受容するか 

• リスク認知－事故が起こる可能性はどのくらいか 

• 原子力発電の安全性を認めるか 
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「変化量の差」を考えた際に、統計的に有意な差が見られた項目（対応なし t 検定、有意水準

5%）は以下の項目であった。 

• 仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持するか 

 

以上より、一点考察する。 

アンケート調査で正確な回答をしているグループは、文献調査の支持度や最終処分施設の受容

態度が閲覧前後で有意に変化しなかった一方で、不正確な回答をしているグループでは、有意に

支持度や受容態度が低下した。そして、その変化量の差が有意であった。このことから、アンケ

ート調査に対して正確な回答をする傾向のある人はマップ閲覧をしても、相対的に文献調査の支

持度や受容態度への影響を受けづらいことが分かる。 

これは、過年度の報告書でとりあげた中心的ルートと周辺的ルートが本分析における回答が正

確であることと不正確であることに対応していると解釈することが出来る。回答が正確なグルー

プは、文献調査への支持度を吟味する上でより合理的な判断基準を持っている。そのため科学的

特性マップを見るということが支持度の低下に寄与しづらい。一方で、回答が不正確なグループ

は、より感情的な基準で判断している。今回の文脈では、回答が不正確なグループは、そもそも

特性マップを正確に見ていると言い難く、放射性廃棄物の処分事業が進展していることへの忌避

感や、その影響を測るためにアンケートが取られていることへの不快感が文献調査の支持度や最

終処分施設の受容態度を低下させた原因であると推測される。 

以上のことから、情報の提示の仕方に十分注意を払う必要性が示唆される。なぜなら、全体の

46％の人が、十分に特性マップを確認せず、なおかつ行政への信頼や文献調査の支持度や受容態

度を減少させているためである。また回答が正確であるグループも信頼が低下していることのメ

カニズムは、感情的な判断によるところが大きいと考えられる。本来合理的な議論を進展させる

ための客観的な情報提示である科学的特性マップの公表が逆効果とならないために、情報の提示

の方法に工夫が必要であると言えるだろう。 

 

1.2.6. 態度認識の変化に注目した分析 

 

信頼の低下などの態度変化を説明する他の要因として、適性区分内に入るかどうかに関する主

観的認識の変化を考えた。図 25 は分析の大まかな枠組みを表している。まず、科学的特性マッ

プを見る前段階での人々の適性区分内に入るかどうかに関する態度について、『あなたのお住ま

いが「輸送面でも好ましい地域」に入る可能性はどの程度だと思いますか。あてはまるものひと

つをお選びください。（選択肢は 1~5 でそれぞれ 0％、25%、50%、75%、100%）』という質問に

対して 0%、25％と回答したグループ（N＝609）と 50%、75%、100%と回答したグループ（N=432）

に分割した。便宜上、前段階における out グループと in グループと呼ぶことにする。そして、科

学的特性マップの閲覧後に『「輸送面でも好ましい地域」は、あなたのお住まいの市に存在してい

ますか。あてはまるものひとつをお選びください。（選択肢ははい、いいえの 2 択）』の質問に対

して、はい、と回答したグループ（N=509）と、いいえ、と回答したグループ（N=532）に分割

した。それぞれ閲覧後の out グループと in グループと呼ぶことにする。 
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この 2 組の 2 グループについて、図 25 のように 4 つの経路（①~④）が考えられる。例えば、

②は科学的特性マップを見る前は自分が適性区分に入ると思っていたが、地図を見た結果、入っ

ていなかった人である。このような 4 つの経路（便宜上、タイプ 1～タイプ 4 とする）それぞれ

について、これまでの分析と同様に人々の態度変容の程度の差があるかどうかを考える。 

ここで、人々の適性区分内/外の認識の変化を適切に測るためには、もし地図を確認していなけ

れば、人々の認識の変化がそもそも生じないため、前述した分析で用いた正確な回答をしたグル

ープの中から 4 つのグループに分割した。 

図 26 は①~④グループの標本数である。標本数に偏りがあるのは、表 6 で整理した通り、閲

覧グループ群（①~④）が閲覧後 in グループが大きくなるように偏っているためである。 
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図 25 認識の変化の影響に関する分析の概要図 

 

 

図 26 各グループの標本数 

 

以上のデータを分析した。それぞれのグループの閲覧前後の態度変容への影響を算出した後、

その差をグループ間で比較した（図 27～図 34）。ただし、グループ①とグループ④の組み合わ

せとグループ②とグループ③の組み合わせはたとえ有意差が出たとしても解釈が難しく、多重比

較の観点からも不要な有意性検定は避けた方がいいので、分析の対象外とした。 
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図 27 タイプ 1 とタイプ 2 の各指標の変化量 

 

 

図 28 タイプ 1 とタイプ 2 の各指標の変化量の差 
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図 29 タイプ 3 とタイプ４の各指標の変化量の差 

 

 

図 30 タイプ 1 とタイプ 3 の各指標の変化量の差 
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図 31 タイプ 2 とタイプ４の各指標の変化量 

 

 

図 32 タイプ 2 とタイプ 4 の各指標の変化量の差 

 

  



研究報告 6 - 34 

 

 

図 33 タイプ 3 とタイプ４の各指標の変化量 

 

 

図 34 タイプ 3 とタイプ 4 の各指標の変化量の差 
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まず、4 つのタイプごとのマップ閲覧前後において、どのような態度変化が見られたかを整理

した。タイプ 1 のグループの回答者において、マップ閲覧前後で統計的に有意な差が見られた

項目（対応あり t 検定、有意水準 5%）は以下の項目であった。 

• 信頼 4 項目（行政、科学者、技術者、専門家集団） 

• 補償主体はどの範囲か 

 

タイプ 2 のグループの回答者において、マップ公表前後で統計的に有意な差が見られた項目

（対応あり t 検定、有意水準 5%）は以下の項目であった。 

• 最終処分施設が仮に建設される場合に受容するか 

 

タイプ 3 のグループの回答者において、マップ公表前後で統計的に有意な差が見られた項目

（対応あり t 検定、有意水準 5%）は以下の項目であった。 

• 信頼 4 項目（行政、科学者、技術者、専門家集団） 

• 仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持するか 

• 最終処分施設が仮に建設される場合に受容するか 

• 便益認知 2 項目（自治体の発展、一人ひとりの生活向上） 

 

タイプ 4 のグループの回答者において、マップ公表前後で統計的に有意な差が見られた項目

（対応あり t 検定、有意水準 5%）は以下の項目であった。 

• 信頼 4 項目（行政、科学者、技術者、専門家集団） 

• リスク認知－何人が被災するか 

• 原子力発電の経済性を認めるか 

 

「変化量の差」を考えた際に、タイプ１とタイプ２の間で統計的に有意な差が見られた項目

は存在しなかった。  

 

タイプ 1 とタイプ 3 の間で統計的に有意な差が見られた項目（対応なし t 検定、有意水準

5%）は以下の項目であった 

• 信頼 3 項目（行政、科学者、技術者） 

• 仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持するか 

• 最終処分施設が仮に建設される場合に受容するか 

 

タイプ 2 とタイプ 4 の間で統計的に有意な差が見られた項目（対応なし t 検定、有意水準

5%）は以下の項目であった 

• 技術者への信頼 

• 原子力発電の経済性を認めるか 
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タイプ 3 とタイプ 4 の間で統計的に有意な差が見られた項目（対応なし t 検定、有意水準

5%）は以下の項目であった 

• 最終処分施設が仮に建設される場合に受容するか 

• リスク認知－何人が被災するか 

• 原子力発電の経済性を認めるか 

 

以上の結果から 2 点考察する。 

まず、タイプ 1 とタイプ 3 のグループ間の比較の解釈についてである。信頼や文献調査の支

持度、最終処分施設への受容態度がタイプ 3 でより減少している。これは、予想に反して適性

区分内に入った人の方が、最初から入ると思っていた人と比較して、より信頼が低下するし、

文献調査への支持度や受容度もより低下するということである。このように予想と現実の間に

ギャップが存在する場合、適性区分内であるという条件が同じであっても、文献調査への支持

度や受容態度が異なることが分かった。 

 そのメカニズムとして、予想が裏切られたことによって生じる感情が信頼や受容態度を低下

させたことが考えられる。また、予想で適性区分内と考えていた人は十分設問の意味を解釈し

た傾向があった一方で、適性区分外と答えた人は十分設問の意図を解釈せずに、自分の自治体

に処分場が来てほしくないという感情のもとで選択肢を検討した傾向があると考えられる。こ

れは、予想段階における適性区分内/外の回答の傾向と精緻化見込みモデルの中心的/周辺的ルー

トが対応していると解釈することもできる。 

 2 点目は、タイプ 2 とタイプ 4 の比較である。技術者の信頼がタイプ４でより低下している。

統計的に有意でないものの、技術者以外の信頼 3 項目や、文献調査への支持度や受容態度もタ

イプ 4 でより減少している。これは、予想通り適性区分外だった人は、予想に反して適性区分

外であった人と比較して信頼がより低下し、文献調査の支持度や受容態度もより低下するだろ

うことが予想できるということである。 

 このメカニズムも前述のように、アンケートを通して生まれた感情と回答者の性質によって

説明することが出来る。まず、アンケートを通して生まれた感情については、適性区分内に入

っていると予想していたにも関わらず、実際は入っていなかったことによって生じる感情が信

頼などの変化量を減少させたと推測される。また前述したとおり、回答者の性質は、予想段階

における適性区分内/外が中心的/周辺的ルートに対応していると考えることができ、周辺的ルー

トの人の信頼が低下しやすい傾向がこのような結果を導いたと考えられる。 

 以上より、予想段階で適性区分外であると答えた回答者は半数近くおり、かつ感情的な判断

をしている可能性が示唆された。また、適性区分内/外の予想と現実で場合分けをして、傾向の

違いを調べると、さまざまな差異があるので、実際に政策を進める上で、留意しなければなら

ない。 

 

1.2.7. 分析のまとめ 

 

行った分析を概観する。まず、適性区分への近接性に注目した分析では、適性区分への近接性
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ごとに 5 つのカテゴリーに分けて、文献調査への支持度、最終処分場建設への受容態度やその他

の指標との関係性を分析した。そこで、近接性と各指標への明確な相関は見いだせなかったが、

近接性に依らず調査の前後で、信頼が低下したことが分かった。また自宅は適性区分に含まれて

いないが、自宅のある自治体が適性区分に含まれている人々は、自宅も適性区分に含まれている

人々と比較して便益認知が高く、受け入れに対して比較的肯定的な態度が形成されやすい人々で

ある可能性が示唆された。 

第二に、5 つのカテゴリーの中でも、カテゴリー1（自宅が適性区分に含まれる場合）とカテゴ

リー5（隣接する市町村も適性区分に含まれない場合）を重点的に比較した。その結果、適性区分

内（カテゴリー1）において、意思決定・補償受け取りの主体が狭い範囲になるような傾向が判明

し、 自宅が適性区分内にあるカテゴリー1 の人は、より意思決定と補償の一人当たりの権利が大

きくなるように志向する可能性が示唆された。 

 第三に、これまでの被験者が自ら地図を確認して答えたアンケート項目を参考にするという主

観的な近接性・適性区分内/外ではなく、被験者の市区町村のデータを用いた客観的な近接性・適

性区分内/外ごとに被験者を分けて分析した。その結果、主観的な適性区分内/外と概ね整合的な結

果が得られた。 

 第四に、客観的な近接性と主観的な近接性との整合性に注目することで、回答の正確性を考慮

し、それが各質問項目にどのような影響を与えたかを分析した。その結果、正確な回答をしたグ

ループよりも不正確な回答をしたグループの方が文献調査の支持度や受容態度が低下したこと

が分かった。そしてその理由として、正確な回答をした人びとは中心的ルートの態度形成をする

傾向があり、また不正確な回答をする人びとが周辺的ルートの態度形成をする傾向があり、周辺

的ルートの人は感情的理由で、情報提供そのものが文献調査への支持度や最終処分施設の受容度

の低下の原因となることが推測された。 

 第五に、被験者の主観的な認識の変化の各指標への影響を分析した。この分析では、科学的特

性マップを観る前の段階で、適性区分に入る可能性が高いと考えていた人と低いと考えていた人

に分け、さらにその人が実際に適性区分に入ったかどうかで分けることで、計 4 グループに分け

て、その 4 グループごとの各指標の差を比較した。その結果、いくつかのグループ間で変化量の

違いが観察された。そして、その傾向の原因として、予想と実際に差があった場合に生じる感情

（予想：適性区分内→実際：適性区分外ならばプラスの感情で予想：適性区分外→実際：適性区

分内ならマイナスの感情）や予想段階における適性区分内/外の回答がその人の特性（適性区分内

を回答する人は中心的ルートの傾向があり、適性区分外であると回答する人は周辺的ルートの傾

向がある）を強く反映していることが推測された。 
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表 7 1.2「科学的特性マップ」公表による影響の分析のまとめ 

分析タイ

トル 

グループ

分けの基

準 

グ ル

ープ 

時間変化 グループ間の差の

差 

結果と考察（重複したもの

は省略する。） 

適性区分

への近接

性に注目

した分析 

自宅と適

性区分地

域との近

接性 

1( 最

近) 

・グループに依

らず、信頼が減

少 

 

・カテゴリー２で便

益認知の減少の度

合いが小さい 

・信頼の低下は、近接性に

依るかは分からないが、と

にかく前後で低下してし

まった。 

・同じ自治体の中でも、カ

テゴリー2 の人は、相対的

に肯定的な態度をとる可

能性 

2 

3 

4 

5（最

遠） 

最も近接

している

地域と最

も近接し

ていない

地域との

差に注目

した分析 

自宅が適

性区分内

に含まれ

るかどう

か 

内 ・信頼の減少 

・意思決定、補償

主体範囲の縮小 

・文献調査の支

持度、受容度の

減少 

 

・適性区分内で、リ

スク認知―人数の

値の変化が大きく、

より多くの人が被

災するという認知 

・適性区分内の人は、特性

マップの公表によって、意

思決定や補償主体の範囲

が狭くなることを志向す

るようになった。またその

程度が、適性区分外の人と

比較しても大きい。 

 外 ・信頼の減少 

・文献調査の支

持度 

 

・原子力の安全

性認知の向上 

 

客観的な

適性区分

内 / 外 で

あること

の影響分

析 

自宅が客

観的に適

性区分内

に含まれ

るかどう

か 

内 ・信頼の減少 

・意思決定主体

範囲の縮小 

・文献調査の支

持度、受容度の

減少 

・原発の安全性

認知、環境性の

価値評価の向上 

 

・適性区分内で、補

償主体の範囲がよ

り小さくなるよう

変化 

・原発の環境性への

評価が適性区分内

がより高くなるよ

う変化 

（・主観的な適性区分内/

外と概ね同様の結果とな

った） 

外 

 

・信頼の減少 
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回答の正

確性に注

目した分

析 

適性区分

内に含ま

れるかど

うかとい

う質問へ

の回答が

正確かど

うか 

正確 ・信頼の減少 

・文献調査の支

持度、受容度の

減少 

・意思決定主体

の範囲の縮小 

・正確な回答をした

グループの方が文

献調査の支持度の

減少の度合いが小

さい。 

・アンケート調査に対し

て正確な回答をする傾向

のある人はマップ閲覧を

通しても相対的に文献調

査の支持度や受容態度へ

の影響を受けづらい 

 不 正

確 

・信頼の減少 

・文献調査の支

持度、受容度の

減少 

・リスク－可能

性の増加 

・原発の安全性

の価値評価の向

上 

態度認識

の変化に

注目した

分析 

態度認識

がどのよ

うに遷移

したか 

In →

in 

・信頼の減少 

・補償主体範囲

の縮小 

・In→inよりOut→ 

in の方が信頼文献

調査の支持度、受容

度の減少幅が大き

い。 

・In→out よりも、

Out→out の方が技

術者への信頼と経

済性認知がより低

下 

・Out→In よりも

Out→out の方が受

容度の減少の程度

が小さく、被害を受

ける人数の認知が

上昇し、原子力発電

所の経済性への認

知が減少した。 

・予想に反して適性区分

内に入った人の方が、最初

から入ると思っていた人

と比較して、より信頼が低

下するし、文献調査への支

持度や受容度もより低下

する 

・予想通り適性区分外だ

った人は、予想に反して適

性区分外であった人と比

較して信頼がより低下す

る 

・予想段階において適性

区分に入る可能性が低い

と考えていた人々は高い

と考えていた人々と比べ

て、より文献調査への支持

度や最終処分施設の受容

度が低下しやすい特性を

もつ 

In→

out 

 

・受容度の増加 

Out

→in 

・信頼の減少 

・文献調査の支

持度、受容度の

減少 

・便益認知の増

加 

 

Out 

→ou

t 

・信頼の減少 

・原発の経済性

認知の低下 

・リスク－人数

の減少 
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2. HLW 処分に関わる人々の態度についての社会心理学的分析①：パネルデータによる中長期

的な態度の変遷に関する社会調査（平成 29 年度分） 

本研究では、平成 22 年 2 月と平成 23 年 2 月、平成 24 年 2 月、平成 27 年 2 月、平成 28 年 2

月、平成 29 年 2 月に、一般の回答者に対してインターネットを用いたアンケート調査を実施し

てきた。これは、文献調査応募や地層処分施設受け入れに関する態度形成過程に影響を与える要

因、信頼の規定因、平成 23 年 3 月の東日本大震災・福島第一原子力発電所事故の影響分析（平

成 24 年の調査以降）、科学的特性マップ公表の影響分析（平成 28 年度以降）などについて、社

会心理学的な分析を行うための調査である。 

今年度も同様に、平成 29 年 12 月にインターネットを用いたアンケート調査を実施した。調査

票は、本報告書別添の参考資料に示す通りである。この調査では、パネル回答者（平成 23 年 2 月

以降、一度でも回答したサンプル）と新規回答者で合計サンプル数は 1066 人となった。 

 

2.1. 単純集計の結果 

以下、平成 29 年度に行った社会調査の単純集計結果を示す。 

 

【調査項目・単純集計結果】 

 以下に、調査で測定した項目とその単純集計を示す。行政機関（国・都道府県・市区町村）ご

とに尋ねている場合は、条件ごとで差がみられるかどうか検討している。 

 

〇回答者の属性 

性別 

「あなたの性別をお選びください」 

  

 

図 35 男女の割合の分布 

 

 

66.9 33.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女比

男女の割合

男性 女性
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年齢 

「あなたの年齢をお知らせください」 

  

図 36 年齢のヒストグラム 
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居住年数 

「あなたは現在の自治体（市区町村）に合計で何年お住まいですか。」 

 

図 37 居住年数のヒストグラム 

 

最終学歴 

「あなたが最後に在籍した、または現在在学中の学校は次のどれですか。」 

 

図 38 最終学歴の分布 

 

 

0.0 

1.1 

26.7 17.9 46.2 5.7 2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最終学歴

最終学歴

小学校

中学校（旧制尋常小学校、旧制高等小学校を含む）

高校（旧制中学校、実業学校、師範学校、女学校を含む）

短大・高専、専門学校、旧制高校

大学

大学院

上記にあてはまるものはない
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結婚状態 

「あなたは結婚されていますか」 

 

図 39 結婚状態の分布 

 

年収 

「去年（平成２８年１月～１２月）１年間のお宅の収入はご家族全部あわせると、およそどのく

らいになりますか。ボーナスや臨時収入を含め、税込みでお答えください。」 

 

 

図 40 年収の分布 

27.5 

10.2 

35.4 

23.5 

3.5 

結婚状態

未婚

結婚しているが子供はいな

い

結婚しており一緒に住んで

いる子供がいる

結婚しており子供がいるが

独立している

その他

7.2 8.3 9.8 12.0 8.8 6.8 7.0 9.5 5.0 2.1 3.8 1.4 18.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

去年（平成２８年１月～１２月）１年間のお宅の

収入はご家族全部あわせると、およそどのくらい

になりますか。ボーナスや臨時収入を含め、税込

みでお答えください。

年収

２００万円未満 ２００万円～３００万円未満

３００万円～４００万円未満 ４００万円～５００万円未満

５００万円～６００万円未満 ６００万円～７００万円未満

７００万円～８００万円未満 ８００万円～１０００万円未満

１０００万円～１２００万円未満 １２００万円～１４００万円未満

１４００万円～２０００万円未満 ２０００万円以上

答えたくない
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職業形態 

「あなたの現在のお仕事についておうかがいいたします。あなたはふだんどのような仕事をなさ

っていますか。あてはまるものをひとつお選び下さい。」 

 

図 41 職業形態の分布 

 

職種 

「それでは、あなたの現在のお仕事について、最もその内容に近いものひとつをお選びください。」 

 

図 42 職種の分布 
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〇行政への信頼 

行政への信頼 

「あなたは、国の行政機関はどの程度信頼できると思いますか。あてはまるものをひとつお選び

下さい。」（1「信頼できる」～4「全く信頼できない」） 

 

 

図 43 行政への信頼の分布 

 

行政の職業倫理 

「公務員としての誇りを持っている」「職員として安心できる人が働いている」の２項目によって

測定した。（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

  

 

図 44 行政職員の職業倫理の分布 

  

5.7 42.4 40.6 11.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政への信頼

行政への信頼

信頼できる やや信頼できる あまり信頼できない 全く信頼できない

3.9 

2.7 

30.0 

35.1 

45.7 

45.4 

20.4 

16.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政機関の職員は誇りをもって働いて

いる

職員として安心できる人が働いている

行政職員の職業倫理

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない
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行政の公平性 

「行政はあなたの地域の人たちを公平に扱っている」「行政はあなたのことを公平に扱っている」

（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 

図 45 行政の公平性の分布 

 

担当大臣・行政職員の能力 

「行政の首長は、職務に関する十分な専門知識を持っている」「国の行政の職員は、職務に関する

十分な専門知識を持っている」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 

 

 図 46 担当大臣・行政職員の能力の分布 
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そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない

1.3 
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各担当大臣は、職務に関する十分な専

門知識を持っている

国の行政機関の職員は、職務に関する

十分な専門知識を持っている

担当大臣・行政職員の能力

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない
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行政の監視性 

「行政に対する監視の目の届かないところが、たくさんある」「行政が問題を起こしても、市民の

側にはそれを見抜く情報が入手できない」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

  

 

図 47 行政の監視性の分布 

 

行政機関の透明性 

「行政に対する苦情処理の情報を適切に公開している」、「行政の社会的責任の自己点検を適切に

公表している」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 

 

図 48 行政機関の透明性の分布 
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○住民の行政への関与能力認知 

「行政機関での手続きは、あまりに複雑なので、自分にはよく理解できないことがある」、「自分

には行政のすることに対して、それを左右する力はない」、「問題や苦情があるときでも、行政に

言っても無駄だと思う」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 

 

図 49 住民の行政への関与能力認知の分布 

 

○科学者・技術者・専門化集団への信頼 

「あなたは、科学者の話は信頼できると思いますか」、「あなたは、技術者の話は信頼できると思

いますか、「あなたは、学会などの専門家集団の話は信頼できると思いますか」（1「そう思う」～

4「そう思わない」） 

 

図 50 科学者・技術者・専門化集団への信頼の分布 
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○支持政党 

「ふだんあなたは何党を支持していますか」 

 

図 51 支持政党の分布 

 

○高レベル放射性廃棄物処分施設誘致の文献調査への態度 

「もしあなたのお住いの自治体が、高レベル放射性廃棄物処分施設誘致の文献調査に立候補した

場合、あなた自身はそれを支持しますか」（1「支持する」～4「支持しない」の 4 件法） 

 

図 52 文献調査への支持の分布 
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○処分施設受け入れを意思決定する主体の範囲に関する認知 

「高レベル放射性廃棄物の地層処分施設の建設について、最終的に受け入れの意思決定を行う主

体の範囲は、次のうちどれが適切だと思いますか。もっともあてはまる数字ひとつに○をつけて

ください。」 

 

図 53 処分施設受入れを決定する主体の範囲の分布 

  

11.1 

24.6 

12.9 
13.4 

15.9 

22.0 

処分施設受入れを決定する主体の範囲

地層処分施設を受け入れる市区町村内の事業実施地区

地層処分施設を受け入れる市区町村

地層処分施設を受け入れる都道府県

地層処分施設を受け入れる都道府県と、それらと隣接する都道府県

地層処分施設からの距離で決まる範囲

国



研究報告 6 - 51 

 

○応募に伴う交付金への態度 

「応募に伴う交付金によって、自治体が発展する」「応募に伴う交付金によって、住民一人一人の

生活が向上する」（1「全くそう思わない」～4「そう思う」の 4 件法） 

 

 

図 54 応募に伴う交付金への態度の分布 
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○補償方法に関する認知 

「文献調査の実施に伴って交付される経済的支援として、自治体への交付金を含めて、以下の５

つのオプションがあるとします。補償として最も望ましいと感じるものをひとつお選びくださ

い。」 

 

 

図 55 補償方法に関する認知の分布 
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○補償受け入れの範囲に関する認知 

「高レベル放射性廃棄物の地層処分施設の建設について、最終的に補償を受けるべき主体の範囲

は、次のうちどれが適切だと思いますか。もっともあてはまる数字ひとつに○をつけてください。」 

 

 

図 56 補償受け入れの範囲に関する認知の分布 
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○被害の大きさの見積もり 

「高レベル放射性廃棄物の地層処分において事故が発生したとしたら、その際に直接的・間接的

に被害を受ける人は何人いると思いますか」（1「0 人」、2「1～9 人」、3「10～99 人」、4「100～

1000 人未満」、5「1000～1 万人未満」、6「1 万～10 万人未満」、7「10 万人以上」） 

 

 

図 57 被害の大きさの見積もりの分布 

 

○被害の生起確率の見積もり 

「高レベル放射性廃棄物の地層処分施設の建設から 20 年以内に、放射能漏れなどの事故が起き

る確率は何%ぐらいあると思いますか」（1「0%」～11「100%」までの 10%刻みで測定） 

 

 

図 58 被害の生起確率の見積もりの分布 
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○高レベル放射性廃棄物の地層処分施設の受け入れ態度 

「仮に、あなたのお住いの自治体に高レベル放射性廃棄物の地層処分施設が建設されると想定し

た場合、そのことについてどう思いますか」（1「絶対に受け入れたくない」～5「受け入れてもよ

い」の 5 件法） 

 

図 59 高レベル放射性廃棄物の地層処分施設の受け入れ態度の分布 

 

○処分の場所 

「あなたは、日本で生じた高レベル放射性廃棄物を国内で処分すべきだと思いますか」（1「国内

で処分すべき」～5「国外で処分すべき」の 5 件法） 

 

 

図 60 処分の場所の分布 
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○現世代での処分 

「あなたは、すでに存在する高レベル放射性廃棄物の処分を、現世代が実施すべきだと思います

か」（1「実施すべきでない」～5「全くその通りだ」の 5 件法） 

 

図 61 現世代での処分 
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○高レベル放射性廃棄物の処分が必要な理由 

「高レベル放射性廃棄物の処分が必要な理由として、あなたが考えるものは以下のどれですか。

あてはまるものをすべてお選び下さい。」 

 

 

図 62 高レベル放射性廃棄物の処分が必要な理由の分布 
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○処分費用の負担方法 

「次世代に高レベル放射性廃棄物処分に係る負担を残さないため、原子力発電の発電量に応じた

金額を電力会社が積み立てており、私たちは電気料金の一部を通じて処分費用を負担しています。

これによって昨年度までに積み立てられた資金は約１兆円です。この費用に関する以下の文章に

ついて、あなたはどのように思われますか。あてはまるものをひとつお選びください。／処分費

用の負担方法は公平である」（1「全くそう思わない」～4「そう思う」の 4 件法） 

 

 

図 63 処分費用の負担方法の分布 

 

○居住自治体での最終処分場建設可能性 

「あなたがお住まいの市区町村に最終処分施設が建設される可能性はあると思いますか。あては

まるものをひとつお選び下さい。」（１、「はい」・２、「いいえ」） 

 

図 64 居住自治体での最終処分場建設可能性の分布 
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○文献調査を実施する市区町村を決めるための方法 

「マップに示された科学的な区分を踏まえて、文献調査を実施する市区町村を決めるための方法

を記述した以下の文章について、あなたはどのように思われますか。あてはまるものをひとつお

選び下さい。」以下、１２の設問に１、「賛成」～２、「反対」の４件法で質問されている。 

その後に、挙げた１２個の方法の中で、もっとも適切だと考える方法を一つ選択する。その際、

前の１２の設問で、３、「どちらかといえば反対」並びに４、「反対」を選んだ選択肢は表示され

ない仕様となっている。 

 

図 65 文献調査を実施する市区町村を決めるための方法の分布 
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図 66 文献調査を実施する市区町村を決めるための方法の分布 
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○原子力発電の増設への賛否 

「ある人々は日本のエネルギー問題を解決するために原子力発電を増やすべきだと言っていま

す。あなたはこれに賛成ですか反対ですか」（1「反対」～4「賛成」の 4 件法） 

 

 

図 67 原子力発電の増設への賛否の分布 

 

○原子力発電のメリットについての認知 

「原子力発電は、他のエネルギーに比べて経済性に優れている」「原子力発電は、他のエネルギー

に比べて環境に優しい」「原子力発電は、他のエネルギーに比べて安全性に優れている」（1「全く

そう思わない」～4「そう思う」の 4 件法） 

 

 

図 68 原子力発電のメリットについての認知の分布 
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○期待しているエネルギーの認知 

「この先２０年くらいを考えた場合、あなたが一番期待しているエネルギーを次の中から二つ選

んでください。」 

 

図 69 期待しているエネルギーの認知の分布 
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○原発事故・大地震の生起確率やそれによる被災の確率に関する認知 

「今後、国内の原子力発電所で、再び大規模な事故が起きる可能性はどの程度あると思いますか。

あてはまるものをひとつお選び下さい」、「今後、国内の原子力発電所で再び大規模な事故が起き

たとしたら、あなたやあなたのご家族が、大規模・広範囲・長期の避難を強いられる可能性はど

の程度あると思いますか。あてはまるものをひとつお選び下さい。」、「あなたのお住まいの地域

で、今後数年内に震度６を越えるような大きな地震が起きる可能性はどの程度あると思いますか。

あてはまるものをひとつお選び下さい。」 

 

 

図 70 原発事故・大地震の生起確率やそれによる被災の確率に関する認知の分布 
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2.2. 分析 

本調査では、Q12～Q19 について、グループをランダムに２つに分けて、科学的特性マップの

閲覧を含む質問の前後に配置した。これによって、全サンプルは科学的特性マップを閲覧したこ

と、あるいは少なくとも科学的特性マップについての話題が提示されたことの影響を受けたグル

ープとそうでなかったグループに分割された。ここでは、簡便のため、閲覧グループと非閲覧グ

ループと呼ぶことにする。この 2 グループ間の各値を比較する。 

比較された質問は以下の表 8 にまとめられた 9 項目で、比較の結果のグラフが図 71 である。

グラフのエラーバーは 95 パーセント信頼区間を表している。 

 

表 8 2 グループの差を分析した質問項目 

グラフ内の

記号 

Contents 指示内容 

L Extent of support of 

Literature review 

仮に自治体が文献調査に立候補した場合支持す

るか 

A Acceptance to final disposal 最終処分施設が仮に建設される場合に受容する

か 

DS Dicision making scope 意思決定者はどの範囲か 

BM Benefit to Municipality 便益認知－交付金で自治体が発展するか 

BP Benefit to a Person 便益認知－交付金で一人ひとりの生活が豊かに

なるか 

CM Compensation Method 補償の方法 

CS Compensation scope 補償主体はどの範囲か 

RN Risk on damaged Number リスク認知－何人が被災するか 

RP Risk on Probability リスク認知－事故が起こる可能性はどのくらい

か 
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図 71 グループ間の各指標の差 

 

比較したところ、閲覧グループの方が文献調査への支持度と最終処分施設への受け入れ態度が

高いことが分かった。これは前章の分析とも整合的である。 

 なぜなら、前章の回答の正確性に注目した分析では、特性マップの閲覧/非閲覧という属性をあ

る程度反映している回答が正確/不正確という属性でグループを分割した時、回答が不正確～非閲

覧グループの方が、文献調査の支持度や最終処分場の受け入れ態度がより低下するという同様の

結果となったからだ。 

ただし、注意しておかなければならないのは、前章の分析では、グループの変化量とその差を

比較していたのに対して、本章の分析では、グループの変化量をとらずに差をそのまま比較して

おり、一概に特性マップ公表によって、文献調査への支持度や最終処分施設への受け入れ態度が

向上したとはいえないことである。つまり、特性マップの公表によって閲覧グループと非閲覧グ

ループの支持度や受容度がともに低下するのだが、その程度がしっかりと地図を閲覧したグルー

プの方が小さいということがあり得るのである。これは、前章の分析で、サンプル全体の傾向と

して、文献調査への支持度や最終処分施設の受け入れ態度が低下したことからも蓋然性が高い仮

説であると言える。 

 以上より、科学的特性マップの公表によって、閲覧者が非閲覧者と比較して、文献調査への支

持度や最終処分施設の受け入れ態度が高い一方で、公表前後で比較すると支持度や受容度は全体
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としては低下する可能性が示唆された。これは、科学的特性マップの公表はマイナスの効果であ

る一方で、閲覧がプラスの効果を持つと解釈することができ、情報提示の過程で地図の確認とい

う過程が重要な役割を持つと言える。 

 

科学的特性マップ公表を受けて、具体的に文献調査1を進める上での決定方法選好にどのような

影響が出ているかについても、質問項目を追加して調査した。文献調査を実施する市区町村を決

める方法の選択肢は表 9 の通りである。 

 

表 9 平成 29 年度パネル調査における文献調査実施自治体の決定方法に関する選択肢 

 

 

この結果、図 72 に示すとおり、住民投票によって賛成率の高い順に 10 の自治体を選ぶ方式、

住民投票で最も賛成率の高い自治体を選ぶ方式、市区町村長の意思決定で立候補する方式、環境

省が 10 の自治体を選ぶ方式、受け入れを承諾する他国で処分する方式、という順に反対が少な

かった。逆に、総理大臣・国民投票・経済産業省によって 1 つの自治体を選ぶ方式は反対が多か

った。さらに、選ばれる自治体の数が 1 つの場合と 10 の場合がある選択肢について、その差の

有意性を統計的に検証したところ（表 10）、統計的有意性がなかった住民投票の場合を除いて、

ひとつより 10 の自治体を候補として選ぶ方法において受け入れにより肯定的態度を形成するこ

とがわかった。 

このように、住民投票によって自治体が自主的に文献調査に応募する方式、市区町村長の意思

決定で応募する方式が支持されること、総理大臣・経産省・環境省・国民投票といった外部から

の意思決定では 1 自治体を決め打ちするより、10 の候補自治体を選ぶ方が支持されることがわ

かった。これらの知見から、ローカルの民意をくみ取るプロセスや、事業に直接関与しない国民

にとっての決定責任（薄いほど望ましい）に対する配慮が重要という示唆が得られた。一方、住

民投票（上位 10 自治体、1 自治体）や市区町村の立候補、外部主体による選定（10 自治体、1 自

                                                  
1 現行制度では、文献調査地域の選び方は、自治体からの応募や複数地域に対しする国からの申

入れによる。 
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治体）といった選択肢と並べて、「受け入れを承諾する他国で地層処分する」という選択肢がある

中では、適切と考える人が最も多かったのは他国処分であった（図 73）。これは、これまでの調

査で一貫して国内・現世代処分を支持していたというデータとは異なる傾向である。「誰か（どこ

かの自治体）に責任を負わせる」ことを忌避するといった仮説は考えられるが、いずれにせよ調

査地選定が具体化すればするほど、意思決定を回避しようとする傾向が強まる可能性がある。 

 

 

図 72 文献調査実施自治体の決定方法に関する態度分布 

 

表 10 選ぶ自治体数（1 と 10）による態度の違いと統計的有意性 
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図 73 文献調査実施自治体を選択する方法として選択肢中最も適切な方法についての回答分布 
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3. HLW 処分に関わる人々の態度についての社会心理学的分析②：過去パネルデータの再分析 

3.1. 住民の受容態度の構造 

 既往研究では、HLW 処分施設に関する個人の受容態度は、信頼、リスク認知、ベネフィット

（便益）認知という 3 つの要素との関係に基づいて、共分散構造分析では図 74 のような構造で

説明されることが示されている。 

 

 

図 74 既往研究における HLW 処分施設の社会的受容のモデル 

 

 たとえば高浦ら（2013）は、以下の 4 つの仮説を検証するため、東日本大震災直前に実施され

た平成 23 年 2～3 月の調査データ（オンラインによる質問紙調査、560 名ずつ原子力関連施設立

地地域と非立地地域から採用、合計 1120 名のサンプル）を分析した。 

 

ここで、原子力関連施設立地地域と非立地地域について、多母集団同時分析を行った結果が図 

75 と図 76 であった。このうち、被害の大きさ認知が HLW 処分施設に対する受容態度に与える

影響においてのみ、2 種類の地域間で統計的に有意な差が見られた。 

 

 

図 75 原子力関連施設立地地域における多母集団同時分析の結果 
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図 76 原子力関連施設非立地地域における多母集団同時分析の結果 

 

 Tsujikawa, et al. (2016)においては、東日本大震災の前後、震災後の福島とその他の県におけ

る原子力発電所の受容態度構造を比較している。受容態度の要因として、リスク認知、事業主体

への信頼、ベネフィット認知、環境保護志向という 4 つを仮定した上で共分散構造解析を行った。

震災前後を比較した結果は図 77 の通りであり、環境保護志向と信頼が与える影響が大きくなり、

ベネフィット認知が与える影響が小さくなっている。一方、福島と宮城・青森を比較した結果は

図 78 の通りであり、福島でリスク認知が与える影響が大きくなり、信頼が与える影響が小さく

なっている。 

 

 

図 77 東日本大震災前後の原子力発電所受容態度の構造比較 
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図 78 東日本大震災後の福島と宮城・青森における原子力発電所受容態度の構造比較 

 

 このように、既往研究では図 74 のような態度形成モデルが確認されてきた。そこで、本研究

において実施したパネル調査においても、ベネフィット認知を観測変数として測定できる 2015

年 3 月、2016 年 2 月、2017 年 2 月のデータでそれぞれ HLW 処分施設受け入れ態度の構造を共

分散構造分析を用いて分析した。その結果、2015 年 3 月のデータでは図 79、2016 年 2 月のデ

ータでは図 80、2017 年 2 月のデータでは図 81 の結果となり、おおむね既往研究の知見と整合

する結果が得られていることがわかった。 

 

 

図 79 2015 年 3 月調査における HLW 処分施設受け入れ態度の構造 
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図 80 2016 年 2 月調査における HLW 処分施設受け入れ態度の構造 

 

 

図 81 2017 年 2 月調査における HLW 処分施設受け入れ態度の構造 

 

また、学歴や性別といった、既往研究から影響が示唆される特性についても、改めて態度形成

過程における影響の分析を試みた。 

まず、①学歴の差と代表値、②学歴の差と構造方程式、③行政への信頼と学歴の差についてデ

ータ分析を行った。一般的に、学歴差は大卒・大学院卒＝中心的ルート、それ以外＝周辺的ルー

トという関係が成立する。なぜなら、精緻化見込みモデルにおいて、人々が意思決定の際に中心

ルートを選択するか周辺ルートを選択するかは、対象への能力（例えば知識等）と関心によって

決定し、大卒・大学院卒の人ほど放射性廃棄物の問題に対して、知識と関心を有していると考え

られるためである。 

性別についても同様の分析をおこなった。  
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① 学歴の差と代表値 

学歴の差と共分散構造分析で用いた 4 因子（行政への信頼、リスク認知、便益認知、受容）の

平均値について、学歴を 2 層に分けて整理した。なお、この 2 層とは最終学歴が小・中学校並び

に高校のグループと大学・大学院のグループである。短大・専門学生は、学歴差を明確にするた

めにどちらのグループにも算入しなかった。以上のことを整理したものが表 11 である。 

 

表 11 学歴と 4 要素の関係と差の検定 

カッコ内は

標準偏差 

信頼 リスク認知 便益認知 受容 標本数 

小中高卒 2.61 

(0.682) 

5.14 

(2.96) 

2.63 

(0.819) 

2.21 

(1.09) 

433 

大卒・大学

院卒 

2.51 

(0.759) 

4.66 

(2.93) 

2.68 

(0.855) 

2.25 

(1.12) 

730 

差の検定結

果（p値） 

0.024 0.007 0.395 0.600 
 

 

大卒・大学院卒層で有意に行政への信頼が低く、またリスク認知が低いことが分かる。 

 

② 学歴の差と構造方程式 

小中高卒層と大卒・大学院卒層の間の意思決定モデルに差があるかどうかを調べるため共分

散構造分析を行った。それぞれのパス図は以下の様になる。（図 82、図 83）この分析によって

は、仮説に反して、学歴の差による態度形成モデルの違いは見いだせなかった。 

 

図 82 小中高卒層の態度形成モデル 
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図 83 大卒・大学院卒層の態度形成モデル 

 

③ 学歴別の高信頼グループと低信頼グループの差 

 平成 28 年度報告書において、震災前後で人々の態度形成モデルが変化したことを明らかにす

るため、行政への信頼が最大・最小で母集団を 2 つに分割し各々の受容態度の平均を比較すると

いう手法をとっていた。今回はそれに倣い、平成 27 年度のデータセットを用いて、学歴による

行政への信頼と受容態度の関係の学歴差を整理した。便宜上最も行政を信頼しているグループを

「信頼最大」、最も信頼していないグループを「信頼最小」と呼ぶこととする。 

 共分散構造分析と同様に、行政への信頼が受容に影響を与えないほど中心的ルートとなるので、

表 12 の差が大卒・大学院卒ほど小さい場合に仮説が支持されるが、大卒・大学院卒の方が大き

くなっている。ただし、標本数が少ない（特に小中高卒かつ信頼最大の標本数が 7 つと極めて少

ない）こともあり、差の有意性を検出することはできなかった。 

 

表 12 学歴層と行政への信頼のクロスデータにおける受容態度の平均と標準偏差 

 

 次に性別の差についても検証を行った。 

 

① 性別の差と代表値 

性別の差も人々の意思決定に大きな影響を及ぼしていると考えられる。本分析では代表値と構

上段は受容態度の平

均、カッコ内は標準

偏差、下段は標本数 

信頼最大 信頼最小 （差） 

小中高卒 2.571(0.976) 

(N=7) 

1.738 (1.01) 

(N=42) 

0.833 

大卒・大学院卒 3.10 (1.28) 

(N=50) 

2.05(1.28) 

(N=69) 

1.04 
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造方程式の整理を中心に行い示唆を得る。 

 

表 13 性別と 4 要素の関係と差の検定 

カッコ内は

標準偏差 

信頼 リスク認知 便益認知 受容 標本数 

男性 2.49 

(0.743) 

4.64 

(3.028) 

2.70 

(0.854) 

2.35 

(1.148) 

889 

女性 2.62 

(0.676) 

5.45 

(2.75) 

2.59 

(0.805) 

2.03 

(0.999) 

561 

差の検定結

果（p値） 

0.002 0.000 0.018 0.000 
 

 

表 13 の結果は、岸川ら（2012）などの既往研究と整合し、女性が男性と比較して行政への信

頼が高い、リスク認知がかなり高い、便益認知が低い、受容がかなり低いという傾向が見られる。

たとえば坂田（2014）によれば、様々な心理的特性や行動における男女差に関する既往研究で、

一貫して中程度以上の男女差が示されている特性は、リスクテイキング、刺激希求、及び共同性

のみである。ここで、女性の特性はリスク回避、安定志向、共同性の重視とされているので、本

研究で見られた女性のリスク認知の高さや受容度の低さはリスク回避傾向によって説明できる。 

また、標準偏差に注目すると女性の方が 4 項目すべてにおいて小さく、男性より解答の散らば

りが小さいことが分かる。これは、女性の方が平均付近に集中して回答をしていることを表して

おり、特に 5 件法のようなアンケート方式では、内情を統計的にうまく抽出できない可能性が高

い。 

 

② 性別の差と構造方程式 

男女差によって意思決定モデルに差があるかどうかを調べるため、共分散構造分析を行った。

パス図は図 84、図 85 の様になる。 

 

図 84 男性の態度形成モデル 
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図 85 女性の態度形成モデル 

 

 学歴と違い、構造方程式に明確な違いが生じている。男性の方が信頼→リスク認知のパス係数

が 0.11 ポイント高くて、リスク認知→受容が 0.11 ポイント高い。また分散説明率も男性が女性

より高くなり、男性の方が女性よりも信頼、リスク認知、便益認知の 3 要素で受容度をよく説明

できているといえる。このことに注目すると、男性の方がより合理的な思考のもとで受容度を決

定する中心的ルートの人の割合が大きい可能性がある。 

 

③ 性別の高信頼グループと低信頼グループの差 

学歴と同様に行政への信頼に基づいてサンプルを分割した。表 14 を見ると、男性の方が信頼

の大小によって受容度が大きく変化しており、態度形成モデルの比較に基づく推定（男性の方が

中心ルートの人の割合が大きい）と整合しない。 

 

表 14 性別と行政への信頼のクロスデータにおける受容態度の平均 

 

以上の学歴・性別という 2 特性に関する検討の結果、想定と異なって学歴は態度形成過程に明

確な違いを生み出していないことがわかった。一方で、男性は女性に比べると「中心ルート」的

情報処理をしている可能性が高く（ただし③の結果もあるため要追加検証）、リスク認知は低いこ

とがわかり、これらは既往研究と一定程度整合する知見であった。 

 

 

上段は受容態度の平

均、カッコ内は標準

偏差、下段は標本数 

信頼最大 信頼最小 （差） 

男性 3.09 (1.34) 

(N=52) 

2.012(1.2) 

(N=82) 

1.08 

女性 2.53 (0.519) 

(N=13) 

1.83 (1.12) 

(N=49) 

0.702 
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3.2. 回答者の地域特性による影響の検討 

 過年度において、原子力関連施設の有無や東日本大震災での被害の大きさが、処分場受け入れ

態度の経年変化に与える影響について、大まかな分析を実施した。本研究で取得したデータは、

震災前の 2011 年 3 月調査において、原子力関連施設のある自治体について、一定数以上のサン

プルから回答を得ており、原子力関連施設があること、およびその後の震災での被害が、処分場

の受け入れ態度に与える影響を計測することができる可能性がある。 

そこで今年度は、特に東日本大震災での被害の大きさについて、回答者の居住市区町村の震度

情報を変数として整備することにより、より詳細な分析を実施した。分析の対象は、2011 年 3 月

（震災前）、2012 年 2 月（震災後）、2013 年 2 月（震災後）の 3 波のいずれもの調査に回答した

1057 名のデータである。また、ここで従属変数として分析するのは放射性廃棄物最終処分場の受

け入れ態度：「仮に、あなたのお住まいの自治体に処分施設が建設されると想定した場合、そのこ

とについてどう思いますか。あてはまるものをひとつお選びください。」への回答（1.絶対に受け

入れたくない 2.どちらかといえば受け入れたくない 3.どちらともいえない 4.どちらかといえば

受け入れてもよい 5.受け入れてもよい）である。 

震度別の処分場受け入れ態度の分布を示した箱ひげ図が図 86 である（左から 2011 年 3 月調

査（震災前）、2012 年 2 月調査（震災後）、2013 年 2 月調査調査（震災後）のデータ）。上段は原

子力関連施設が立地していない市町村の回答者、下段は原子力関連施設が立地している市町村の

回答者についての分布である。震災 1 年後に一旦処分場受け入れ態度の高まりがみられるものの、

2 年後には一貫して否定的な態度に転じていることがわかるが、震度別の差は明らかでない。 

 

図 86 震度別の処分場受け入れ態度の分布（左から 2011 年 3 月調査（震災前）、2012 年 2 月

調査（震災後）、2013 年 2 月調査調査（震災後）のデータ） 
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ここで注意が必要なのは、群間（原子力関連施設の有無）での比較からは、原子力関連施設の

有無が（震度ともに）放射性廃棄物処分場や原子力発電に対して与える影響を厳密には計測でき

ない点である。なぜなら、原子力関連施設の受け入れの有無はランダムな現象ではなく、受け入

れ態度に関連する共変量が明らかに存在するからである。さらに、ここで注目するもう一つの変

数である震度も、受け入れ態度と独立に発生する自然現象であり、その地理的な差異を利用して

受け入れ態度への効果を推定する戦略が考えられそうだが、ここでは、観測震度に有意な差があ

ると認められる地理的スケールでは、他の共変量も異なると考えられるため、有効ではない。表 

15 は、原子力関連施設の有無・震度別の標本分布を示したものであるが、震度 5～5.5 における

原子力関連施設無しの自治体からのサンプルは東京都周辺からのものがほとんどである一方、震

度 6 強の自治体のサンプルは石巻市から、震度 6 の自治体のサンプルは東海村からのものがほと

んどを占める。 

 

表 15 原子力関連施設の有無・震度別の標本分布 

 0 1 2 3 4 5 5.5 6 6.5 

原子力関連施設：無 35 57 91 123 88 144 146 12 11 

原子力関連施設：有 33 106 59 14 48 1 2 26 61 

 

この結果、実際に、原子力関連施設のある自治体のサンプルについては、各震度が観測された

自治体ごとの特徴が強く表れてしまっている。一方、原子力関連施設のない自治体のサンプルに

おける結果は、先に見た結果と類似しているが、この場合についても、震度 5 を観測した地域の

中に東京都周辺の自治体が多く含まれており、他震度を観測した地域との比較の上では、観測震

度とは別の共変量が存在しており、観測震度間で受け入れ態度の分布を比較することは適切でな

い。 

このことを考慮したうえで、原子力関連施設の立地の有無が震災後の放射性廃棄物処分場の受

け入れ態度に与える影響を、震災の影響別に分析するため、我々は基本的な分析として、(i)震度

4 以上を観測した自治体からのサンプルを対象とし、かつ(ii)原子力関連施設の有無に関して傾向

スコアによるマッチングを用い、サンプルを絞って分析を行った。後者は、原子力関連施設のあ

る自治体のサンプルと、それらと類似した性質を持つサンプルのみを原子力関連施設のない自治

体から選んだものと比較することで、すでに原子力関連施設のある自治体と同様の性質を持つ地

域において、施設の有無が、震災の影響別に最終処分場の受け入れ態度にどのように影響するか

を明らかにする手法である。 

傾向スコアの算出には、割り当て変数を原子力関連施設の有無、共変量として条件分岐のため

に欠損値が発生しないすべての変数を投入したロジットモデルから、ステップワイズ法により

AIC が最も小さくなる変数の組み合わせを特定して用いた。ここで算出された傾向スコアを用い

たマッチング（キャリパーは 0.1）の結果、原子力関連施設のある自治体からの回答者 260 名の

うち、126 名に対するマッチングが行われ、合計 252 のサンプルが抽出された。このマッチング

の手続きを経ることにより、マッチング前のサンプルに見られる原子力関連施設のある自治体か

らの回答者と原子力関連施設のない自治体からの回答者の差が補正される点が重要である。 



研究報告 6 - 79 

 

 

表 16 マッチング後のサンプルに対する順序ロジットモデルの推定結果 

 モデル(a) 

全サンプル 

モデル(b) 

施設なし 

モデル(c) 

施設あり 

モデル(c2) 

施設あり 

施設有無 -0.887 (0.455)    

震度 -0.033 (0.123) -0.032 (0.123) 0.204 (0.123) 4.059 (1.787) 

施設有無×震度 0.253 (0.175)    

N 252 126 126 126 

自治体ダミー No No No Yes 

 

マッチングされた 252 のサンプルに対して、応答変数を 2013 年の受け入れ態度とした順序ロ

ジット分析を行った結果を示したのが表 16 である。(a)は処置群（原子力関連施設なし）と統制

群（原子力関連施設あり）、それぞれのデータをプールした場合であり、(b)(c)はそれぞれを個別

に分析した場合の結果である。また、統制群（原子力関連施設あり）に含まれるサンプルは、限

られた自治体からのものであることから、(c2)ではそれぞれの自治体のダミーを投入した結果を

示している。t 値（推定値／標準誤差）はいずれも大きくないが、(a)の交差項の係数の推定値や、

(b)で見られない震度の効果が(c)(c2)ではみられることから、処置群（原子力関連施設なし）にお

いて地震の大きさは有意な効果は持たないが、統制群（原子力関連施設あり）において有意な効

果を持つことが示唆される。 

表 16 のモデル(a)の結果をもとに、マッチングの対象となったサンプルの平均的な属性を持つ

回答者が、原子力関連施設のない自治体と原子力関連施設のある自治体それぞれにおいて、地震

を経験しなかった場合（震度 0）と、震度 4 の地震を経験した場合について、「1.絶対に受け入れ

たくない」から「5.受け入れてもよい」までの選択肢それぞれを選択する確率を予測したうえで、

各年において受け入れ態度に関する回答の平均の推移を予測したものが図 87 である。原子力関

連施設のない自治体の回答者については震度の大きさにかかわらず、また、原子力関連施設のあ

る自治体の回答者が震度 4 の地震を経験した場合、2011 年（震災前）から 2013 年（震災後）に

かけて受け入れ態度の低下がみられるが、受け入れ態度の低下は、原子力関連施設のある自治体

の回答者が震度 0 の地震を経験した場合で顕著である。原子力関連施設のある自治体の回答者に

ついての差は、東日本大震災本震である程度の揺れを経験した自治体である方が、処分場受け入

れに対して安定的であることを示している。 
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図 87 モデル(a)に基づく受け入れ態度に関する回答の平均の推移の予測 

 

以上の分析は、原子力関連施設が立地している自治体の特性に大きく依存している可能性があ

り、さらなる考察が必要である。東日本大震災の本震だけでなく、余震も含めた考察や、実際の

被害の大きさにかかわる変数での分析、また、東日本大震災以外も含んだ過去の地震の経験がど

のように影響しているかを検討する必要がある。さらに、受け入れ態度を規定する要因が、東日

本大震災の前後で変化している可能性があることは過年度の報告にて指摘しているところであ

るが、そうした要因の変化も、この分析と同じように原子力関連施設の有無と震災の影響の大き

さ別に検討し、受け入れ態度との関連を精査する必要がある。 
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2011 2012 2013

交差項ありのモデルによる予測

施設なし・震度4 施設なし・震度0

施設あり・震度4 施設あり・震度0

（参考）施設あり・震度6以上：実測
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4. 政策的示唆の導出 

4.1. アジェンダ・セッティングと個人の態度形成 

 平成 26 年度に、政策目標の転換の有無、アジェンダ・セッティングを主導するアクターとい

う 2 つの要素に着目して、アジェンダ・セッティングを類型化した。これは、アジェンダ・セッ

ティングがなされないために解決されない課題（高レベル放射性廃棄物処分施設の立地はその代

表例）を念頭に置いて、国の政策形成、社会全体というレベルを対象に、特定の効果を持つアジ

ェンダ・セッティングをデザインするための知見として類型化を行ったものである。しかし、平

成 27 年度に実施した、英国における放射性廃棄物処分事業の政治過程分析からは、社会全体レ

ベルでのアジェンダ・セッティングでは不十分であることが示唆された。 

英国は 1997 年に放射性廃棄物処分施設立地選定の試みが失敗に終わった後、放射性廃棄物管

理方法のレビュープロセスを監督し、望ましい政策の提言を行う独立組織、放射性廃棄物管理委

員会（Committee of Radioactive Waste Management; CoRWM）を設立し、公衆討議（Public 

Deliberation）を活用した選定プロセスを採用した。CoRWM は放射性廃棄物処分を技術的な問

題ではなく社会受容の問題だと捉え直し、公衆討議を通じて情報公開も積極的に行うことで、政

府や実施機関への信頼を取り戻すとともに、放射性廃棄物処分問題を国家的なアジェンダとして

設定することを一定程度達成した。 

ところが、2013 年には候補自治体議会の反対に遭い事業が再び頓挫した。選定プロセスの中断

という結果に影響を及ぼした要因として、公衆討議の取り組みに最終的な意思決定者がほとんど

参加していなかったことや、事業に関連する政策が道義的な一貫性を欠いていたことなどが抽出

された。つまり、国レベルで熟議民主主義を実践し、アジェンダ・セッティングが実現していて

も、結局受け入れを検討するローカルレベルで政治的に意思決定権限を有するステークホルダー

が熟議に参加しなければ、事業は進展しないということである。 

 このことから、アジェンダ・セッティングを国家のレベルとローカルなレベルに分けて考える

こと、個人の態度形成と特にローカルなレベルでのアジェンダ・セッティングとの関係を整理す

ることの必要性を認識するに至った。過去に調査を行った事例でも、たとえば韓国では必ずしも

ローカルなレベルで住民らが熟議を行ったりしたわけではなく、国家的アジェンダの下、競争心

をあおるプロセスによって感情的に処分施設受け入れを決定したため、後に不満を覚えるように

なってしまっている。一方で、スウェーデンの事例では、国家レベル、ローカルレベルの両方で、

重要な役割を果たした地方自治体の首長が存在しており、特に住民個々人が事業に対する信頼・

理解を高め、ローカルなレベルで合理的判断を実現することに貢献している。我が国においても、

英国と同様に国家レベルでのアジェンダ・セッティングを行って、たとえば処分政策や方法につ

いて公衆討議を行ったからといって、受け入れ自治体が決定されることには直結しないと推定さ

れる。 

  

 個人の態度形成はアジェンダ・セッティングによって影響を受けるが（冒頭、図 1）、常に合理

的判断につながるわけではない。たとえば平成 27 年度に事例研究対象とした、我が国における

郵政民営化の政治過程では、「自民党をぶっ壊す」などといったフレーミングによって、大半の国

民は情動的な態度形成を行ったことが明らかとなった（？）。しかし、同じフレーミングによって
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も、特に農村部に居住する人々にとっては生活上重要な簡易郵便局の存続に関わる問題として、

合理的判断を行っていた可能性がある。 

 高レベル放射性廃棄物処分に関する人々の意識について、継続的にオンライン質問紙調査を実

施した。このデータを分析した結果、東日本大震災とそれに続く福島第一原子力発電所事故ほど

の出来事でも、人々の態度形成に与えた影響は 4～5 年で消失したことが推定された。アジェン

ダ・セッティングの事例研究においても、一定の意図を持ってアジェンダが設定されたと見られ

る事例そのものが限定的であった。これらの結果は、国家的アジェンダ・セッティングには限界

があり、設計も極めて難しいということを示唆している。 

 一方で、アジェンダ・セッティングは、ローカルなレベルでの態度形成に与える影響も大きく、

また施策をデザインできる可能性が十分あると考えられる。たとえば、平成 28～29 年度に分析

対象とした「科学的特性マップ」は、必ずしも国家レベルでのアジェンダ・セッティングに貢献

したとは言えないが、調査結果からローカルなレベルでの意思決定が重視されるようになったこ

と、自宅が好ましい特性のある地域に入った個々人の態度形成過程が変容したことが推定される。 

 スウェーデンと韓国の対照的事例は、国家的アジェンダがローカルレベルでも同じ課題認識に

つながり、合理的判断につながる場合と、そうでない場合とがあることを示している。一方で、

郵政民営化では、国家的アジェンダが国民の情動的態度形成につながる一方、地元生活に密着し

た特定郵便局の存亡というローカルなアジェンダについて、むしろ地域の未来も含めた合理的判

断を行う地域住民も存在したとされる。これらの検討から、国家レベルの課題認識に基づく個人

の態度形成と、ローカルなレベルの課題認識に基づくそれとの関係という観点で、アジェンダ・

セッティングを改めて類型化することを試みた（表 17）。なおここでは、社会心理学における二

段階態度形成過程モデルに即して、態度形成過程を中心ルート（図 1 でいう合理的ステップ）と

周辺ルート（図 1 でいう情動的ステップ）に分類する。2 

 

表 17 態度形成過程と国家・地域のレベルに着目したアジェンダ・セッティングの類型化 

 

 

高レベル放射性廃棄物処分という政策課題は、理想的には国家的アジェンダの下、全国の国民

と受け入れ検討自治体の住民とが中心ルート的態度形成を行うことが望ましい。しかしながら、

本研究では東日本大震災のような国家的危機であっても、態度形成に与える影響は 4～5 年とい

う短期間で消失してしまうことが推定されている。加えて、英国の事例に見られるように、たと

え国家レベルで中心ルート的態度形成が実現されていても、実際に受け入れを検討する自治体レ

ベルで、政治的意思決定に関わる住民らが合理的判断に至っていなければ、事業を実施すること

                                                  
2 人間の態度形成に、対象イシューの内容を詳細に検討して態度を形成する中心ルートと、詳細に立ち入らず周

辺的情報によって判断するルート（周辺ルート）があると考えるモデル 
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は難しい。 

国家レベルでの中心ルート的態度形成の限界を踏まえると、国家レベルでは周辺ルート的態度

形成を導きつつ、ローカルレベルでは中心ルートでの熟議を行うようなアジェンダ・セッティン

グが現実的といえる。つまり、（A）国民が受け入れを検討する自治体レベルに具体的な検討を安

心して委ねられるアジェンダ、（B）受け入れを検討する自治体レベルで、合理的判断に基づく政

治的意思決定が実現するようなアジェンダという、2 つの条件を満たすアジェンダ・セッティン

グを検討することが有力と示唆される。 

 

4.2. 政策的示唆：特に地方創生・まちづくりというフレーミングに着目して 

 4 年間の研究を通じて、国家レベルのアジェンダ・セッティングと、個人の態度形成過程の関

係を類型化することができた。各類型に含まれる事例などを検討して、（A）国民が受け入れを検

討する自治体レベルに具体的な検討を安心して委ねられるアジェンダ、（B）受け入れを検討する

自治体レベルで、合理的判断に基づく政治的意思決定が実現するようなアジェンダの両方につな

がるような、アジェンダ・セッティングを設計することの有用性が示唆されている。 

このようなアジェンダ・セッティングにつながるフレーミングとして、「地方創生」が考えられ

る。地域の再生・発展を目指す自治体が、放射性廃棄物処分施設受け入れによって得られる便益

を活用して、革新的なまちづくりを行うことは、国民から自治体に対して意思決定を付託し、自

治体は合理的判断を行う状況につながる目標たり得る。 

一方、沈黙のらせん理論に基づく検討では、そもそも処分制度の公正性を高めることが重要で

あることが示された。経済的便益を活用したまちづくりを行う上でも、公正性を担保するための

施策を検討する必要がある。たとえばフランスでは、廃棄物処分関連施設に関係する地域への助

成金を管理するために、地方自治体や処分事業実施主体とは独立に GIP（公共事業共同体）を設

立している。GIP による事業そのものの評価は賛否あるが、少なくとも地域のステークホルダー

が熟議を行い、透明性も確保して、地域のイノベーションを民主的に実現していこうとする制度

は、一定の公正性を有する。 

 このように公正性に配慮した経済的便益の設計がなされたフランスでも、東洋町で見られたよ

うに（西郷ら 2010）、経済的便益は「良心を買収」するものであるとする批判があった（大澤ら 

2014）。スウェーデンでは、「リスクを負担してもらうために補償を支出するのではなく、長期間

に及ぶ処分事業をより安全に実施していくために必要な、「よく機能する」（well-functioning）地

域コミュニティを作るための「補償」」（The Swedish National Council 

for Nuclear Waste 2016）という考え方で、基本的には実施主体 SKB 本社の移転などの付加価値

事業によるまちづくりを目指している。 

 本研究によって、国家レベルのアジェンダ・セッティングと個人の態度形成過程との関係が明

らかとなり、具体的なアジェンダ・セッティングの設計方針として、地方創生やまちづくりとい

った、経済的便益のデザインが有力であると示唆された。今後は、地域のまちづくりを目標とし

てローカルなレベルで熟議が成立するような、公正な制度を検討するため、既往研究の調査、な

らびに先駆的な事例の研究を実施していくことが期待される。 
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 まちづくりという観点での便益のあり方として、既存の例から特区制度や規制緩和といった政

策が考えられる。特に規制緩和は、単に補助金を出してハコモノを造るという施策ではなく、住

民や自治体からの自発的まちづくり、地域イノベーションを引き出していることが事例から示唆

される。たとえば、近年の日本では河川空間における規制が緩和され、民間事業者などによる商

業活動が可能となった。これをきっかけとして、河川空間を積極的に活用した、にぎわいのある

まちづくりが全国で見られるようになった。この規制緩和の発端となり、自治体職員と民間事業

者の創意工夫によって新たなまちづくりが行われているのが、広島市京橋川における水辺のオー

プンカフェ事業である。 

 本研究では、高レベル放射性廃棄物処分施設（ないし、文献調査）の受け入れと引き替えに交

付金を受け取ることに対して、市民が必ずしも肯定的でない可能性をパネル調査で示してきた。

また、その背景には交付金によって自治体等が発展するイメージを持てていないこと、「カネで町

を売った」という批判から後ろめたさを感じることなどを示唆した。こうした事情を考慮すれば、

金銭ではなく、住民・自治体の自助努力による発展を促す規制緩和という「補償」は、まちづく

り・地方創生というフレーミングでアジェンダ・セッティングを設計する上でも、考慮する意義

のあるものと考える。 

 そこで、政策的示唆を得るべく、広島市京橋川におけるまちづくり事業について、文献調査と

現地有識者インタビュー調査を実施した。調査によって明らかとなった政治過程（図 88）から、

本事例では、自治体職員が自律的にイノベーションの元となるアイディアを発想した後、地元の

組合・事業者を巻き込みながら、ごく小規模な社会実験から徐々に規模を拡大したことがわかっ

た。政府主導の「都市再生」というアジェンダとうまく適合して、全国に広がる規制緩和政策（2004

年の河川敷地占用許可準則の特例措置）へと発展した背景には、そもそも自治体職員や市民・地

元事業者などが自発的にイノベーションのアイディアを創出・実験していたことがあった。この

点からも、一種の補償として規制緩和を検討する際、トップダウンで規制緩和の内容を決めるの

ではなく、ローカルレベルでどのようなニーズがあるか、地元の発展につながりそうなアイディ

ア・取り組みがあるか、といった調査情報に基づくボトムアップのプロセスが重要であることが

わかる。これは、フランスの GIP、スウェーデンの補償政策など、民主的な補償の考え方に通じ

るものがある。 

 今後、高レベル放射性廃棄物処分施設やその建設に向けた調査を行う上で、地方創生・まちづ

くりといったフレーミングのもとでの「補償」のあり方は重要な論点となる。その具体的議論の

ためには、上記広島市京橋川のようなグッドプラクティスに関する事例分析が必要であろう。国

内外の参考事例についての、さらなる調査が期待される。 
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図 88 広島市京橋川におけるまちづくり事業に関わる政治過程 
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断層周辺の地下水流動特性および物質移行特性に関する包括的研究 

 

京都大学 柏谷 公希 

 

要約 

 周辺の地下水流動や物質移行における断層の役割を明らかにすること，地下水流動解

析や物質移行解析での断層の適切なモデル化手法を確立することを目的とした研究を行

った。本研究では，岐阜県東濃地域に分布する主立坑断層を研究サイトとして，断層周辺

岩盤の浸透率測定を実施し，水理地質モデルの構築と地下水流動解析，物質移行解析，反

応輸送解析を実施した。地下水試料の地球化学特性の分析から断層周辺の地下水流動状

態やそれに伴う溶存成分の物質移行状態を推定し，断層の水理特性を解釈した。さらに，

地下水の地球化学特性の空間分布と物質移行解析結果を比較することで，解析結果の妥

当性を検証した。以上を通して，断層周辺では断層からの距離に応じて岩盤基質部の浸透

率が変化することを明らかにし，測定された浸透率を基質部の空隙率に換算した上で

Double porosity model として物質移行モデルに反映する手法を確立した。また，塩化物

イオンの物質移行解析では，濃度では差異が見られるものの，濃度の空間分布や時間変化

に関して解析値と実測値で整合的な結果が得られた。本研究の成果は，放射性廃棄物の地

層処分の安全評価において，断層周辺の地下水流動状態や物質移行状態の把握と，高精度

な将来予測の実現に寄与する。 

 

○研究の背景・目的 

 高レベル放射性廃棄物の地層処分の安全評価で検討されるシナリオとして，地下水の作

用により埋設された廃棄体に含まれる放射性核種が生物圏に移行するとする「地下水シナ

リオ」の評価が最も重要であるとされている。そのため，処分サイト周辺の水理特性や地下

水流動状態を把握することが求められる。地殻の水理特性は不均質であり，中でも断層は内

部構造や地下水流動方向との位置関係に応じて，地下水流動や物質移行の優先的な経路と

しても，遅延させる障壁としても機能する場合もある。地下水流動や物質移行における断層

の機能については十分に理解されているとは言い難い。また，安全評価の地下水流動解析や

物質移行解析で使用される水理地質モデルや地球化学モデルにおいて，断層の適切なモデ

ル化手法を構築する必要がある。そこで本研究では，周辺の地下水流動状態や物質移行状態

における断層の役割を明らかにすることを目的とし，断層周辺を対象とした浸透率測定や

地下水試料の分析，水理地質モデル構築と地下水流動解析，物質移行解析などの解析手法を

組み合わせた検討を行った。 

 

○実施内容 

 日本原子力研究開発機構瑞浪超深地層研究所の研究坑道近傍に分布する，主立坑断層を
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対象に研究を実施した。断層周辺の研究坑道で浸透率を実測し，断層周辺の浸透率の空間変

化を明らかにした。断層周辺の水理地質モデルを構築し，地下水流動解析と物質移行解析を

実施した。また，坑道内のボーリング孔から地下水試料を採取し，断層周辺における地下水

の地化学特性の空間分布を明らかにすることで，地下水の流動状態や断層の水理特性を考

察した。地下水試料の分析で明らかとなった地化学特性の空間分布は，物質移行解析の結果

と比較することで，解析結果の妥当性検証にも用いた。以上を通して，主立坑断層周辺の地

下水流動状態と物質移行状態の詳細を明らかにするとともに，断層周辺の地下水流動状態

および物質移行状態のモデル化法について検討した。 

 

○得られた成果 

 地下研究坑道における浸透率の測定結果を図 1 に示す。浸透率は断層からの距離に応じ

て変化し，概ね断層の近傍で高い結果となった。深度 500m では，断層近傍に加えて 50〜

60m 区間も高い浸透率を示すが，この区間付近には主立坑断層の二次断層が分布している。

巨視的な割れ目密度が高い区間では浸透率も高く，このような区間では微視的な割れ目も

増加しているものと考えられた。そこで，シュミットロックハンマーによる反発度測定を行

ったところ，浸透率と反発度の間に負の相関がある可能性が示唆された（図 2）。機械的強

度が低い箇所で浸透率が高いことから，断層による岩盤の微視的なダメージにより，断層周

辺の浸透率の空間分布が生じているものと考えられる。 

 

 

図 1 断層からの距離に応じた浸透率と反発度の変化 
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図 2 図 1に示した 10m区間ごとの反発度平均値と浸透率平均値の関係（エラーバーは標準

誤差を表す） 

 

 深度 200m，300m，400ｍ，500m の研究坑道に位置するボーリング孔で採取された地下

水試料の分析から，断層の両側で各種イオン濃度や水の水素酸素同位体比，トリチウム濃度

などの分布が異なることが明らかとなった。また，断層周辺の水理地質モデルを作成し地下

水流動解析を行ったところ，立坑における地下水の湧出部に向けた地下水流動が認められ

た。さらに，浸透率（図 1）を空隙率に換算し，Double porosity model として断層周辺に設

定したモデルを用いて塩化物イオンの物質移行解析を行った。断層の南側で浅部から塩化

物イオン濃度の低い地下水の流下と深部から濃度の高い地下水の上昇が認められたのに対

して，北側での影響は小さく，このような濃度の空間分布の特徴は水野ほか（2013）や

Iwatsuki et al. (2015)などで指摘されている主立坑断層周辺の地下水流動状態と整合的であ

った。また，解析で得られた濃度は実測値と異なるが，濃度の時間変化の傾向は解析値と実

測値で同様であった。本研究を通して，断層周辺岩盤における浸透率の空間分布に関する知

見が得られた。また，このような原位置で取得された岩盤の浸透率をモデルに反映し，地下

水流動解析，物質移行解析，反応輸送解析を行う手順を構築できた。 

 

 

 図 3 断層周辺モデルを用いた物質移行解析による塩化物イオン濃度の時空間変化推定 

立坑からの排水の影響により，断層南側で浅部から塩化物イオン濃度の低い地下水の浸透と

深部から濃度の高い地下水の上昇が認められる。 
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○今後の展開 

 本研究で提案された断層周辺の地下水流動特性や物質移行特性の調査手法，モデル化手

法は，放射性廃棄物の地層処分の安全評価において，地下水流動や物質移行における断層の

機能をより適切に評価する上で役立つ。今後はこれらの調査手法を他のサイトに適用し，広

く活用可能であることを確認する。 
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岩石き裂の治癒作用を利用した不連続面のバリア性能向上に関する研究 

 

京都大学 奈良 禎太 

 

要約 

本研究では，花崗岩におけるき裂進展特性と透水特性に及ぼすき裂修復の影響を調べ

た．その結果，カルシウムイオン濃度が高い環境下では，アルカリ性環境下であるにも関

わらず，き裂進展速度が低下することが示された．また，透水係数は，粘土のような微細

鉱物の沈殿により低下することが示された．ゆえに，セメント系材料由来のカルシウム化

合物や地下水由来の微細な鉱物の沈殿により岩石内のき裂は修復されることから，カル

シウム化合物の沈殿により岩石の強度劣化が抑制され，微細な鉱物粒子の沈殿により遮

蔽性能が回復する可能性があるということが，本研究で得られた成果である． 

 

○研究の背景・目的 

 放射性廃棄物地層処分では，岩盤を天然バリアとして使用する．天然バリアとなる岩盤に

は，高い長期強度および，放射性物質の移行を抑制する機能が期待される．岩盤内では，き

裂や空隙のネットワークが流体の流路となるため，遮蔽性向上には，き裂の進展を防ぐこと

および，き裂や空隙を閉塞させることが効果的であると考えられる．放射性廃棄物処分施設

を地下岩盤に設ける場合，大量のセメント系材料が使用されることとなる．ゆえに，周辺の

地下水は，カルシウムイオン濃度が高い状態となると予想される．また，地下水には微細な

鉱物粒子が含まれている．しかしながら，このような条件下でのき裂進展特性および透水特

性が調べられた例はない． 

そこで本研究では，花崗岩を試料として，カルシウムイオン濃度が異なる水中環境下での岩

石の時間依存性のき裂進展（サブクリティカルき裂進展）を調べることと，微細な鉱物でき

裂が充填される条件下での透水特性を調べることを目的とした． 

 

○実施内容 

破壊力学試験法の一つであるダブルトーション試験法を用い，花崗岩におけるサブクリテ

ィカルき裂進展測定を行った．特に，大気中，蒸留水中，水酸化カルシウム水溶液中での測

定を行い，水およびカルシウムイオンがき裂進展にどのように影響するかを調べた． 

また，透水試験を行い，微細な鉱物粒子がき裂を充填している花崗岩における透水係数を調

べた．特に，周辺環境の温度変化を抑えた室内透水試験により，自然環境下で充填された巨

視き裂を含む花崗岩での透水係数を評価した． 

さらに，粘土を懸濁させた水を流す透水試験を行い，微細な鉱物粒子がき裂を充填していく

過程における透水係数の変化を調べた． 
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○得られた成果 

図 1 に花崗岩のき裂進展速度と応力拡大係数の関係を示す．この図より，水中環境下にお

いては，大気中よりもき裂進展速度が高くなっていることが示されている．また，水中環境

下での結果のみに着目すると，カルシウムイオン濃度が高い水酸化カルシウム水溶液環境

下においてき裂進展速度が低くなっていることがわかる．この結果は，アルカリ性環境下に

おいてき裂進展速度が高くなるという過去の研究報告とは異なる傾向を示している． 

図 2 に水酸化カルシウム水溶液中で用いた試験片において走査型電子顕微鏡で観察された

き裂経路の二次電子像（図 2(a)）と元素マッピングの結果（図 2(b)）を示す．この図より，

き裂経路にカルシウム化合物が析出していることがわかる．この岩石表面での鉱物析出が，

水酸化カルシウム水溶液中でのき裂進展の抑制につながったものと考えられる． 

 

 

 

 

図 3に透水試験片の写真を示す．図 3(a)はインタクトな試験片，図 3(b)は巨視き裂を含む

試験片，図 3(c)は鉱物の脈が含まれる試験片，図 3(d)は巨視き裂が粘土鉱物の層で充填され

た試験片の写真である．試験片の形状は円柱形で，直径は 50mm，長さは 25mmである． 

図 1 き裂進展速度と応力拡大係数の関係 

(a) 

(b) 

図 2 花崗岩におけるき裂経路の画像 

(a): 二次電子像，(b): 元素マッピング 
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図 3 に示した試験片での透水係数の測定結果を図 4 に示す．この図より，インタクトな

試験片および鉱物脈を含む試験片では透水係数が低く，互いによく一致していることがわ

かる．また，これらの試験片では，透水係数の圧力依存性もほとんど認められない．一方，

巨視き裂を含む試験片の透水係数は，インタクトな試験片よりもはるかに高く，圧力の増大

に伴い，透水係数が低下していることもわかる．粘土で充填された層を含む試験片では，巨

視き裂を含む試験片よりも 3 オーダー程度透水係数が低く，インタクトな試験片との透水

係数の差は 1 オーダー程度であった．また，圧力の増大に伴い，透水係数が低下しているこ

とがわかる．図 5 に，水理学的開口幅の評価結果を示す．この図より，巨視き裂が充填され

ることによって流路の開口幅が低下し，透水係数の低下につながっていることがわかる． 

 

 

 

図 6 に，フローポンプ法による室内透水試験で得られた，花崗岩に粘土懸濁水（蒸留水 1ℓ

に 5.3g の粘土を懸濁）を流す過程での間隙水圧，差圧，実験室内の温度の経時変化を示す．

この図より，差圧が時間の変化とともに上昇していることから，透水係数が低下しているこ

とが示唆される．図 7 に透水係数および水理開口幅の変化を示す．この図より，時間の経過

とともに透水係数が低下し，流路の開口幅も低下していることがわかる． 

(b) (a) (c) (d) 

図 3 土岐花崗岩の透水試験片（直径 50mm, 高さ 25mm）．(a): インタクトな試験片, (b): 巨視き裂を

含む試験片, (c): 鉱物の脈を含む試験片, (d): 粘土層を含む試験片, 

図 4 花崗岩における透水係数. 図 5 花崗岩における水理学的開口幅. 
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図 8に，複数回の原位置岩盤パルス透水試験で得られた，粘土懸濁水の注入圧の経時変化

を示す．この図では，1回目から 5回目までの透水試験での水の注入圧の変化が示されてい

る．特に，注入圧の低下がどの程度早く生じるか（または緩やかに生じるか）が透水係数に

対応する．図 9に，原位置岩盤透水試験で得られた透水係数を，試験回数ごとに示す．この

図より，試験回数が増加すると，透水係数が低下していることがわかる．これは，粘土が岩

盤内のき裂を充填して，透水係数の低下をもたらしたと考えられる． 

 

 

 

○今後の展開 

本研究での結果から，カルシウム化合物が析出する環境下では，き裂進展が抑制され，岩

盤内の流路の形成を抑えることができるとともに，岩盤強度の劣化が抑制される可能性が

あることが示された．また，粘土のような微細な鉱物粒子が沈殿しき裂が修復されることに
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図 6 フローポンプ透水試験での温度・圧力変化. 図 7 フローポンプ透水試験での透水係

数・水理学的開口幅の変化. 

図 8 原位置透水試験での水の注入圧変化. 

図 9 原位置岩盤での透水係数. 
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よって，岩盤の透水係数が低下し，遮蔽性能が保持・向上する可能性があることが示された． 

これらの成果は，岩盤空洞周辺の掘削影響領域での強度劣化の抑制や遮蔽性能保持・向上に

役立てられると考えられる．特に，廃棄体の埋設後数百年間で地下水が浸透する過程で掘削

影響領域のき裂が修復されれば，その後オーバーパックが劣化しき裂が生じた場合でも，岩

盤内での放射性物質の移動を抑えられる効果が期待できる． 

従来の安全評価シナリオでは，き裂の修復による岩盤の透水性の変化（低下）に関すること

は考慮されていない．本研究の成果は，掘削影響領域での透水性が将来的に低下することを

示唆するものであり，岩盤の透水性のより正確な将来予測のための情報を提供できるもの

であると考えられる． 

本研究では，カルシウム化合物の析出がき裂進展抑制に効果があることを示すことができ

たが，岩盤の透水性にどの程度影響するかを示すことはできていない．また，鉱物の沈殿が

起こる条件をより明確にする必要があると思われる．特に，流速が及ぼす影響や，水に含ま

れる微細鉱物の量の影響，き裂の開口幅が及ぼす影響については，詳細な検討が必要である

と考えられる．さらに，放射性廃棄物処分の状況により近い条件下にある原位置岩盤での計

測をより重点的に行うことも重要と考えられる．これらについては今後の課題としたい． 
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天然バリアと人工バリアの力学特性を考慮した 

放射性廃棄物処分施設の長期的な力学挙動予測システムの開発 

 

福島工業高等専門学校 金澤 伸一 

 

要約 

本研究では，地層処分施設における廃棄体から発せられる温度，および再冠水に伴う飽

和度変化を考慮したベントナイト緩衝材の一軸圧縮試験，温度変化を考慮した膨潤量試

験を行うことで，ベントナイト緩衝材の力学的基本特性の把握を行った。その結果，温度

変化によってベントナイト緩衝材の強度，膨潤特性が大きく変化することが確認された。

また熱/固/液/気連成解析を行い，熱の影響を考慮した処分施設の再冠水シミュレーショ

ンを行った。 

 

○研究の背景・目的 

高レベル放射性廃棄物の処分は，地下深くの岩盤中に処分する地層処分を行うことが国

際的にも検討されており，処分地が決定している国も存在する。日本においては、廃棄体の

周囲を鋼鉄製のオーバーパックで覆い，さらにその周囲をベントナイトと呼ばれる粘土の

緩衝材で覆い（人工バリア），それらを地下 300m 以深の天然の岩盤中（天然バリア）に埋

設することで，約数万年から数十万年の間，放射性物質を地下に閉じ込め，人間の生活環境

から隔離することが考えられている。このうち，ベントナイトに含まれるモンモリロナイト

には，吸水すると自身の体積を著しく膨張させる高い膨潤性や難透水性を有することによ

り，施工後岩盤と廃棄体の間に生じた隙間を充填する機能，廃棄体と地下水の接触を遅らせ

る機能などが期待されている。しかしながら，ベントナイト緩衝材の力学挙動には未解明な

部分が多い。施工後，ベントナイト緩衝材に作用する影響として，廃棄体の崩壊熱による

100℃近い高温状態に晒されることが予測される。また，選定地により異なる地下水の水質，

不飽和から飽和に移行する過程で生じる緩衝材内部の応力状態の変化など，熱，水理，化学，

力学的特性の影響が相互に作用する。そのため，処分施設の長期的な力学的安定性の予測の

ためには，これらを考慮したベントナイト緩衝材の力学的性能を把握することが重要とな

る。本研究では，廃棄体から発せられる温度，および再冠水に伴う飽和度変化を考慮したベ

ントナイトの一軸圧縮試験，温度変化を考慮した膨潤量試験を行うことで，ベントナイト緩

衝材の基本特性の把握を実行した。また，熱/固/液/気連成有限要素解析を用いて，再現解

析を実施したのち，熱の影響を考慮した再冠水シミュレーションを行った。 

 

○実施内容 

‐実験‐ 

1．熱を考慮したベントナイトの一軸圧縮試験 
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本実験では，熱を考慮した一軸圧縮試験を行った。設定した温度は 30℃~90℃（10℃刻

み）である。 

図-1 より，温度上昇に伴い，圧縮強度がほぼ一様な勾配で減少する傾向がみて取れる。

飽和度を 10%刻みで 90%まで変化させて行った他の実験においては，飽和度 60%までは同

様の傾向がみられた。しかしながら，図-2 より，飽和度 70%以上においては，温度の上昇

に伴う強度の減少がみられなかった。今回の実験では，温度が高いほどこの影響は大きくな

るため，温度の上昇に伴い圧縮強度が低下したと考えられる。一軸圧縮試験においては，サ

クション（負の間隙水圧）が拘束圧として作用しており，温度上昇に伴う強度減少は，温度

上昇に伴うサクションの減少が起因していると考えられる。 

また，ベントナイトの透気性は非常に低いため，供試体養生時に生じる内部の間隙空気の

熱膨張や間隙水の蒸発，養生後の表面の温度低下による収縮によって，表面あるいは内部に

マイクロクラックが発生している可能性が示唆される。つまり，マイクロクラックが入るこ

とによって，剛性が低下し，圧縮時にクラックが入りやすくなるために，圧縮強度が低下し

たと考えられる。実際に養生後の供試体表面を観察したところ，特に温度が高い供試体につ

いてクラックが確認できた。しかしながら，飽和度 70%以上の高飽和度条件においては，

ベントナイト自身の粘性が高く，高温状態においても間隙水の粘性が低下し，変形を追随す

ることでクラックの発生が抑制されたため，圧縮強度の減少が生じなかったと考えられる。 

 

 

 

２. 熱を考慮した膨潤量試験 

（1）実験条件 

図-3 に膨潤試験機の模式図を示す。実験の初期条件は成果報告書を参考にされたい。試料

は，ベントナイト（クニゲル V1）と東北珪砂 5 号を 7：3 で混合したものを用いた。供試

体の大きさは直径 60mm，高さ 20mm である。水温は熱電対で計測し，±1℃の範囲で維持

されるようにヒーターによる温度制御を行った。給水は供試体下部からのみ行った。なお，

本実験では膨潤量の収束を促進させるため，試験機の上部に 3.2 kg の錘を載荷した。  

       
図-1 温度－強度関係(飽和度=30%)        図-2 温度－強度関係(飽和度=70%)  
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図-3 膨潤量試験装置模式図 

 

（2）実験結果 

図-4 に温度ごとの膨潤過程を示す。温度ごとの膨潤過程は大きく異なり，温度が高い方が

初期の膨潤量の変化の傾きが大きくなる傾向が確認できる。これは，温度が高い環境下の方

が，モンモリロナイトと水との反応が良くなることで膨潤性能が向上したこと，温度が上が

るにつれ供試体内部の透水係数が大きくなったことなどが考えられる。 

図-5 に実験後の 60℃供試体の下部から 3mm ごとの含水比分布を示す。ここでは，膨潤は

水との反応によって起こることから，供試体内部の高さごとの含水比の分布から，その地点

がどのくらい膨潤性能を発揮していたかを示す一つの指標となる。0mm～15mm の範囲で

含水比は 90%～100%の値を示し，この範囲で膨潤性能は大きく発揮されていた可能性があ

る。また 15mm～27mm の範囲では高さごとにそれほど含水比に差はなく，30mm からは

含水比が下がるため，これ以降は給水側の膨潤したモンモリロナイトの低透水性により，水

の浸入が妨げられていたと考えられる。 

 

 

‐解析‐ 

1．シミュレータの高度化（熱連成の構築） 

 本研究では，熱/固/液/気連成有限要素解析を行うため，シミュレータの高度化を実施し
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 図-4 温度ごとの膨潤過程           図-5 供試体の含水比分布 
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た。高度化に関する詳細は，最終報告書を参照されたい。 

2．実験結果による再現解析 

 熱を考慮した膨潤量試験に対して，作成した解析コードにて再現解析実施した。解析条件

は，実験と同様のパラメータ設定と境界条件を与えて行う。なお膨潤量試験は，拘束圧一定

条件下で吸水し，その時の体積変化を計測する試験である．膨潤量試験中のベントナイト供

試体は，不均一な密度・飽和度分布を示すためこれらの試験は要素試験でなく境界値問題と

して扱うのが妥当である。 

 図-6 に温度変化（30℃，50℃，70℃）による各膨潤量の再現解析の結果を示す。結果よ

り，温度が上昇するに従い，膨潤量が大きくなることが確認できる。特に高温（70℃）に関

して，膨潤傾向や，最終的な膨潤量が実験結果を再現できている。 

 

図-6 膨潤量試験の再現解析 

 

3．緩衝材の冠水挙動に関する解析 

 高レベル放射性廃棄物は，地層処分が検討され処分施設における緩衝材や埋め戻し材に

はベントナイト材料の利用が検討されている。そこで，処分施設を対象とした再冠水解析を

行い，再冠水中のベントナイト系材料の力学挙動を検討する。坑道周囲全面から地下水を侵

入させ，水頭は 300m まで上昇させる。緩衝材，埋め戻し材は一様な材料で構成し，初期飽

和度は 50％とする。また，再冠水期間は 100 年とする。 

 

（1）解析結果（温度変化） 

図-7 に再冠水期間 100 年の場合の温度の経時変化を示す．廃棄体の熱が徐々に伝導してい

くことが見て取れる．しかしながら，300 日経過しても高温に晒されるのは下部だけであっ

た． 
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図-7 温度の経時変化(100 年) 

 

（2）解析結果（飽和度変化） 

図-8 は，再冠水期間 100 年の飽和度の経時変化を 0 年から 100 年までそれぞれに示してい

る。再冠水期間が 100 年の場合，約 50 年で廃棄体周囲の緩衝材が飽和し，約 60 年で全体

が飽和することが確認できる。冠水完了前に飽和する理由としては，冠水が緩やかに進行す

ると，外部の緩衝材の飽和が進まないため，内部への浸透が進むためであると考えられる。

また，廃棄体周辺は飽和の進行が遅いことが分かる。これは，廃棄体の熱の影響であると考

えられる。しかしながら，本研究で行った解析結果を踏まえると，廃棄体の熱の影響はある

にせよ再冠水の手法によっては施設内の冠水が完了し，期待する結果となることが示唆さ

れる。 

 

図-8 飽和度の経時変化(100 年) 

 

 

○得られた成果 

 本研究では温度変化の違いがベントナイトに与える影響について実験的，解析的把握を

行った。その結果以下の知見を得た。 

（1）約 60 年で廃棄体周囲の緩衝材が飽和する。 

（2）約 100 年で全体が飽和する。 

（3）冠水が緩やかに進むと，外部の緩衝材の飽和が急激に進まないため，内部への浸潤が

進むことにより，冠水が完了する前に飽和化する。 

（4）廃棄体の熱の影響により，廃棄体周辺は飽和の進行が遅い 

time : 1.000000 time : 10.000000 time : 10.000000 time : 30.000000 time : 60.000000 time : 90.000000 time : 120.000000 time : 150.000000 time : 210.000000 time : 300.000000

time : 0.010000 time : 3650.000000 time : 7300.000000 time : 9125.000000 time : 10950.000000 time : 12775.000000 time : 14600.000000 time : 16425.000000 time : 18250.000000 time : 21900.000000 time : 21900.000000 time : 21900.000000



 

総括 3 - 6 

 

 

○今後の展開 

実際の処分期間は数万年から数十万年もの超長期間に及ぶため，実際の処分期間中のベ

ントナイト緩衝材の安全性の評価を実験からのみ得ることは不可能である。本研究では，処

分施設の長期的力学挙動の予測解析手法を開発することで，いくつかのシナリオを準備す

ることが可能であることが示された。 

今後は，設計時における照査技術として整備していくことが必要となる。 
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硝酸塩影響評価のための高イオン強度下におけるアクチノイドの溶液化学的研究 

 

京都大学 小林 大志 

 

要約 

TRU 廃棄物処分の安全評価における硝酸塩影響評価の信頼性向上に資するため、幅広

い硝酸塩濃度環境下における 4 価アクチノイドの見かけの溶解度に着目した。4 価アク

チノイドの炭酸錯生成反応に及ぼすイオン強度影響、水酸化物コロイドの表面電位およ

び酸化状態に及ぼす硝酸イオンの影響を実験的に調べるとともに、熱力学的考察に基づ

き、処分環境下におけるアクチノイドの化学状態について検討した。セメント環境下にあ

る廃棄体近傍では水酸化物コロイドの凝集分散、海水系地下水など炭酸イオン濃度が高

い地下水中では陰イオンの炭酸錯体が見かけの溶解度を支配すると考えられた。 

 

○研究の背景・目的 

核燃料サイクルに伴い発生する様々な性状の放射性廃棄物は長半減期低発熱放射性廃棄

物（以下、TRU 廃棄物）と総称され、放射能濃度の高い一部の TRU 廃棄物は地層処分対

象とされている。TRU 廃棄物の物理的・化学的性状および含まれる核種の種類や濃度は多

様であり、幾つかのグループに分類された廃棄物の特性に応じた人工バリアを構成するこ

とが提案されている。再処理工程の過程で発生する濃縮廃液固化体はグループ 3 に分類さ

れ、多量の硝酸塩を含むため、処分施設内に浸入した地下水と接触することで施設閉鎖後の

廃棄体近傍において高濃度の硝酸塩環境を形成する。硝酸塩は、オーバーパックの腐食、ベ

ントナイト系材料や岩盤の鉱物学的な変質、核種の酸化還元状態および核種の収着挙動に

影響を与える可能性が指摘されており、処分の安全性評価には、TRU 廃棄物に起因する硝

酸塩影響を明らかにすることが重要である。 

本研究では、特にグループ 3 および隣接するグループ 4 の廃棄物の放射能量を長期に亘

って支配するアクチノイドの移行挙動に及ぼす硝酸塩影響に着目し、その移行量を評価す

る上で重要なアクチノイドの見かけの溶解度に関わる 3 つの項目(i) 高濃度の硝酸イオン

による活量低下が錯生成反応に及ぼす影響、(ii) 水酸化物コロイドの凝集分散挙動に及ぼす

硝酸イオン濃度の影響、および(iii) 硝酸イオンによる核種の酸化反応について検討した。

各項目において熱力学パラメータを用いたモデルによる現象理解を進めるとともに、得ら

れた結果からアクチノイドの移行挙動における硝酸塩影響の総合的な評価を行った。 

 

○実施内容 

本研究の実施内容は、上記の項目に従って以下に大別される。 

① 4 価アクチノイド炭酸錯体生成に及ぼす NaNO3濃度影響 

地下の還元的な雰囲気では、プルトニウムなどのアクチノイドは 4 価イオンとして振る舞



 

総括 4 - 2 

 

い、その溶解度は難溶性の水酸化物沈殿固相により支配される。一方、地下環境中に普遍的

に存在する炭酸イオンは 4 価イオンと安定な炭酸錯体を形成するため、炭酸イオン共存下

では見かけの溶解度が上昇する可能性がある。希薄溶液中における 4 価アクチノイドの炭

酸錯体生成に関する既往研究は存在するが、高濃度の硝酸塩環境下における支配的な溶存

化学種や活量補正に関する知見は十分得られていない。そこで、4 価プルトニウムおよびそ

のアナログ元素であるジルコニウムを用いて、炭酸イオン共存下での溶解度実験を行い、プ

ルトニウムおよびジルコニウムの炭酸錯生成反応におけるイオン強度の影響を調べた。 

 

②4 価金属水酸化物コロイドのゼータ電位の熱力学モデル 

4 価アクチノイドと可溶性錯体を生成する炭酸イオンなどの配位子濃度が低い場合、加水分

解反応が優勢となり、4 価アクチノイドの水酸化物コロイドが支配的な化学種となる。コロ

イドの移行特性の評価には、コロイド粒径の把握が重要であるが、その値はコロイドの凝集

分散によって変化する。コロイドの凝集分散挙動の指標の一つが、コロイドのすべり面の電

位であるゼータ電位であり、コロイドが存在する溶液の電解質やその濃度に大きな影響を

受けるとされる。硝酸イオンや共存するカチオンの濃度に応じて 4 価アクチノイドの水酸

化物コロイドのゼータ電位は変化すると考えられるが、実験的な検証は十分でなく、またそ

の変化傾向を定量的に予測できるようなモデルは確立されていない。そこで、4 価アクチノ

イドのアナログであるジルコニウムの水酸化物コロイドのゼータ電位を様々なイオン強度、

pH 条件下で測定し、その変化傾向の熱力学パラメータによるモデル化を行った。 

 

③硝酸イオンによる核種の酸化反応への影響 

ウラン、プルトニウム、ネプツニウムなどのアクチノイドは水溶液中で 4 価のみならず、5

価や 6価など複数の酸化状態を取り得る。硝酸塩によって酸化的な雰囲気が形成されれば、

これら核種が 4 価の酸化状態から酸化される可能性がある。難溶性の 4 価水酸化物沈殿固

相による溶解度制限が無くなれば、核種の溶解度は大幅に増加するとともに、支配的な溶存

化学種が変化することにより移行挙動が大きく変化することが懸念される。そこで、硝酸イ

オンのアクチノイドに対する酸化性について、電位-pH 図（プールベダイアグラム）に基づ

く解釈を行った。さらに、硝酸ナトリウム溶液と種々の還元剤や 4 価ウランを混合させた

試料溶液を作成し、硝酸イオンの還元種である亜硝酸イオンやウランの濃度測定を行うこ

とで、中性 pH～アルカリ性 pH 領域における硝酸イオンの酸化性について考察した。 

 

④TRU 廃棄物処分環境におけるアクチノイドの溶解度および化学状態の総合評価 

TRU 廃棄物処分場において形成される幾つかの硝酸塩環境場を想定し、①～③で得られた

知見および熱力学モデルに基づき、pH、硝酸塩濃度、Ca 濃度および炭酸イオン濃度などか

らアクチノイドの支配的な化学状態を予測し、見かけの溶解度に対する硝酸塩影響の総合

的な評価を行った。 
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○得られた成果 

①4 価アクチノイド炭酸錯体生成に及ぼす NaNO3 濃度影響 

硝酸ナトリウム濃度 0.1～5.0 mol/dm3(M)の試料溶液に様々な濃度の炭酸イオンを共存さ

せ、4 価ジルコニウムおよび 4 価プルトニウムのアモルファス水酸化物固相（Zr(OH)4(am), 

Pu(OH)4(am)）の見かけの溶解度を測定した。図 1 は 0.16 M 炭酸イオン共存下の pH 7～

13 における 4 価プルトニウムの溶解度を示す。炭酸イオンを含まないプルトニウム水酸化

物の溶解度はおよそ 10-9～10-8 M であり、炭酸錯体を形成することにより見かけの溶解度

が上昇した。pH 10 以下では、イオン強度（I）が高いほどプルトニウム溶解度も高くなる

傾向が見られた一方、pH 10 以上では、イオン強度の違いによる溶解度の違いはほとんど表

れなかった。また、pH 8.9 では炭酸イオン濃度の上昇とともにプルトニウム溶解度はおよ

そ傾き 3～4 で増加することが確認された。また、炭酸イオン共存下のジルコニウム溶解度

についても同様の傾向が見られた。得られたプルトニウムおよびジルコニウム溶解度の pH

依存性および炭酸イオン濃度依存性から、熱力学データに基づく溶解度の解析を行った。プ

ルトニウムの場合、Pu(OH)2(CO3)3
4－が支配的な炭酸錯体と考えられ、Specific Ion 

Interaction Theory(SIT)および Pitzer 法によるイオン強度補正に基づき、溶解度データを

解析することにより錯生成定数やイオン強度補正パラメータを求めた。図１に解析から得

られた溶解度曲線および各化学種の濃度を示す。I = 0.5では実験値のばらつきが大きいが、

I = 2.0 では実験値を概ね再現することが出来た。さらに、得られた錯生成定数およびイオ

ン強度補正パラメータに基づき、後述の硝酸塩環境下におけるアクチノイドの化学状態の

総合評価を行った。 
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図 1 炭酸イオン（0.16 M）共存下における試料溶液の Pu 溶解度（10kDa ろ過） 

 

②4 価金属水酸化物コロイドのゼータ電位の熱力学モデル 

実験では、硝酸ナトリウム濃度を 0.03～2.0 M に調整した水溶液中でのジルコニウム酸化

物および水酸化物コロイドのゼータ電位の pH およびイオン強度依存性を調べた。図 2 に

各イオン強度における水酸化物コロイドのゼータ電位を pH の関数として示す。いずれのイ

オン強度においてもゼータ電位の値は、pH の上昇とともに低下しており、イオン強度が低

いほどゼータ電位の絶対値が大きくなるような傾向が表れた。水酸化物コロイドの生成機

構については、既往研究において、加水分解種がランダムな方向に成長することによるもの

との仮説が述べられ、粒径分布の再現が試みられている。そこで、ジルコニウムの加水分解

定数から計算される加水分解種の存在割合および水酸化物表面におけるプロトン解離反応

を考慮し、水酸化物コロイドの平均電荷を計算した。水酸化物コロイド内部あるいは表面に

おける溶媒イオンの効果（Δz）やコロイドの大きさに関するパラメータ（f）、すべり面ま

での距離（xζ）を設定し、水酸化物コロイドのゼータ電位（Φζ）を表す式を提案した。 

 水酸化物コロイドのゼータ電位の解析に先立ち、まず、ジルコニウム酸化物のゼータ電位

を測定し、酸化物表面におけるプロトン解離反応の平衡定数を求めた。水酸化物コロイド表

面におけるプロトン解離反応の平衡定数に酸化物の解析で得られた値を用いるとともに、

Δzおよび fをパラメータとした最小 2乗法による解析を水酸化物コロイドのゼータ電位の

実験値に対して行った。図 2 に示すように、得られたパラメータによるゼータ電位の計算

値は実験値を概ね再現できることが分かった。 
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図 2 ジルコニウム水酸化物コロイドのゼータ電位の実験値と計算値（I=0.03～2.0） 

 

③硝酸イオンによる核種の酸化反応への影響 

実験では、硝酸ナトリウム水溶液および硝酸イオンの還元種である亜硝酸ナトリウム水溶

液に、ヒドロキノン（C6H4(OH)2）、亜ジチオン酸ナトリウム（Na2S2O4）、塩化スズ(II)

（Sn(II)）、鉄粉（Fe(0)）または 4 価ウラン水酸化物（U(OH)4(am)）を添加し、pH およ

び Eh 値とともに亜硝酸イオン濃度を測定することで硝酸イオンまたは亜硝酸イオンの還

元反応の進行について調べた。硝酸ナトリウム水溶液では、Fe(0)を添加した場合は、10-3 M

程度の亜硝酸イオンが測定され、硝酸イオンの還元反応が進行していると考えられた一方、

その他の系では酸化還元反応はほとんど進行しなかった。一方、亜硝酸ナトリウム水溶液で

は、Fe(0)の他、少量ながらも Sn(II)や U(OH)4(am)を添加した系において酸化還元反応が

進行すると考えられた。図 3 は U(OH)4(am)を含む硝酸ナトリウムおよび亜硝酸ナトリウ

ム試料溶液のウラン溶解度および U(VI), U(VI)溶解度の熱力学計算値を表す。亜硝酸ナト

リウム溶液の 52 日後のウラン溶解度の値は、U(IV)の溶解度熱力学計算値より高く、U(VI)

への酸化の可能性を示唆する結果となった。一方、硝酸ナトリウム溶液では、U(VI)への酸

化は確認できなかった。 
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図 3 U(OH)4(am)を含む硝酸ナトリウムおよび亜硝酸ナトリウム試料溶液のウラン溶解

度および U(VI), U(VI)溶解度の熱力学計算値 

 

④TRU 廃棄物処分環境におけるアクチノイドの溶解度および化学状態の総合評価 

TRU 廃棄物のグループ 3 に由来する硝酸塩環境について、既往研究では処分後の経過時間

および廃棄体からの距離に対する硝酸イオンの濃度分布シミュレーションが行われている。

また、グループ 3 の廃棄体であるセメントの溶出に由来する高 pH および高 Ca 濃度の地下

水組成の予測も進められている。そこで、①～③で得られた熱力学データおよびモデル式に

基づき、推定される pH や硝酸イオン濃度、Ca 濃度、炭酸イオン濃度から、想定される幾

つかの処分環境におけるアクチノイドの溶解度および化学状態について総合的な評価を行

った。グループ 3 の廃棄体近傍において、硝酸イオン濃度が高い処分後比較的初期の条件

では、4 価アクチノイドの加水分解種（An(OH)5
-）が移行挙動を支配し、高いイオン強度に

より水酸化物コロイドは凝集する可能性が高いと考えられた。一方、時間の経過とともに硝

酸塩濃度（イオン強度）が低下すると、水酸化物コロイドは分散し、移行挙動にコロイド影

響が表れる可能性が示唆された。また、炭酸イオン濃度が比較的高い海水系地下水などの条

件下では、炭酸錯体（An(OH)2(CO3)3
4-）が移行挙動を支配するものと考えられた。 

 

 

○今後の展開 

本研究は、TRU 廃棄物に由来する硝酸塩環境におけるアクチノイドの炭酸錯体生成、水酸

化物コロイド挙動および硝酸イオンによる酸化反応からアクチノイドの見かけの溶解度を
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評価し、TRU 廃棄物処分の安全評価に資するものである。高イオン強度までの活量補正を

含む溶解度熱力学モデルの整備や水酸化物コロイドのゼータ電位予測モデルの提案を新規

に行い、想定される pH や硝酸塩濃度などに基づき、アクチノイドの溶解度および化学状態

を予測することで硝酸塩影響の定量化に貢献することができた。一方、高電荷を持つ炭酸錯

体の活量補正パラメータや水酸化物コロイドのゼータ電位モデルパラメータの検証には、

実験的手法のみならず、分子動力学による計算科学など多角的なアプローチが有効である

と思われた。また、本研究で想定した炭酸錯体や水酸化物コロイドのみならず、処分場ある

いは環境中に存在する種々の有機物や擬似コロイドなど、より幅広い条件へとモデルの適

用性を拡張していくことが今後の課題と考えられた。 
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地層処分の性能評価の精緻化を目指した薄片状雲母を用いた 

核種の収着メカニズムに関する基礎的研究 

 

東北大学 千田 太詩 

 

要約 

 本研究では，地層処分システムの天然バリアにおける核種移行評価の精緻化を目指し，

黒雲母薄片内への拡散を伴う核種収着挙動について，収着試験および数学モデル解析に

より検討した．その結果，黒雲母薄片に対する核種収着は層構造内への拡散過程を伴うこ

とを明らかにするとともに，この収着機構を考慮した現実的な評価においても，花崗岩マ

トリクスに従来期待されている核種収着能が発揮される可能性が示唆された． 

 

○研究の背景・目的 

高レベル放射性廃棄物の地層処分システムにおける天然バリアとして想定される花崗岩

の核種収着能は，含有する黒雲母によって支配される．図 1 に示すように，地下環境におい

て黒雲母は薄片状で存在し，薄片端部への収着に加え，層構造内への拡散過程を考える必要

がある．しかし，従来の収着評価においては粉末試料が用いられてきたため，黒雲母の端部

において速やかに平衡に達する核種収着のみが収着能として反映されている．このように

して得られた分配係数が花崗岩内の核種移行評価に適用されるとともに，核種収着が瞬時

に平衡に達すると仮定されている．しかし，地下環境中の花崗岩内においては，黒雲母が粉

末状で一様に分布していることはなく，数 mm～数 cm 程度の大きさを持った薄片として不

均一に含有する．この黒雲母薄片内の拡散が花崗岩マトリクス内の拡散と比べて遅い場合

には，粉末試料に想定されるような瞬時平衡を仮定できず，拡散過程に基づく収着速度を考

慮する必要が生じるために，マトリクス全体の収着能を従来評価より小さく見積もらなけ

ればならない可能性がある．そこで本研究では，黒雲母薄片内への拡散を伴う核種収着メカ

ニズムを明らかにし，花崗岩内における核種移行評価の精緻化に資する． 

 

 
図 1 黒雲母の構造と核種収着の概念図． 
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○実施内容 

本研究においては，黒雲母薄片を用いた陽イオンの収着試験を軸に，核種収着メカニズム

検討，および薄片内の拡散係数評価を実施した．パラメータとして，トレーサーとする陽イ

オン(ユウロピウム，ストロンチウム，セシウム)，pH，共存イオン(NaCl 濃度)などを設定

し，トレーサー濃度変化，および SIMS (secondary ion mass spectrometry)による黒雲母薄

片内の元素分布分析，蛍光分光分析から，収着挙動を検討した．これらの試験結果に基づき，

薄片内への拡散浸入と液相のトレーサー濃度変化を関連づけた数学モデルにより，黒雲母

薄片内の見かけの拡散係数を評価した． 

 

 

図 2 黒雲母薄片を用いた収着試験と SIMS 分析の概要． 

 

○得られた成果 

 図 3 は，黒雲母薄片へのユウロピウムの収着挙動に関する pH 依存性である．ユウロピウ

ムは pH の上昇，および時間経過とともに収着量が増加した．この緩やかな収着量増加は，

薄片内への拡散浸入を伴う収着であることを意味する．また，ユウロピウムは pH 6 以上に

おいて水酸化物沈殿を生成することが知られているが，図 3(b)の薄片内のユウロピウム分

布から，pH 8 においても薄片内へユウロピウムが顕著に浸入することが明らかになった．

このときの黒雲母薄片に収着したユウロピウムの蛍光分析から，ユウロピウムは水酸化物

イオンを外して Eu3+の形態で収着する可能性が示された．なお，トレーサー間の比較とし

ては，層状ケイ酸塩鉱物に選択的な収着を示すセシウムが最も速やかに黒雲母薄片へ収着

し，三価のユウロピウム，二価のストロンチウムの順に収着量および収着速度が小さくなっ

た． 
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図 3 黒雲母薄片へのユウロピウムの収着挙動に関する pH 依存性．(NaCl 濃度 0 M) 

 

 図 4 に黒雲母薄片へのユウロピウムの収着挙動に関する NaCl 濃度依存性を示す．一般的

に，トレーサーの収着は競合するイオンが共存する際には減少する．しかし，図 4(a)に示す

ようにユウロピウムの収着は NaCl が共存する場合においても増加し，図 4(b)の薄片内の

ユウロピウム分布でも同様に浸入量の増加が認められた．これは，ナトリウムイオンとの競

合による収着量減少と，ナトリウムイオンの浸入に伴う黒雲母端部近傍の層間拡大による

収着量増加といった効果の複合が可能性として考えられるが，今後検証を要する． 

 

 

図 4 黒雲母薄片へのユウロピウムの収着挙動に関する NaCl 濃度依存性．(pH 3) 

 

 収着試験結果に基づく数学モデル解析から，黒雲母薄片内におけるユウロピウムの見か

けの拡散係数は NaCl 共存の条件において 10－13～10－12 m2/s と見積もられた．これは母岩

の実効拡散係数とほぼ同様であり，瞬時平衡が仮定されているマトリクス内の核種収着に

対して，本研究において明らかにした黒雲母薄片内への拡散過程を考慮する場合にも，従来

評価と同様の核種収着が期待できる可能性を示唆する． 

 

○今後の展開 

 本研究においては，黒雲母薄片に対して拡散過程を含む核種収着メカニズムについて基
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礎的知見を整理するとともに薄片内の拡散係数を評価し，従来想定されているマトリクス

内の核種収着効果の妥当性を示した．一方で，地下環境には黒雲母以外にも多種多様な層状

ケイ酸塩鉱物が存在しており，これらの構造に着目した拡散過程を含む核種収着挙動を明

らかにすることは，天然バリアの核種閉じ込め性能をより具体化するとともに，黒雲母の核

種収着機構の更なる理解に役立つと考えている． 

また，本研究は，核種移行に対して不均質な特性が混在するマトリクスを扱う際の考え方に

資するものである．例えば花崗岩には複数の鉱物が含有するが，この中からマトリクス内の

核種収着を支配する因子として本研究では黒雲母に着目し，実環境における現実的な核種

収着能を明らかにすることにより，マトリクス内の核種移行を見直す一助となり得る知見

を提示した．このように，不均質かつ複雑なマトリクスにおける支配的な因子について現実

的な評価を行い，マトリクス全体の性能にフィードバックする考え方は，多種多様な核種閉

じ込め効果が複合的に組み合わされる処分システムの性能評価において有効と考えられる． 
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高レベル放射性廃棄物処分に関わる 

アジェンダ・セッティング（政策課題設定）の基礎的研究 

 

東京大学 小松崎 俊作 

 

要約 

 高レベル放射性廃棄物処分を実現するためには，社会全体が処分を「今意思決定・実施

すべき政策である」という意識を共有すること，すなわちアジェンダ・セッティング（政

策課題設定）が不可欠である．そこで，本研究は高レベル放射性廃棄物処分のためのアジ

ェンダが設定されるための要因を抽出し，我が国における高レベル放射性廃棄物処分の

ために有効なアジェンダ・セッティングのあり方を提示することを目的とする．アジェン

ダ・セッティングの事例に関する政治過程分析と，放射性廃棄物処分に対する市民の態度

に関する社会心理学的調査・分析を通じて，国家レベルのアジェンダ・セッティングと，

個人の態度形成過程の関係を類型化することができた．さらに，受け入れを検討する自治

体レベルで合理的意思決定を行い，それに対して国民が信頼を抱くようなアジェンダ・セ

ッティングを設計することの有用性が示唆された． 

 

○研究の背景・目的 

 東日本大震災および福島第一原子力発電所事故は，それまで気候変動対策やエネルギー

安全保障などの観点から世界各国で推進の気運が高まっていた原子力発電政策を大きく転

換するきっかけとなり，各国で改めて脱原発を含めたエネルギー政策論争が巻き起こって

いる．一方で，原子力発電の継続の如何に関わらず，少なくとも過去の発電等で生じた放射

性廃棄物について処分政策を検討する必要があるのはどの国も同じであり，また我が国に

おいては事故・除染由来の廃棄物なども新たに発生し，放射性廃棄物の処分はより重要性を

増した政策課題となった．しかし，事故によって高まった放射性廃棄物処分に対する社会的

認知にも関わらず，最も重要な高レベル放射性廃棄物の最終処分施設立地についての政策

的議論は，これまでのところ実質的にはほぼ進展がなかった．これは，たとえば 1990～1991

年のフランスで，全国的な反対運動を受けて首相が処分地選定事業を中止し，1 年間のモラ

トリアムの間にクリスチャン・バタイユ国会議員による総合調査を行って，抜本的な政策改

善を図った例や，韓国において 2003～2004 年に全羅北道扶安郡で起こった処分施設立地に

関わる紛争を踏まえて，イ・ヘチャン国務総理大臣らの主導で大幅な政策転換を図った例と

は対照的である． 

筆者らはこれまでに日本・スイス・フランス・韓国における放射性廃棄物処分施設立地に

関わる紛争事例を調査・研究し（Komatsuzaki, 2014），その結果，下図 1 に示すようなステ

ークホルダーの態度形成モデルを構築するに至った．すなわち，個人の態度形成は情動的ス

テップと合理的ステップの二段階で構成され，それぞれに影響する要因が異なる．高レベル
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放射性廃棄物処分を実現するためには，まず福島第一原子力発電所事故で大きく損なわれ

た専門家や政府に対する信頼を回復し，人々が納得する政策を提示する必要がある（社会的

意思決定を行う「素地」が醸成される必要がある）．そのためには，社会全体が処分を「今

意思決定・実施すべき政策である」という意識を共有すること，すなわちアジェンダ・セッ

ティング（政策課題設定）が不可欠である．ただし，アジェンダ・セッティングのあり方は

国の制度・文化等のコンテクストを踏まえて検討するべきである． 

 

図 1：放射性廃棄物処分施設/政策受け入れに関わるステークホルダーの態度形成モデル 

 

そこで，本研究では，処分事業に対する国民･社会の理解促進と信頼性向上をはかる上で

の前提条件となるアジェンダ・セッティングについての研究を通じて，社会的意思決定に関

わる研究の効率的な進展に貢献し，処分事業の社会的側面に関する理解を深めることを最

終目標とする．そのために，本研究は（1）高レベル放射性廃棄物処分のためのアジェンダ

が設定されるための要因を抽出し，（2）我が国における高レベル放射性廃棄物処分のために

有効なアジェンダ・セッティングのあり方を提示することを目的とする． 

 

○実施内容 

 研究目的を達成するため，4 年間で以下の研究を実施した．この過程で，文献やインタビ

ュー調査に基づく事例研究，質問紙を用いたオンライン調査などの方法を用いた． 

 アジェンダ・セッティングの類型化 

 4 類型のうちのひとつ「フレーミング」に着目したケーススタディ 

 原子力分野におけるアジェンダ・セッティング事例分析（英国の CoRWM 等を通じた

公衆討議政策） 

 平成 22 年度から過去 6 度実施してきたアンケート調査のデータについての社会心理学

的分析（特に東日本大震災の影響について） 

 市民の態度形成に影響を与える「サイレント・マジョリティ」，「軽蔑」，「ためらい」，

「罪悪感」，「多数/少数認識」（沈黙のらせん）などといった要因に特に着目したアンケ

ート調査 
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 科学的特性マップがアジェンダ・セッティングや態度に与える影響についてのアンケ

ート調査と解析 

 

○得られた成果 

3.1. アジェンダ・セッティングと個人の態度形成 

 平成 26 年度に，政策目標の転換の有無，アジェンダ・セッティングを主導するアクター

という 2 つの要素に着目して，アジェンダ・セッティングを類型化した（表 1）． 

 

表 1：アジェンダ・セッティングの類型化 

 

 

これは，アジェンダ・セッティングがなされないために解決されない課題（高レベル放射性

廃棄物処分施設の立地はその代表例）を念頭に置いて，国の政策形成，社会全体というレベ

ルを対象に，特定の効果を持つアジェンダ・セッティングをデザインするための知見として

類型化を行ったものである．しかし，平成 27 年度に実施した，英国における放射性廃棄物

処分事業の政治過程分析からは，社会全体レベルでのアジェンダ・セッティングでは不十分

であることが示唆された． 

英国は 1997 年に放射性廃棄物処分施設立地選定の試みが失敗に終わった後，放射性廃棄物

管理方法のレビュープロセスを監督し，望ましい政策の提言を行う独立組織，放射性廃棄物

管理委員会（Committee of Radioactive Waste Management; CoRWM）を設立し，公衆討議

（Public Deliberation）を活用した選定プロセスを採用した．CoRWM は放射性廃棄物処分

を技術的な問題ではなく社会受容の問題だと捉え直し，公衆討議を通じて情報公開も積極

的に行うことで，政府や実施機関への信頼を取り戻すとともに，放射性廃棄物処分問題を国

家的なアジェンダとして設定することを一定程度達成した． 
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ところが，2013 年には候補自治体議会の反対に遭い事業が再び頓挫した．選定プロセスの

中断という結果に影響を及ぼした要因として，公衆討議の取り組みに最終的な意思決定者

がほとんど参加していなかったことや，事業に関連する政策が道義的な一貫性を欠いてい

たことなどが抽出された．つまり，国レベルで熟議民主主義を実践し，アジェンダ・セッテ

ィングが実現していても，結局受け入れを検討するローカルレベルで政治的に意思決定権

限を有するステークホルダーが熟議に参加しなければ，事業は進展しないということであ

る． 

 このことから，アジェンダ・セッティングを国家のレベルとローカルなレベルに分けて考

えること，個人の態度形成と特にローカルなレベルでのアジェンダ・セッティングとの関係

を整理することの必要性を認識するに至った．過去に調査を行った事例でも，たとえば韓国

では必ずしもローカルなレベルで住民らが熟議を行ったりしたわけではなく，国家的アジ

ェンダの下，競争心をあおるプロセスによって感情的に処分施設受け入れを決定したため，

後に不満を覚えるようになってしまっている．一方で，スウェーデンの事例では，国家レベ

ル，ローカルレベルの両方で，重要な役割を果たした地方自治体の首長が存在しており，特

に住民個々人が事業に対する信頼・理解を高め，ローカルなレベルで合理的判断を実現する

ことに貢献している．我が国においても，英国と同様に国家レベルでのアジェンダ・セッテ

ィングを行って，たとえば処分政策や方法について公衆討議を行ったからといって，受け入

れ自治体が決定されることには直結しないと推定される． 

 個人の態度形成はアジェンダ・セッティングによって影響を受けるが（図 1），常に合理

的判断につながるわけではない．たとえば平成 27 年度に事例研究対象とした，我が国にお

ける郵政民営化の政治過程では，「自民党をぶっ壊す」などといったフレーミングによって，

大半の国民は情動的な態度形成を行ったことが明らかとなった（？）．しかし，同じフレー

ミングによっても，特に農村部に居住する人々にとっては生活上重要な簡易郵便局の存続

に関わる問題として，合理的判断を行っていた可能性がある． 

 高レベル放射性廃棄物処分に関する人々の意識について，継続的にオンライン質問紙調

査を実施した．このデータを分析した結果，東日本大震災とそれに続く福島第一原子力発電

所事故ほどの出来事でも，人々の態度形成に与えた影響は 4～5 年で消失したことが推定さ

れた．アジェンダ・セッティングの事例研究においても，一定の意図を持ってアジェンダが

設定されたと見られる事例そのものが限定的であった．これらの結果は，国家的アジェン

ダ・セッティングには限界があり，設計も極めて難しいということを示唆している． 

 一方で，アジェンダ・セッティングは，ローカルなレベルでの態度形成に与える影響も大

きく，また施策をデザインできる可能性が十分あると考えられる．たとえば，平成 28～29

年度に分析対象とした「科学的特性マップ」は，必ずしも国家レベルでのアジェンダ・セッ

ティングに貢献したとは言えないが，調査結果からローカルなレベルでの意思決定が重視

されるようになったこと，自宅が好ましい特性のある地域に入った個々人の態度形成過程

が変容したことが推定される． 
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 スウェーデンと韓国の対照的事例は，国家的アジェンダがローカルレベルでも同じ課題

認識につながり，合理的判断につながる場合と，そうでない場合とがあることを示している．

一方で，郵政民営化では，国家的アジェンダが国民の情動的態度形成につながる一方，地元

生活に密着した特定郵便局の存亡というローカルなアジェンダについて，むしろ地域の未

来も含めた合理的判断を行う地域住民も存在したとされる．これらの検討から，国家レベル

の課題認識に基づく個人の態度形成と，ローカルなレベルの課題認識に基づくそれとの関

係という観点で，アジェンダ・セッティングを改めて類型化することを試みた（表 2）．な

おここでは，社会心理学における二段階態度形成過程モデルに即して，態度形成過程を中心

ルート（図 1 でいう合理的ステップ）と周辺ルート（図 1 でいう情動的ステップ）に分類す

る．1 

 

表 2：態度形成過程と国家・地域のレベルに着目したアジェンダ・セッティングの類型化 

 

 

高レベル放射性廃棄物処分という政策課題は，理想的には国家的アジェンダの下，全国の国

民と受け入れ検討自治体の住民とが中心ルート的態度形成を行うことが望ましい．しかし

ながら，本研究では東日本大震災のような国家的危機であっても，態度形成に与える影響は

4～5 年という短期間で消失してしまうことが推定されている．加えて，英国の事例に見ら

れるように，たとえ国家レベルで中心ルート的態度形成が実現されていても，実際に受け入

れを検討する自治体レベルで，政治的意思決定に関わる住民らが合理的判断に至っていな

ければ，事業を実施することは難しい． 

国家レベルでの中心ルート的態度形成の限界を踏まえると，国家レベルでは周辺ルート的

態度形成を導きつつ，ローカルレベルでは中心ルートでの熟議を行うようなアジェンダ・セ

ッティングが現実的といえる．つまり，（A）国民が受け入れを検討する自治体レベルに具

体的な検討を安心して委ねられるアジェンダ，（B）受け入れを検討する自治体レベルで，合

理的判断に基づく政治的意思決定が実現するようなアジェンダという，2 つの条件を満たす

アジェンダ・セッティングを検討することが有力と示唆される． 

 

                                                       
1 人間の態度形成に，対象イシューの内容を詳細に検討して態度を形成する中心ルートと，詳細に立ち入

らず周辺的情報によって判断するルート（周辺ルート）があると考えるモデル 
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3.2. 個人の態度形成過程に影響を与える要因 

 平成 26 年度以降，中心ルートと周辺ルートのいずれの態度形成過程をとるかに影響する

政策・事象について検討を行ってきた．この中では，特に国家レベルにおける周辺ルートで

の態度形成に関わる沈黙のらせんについて，さらに詳しい分析を行った． 

3.3. 沈黙のらせん 

 「周囲の意見」とそれに関する認知が態度形成に与える影響について，平成 28 年度に過

去の社会調査データを用いた定量的分析を行った．これまでに行った定性的事例研究では，

特に受け入れを検討する自治体において，社会一般で観察されるほどには HLW 処分施設

受け入れに対して強硬に反対する市民ばかりではなかった．一方で，2011 年の福島第一原

子力発電所事故後には，当研究における社会調査で，HLW 処分施設を受け入れてもよいと

する回答者の割合が増加していたが，たとえばそうした回答者の居住する自治体が実際に

文献調査に応募するとなった場合，必ずしもその態度を維持するとは言い切れないという

疑問もあった．つまり，個人レベルでは処分施設受け入れを合理的に検討しようとする態度

形成過程にあっても，周囲や国民全体の雰囲気（総じて反対であることは各種調査でも明ら

か）を考慮して，自説を主張しなくなる可能性がある．韓国の事例では逆に，個人レベルで

合理的に事業を検討して反対の態度を持っていた地域住民も，加熱した地域間競争の中で，

事業に対する疑問を主張しにくくなった可能性がある． 

こうした「周囲の意見」とそれに対する認知が態度形成に与える影響を考慮すれば，合意形

成，公衆討議において，効果的な「範囲」（有権者・参加者等）の設定ができるようになる

ことが期待される．たとえば，自分の意見が多数派であると認識した人物は自説を主張しや

すくなり，逆に少数派である認識すると沈黙しがちになる．たとえ元々の差が小さくても，

少数派が沈黙すると，多数派の声がより聞こえやすくなり，結果として多数派形成が進行し

ていく．これを「沈黙のらせん」と呼ぶ．沈黙のらせんを考慮して，少数の意見を黙殺して

しまう状況を避け，冷静な熟議ができるような公衆討議を設計する必要がある．（また，そ

のために有効なアジェンダ・セッティングも存在すると考えられる．） 

本研究では，平成 27 年度の社会調査で得たデータを用いて，沈黙のらせんが態度形成に及

ぼす影響を分析した．特に，周辺ルート的態度形成なら沈黙のらせんの影響を受けやすく，

中心ルート的態度形成なら影響が小さいという仮説の検証を目指した．その結果，仮説は概

して妥当であると確認されたが，中心ルート的態度形成と推定されるグループにおいて，一

部予想と異なる結果が見られた．具体的には，中心ルート的態度形成と推定されるグループ

の中で，処分事業に対して支持的態度を有する人々が，「特定の関係者の利益のために行わ

れている」，「安全性が確保されていない」，「雇用の促進に役立つ」といった項目において，

支持派多数の時にデメリットや不満を主張する結果が見られた（図 2）．図 2 中で，支持派・

中心ルートのうち，反対派が多数という情報を与えられた群（自分の意見は少数）と，支持

派が多数という情報を与えられた群を比較したものが赤色の線である．「処分事業が特定の
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関係者の利益のために行われていると思うか」という質問（1＝そうは思わない，2＝あまり

そう思わない，3＝ややそう思う，4＝そう思う）に対して，予想と逆に，支持派多数と認知

した群の方が「特定の関係者の利益のために行われている」と思う傾向が見られた． 

 

 

図 2：支持派の中心ルートで沈黙のらせんが予想と逆に影響している場合（図中では周辺ル

ートを周縁ルートと記載） 

 

 周辺ルート的態度形成と推定されるグループの内，処分事業に反対の態度を有する人々

は，沈黙のらせんで予想されるとおり，支持派多数となると主張を抑えている．ところが，

多数派如何に関わらず態度をあまり変えないはずの中心ルートで，処分事業に支持の態度

を有する人々が，多数派であると認知した際に，事業の問題点を主張するようになっている．

中心ルートの支持派は，処分事業推進の核ともいうべきグループだが，推進が現実的になる

（多数派になる）と，それまで黙認していたデメリットや不満を述べるようになることが示

唆されている． 

 これらの結果から，熟議の設計は慎重であるべきであること，たとえいずれかが多数派を

占める場合でも，少数の意見をくみ取って冷静な議論ができるようなプロセスを設計すべ

きであること，支持派・中心ルートの人々にとって多数か少数かより重要な，処分制度の公

正性を担保すべきであること，の 3 つの知見が得られた． 

 

○今後の展開 

 4 年間の研究を通じて，国家レベルのアジェンダ・セッティングと，個人の態度形成過程

の関係を類型化することができた．各類型に含まれる事例などを検討して，（A）国民が受

け入れを検討する自治体レベルに具体的な検討を安心して委ねられるアジェンダ，（B）受

け入れを検討する自治体レベルで，合理的判断に基づく政治的意思決定が実現するような
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アジェンダの両方につながるような，アジェンダ・セッティングを設計することの有用性が

示唆されている． 

このようなアジェンダ・セッティングにつながるフレーミングとして，「地方創生」が考え

られる．地域の再生・発展を目指す自治体が，放射性廃棄物処分施設受け入れによって得ら

れる便益を活用して，革新的なまちづくりを行うことは，国民から自治体に対して意思決定

を付託し，自治体は合理的判断を行う状況につながる目標たり得る． 

一方，沈黙のらせん理論に基づく検討では，そもそも処分制度の公正性を高めることが重要

であることが示された．経済的便益を活用したまちづくりを行う上でも，公正性を担保する

ための施策を検討する必要がある．たとえばフランスの GIP（公共事業共同体）や，スウェ

ーデンの「「よく機能する」（well-functioning）地域コミュニティを作るための「補償」」（The 

Swedish National Council for Nuclear Waste 2016）という事例は，有益な示唆を与えうるか

もしれない． 

 本研究によって，国家レベルのアジェンダ・セッティングと個人の態度形成過程との関係

が明らかとなり，具体的なアジェンダ・セッティングの設計方針として，地方創生やまちづ

くりといった，経済的便益のデザインが有力であると示唆された．今後は，地域のまちづく

りを目標としてローカルなレベルで熟議が成立するような，公正な制度を検討するため，既

往研究の調査，ならびに先駆的な事例の研究を実施していくことが期待される． 
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